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序章研究目的と研究方法

第1節課題の設定

本研究は，アメリカ合衆国(以下，アメリカと略す)のコミュニティ・カレッジ1)の主要

な教育機能である「大学機能J (collegiate function)が効果的に機能する(強化される)た

めの可能性を r補習教育(remedia1 / developmenta1 education) 2)との係わりのな

かから提示することを直接的課題としている.

現在コミュニティ・カレッジは，他の高等教育機関の追随を許さない程の多様な教育機能を

備えた2年制短期大学として成長し，その数は高等教育機関のなかで3分のlを占めるまでに

なっている.その背景には，自らの存続のために，特に社会的要求に応えざるを得なかったと

いう歴史的発展経緯がある.その柔軟さが，多様な教育機能を包摂する総合教育機関となり得

たのである.結果として，アメリカ高等教育の大衆化を牽引することになった3) コミュニ

ティ・カレッジの伝統的な教育機能には，主として次のようなものがある.

①転学準備機能 (collegetransfer preparation) 

②職業技術教育機能 (vocationa1technical education) 

③継続教育機能 (continuingeducation) 

④コミュニティ・サービス機能 (communityservice) 

⑤補習教育機能(remedial / developmental education) 4) 

このようにコミュニティ・カレッジは，多機能という意味において総合教育機関であるが，

本研究において，特に「大学機能」に焦点をあてるのは「コミュニティ・カレッジにはその誕

生時より同カレッジを囲繰する様々な批判が存在する」という理由による.それは主として，

4年制大学・カレッジ5)に所属する研究者あるいは コミュニティ・カレッジの管理職などの

研究者・教育実践者6)達からの指摘である.彼らの見解が的を射たものであるか否かの判断は

第 1章の考察に譲るが，コミュニティ・カレッジに対する批判が根強いものであることは確か

である.彼らの疑念は，主としてコミュニティ・カレッジの教育機能についての手厳しいもの

である.要約すれば，コミュニティ・サービスを横杵とする多様な教育機能(内容)を引き受

けてきたことの代価として 「高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期課程)としての役

割(機能)が拡散してしまった状態にあるJ7)ということになる.この論調は、敷術的視角と
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して①高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期課程)に値する役割を果たしている(きた)

のか，という教育内容のレベルについてのJencks，C.，Riesman， D.， Mayhew， L.B.らによ

る指摘8) ②コミュニティ・カレッジが高等教育システムのトラッキングのなかで最底辺に位

置づけられていると捉える Clark，B.R.， Karabel， J.， Zwerling， L.S.， Pincus， F.L.， Grub， 

W.N.， Dougharty， K.， Brint， S.らによる教育機能・社会階級(構造)批判9) などに分類

される.これらの論調は 1教育機能不全」論ということにパラフレイズされよう.この「教育

機能不全」論は，コミュニティ・カレッジが高等教育機関のなかでどのような役割を果たすべき

か，つまりは「生涯学習機能も含めてどのような教育機関として自らを位置づけるのかJとい

う 1高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期課程)としての独自性確立」を促す提言へ

と帰結することになる10) コミュニティ・カレッジの特性である教育機能の柔軟性がサービス

の多様化への道を歩むこととなり，結果として，高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期

課程)としての役割を漸減させてきた経緯を，彼らは批判理由として挙げているのである11)

筆者は，コミュニティ・カレッジが高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期課程)として

の役割を果たすための機能を充実させれば，危機的状況を乗り越えるととが可能であると考え

る.そして，コミュニティ・カレッジが高等教育機関 (4年制大学・カレッジの前期課程)と

しての役割を果たすための機能こそ「大学機能」であると捉える.この観点が，先に示したコ

ミュニティ・カレッジを巡る様々な批判に答える，という点において説得力があるものと考え

る.

第2節 先行研究と本論文の位置

1.先行研究の諸論点

(1)資料の採択

ここでは，本論文の研究史上の位置づけを示すために，本研究テーマに係わる研究動向につ

いて整理しておきたい.しかし，アメリカでは，コミュニティ・カレッジに関する研究成果は

膨大な数にのぼる12) そこで，研究を進めていく上で，管見の及ぶ範囲において必要と判断し

た既存の研究文献や2次資料，公的報告書などに加えて，全米規模で実施された調査データな

どを主資料として採択した.その際，本論文に関連する内容であることを基本とし，コミュニテ

ィ・カレッジの研究史上において広く引用されている点を意識した.

そのようななかで，特に注視したものは，コミュニティ・カレッジに関する概論(説)書，
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第2節 先行研究と本論文の位置

1.先行研究の諸論点

(1)資料の採択

ここでは，本論文の研究史上の位置づけを示すために，本研究テーマに係わる研究動向につ

いて整理しておきたい.しかし，アメリカでは，コミュニティ・カレッジに関する研究成果は

膨大な数にのぼる12) そこで，研究を進めていく上で，管見の及ぶ範囲において必要と判断し

た既存の研究文献や2次資料，公的報告書などに加えて，全米規模で実施された調査データな

どを主資料として採択した.その際，本論文に関連する内容であることを基本とし，コミュニテ

ィ・カレッジの研究史上において広く引用されている点を意識した.

そのようななかで，特に注視したものは，コミュニティ・カレッジに関する概論(説)書，
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ERIC (Educational Resources Information Center)のコミュニティ・カレッジに関するデ

ータを提供するクリアリングハウス (Clearinghouse: Community Colleges， UCLA)にて検

索でき得た資料.また， ERICのデータ・ベースに寄せられた論文 (monograph)をもとにま

とめられた研究論集 (anthology) ‘New Directions for Community Colleges， ' ["全米コ

ミュニティ・カレッジ協会J ["全米コミュニティ・ジュニア・カレッジ協会J (American 

Association of Community Colleges， American Association of Community and Junior 

Colleges)が刊行する著書や研究雑誌「コミュニティ・カレッジ・ジャーナルJ ["コミュニテ

ィ・テクニカル・ジュニア・カレッジ・ジャーナル (CommunityCollege Journal， 

Community Technical and Junior College Journal)などである.また， ["補習教育」に関す

る主たる引用・参考資料としては，特に「全米補習教育協会 (NationalAssociation for 

Developmental Education)の公認ジャーナル誌で["全米補習教育センターJ (National 

Center for Developmental Education)が刊行する「補習教育ジャーナルJ (Journal of 

Developmental Eduction， Journal of Developmental and Remedial Eduction) 13)を採択

した.

(2)アメリカの先行研究の動向

まずは["大学機能」についてである.アメリカの研究者で，コミュニティ・カレッジの「大

学機能」について研究しているのは， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.とEaten，J.S.らである.

Cohen. A.M.， Brawe訂r，F.B.らは

Fostering Higher Le三arn凶1註ingThrough Curriculum and Student Transfer" (1987)， 

“The American Community Col1ege (3rd edition)" (1996). Eaten， J.S.は

“Strengthening Collegiate Education in Community Colleges" (1994)のなかで，それ

ぞれ「大学機能」に関して積極的に持論を展開している14)

次に["補習教育」に関する研究についてである. アメリカでは，主として「全米補習教育

協会Jや「カレッジ・リーディング・ラーニング協会」なと、のジャーナル誌‘Journalof

Developmental Education，'‘Journal of Developmental and Remedial Education，' 

‘Journal of College Reading and 1βarning'などが，積極的に「補習教育」についての研究

や教育実践を紹介している.これらについては，本論のなかで随時示していくが，コミュニテ

ィ・カレッジの「補習教育Jのみに焦点を当てた概論(説)書となると，多くはない.しかも

「補習教育」について，概論(説)書としてのまとまった研究成果が見受けられるようになっ

たのは，近年のことである.その様ななかで，コミュニティ・カレッジ委員会 (The
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Community College Board)が r補習教育Jについての教育実践をまとめ上げた

(“Developmental Education : A 1¥venty-First Century Social and Economic 

Imperative") (1998).次いで，長年コミュニティ・カレッジの「補習教育」をフォローし

てきた Roueche，J.E.， Roueche， S.D.らが，自らの研究成果を発表した(“HighStakes， 

High Performance : Making Remedial Education ") (1999). 4年制大学・カレッジも

含めた高等教育機関の「補習教育」を扱ったものとなると， Casazza， M. E.， Si1verman， S. L. 

らの“LearningAssistance and Developmental Education : A Guide for Effective 

Practice" (1996)がある15)

(3)日本の先行研究の動向

わが国では，コミュニティ・カレッジに関する研究は 先人による一定のすぐれた蓄積があ

るが16) r大学機能」についての研究は殆ど見受けられない17) 一方，コミュニティ・カ

レッジの「補習教育」を扱ったものであるが r補習教育」を紹介するに止まるものが大半と

なっている.そのようななかで r補習教育Jを比較的積極的に紹介しているのは塚田富士江

である.塚田は，ワシントン州の事例を挙げ、職業成人基礎教育という識字教育の観点から

「補習教育」を紹介している.しかし，同教育を治療的・補正的・前段階プログラムとして紹介

するに止まっている(r米国コミュニティ・カレッジ教育の動向ーワシントン州にみる制度改

革とその意義一」名古屋大学教育学部社会教育研究室編『社会教育年報』第10号， 1993， 

pp.93-102) .宮原誠一は「補習教育」に関して， r英語や数学の基礎的なコースや治療教育」

として紹介している(rコミュニティ・カレッジとは何か一米国の“聞かれた大学"を見る

一」宮原喜美子編『夕陽一宮原誠一遺稿~ 1980) .三浦嘉久は r補習教育」を継続教育のな

かの「基礎教育」として紹介している(rコミュニティ・カレッジと高齢者教育J W日本社会

教育学会紀要~ No.22， 1986， PP.42-51) .新田照夫は r補習教育」については直接的には

触れていないが r補習教育・矯正教育 (RemedialEducation )をコミュニティ・サービス

の観点」から考察している(rアメリカ・コミュニティ・カレッジのコミュニティ・サービス

一実態・政策・思想一」日本社会教育学会編『社会教育の国際的動向』第31集，昭和62年，

pp.120-131) .内田穣吉・小牧治らは，サンフランシスコ・シティ・カレッジの事例紹介のな

かで「補修教育」として紹介している(Wアメリカのコミュニティ・カレッジ』三省堂選書，

1987) .重藤らは，成人教育課程として，同プログラムを捉えている(Wアメリカのコミュニ

ティ・カレッジ一日本でも育ち得るか一』国士館大学宗教研究所， 1984) .金子忠史は，同プ

ログラムを「補習機能教育」と位置づけている(W短期大学の将来展望一日米比較を通して
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一」東信堂， 1997) .筆者は拙論にて補習教育」のなかでも特に rハイスクール卒業資

格取得J (High School Completion)の内容と現状について考察を試みた(r米国コミュニテ

ィ・カレッジ研究一中等教育機関の中途退学者に対する受け皿という意味を中心に」神戸大学

大学院教育学研究科修士論文， 1994) . 

その他に，アメリカ高等教育機関の「補習教育」に焦点をあてている主な研究者には，川口

仁志(rアメリカ高等教育における補習教育 (remedialeducation)の歴史的展開J Wアメリ

カ教育学会紀要』第4号， 1993， pp.29-37.， rアメリカ高等教育における補習教育の歴史」

民主教育協会， nDEー現代の高等教育~ No.366， 1995， pp.60-65) ，有本章(r大衆教育と

大学教育改革ーリメディアル教育の背景ーJ W大学のリメディアル教育』広島大学大学教育セ

ンター， 1996， pp.101-116) ，吉田文(rアメリカの大学・高校の接続ーリメディアル教育と

一般教育-J W高等教育研究』第2集，玉川大学出版部， 1999， pp.223-245.， r自己教育力」

形成のためのリメディアル教育ーアメリカからのインプリケーションーJ W大学教育学会誌』

第21巻第1号， 1999，pp.9-13) ，喜多村和之(W現代の大学・高等教育一教育の制度と機能一

』玉川大学出版部， 1999，pp.175-186) らがいる.なかでも，高等教育の「カレッジ・ワー

ク」と「補習教育」との連続性 (sequence)に踏み込んでいるのは，吉田である.

以上の研究成果のなかで，コミュニティ・カレッジの「大学機能」との係わりで「補習教

育Jを考察しているものは， Cohen， A.M.， Brawe訂r，F.B.らによる

Function of Community Colleges: Fostering Higher Lea訂rn凶1廿ingThrough Curriculum and 

Student Transf，白'er，"

の“Str陀eng邸then凶1甘ingCollegiate Education in Community Colleges"である.

2.本論文の位置づけ

本研究は，コミュニティ・カレッジを巡る様々な諸批判を乗り越えるひとつの可能性として，

r W大学機能』強化J (r大学機能」が効果的に機能すること)を提示するものである.つま

り，筆者は本論文を，第1節に列挙した諸批判に対する反論のひとつとして位置づけている.

第1章 (3・4節)において検討するが，先に分類した諸批判の②については， Parnell， D.， 

Cohen， A. M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.S.， Bryant， D.W. ，新田照夫18) らが反論してい

る.しかし，対峠する見解は， Eaten， J.S.の指摘にもあるように，コミュニティ・カレッジ
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の教育機能を解釈する上において「指標となる両者の判断材料が講離している」結果生じたも

のである.とれは，どちらの見解が的を射たものかを判断するのが困難であることを意味する.

一方「批判①」については，両陣営(コミュニティ・カレッジ教育機能の批判者・支持者)と

もに共通する認識である.というのも，コミュニティ・カレッジに学ぶ学生の学力は 4年制

大学・カレッジのそれと比するに相対的に低い19)からである.そこで，先に分類した諸批判の

なかでも，特に「批判①」を注視すべき問題と捉え，本研究を「批判①」を乗り越えるための

対案として位置づけるものとする.

ところで r批判①」を凌駕する案として，まとまった研究成果のなかで卓説を示している

のは， Cohen， A. M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.5.らである.彼らは i4年制大学・カレッジ

の前期課程」の役割を果たすためには「大学機能」を効果的に機能させることが肝要であると

いう自説を展開する.彼らの観点は筆者のそれと重畳する.したがって，本論文と彼らの主張

との懸隔は， r w大学機能』強化」のための方法論ということになる. 筆者は r大学機能」が

効果的に機能するための可能性を「補習教育Jとの係わりに求めている.この視角の必然性は本

論文の考察に譲るが，問視角は日米研究史上なされていない論点であり，その部分を補填すると

ころに本研究の意義性があると考える.

研究史上この論点に触れられてこなかった理由として 「補習教育」のコミュニティ・カレッ

ジ内における位置づけがある.実際 i補習教育」と「担当教員」は r非カレッジ・レベル

ワーク」という理由において，コミュニティ・カレッジ内における地位は低い20) その様な状

況下で，コミュニティ・カレッジ研究者・教育実践者が i補習教育」との係わりのなかで「大

学機能」の在り方に言及することが困難であることは，推測するに難くない.となれば，本論文

を展開する上において i補習教育」の重要性を論証する作業が不可欠となる.

3.本論文の基本的視点

(1)コミュニティ・カレッジの「大学機能」

ここでは， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.5.らの研究成果を援用することを通し

て「大学機能Jの定義づけを試みるが，まずは，両研究者 (Cohen，A.M.， Brawer， F.B.らは

1つのチームとして見倣す)の論点を引用することの意義を確認しておこう.

両研究者の論点を引用する理由は3点ある.第1点は，先にも述べたとおり，コミュニティ・

カレッジの「大学機能」について先駆的考察をおとなっているという点.第2点は，両研究者

の研究背景とその研究・実践業績であり，両者とも，コミュニティ・カレッジ研究のオピニオ
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ン・リーダーとして，その言説は広くコミュニティ・カレッジ内外に影響を与えてきたという

点.第3点は両研究者の所属機関の差異である.Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは，主として

「全米のコミュニティ・カレッジについて，長年に渡る積極的なリサーチと膨大な先行研究(資

料・論文などの分析)をもとに論を展開している4年制大学所属の研究者J，一方Eaten，J.S. 

は，管理職としての視点の域を越えるものではないが rコミュニティ・カレッジ教育と経営

に従事してきた教育実践者」という点である21)この両研究者の研究背景の相違が r大学機

能」解釈についての偏りを低減でき得るものと考える.

まずは， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.の観点である.彼らは r大学機能」は次の2つの概

念を有するものであるという.ひとつは「学生の流れ (studentflow) ，今ひとつは「リベ

ラル・アーツ・カリキュラム」である.前者は，アメリカの教育システム(幼稚園から大学院

レベル)を移動する学生に対して，第13・14学年の教育を提供すること.後者は r人文科

学J r社会科学J r基礎学習」などの教育内容を内包し，学生が4年制大学・カレッジに転学

できるようにデザインされたカレッジ活動である 22) つまり，コミュニティ・カレッジの!大

学機能」とは rリベラル・アーツ」カリキュラムと「転学」機能が統合されたものというの

である.ここでの「リベラル・アーツ」とは，伝統的に4年制大学・カレッジにおいて提供さ

れてきた「リベラル・アーツJ (理論)をコミュニティ・カレッジの現実にあわせてその内容

を変換したとする「一般教育 (generaleducation) 実践)であると位置づける23) この

解釈は rリベラル・アーツJのなかに「キャリア教育J24) (同様にキャリア・プログラムの

なかに「リベラル・アーツJ)の要素を組み入れることに正当性を与えることになる.実際，第

2章で検討するが r一般教育Jには「キャリア(職業)教育Jの要素が内包されている25)

次にEaten，J.S.である.彼女は，まず「カレッジ・レベル能力J (college-level 

competence)について見解を示す. rカレッジ・レベル能力Jとは r学位(準学士)取得や

転学可能な単位をもっリベラル・アーツ科目，あるいはキャリア教育科目を履修でき得る能力J

であるとする.そして「カレッジ・レベル・スタディJ (college-level study)には認知

総合力J (cognitive complexity)が伴わなければならないという.ここでいう「カレッジ・

レベル・スタディ」の「認知総合力」とは， 4年制大学・カレッジの前期課程(1ower-

division coursework)と同程度の教育内容を容易に理解できる力，すなわち，高等教育レベル

の知的規範 (intellectualnorms)であるという.よって rカレッジ・レベル・スタディ」の

科目(単位)は，高等教育聞を移動でき得るもの，つまりは， 4年制大学・カレッジの教育水

準を備えたものであることが求められるのである.そのため，学位取得や転学に結び付かない

「補習教育」科目やその他の「職業教育」科目短期資格取得」科目 rリクリエーショ
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ン」科目などは rカレッジ・レベル・スタディ」とは見倣されない r認知総合力Jを必要

としないというのがその理由である26). Eaten， J.S.もCohen，A.M.， Brawer， F.B.らと同

様 r大学機能」を「転学可能な主要科目の集合体としてのリベラル・アーツJのみならず

「応用された分野(キャリア教育)Jへのコミットを組み込んだものと位置づける.つまり，

「アカデミック27)な教育」とカレッジ・レベルの「キャリア教育Jは，共にコミットすること

によって統合されるものであり，それがコミュニティ・カレッジの「大学機能」についての新

しい解釈と主張するのである28)

以上から，両者の「大学機能」についての見解には，本質的な差異は見受けられないことが

明らかである.これらを踏まえ，筆者は「大学機能」を次のように定義づける.

《定義》

「大学機能」とは r4年制大学・カレッジへの転学J機能であり，また「アメリカ

高等教育機関の前期課程 (freshrnan• sophomore)レベルのカレッジ・ワーク

(college work) J 29)である.そしてその教育機能は，カレッジ・レベルの「アカ

デミック教育」と「職業教育」を統合した意味合いを有する.

カレッジ・レベルの「アカデミック教育Jと「キャリア教育」との統合とは，厳密にいえば，

カレッジ・レベルのカリキュラム内に「職業教育」科目が組み込まれている状態を指す.とこ

ろで r大学機能」を定義づけるにあたり「キャリア教育」の替わりに「職業教育」というタ

ームを用いた.というのも， Eaten， J .S.は，カレッジ・レベルの「キャリア教育」を「大学機

能」のなかで職業的 (occupationally)に影響を与える要素30)， Cohen， A. M.， Brawer， 

F.B.らは「大学機能」のなかに組み込まれた「職業科目J (occupational courses/ studies) 

31)と捉えているように，両者ともに「大学機能」との係わりにおいては，主として

‘occupation'というタームを用いているからである.

(2) r w大学機能』強化」についての方法論

ここで，両研究者 (Cohen，A.M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.S.)の rw大学機能』強イじ」

についての見解を示しておこう.

本研究の課題は，コミュニティ・カレッジの主要な教育機能である「大学機能」が効果的に

機能する(強化される)ための可能性を r補習教育」との係わりのなかから提示することで

ある.その際 r大学機能」についての解釈は， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.S. 
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らのそれに依拠することを前提としている32) つまり，本論文の位置づけを考える上におい

て， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.とEaten，J.S.らの研究成果を先駆的論考と捉え基礎資料に

援用し，自らが提示する《試論》と比較・検討・分析するととが必要となる.ところで，先に

示したように， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らと Eaten，J.S.の「大学機能Jに対する見解に

は，確たる差異は見受けられない.しかし r大学機能J強化に対する方法論については，両

者間の認識は異なる.

まずは， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らである.彼らは r大学機能Jを強化するために

は連結教育機関J (connecting institution)としての役割，すなわち，高等教育への「入

り口 (gateways)機関」であるととを，コミュニティ・カレッジ自らが確認することが必要と

いう.そして r大学機能Jを考える上で鍵となる概念を「大学問の連結J (collegiate 

connection)とする r大学聞の連結」とは，ハイスクールからコミュニティ・カレッジ，コ

ミュニティ・カレッジから4年制大学・カレッジへのスムーズ、な学生の移動の実現を目指す，

いわゆる「つなぎ機能J (linking function)を意味するものであるという r大学問の連結J

の強化は r転学」機能と「リベラル・アーツJカリキュラムの2つの要素が，等しくかっ積

極的に追求されたとき，なし得るものと主張する33). 

次に Eaten，J.S.である.彼女は，コミュニティ・カレッジにて強力な「大学教育J

(collegiate education)をおこなうには r大学機能」が他の機能よりも支配的であるべきと

捉える.そのためには，次の4つの条件が整うことが必要であるという.その条件とは， ①構

造化され系統立った「リベラル・アーツ」やカレッジ・レベルの「キャリア教育」がカリキュ

ラムの中心となる，②これらのカリキュラムを通して，カレッジ・レベルの学力をもっ学生の

養成を重点課題とする，③教職員や管理職は，学位(準学士)取得のための条件整備に全力を

尽くす， ④高等教育コミュニティのよき市民となり，学生の移動(主として4年制大学・カ

レッジへの転学)を容易なものとする，などである 34) これらの条件を満たせば，コミュニ

ティ・カレッジは r大学機能を重視するコミュニティ・カレッジJ (collegiate community 

col1ege)と呼ぶに値するという 35).このととは，非カレッジ・レベルの科目やコミュニテイ

を基盤とした「コミュニティ・サービス」などの提供を妨げるものではないが，これらの全て

を同じレベルで重視するのではなく，特に「大学機能」にプライオリティを与えるということ

である36)

以上が，両研究者の「大学機能」強化についての見解である.両研究者とも「大学機能」と

「補習教育」との係わりから，効果的な「大学機能Jの在り方を導出するものではない.そこ

で筆者は，以下の試論を立ててみる.
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《試論》

コミュニティ・カレッジの「大学機能」が効果的に機能する(強化される)

ためには r補習教育」との積極的な係わりが肝要である.

r Ii大学機能』が効果的に機能する(強化される)Jとは，高等教育(機関)レベルのカレッ

ジ・ワーク，特には r地域州立総合4年制大学(前期課程)Jの教育内容レベルと，コミュニ

ティ・カレッジのそれが同等である状態を指す.それに付随して r地域州立総合4年制大学J

へのスムーズな転学を実現することである.

次に，本論文を展開する上での基本的視点37)を示しておこう補習教育」とは伝統的に

は，カレッジ・ワークへの準備教育を指し，その教育内容は，各コミュニティ・カレッジが設

定する「学力要件」に届かない学生に対して実施する rリーディングJ rライティング」

「数学」などの「補習教育」科目である.

《基本的視点》

「補習教育」は，コミュニティ・カレッジの教育課程(カリキュラム・プロ

グラム 38))のなかでも枢要をなすプログラム・科目である39)

したがって， ((試論》でいう rIi補習教育』との積極的な係わりjの「積極的な係わり」と

は， r Ii補習教育』が『大学機能』に係わっている」ことを前提とした上で rカレッジ当局が

『大学機能』のなかでの『補習教育』の重要性を認識しIi大学機能』が効果的に機能するため

の可能性としてIi補習教育』を促進する施策40)にプライオリティを与える状態」ということ

になる.

以上を踏まえ，本研究は， ((基本的視点》を論証する作業のなかで， ((試論》の正当性を導

く.

(3)方法論の相違

ここで，両研究者の見解に批判を加えることにより，筆者のそれとの懸隔を明示する.まず

はCohen，A.M.， Brawer， F.B.らの主張である.彼らは転学」機能と「リベラル・アー

ツ」カリキュラムの2つの要素が充実すれば r大学問の連結」がなされ「大学機能」が強化

されるものと主張する. しかし，先にも述べたように，コミュニティ・カレッジの「リベラル・

アーツ」は「一般教育」である.この「一般教育」科目は「転学」科目でもある.実際 r補習
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教育」科目との連続性が，コミュニティ・カレッジの解決すべき喫緊なる課題となっている 41).

加えて，第4章 (2節)にて考察するが r一般教育」科目は「補習教育J科目の要素を有して

いる42) であるから r大学機能」を考えるとき「補習教育」との係わりを看過できない.

Cohen， A.M.は，単独の論文のなかで「補習教育」の重要性は指摘している43) しかし大

学機能」と「補習教育」との係わりに関しては r大学機能」促進のための5つの補助的要素

(①オリエンテーション，②学生相談，③補習教育，④チューター制度，⑤学習優秀者特別サー

ビス)のなかの1要素として捉えているにすぎない44) 次にEaten，J.S.の立場である.彼女

は IW大学機能』を重視するコミュニティ・カレッジ (collegiatecommunity college) 

の実現ということで，前期中等教育以下の学力レベルの学生をコミュニティ・カレッジから締

め出すという主張で一貫している45) 基礎学習技能(非カレッジ)レベルの科目に登録する学

生を r大学機能」から切り離すべきという考え方である46) したがって r大学機能Jに係

わる「補習教育」も制限されたものとなる.カレッジ・レベルの学力に「若干到達しない学生l

のみを引受けるという「緩やかな補習教育J (moderate remediation needs)の実現である

47) しかし， Eaten， J .S.の主張は現実的ではない I非選抜入学(登録)制 (open

admission)をとる限り I学力的に充分ではない学生J (underprepared students)が大量

にコミュニティ・カレッジにやってくる.実際，コミュニティ・カレッジに学ぶ学生の大半が

低学力である48) Eaten， J.S.の主張に従えば，学生が激減するのは必至で，コミュニティ・

カレッジの存続が危ぶまれる事態となろう. Roueche， J .E.らの指摘にもあるように，コミュ

ニティ・カレッジの存続を前提としたとき，低学力の学生を受け入れ，高等教育レベルにまで

学力を引き上げることが，コミュニティ・カレッジの伝統的役割であり，高等教育機関として

求められる責務49)となる.であるから，その責務達成のためには「大学機能」への「補習教

育」の積極的な係わりが不可欠となるのである.

第3節論文の構成

以上の視点からの考察を通して，かかる研究課題の達成のために，本論文を4章構成により

執筆した.また， 特に3点に留意して考察した.したがって， 3つの視点の小項目(1).....， 

(4)が，それぞれ第1章から4章までの主題となっており，全体としてコミュニティ・カ
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レッジの性格が明らかにできるように構成した.

第1に大学機能」を考える上において，コミュニティ・カレッジの「カレッジ・ワーク」

の在り方について検討した.そのための手続きとして， (1)コミュニティ・カレッジの教育機

能に投げかけられた様々な諸批判を「アイデンティティ・プロブレムj と捉え，整理・検討す

ることを通して，コミュニティ・カレッジの教育機能的な問題点を浮き彫りにすることに努め

た.加えて，その諸批判に対峠する見解を敷術的視角として併置することにより，見解対立の

素因を明らかなものにした.その際に注視したことは コミュニティ・カレッジの「アイデン

ティティ・プロブレムJについて，その性格の相違という観点から， 1960年代以前・以後とい

う軸にて峻別し，整理したことである.次に (2)コミュニティ・カレッジの高等教育(機

関)としての役割についての見解を示した.その際，アメリカ高等教育(機関)の概念につい

ての諸説を検討し r高等教育」概念の古典的伝統的解釈に対して r地域経済発展」と「高等

教育(機関)Jとの係わりから観る機軸を提示した.加えて，アメリカの高等教育(機関)の

性格に迫るためのひとつの指標である‘qua1ity'論を取り挙げ， ‘quality'論についての異見

を比較・検討するという作業をおこなった.

第2に，本論文の基本的視点に位置づけた「補習教育Jについての考察をおこなった.その

ための手続きは以下の通りである.まず， (3)コミュニティ・カレッジの「補習教育」概念の

枠組みを把握することに努めた.その際 r補習教育」の歴史的発展経緯について，特に!補習

教育Jの急激な発展をみることになる1960年代からの流れを追って整理した.加えて，歴史的

考察のなかで明らかになった，概念枠組みの拡大について言及するために， 特に‘remedial'

から‘developmental'というターム変更の背景に注視し，その流れを丹念にフォローした.

そして r補習教育」概念枠組みの整理を機軸として，伝統的枠組みである「教育実践範囲」

と，概念拡大の結果教育内容に組み込まれた「教育プログラム」とに峻別した.また r補習

教育」の実態に迫るために，全米レベル(連邦教育省)の資料を拠り所とした.

第3に，第1・第2での考察を踏まえ，筆者が提示した《試論》である「大学機能」と 1補習

教育」との積極的な係わりが不可避であるととを論証することに努めた.そのための手続きと

して， (4)コミュニティ・カレッジの教育課程(プログラム・カリキュラム)上での補習

教育」の位置づけを明らかなものにした.その際 r補習教育」がコミュニティ・カレッジの

プログラム内で「枢要をなす科目・プログラム」であるという基本的視点に答えるための論拠

を提示した.加えて補習教育」の実施形態を巡る論争を整理することにより r補習教

育」科目とカレッジ・レベル科目との連続性の視点から，カリキュラム内での「補習教育」の

位置づけを明らかなものにしようと試みた.
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最後に，終章において本論文の総括をおこなった.そして["大学機能」に積極的に係わる

「補習教育」の在り方について筆者の見解を述べることをもって，本研究のまとめとした.

なお，筆者がおこなったアンケート結果を整理する際，コミュニティ・カレッジを「都会系カ

レッジJ (urban col1ege) ， ["地方系カレッジ (ruralcol1ege)， ["郊外系カレッジ」

(suburban col1ege)， ["小都市系カレッジJ (small-town col1ege)という設置地域区分を

意識し，比較検討した. というのも，共通の教育機能をもっコミュニティ・カレッジではある

が50) 教育機能に対するプライオリティ(①どの教育機能を優先機能とするのか，②個々の教

育機能のなかで何を重点的に取り組むのか)には，設置地域が求めるニーズによって，温度差

が存在することが予想されるからである51) 本論文では，特に②を意識した.

本研究の特色と意義(独自性)は，本論文の研究視点そのもののなかにあるが["大学機能l

の効果的な機能をみるために問機能と「補習教育」の係わりのなかで論を展開しようと試みる

ところにあり，その点に本研究のオリジナリティを求めている.

コミュニティ・カレッジがそれぞれ独自の文化や地域性をもっ以上，その教育内容は多種多

様であり，ある特定の事例をもってその実態(教育機能)を一般化するととは困難であるが，

それでも一定の規則性はもっている. つまり ほぼ全てのコミュニティ・カレッジの教育機能

は本質的に共通しているのである. そこで本論文は，一般的傾向としての《試論》の構築を目

指す試みであることを確認したい.また["一般的傾向の《試論》構築」へ迫るために，できる

だけ全米各地のコミュニティ・カレッジの事例研究に関する文献・資料に目を通した. 同時に，

本論文を展開する上での鍵人物となる研究者や教育実践者などに筆者が直接実施したインタ

ビューやアンケート等を拠り所として考察することに努めた.

しかし，コミュニティ・カレッジに関する研究論文は膨大な数にのぼる.本研究は，先に示し

た限定された資料のなかの《試論》の提示・論証であるということを断っておきたい.

[註]

1)他にも私立の 2年制短期大学がある.その教育内容は主として4年制大学への転学のため

の「リベラル・アーツJ ["一般教育J (liberal arts， general education)であり，職業教

育プログラムを始めとする様々な教育プログラムを提供するコミュニティ・カレッジ(公

-13-

最後に，終章において本論文の総括をおこなった.そして["大学機能」に積極的に係わる

「補習教育」の在り方について筆者の見解を述べることをもって，本研究のまとめとした.

なお，筆者がおこなったアンケート結果を整理する際，コミュニティ・カレッジを「都会系カ

レッジJ (urban col1ege) ， ["地方系カレッジ (ruralcol1ege)， ["郊外系カレッジ」

(suburban col1ege)， ["小都市系カレッジJ (small-town col1ege)という設置地域区分を

意識し，比較検討した. というのも，共通の教育機能をもっコミュニティ・カレッジではある

が50) 教育機能に対するプライオリティ(①どの教育機能を優先機能とするのか，②個々の教

育機能のなかで何を重点的に取り組むのか)には，設置地域が求めるニーズによって，温度差

が存在することが予想されるからである51) 本論文では，特に②を意識した.

本研究の特色と意義(独自性)は，本論文の研究視点そのもののなかにあるが["大学機能l

の効果的な機能をみるために問機能と「補習教育」の係わりのなかで論を展開しようと試みる

ところにあり，その点に本研究のオリジナリティを求めている.

コミュニティ・カレッジがそれぞれ独自の文化や地域性をもっ以上，その教育内容は多種多

様であり，ある特定の事例をもってその実態(教育機能)を一般化するととは困難であるが，

それでも一定の規則性はもっている. つまり ほぼ全てのコミュニティ・カレッジの教育機能

は本質的に共通しているのである. そこで本論文は，一般的傾向としての《試論》の構築を目

指す試みであることを確認したい.また["一般的傾向の《試論》構築」へ迫るために，できる

だけ全米各地のコミュニティ・カレッジの事例研究に関する文献・資料に目を通した. 同時に，

本論文を展開する上での鍵人物となる研究者や教育実践者などに筆者が直接実施したインタ

ビューやアンケート等を拠り所として考察することに努めた.

しかし，コミュニティ・カレッジに関する研究論文は膨大な数にのぼる.本研究は，先に示し

た限定された資料のなかの《試論》の提示・論証であるということを断っておきたい.

[註]

1)他にも私立の 2年制短期大学がある.その教育内容は主として4年制大学への転学のため

の「リベラル・アーツJ ["一般教育J (liberal arts， general education)であり，職業教

育プログラムを始めとする様々な教育プログラムを提供するコミュニティ・カレッジ(公

-13-



立(州立・市立・郡立) 2年制短期大学)とは一線を画している.表記方法であるが，本

研究では特に断りのない限り 2年制短期大学とは「コミュニティ・カレッジ」を指すもの

とする.現在 (1997)アメリカの高等教育機関数 (4年制大学・カレッジ 2年制短期大

学)は3，706校あり，そのなかで2年制短期大学数は1，462校.コミュニティ・カレッジは

1，047校，ジュニア・カレッジ(主として私立系2年制短期大学)が415校，という内訳で

ある (NationalCenter for Education. Digest of Education Statistics. Washington， 

D.C.: U.S. Department of Education， 1997， p.258) .学生の特性として 4年制大学・

カレッジと比するに，①社会経済的低階層出身者の多さ(父親の教育レベル・収入が相対

的に低い)，②少数民族の割合の高さ，③平均年齢の高さ，④勤労学生の多さ，⑤識字教

育レベルの学生の多さ，⑥パート・タイムの学生の多さ(コミュニティ・カレッジ登録学

生の約70%)，などを挙げることができる <Bogart，Q.J.“The Community College 

Mission." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the Community College in 

America: Its History， Mission and Management. Westport， Connecticut: Greenwood， 

1994， pp.60-73) . 

2) ["補習教育」にあたるタームには“developmentaleducation"と“remedia1

education"がある.第3章にて考察するが，“developmenta1education"を「発達教

育J， “remedia1 education"は「治療教育Jという日本語訳出が適当であろうかと思わ

れる. 日本では「補習教育Jに「リメディアル教育J ["ガイダンス教育」というタームが

充てられ，定着しつつある. また， “developmental education"に類似する教育領域に

は‘developmenteducation'があり「開発教育」と日本語訳出されている.ここでは，

その教育内容の違いについて明確にしておきたい["開発教育」とは一般に「開発途上国

の貧困や飢餓，病気などの問題を人類共通の課題として捉え，南北戦争や第三世界の人々

に対する理解を深め，途上国の主権の擁護・確立と社会経済の発展を期する教育J (W現代

教育学辞典』労働旬報社， 1988， p.59)を指すものであり，本研究にて取り扱う

“developmental education"の教育内容とは基本的に異なっている.

3) Vaughan， G.B. The Community College Story: A Tale of Ameri伺nInnovation. 

Washington， D.C.: American Association of Community Colleges， 1995， p.iii ， 

p.1. 

4) Spann， M.G.， and McCrimmon， S. “Remedial / Developmenta1 Education: Past， 

Present， and Future." In G.A. Baker 111 (edよAHandbook on the Community 

College in Ameri伺 :Its History， Mission， and Management. Connecticut: 

-14-

立(州立・市立・郡立) 2年制短期大学)とは一線を画している.表記方法であるが，本

研究では特に断りのない限り 2年制短期大学とは「コミュニティ・カレッジ」を指すもの

とする.現在 (1997)アメリカの高等教育機関数 (4年制大学・カレッジ 2年制短期大

学)は3，706校あり，そのなかで2年制短期大学数は1，462校.コミュニティ・カレッジは

1，047校，ジュニア・カレッジ(主として私立系2年制短期大学)が415校，という内訳で

ある (NationalCenter for Education. Digest of Education Statistics. Washington， 

D.C.: U.S. Department of Education， 1997， p.258) .学生の特性として 4年制大学・

カレッジと比するに，①社会経済的低階層出身者の多さ(父親の教育レベル・収入が相対

的に低い)，②少数民族の割合の高さ，③平均年齢の高さ，④勤労学生の多さ，⑤識字教

育レベルの学生の多さ，⑥パート・タイムの学生の多さ(コミュニティ・カレッジ登録学

生の約70%)，などを挙げることができる <Bogart，Q.J.“The Community College 

Mission." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the Community College in 

America: Its History， Mission and Management. Westport， Connecticut: Greenwood， 

1994， pp.60-73) . 

2) ["補習教育」にあたるタームには“developmentaleducation"と“remedia1

education"がある.第3章にて考察するが，“developmenta1education"を「発達教

育J， “remedia1 education"は「治療教育Jという日本語訳出が適当であろうかと思わ

れる. 日本では「補習教育Jに「リメディアル教育J ["ガイダンス教育」というタームが

充てられ，定着しつつある. また， “developmental education"に類似する教育領域に

は‘developmenteducation'があり「開発教育」と日本語訳出されている.ここでは，

その教育内容の違いについて明確にしておきたい["開発教育」とは一般に「開発途上国

の貧困や飢餓，病気などの問題を人類共通の課題として捉え，南北戦争や第三世界の人々

に対する理解を深め，途上国の主権の擁護・確立と社会経済の発展を期する教育J (W現代

教育学辞典』労働旬報社， 1988， p.59)を指すものであり，本研究にて取り扱う

“developmental education"の教育内容とは基本的に異なっている.

3) Vaughan， G.B. The Community College Story: A Tale of Ameri伺nInnovation. 

Washington， D.C.: American Association of Community Colleges， 1995， p.iii ， 

p.1. 

4) Spann， M.G.， and McCrimmon， S. “Remedial / Developmenta1 Education: Past， 

Present， and Future." In G.A. Baker 111 (edよAHandbook on the Community 

College in Ameri伺 :Its History， Mission， and Management. Connecticut: 

-14-



Greenwood Press， 1994， p.161. 

5) 14年制大学・カレッジ」という表記であるが，大学は「総合制大学J，カレッジは「小

規模リベラル系カレッジ」を意識して使用している.

6)本研究では，管理職(学長など)を含めた「教員J 1事務職員」などをコミュニティ・カ

レッジ教育に係わる者達の総体として「教育実践者」という表記法を用いる.

7) Eaten， J .S. Strengthening Collegiate Education in Community Colleges. San 

Francisco: Jossey-Bass. 1994， p.70.， Roueche， J.E. ，Baker， G.A. III.， 

OmahaBoy， N.H.， and Mullins， P.L. Access & Excellence: The Open-Door 

College. Washington， D.C.: American Association of Community and Junior 

College， 1987， p. iii， pp.6-8. 

8) Jenks， C.， and Riesman， D. The Academic Revo1ution. New York: Doubleday， 

1968.， Riesman， D. On Higher Education: The Ameri伺 nEnterprise in an Era of 

Rising Student Consumerism. San Francisco: Jossey-Bass， 1981.， Mayhew， L.B.， 

Ford， P.J.， and Hubbard， D.L. The Quest for Qua1ity: The Cha11enge for 

Undergraduate Education in the 1990s. San Francisco: Jossey-Bass， 1990. 

9) Clark， B.R.“The Cooling-Out Function in Higher Education. " American 

Journa1 of Sociわo1ogy，1960， 65引(6ω)，569-576ι.， Karabel， J工.

and Social Stratification in the 1ω98却Osピ"In L.S. Zwer出lin昭1屯g(色ed.よT知hθ Community

Colleges and Its Critics. New Directions for Community Colleges， no.54. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1986.， Zwerling， L.S. Second Best: The Crisis of the 

Community College. New York: McGraw-Hill， 1976.， Pincus， F.L.“The False 

Promise of Community Colleges: Class Conflict and Vocational Education." 

Harvard Educationa1 Review， 50(3ω)， 1四98ω0，33幻2一3お61.， Grubb， W.N孔.
， 

Conventional Wisdom: Community College Impact 0∞nSt凶ud白en凶ltS'Jobs and S臼al凶a訂riesピ"

Community， Techni伺 1，andJuniorCollegeJourna1， 1992，62(6)，10-14.， Brint， S.， 

and Karabel， J. The Diverted Dream: Community Colleges and the 斤omiseof 

Educationa1 Opportunity in America 1900-1985. New York: Oxford University 

Press， 1989.， Dougharty， K.J.“The Community College at the Crossroads: The 

Need for Structured Reform." Harvard Educationa1 Review， 1991，61(3)，311-

336. 

10)例えばCross，K.P.は，地域に根差すコミュニティ・カレッジの在り方を「水平的視点J
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(horizontal focus) ， 4年制大学への転学と前期課程としての質の向上を目指すものを

「垂直的視点 (verticalfocus)などと区分した(“DeterminingMissions and 

Priorities for the Fifth Generation." In W.L. Deegan， D.Tillery， and Associates 

(eds.). Renewing the American Community College:・庁ioritiesand Strategies for 

Effective Leadership. San Francisco: Jossey-Bass， 1985， pp.34-52). r水平的視点」

としては， Gleazer， E.J.， Jr.が，コミュニティに根差した「生涯学習機関」を目指すべき

であると位置づけた (TheCommunity College: Va1ues， Vision， Vita1ity. Washington， 

D.C.: American Association of Community and Junior Colleges， 1980， p.16) .コ

ミュニティ・カレッジの未来を考える委員会」は， 1985年に「地域を構築する」コミュニ

ティ・カレッジの在り方を提示した (BuildingCommunities: A Vision for a New 

Century. A Report of the Commission on the Future of Community Colleges. 

Washington， D.C.， 1985) . Bogart， Q.J.は， rコミュニティに聞かれた教育情報交換機

関 (community-wideeducational clearing house)を提示し(“TheCommunity 

College Mission." In G.A. Baker III (ed.). A Handbook on the Community Col1ege in 

America: Its History， Mission and Management. Westport， Connecticut: Greenwood， 

1994， pp.60-73) ， Harlacher， E.L. ， Gollattscheck， J.F.らは， r地域を活性させる教育

機関」としての在り方を模索した (TheCommunity -Building College: 1βading the 

Way to Community Revita1ization. Washington， D.C.: American Association of 

Community and Junior Colleges， 1996) .一方「垂直的視点」に分類される研究者・教

育実践者には，Roueche， J.E. ， Vaughan， G.B.などがおり，その論調の大半はカレッジ・

レベル・ワークの質的向上を訴えるものであった (Roueche，J.E.， and Kirk， R.W. 

Catching Up: Remedia1 Education. San Francisco: Jossey-Bass， 1974.， Vaughan， 

G.B.“Critics of the Community College: An Overview." In G.B. Vaughan (Guest 

edよQuestioningthe Community College Role. New Directions for Community 

Colleges， nO.32. San Francisco: Jossey-Bass， 1980) . Cohen， A.M.， Brawer， F.B.， 

Eaten， J.S.らは，質的向上を実現させるためには「大学機能Jを強化する必要があると捉

える考えを示した (Cohen，A.M.， and Brawer， F.B. Strengthening Collegiate 

Function of Community Colleges: Fostering Higher Learning Through Curriculum 

and Student Transfer. San Francisco: Jossey-Bass， 1987.， Eaten， J.S. 

Strengthening Collegiate Education in Community Colleges. San Francisco: 
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が，コミュニティ・カレッジが他の教育機関・施設(営利専門学校・技術カレッジ・成人

教育センター)との差異を明示する上においても重要であるという.つまり，そうするこ

とによって，アメリカ教育システムの主流 (mainstreamof graded education)に止まる

ことができると主張するのである (Cohen，and Brawer， The Collegiate Function， 

xii， 172) . 

11)第1章にて考察する.

12)特にコミュニティ・カレッジの研究に対する碩学 (communitycollege giants)は，

Koos， L.V.， El1es， W.c.， Bogue， J.P.， Medsker， L.L.らであるといわれている

( Koos， L.V. The Junior-College Movement. Boston: Ginn， 1925.， Elles， W.C. The 

Junior College. Boston: Houghton Miff1in， 1931.， Bogue， J.P. The Community 

College. New York: McGraw-Hill， 1950. ，刀leDevelopment of Community 

Colleges. Washington， D.C.: American Association of Community and Junior 

Colleges， 1957.， Medsker， L.L. The Junior College:斤ogressand斤ospect.New 

York: McGraw-Hill， 1960.， Breaking the Access Barriers: A 斤'ofi1eof Two-Year 

Colleges. NewYork: McGraw-Hill， 1971) • 

13)他にも「補習教育」を扱ったジャーナル誌として，‘Journal of College Reading and 

Lβarning' ‘Research and Teaching in Developmental Education'などがある.

‘Journa1 of Developmenta1 Education'はリサーチを基盤とした実践指向のジャーナル

誌で毎年約5，000部を刊行し， ‘Journa1 of Col1ege Reading and Learning'は実践指向

で特に「リーディングJ r数学Jの教授法に力点を置いた内容， ‘Research and Teaching 

in Developmental Education'は3誌のなかでもっともリサーチ指向の内容となってい

る.それぞれの刊行部数は，約1，000部である.全米補習教育センター長のBoylan，H.R.に

よれば， その影響力の大きさから‘Journalof Developmental Education'に執筆を希

望する著者が多いという(筆者がおとなった Boylan，H.R.への質問に対する氏の回答:

1998) . 

14) Cohen， A.M.， and Brawer， F.B. The Collegiate Function of Community Colleges: 

Fostering Higher 1βarning Through Curriculum and Student Transfer. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1987. ，Cohen， A.M.， and Brawer， F.B. TheAmeri伺 n

Community College (3rd ed.). San Francisco: Jossey-Bass， 1996.， Eaten， J.S. 

Strengthening Collegiate Education in Community Colleges. San Francisco: Jossey-

Bass， 1994. 
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15) The Community Col1ege Board. Developmenta1 Education: A Twenty-First 

Century Socia1 and Economic Imperative. New York: League for Innovation in the 

Community Col1ege， 1998.， Roueche， J.E.， and Roueche， S.D. High Stakes， High 

Performance: Making Remedia1 Edu伺 tionWork. Washington， D.C.: Community 

College Press， 1999.， Casazza， M. E.， and Silverman， S .L. Lβarning Assistance and 

Developmenta1 Edu伺 tion: A Guide for Effective Practice. San Francisco: Jossey-

Bass， 1996. 

16)なかでも，特に精力的に研究に取り組んでいるのは，新田照夫・坂本辰朗・塚田富士江・

金子忠史・牧野(佐藤)暢男・三浦嘉久らである.総合的に分析している概論書には，田

中久子・森本武也らによる『アメリカ短期大学CommunityCol1ege 増補編~ (研成社:

1977) ，重藤信英・鶴田義男らの『アメリカのコミュニティ・カレッジ一日本でも育ち得

るか一~ (国士舘大学宗教研究所:1984) ，内田穣吉・小牧治らの『アメリカのコミュニ

ティ・カレッジ~ (三省堂選書:1987) ，三浦嘉久『コミュニティ・カレッジ論~ (高文

堂:1991)などがある.筆者は，コミュニティ・カレッジの先行研究について r米国コ

ミュニティ・カレッジに関する先行研究J (W研究論叢』神戸大学大学院教育学研究科教

育課程論・計画論研究室，第3号， 1995， pp.95-101) にて整理した.

17)筆者は，日本社会教育学会第45回大会(米国コミュニティ・カレッジの「大学機能」につ

いての→考察:1998) ，関西教育学会第50回大会(米国コミュニティ・カレッジの「大学

機能」についての一考察-Eaten， J.S.， Cohen， A.M. & Brawer， F.B.らの論考を手掛か

りに:1998)にて r大学機能Jについて発表をおこなった.また，大学教育学会第21回

大会(米国コミュニティ・カレッジの『補習教育』一「カレッジJ科目とのアーティキュ

レーションを中心にー:1999)にて r補習教育」科目と「カレッジ」科目との連続性に

ついて自説を展開した.

18)コミュニティ・カレッジの教育機関としてのアイデンティティについては，主として教育

機能を支持する研究者や管理職達からのものである.第1章 (4節)を参照されたい.

19) r低学力」とは本研究では，学生の学力が「カレッジ・レベルJに到達していないことを

指している.学力の指標として， SAT (Scholastic Assessment Test)やACT

(American Col1ege Testing)などの結果を用いられるのが一般的となっている.Cohen， 

A.M.， Brawer， F.B.らはそれらの結果から，コミュニティ・カレッジの学生は，概して他

の4年制大学・カレッジの学生に比べて学力(特に言語運用力)が低いことを指摘してい

る (TheAmerican Community College (3rdθd.) ， 46-47) .また彼らは，コミュニテ
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イ・カレッジから転学生を受け入れる4年制大学・カレッジは，コミュニティ・カレッジ

のカレッジ・レベルの教育内容(準学士の学位レベル)に懐疑的であるのが一般的である

という (TheCollegiate Function， 18) . 

20)筆者がおこなった r全米補習教育センター」のセンター長である Boylan，H.R.氏への書

簡での質問に対し氏は 「補習教育」と担当教官のコミュニティ・カレッジ内における地

位の砥さを指摘した.また 1998年に実施したピアス・カレッジ(ワシントン州)の「補

習教育」の責任者であるToohey，M.A.氏とのインタビューにおいて氏は rカレッジ科

目」担当の教員に比べて「補習教育」担当教員に対する評価の低さを嘆いておられた.

1993年におこなった r補習教育」についてのアンケート(ワシントン州のコミュニテ

ィ・カレッジ)のなかで，ヤキマ・パレィ (YakimaValley Community College )の成

人課程部長Eglin，L.氏は，学位取得単位の科目を担当している教員は，概して「補習教

育J担当教員をカレッジの教員とは見倣していないという点を指摘した.加えて， Cohen， 

A.M.， Brawer， F.B.らは，彼らを「最下層 (pariah)として扱った (TheAmerican 

Community College (3rd ed.)， 263) . 

21) Cohen， A.M.は，カリフォルニア州立大学ロサンゼ、ルス校教授で専門は「高等教育J. 

Brawer， F.B.は，コミュニティ・カレッジ研究センター(Center for the Study of 

Community Colleges)の調査部長 (researchdirector)である.以前はカリフォルニア

州立大学ロサンゼルス校にて調査を主とする教育学者の職にあった.一方， EatenJ.S.で

あるが，サザン・ネパダ・コミュニティ・カレッジ(Community College of Southern 

Nevada) ，フィラデルフィア・コミュニティ・カレッジ(Community College of 

Philadelphia) などの学長を歴任し，アメリカ教育審議会(American Council on 

Education) の会長，加えて全米コミュニティ・カレッジ協会(American Association 

of Community Colleges)の常任理事を経て，現在ニューヨーク市教育援助審議会(

Couci1 for Aid to Education in New York City )の会長の役職にある.いわゆるコミュ

ニティ・カレッジ教育に実践的に携わってきた人物である(Eaten，xvii.， Cohen， and 

Brawer， The American Community Colleges (3rd ed.)， xx.vii一氾wiii.

22) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function.， 5. 

23) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function.， 10-11. 

24) rキャリア」とは個人の生涯で行う仕事の総和であり r教育」とは人がそれによって学

ぶ経験の総和であるなどという概念から rキャリア教育」は，職業教育に止まらない他

の生活役割との関連を重視した概念となってきている(福地守作『キャリア教育の理論と
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実践』玉川大学出版部， 1995， p.ll) .広義では「アカデミック教育」を含むとともあ

る.Cohen， A.M.， Brawer， F.B.， Eaten， J.S.らは rキャリア教育J (career 

education)と「職業教育 (occupationaleducation)と明確な区別をしていない.ま

た，両者ともにカレッジレベルの「アカデミック教育」に対峠するものとして「キャリア

教育」を用いている.

25) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 170-171， 190. 

26) Eaten， Strengthening Collegiate Educaiton， 2. 

27)応用科学が純粋科学よりも優越するという，古典的「アカデミズム」解釈の意味合いでは

用いていない(W新教育社会学辞典』東洋館出版社， 1986， p.4) .ここでは rアカデ

ミックJを「職業教育」関連科目を除いた「カレッジ科目(一般教育)Jを巡る教育的営

為の総体として用いている.であるから rアカデミック教育」とは r職業教育」と対

時する「カレッジ・レベル教育Jということになる.
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29)ここでは r科目番号100以上」の科目のみを有する学位・転学プログラムがカレッジ・レ

ベルであり，カレッジ・レベルの教育内容の実践や，学生の科目履修を含めた教育的営為
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ベルの教育内容の実践」を特に強調するとき r大学教育J (collegiate education)とい

うタームを用いることにする.また「カレッジ」科目とは「科目番号100以上J，カレッ

ジ・レベルの「コース・ワークJ (course work)とは「科目番号100以上」の科目履修を
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pp.3-4. 

35) Eaten， Strengthening Collegiate Educaiton， 1. 

36) Eaten， Strengthening Collegiate Educaiton， 75， 113. 

37)基本的視点に関する研究成果であるが，本視点にまで踏み込んでいるものは殆ど見当らな

い.考えられる理由のひとつに，コミュニティ・カレッジの教育課程内での「補習教育」

の位置づけの問題がある.そのような状況下で，コミュニティ・カレッジ教育実践者・研

究者が，本研究の基本的視点にまで踏み込んだ見解を産みだすことが困難であろうと推測

するのは容易である.しかし， Cohen， A.M.がその単著 “Responding to Criticism 

of Developmenta1 Education (1987) "にて「補習教育は，コミュニティ・カレッジの

カリキュラムの中心となるであろう」と予測した(Ahrendt，K.M. (ed. ). Teaching the 

Developmenta1 Education Student. New Directions for Community Colleges， 

nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， pp.3-10> .また Bray，D.も同書のなかで

“Assessment and Placement of Developmenta1 and High-Risk Students"を発表し，

教育課程のなかでの「補習教育Jの位置づけを明確にしようと腐心した(Ahrendt， K.M. 

(ed.). Teaching the Developmenta1 Edu伺 tionStudent， New Directions for 

Community Colleges， nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， pp.33-48> . 

Roueche， J.E.らはオープン・ドア制J (open-door)をとるコミュニティ・カレッ

ジにとって r補習教育は中心となるプログラム」であると位置づけた (Roueche，

Baker， OmahaBoy， and Mullins， 72) .しかし，いずれもその論拠を示してはいない.

38) rプログラム」という日本語表記であるが，基本的には「あらかじめ教師および教育機関

によって設定され，明確な到達目標に至るまでの具体的な行動を示す下位目標の提示，行

動の指示，評価をふくみ，しかも一定の順序，系列を保有するものJ (~現代教育学辞

典』労働旬報社， 1988， p.657)を指すものとして用いる.しかし，アメリカでは

‘programs'というタームを，日本における「教育課程(カリキュラム)Jと同じ文脈で

使うことも多い O.B.L.ヘファリン著，喜多村和之・石田純・友田泰正訳『大学教育改革の

ダイナミックス』玉川出版部， 1987， p.73) .加えて rコース」という日本語表記につ

いても言及しておく必要があるだろう.アメリカでは(ここでは中等後教育機関・高等教

育機関)における‘courses'とは r授業科目」を意味する場合が大半である.しかし，

日本の研究文献には誤った訳出のものが多々見受けられる.例えば，日本の高等教育機関

(特に短期大学)における「英語コースJ r看護コースJなどの意味合いでの日本語訳出

がそれである.

-21-

pp.3-4. 

35) Eaten， Strengthening Collegiate Educaiton， 1. 

36) Eaten， Strengthening Collegiate Educaiton， 75， 113. 

37)基本的視点に関する研究成果であるが，本視点にまで踏み込んでいるものは殆ど見当らな

い.考えられる理由のひとつに，コミュニティ・カレッジの教育課程内での「補習教育」

の位置づけの問題がある.そのような状況下で，コミュニティ・カレッジ教育実践者・研

究者が，本研究の基本的視点にまで踏み込んだ見解を産みだすことが困難であろうと推測

するのは容易である.しかし， Cohen， A.M.がその単著 “Responding to Criticism 

of Developmenta1 Education (1987) "にて「補習教育は，コミュニティ・カレッジの

カリキュラムの中心となるであろう」と予測した(Ahrendt，K.M. (ed. ). Teaching the 

Developmenta1 Education Student. New Directions for Community Colleges， 

nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， pp.3-10> .また Bray，D.も同書のなかで

“Assessment and Placement of Developmenta1 and High-Risk Students"を発表し，

教育課程のなかでの「補習教育Jの位置づけを明確にしようと腐心した(Ahrendt， K.M. 

(ed.). Teaching the Developmenta1 Edu伺 tionStudent， New Directions for 

Community Colleges， nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， pp.33-48> . 

Roueche， J.E.らはオープン・ドア制J (open-door)をとるコミュニティ・カレッ

ジにとって r補習教育は中心となるプログラム」であると位置づけた (Roueche，

Baker， OmahaBoy， and Mullins， 72) .しかし，いずれもその論拠を示してはいない.

38) rプログラム」という日本語表記であるが，基本的には「あらかじめ教師および教育機関

によって設定され，明確な到達目標に至るまでの具体的な行動を示す下位目標の提示，行

動の指示，評価をふくみ，しかも一定の順序，系列を保有するものJ (~現代教育学辞

典』労働旬報社， 1988， p.657)を指すものとして用いる.しかし，アメリカでは

‘programs'というタームを，日本における「教育課程(カリキュラム)Jと同じ文脈で

使うことも多い O.B.L.ヘファリン著，喜多村和之・石田純・友田泰正訳『大学教育改革の

ダイナミックス』玉川出版部， 1987， p.73) .加えて rコース」という日本語表記につ

いても言及しておく必要があるだろう.アメリカでは(ここでは中等後教育機関・高等教

育機関)における‘courses'とは r授業科目」を意味する場合が大半である.しかし，

日本の研究文献には誤った訳出のものが多々見受けられる.例えば，日本の高等教育機関

(特に短期大学)における「英語コースJ r看護コースJなどの意味合いでの日本語訳出

がそれである.

-21-



39)この場合，コミュニティ・カレッジが高等教育機関の中でのレーゾン・デートルを確立さ

せるために不可欠なプログラムであるという意味として用いている.単に登録された学生

数が多いプログラムが「重要Jであるとは捉えていない.

40) ここでは r補習教育」の置かれた環境の整備，つまりは r補習教育」の予算充実に対す

る管理職者側の理解を指す.それにより，教員側の教授環境(教員研修 (Faculty

Development)への参加，教授用コンビュータ・ソフトの充実，専任教員の採用，カリ

キュラムの改善，教材開発)， 加えて，学生側の学習環境(個人学習ルームの確保，学習

用コンビュータ・ソフトの充実)などに対する予算援助の大幅な上積みが実現する.

41) r補習教育j の実施形態のなかで r学科統合」型をとるコミュニティ・カレッジは，

「分離学科j型に比べ r補習教育」科目から「カレッジ」科目への連続性を重視してい

る.第4章 (3節)を参照されたい.吉田文も「連続性」に言及している(rアメリカの

大学・高校の接続一リメディアル教育と一般教育一J Ii高等教育研究』第2集，玉川大学

出版部， 1999.pp.223-245.， r自己教育力」形成のためのリメディアル教育ーアメリカか

らのインプリケーション一J Ii大学教育学会誌』第21巻第1号， 1999， pp.9-13) . 

42) Spann， and McCrimmon， 162.， Cohen，“Responding to Criticism ， " 3-10. 

第4章 (2節)にて考察する.

43) Cohen，“Responding to Criticism， " 3. 

44) Cohen， and Brawer， The Col1egiate Function， 127. 

45) Eaten， Strengthening Collegiate Education， 151. 

46) Eaten， Strengthening Collegiate Education， 8-9. 

47) Eaten， Strengthening Collegiate Education， 151. 

48) Spann， and McCrimmon， 161. 

49) Roueche， J.E.， and Roueche， S.D. Between A Rock and A Hard Place: The At-

Risk Student in the Open-Door College. Washington， D.C. : Community 

College Press， 1993， p.vl1.， Cross，“Determing Missions， " 47. 

50)様々な形態のコミュニティ・カレッジが存在する.例えば全米コミュニティ・カレッジ協

会はその設置形態から r公立コミュニティ・カレッジJ r 4年制大学の前期課程をもっ

分校J rネイティブ・アメリカン系J (triba1 col1eges)と分類する(American

Association of Community Col1eges. Nationa1 Profile of Community Colleges: 

Trends & Statistics 1997-1998. Washington， D.C.: The Community Col1ege Press， 

1997， pp.9-11) .またピーターソンズは都会系カレッジJ(urban college) ，地方
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系カレッジ Cruralcollege)， r郊外系カレッジ Csuburbancollege)， r小都市系

カレッジJ (small-town college) などに分類する (Peterson's.Two-Year Colleges 

α8th edJ . Princeton， New Jersey: Peterson's， 1997) .しかし本質的には， ①高い

地域性，②18歳以上で入学を希望する地域住民は全て入学を許可されるというオープン・

アドミッション制，③車通学において1時間以内の通学圏内に分布，④低廉な授業料，⑤

半専門的職業資格・教育の提供，⑥準学士号 (associatedegree)の授与，などとその性

格についての一般的な認識がある (Thornton，J.W.， Jr. The Community Junior College 

( 3 rd edJ . New York: John Wiley and Sons， 1972) .例えば， Monroe， C.R.は，①

転学のための準備教育，②職業教育，③一般教育， ④ガイダンス&カウンセリング，⑤コ

ミュニティ・サービス (The斤ofileof the Community College. San Francisco: 

Jossey-Bass， 1975， P.1) ，Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは， ①転学準備，②職業技

術教育，③継続教育，④コミュニティ・サービス，⑤補習教育 (TheAmerican 

Community College (3rd.入21-25)， Cross， K.P.は，①キャリア教育，②補習教育，

③コミュニティ教育， ④大学教育，⑤一般教育(“DetermingMissions，" 36)などと教

育機能を捉えている.Vaughan， G.B.によれば，コミュニティ・カレッジの教育機能は本

質的に共通しているという(“Criticsof the Community College，" 2-3， 8-9) . 

51) Scott， P.， Parnell， D.， Pendersen， R. ， McNutt， A.S.などは都会系カレッジ」と

「地方系カレッジ」に分類し，その2分類されたコミュニティ・カレッジによって，教育機

能についてのプライオリティに温度差があることを指摘する (Scott，P. Strategies for 

PostsecondmγEducation. Uコndon:Croom Helm. 1975， pp.61-69.， Parnell， D. 

Dateline 2000: The New Higher Education Agenda. Washington， D.C.: Community 

College Press， 1990. Pendersen， R.“Challenges Facing the Urban Community 

College: A Literature Review." In G.A. Baker III (edJ. A Handbook on the 

Community College in America: Its History， Mission， and Management. 

Connecticut: Greenwood Press， 1994， pp.177-178.， McNutt， A.S.“Rural 

Community Colleges: Meeting the Challenges of the 1990s." In G.A. Baker 111 

(edJ. A Handbook on the Community College in America: Its HistOlγp 

Mission， and Management. Connecticut: Greenwood Press， 1994， pp.190-201) 
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(edJ. A Handbook on the Community College in America: Its HistOlγp 

Mission， and Management. Connecticut: Greenwood Press， 1994， pp.190-201) 
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第 1章 コミュニティ・カレッジのアイデンティティ・プロブレム

第 1節 「アイデンティティ・プロブレム」の輪郭

コミュニティ・カレッジにはその誕生時より，同カレッジを囲繰する様々な批判が存在

する.このような諸批判は，コミュニティ・カレッジが教育機関としての独自性を顕示す

るために不可欠な r説得基盤Jの脆弱さに起因するものと捉えることが可能である.こ

れをパラフレイズするならば r教育機関としての性格の不明確さlと言うことになろう.

この教育機関としての独自性が問われている状態を，コミュニティ・カレッジの「アイデ

ンティティ・プロブレム (identityproblems)と筆者は捉える.

序章でも触れたが「アイデンティ・プロブレム」の背景には rコミュニティ・サービ

スを横杵とする多様な教育機能(内容)を引き受けてきたことの代価として，高等教育機

関 (4年制大学・カレッジの前期課程)としての役割が拡散している状態」というコミュ

ニティ・カレッジの教育機能的特質(教育機能不全)がある.しかし，そのような解釈枠

組みは， Clark， B.R.が1960年代に発表した論文のなかでの概念「冷却機能」

(cooling-out function) 1)を嘱矢とし，現在まで連綿と続くコミュニティ・カレッジ

の「教育機能」批判の流れに限定されたものであり rアイデンティティ・プロブレム」

の全容を説明するものではない.というのも， 1960年代以前は むしろ「中等教育機関」

なのか「高等教育機関」なのかという コミュニティ・カレッジの教育機関としての属

性，つまりは rハイスクールの拡張型」あるいは r4年制大学・カレッジの下部学年

分断型」の内，どちらに属する教育機関であるのかという r帰属」についての議論が強

調されていたからである.このことは， 1900年代初期から1990年代にかけて発表された，

コミュニティ・カレッジ研究・教育実践のオピニオン・リーダー達による研究文献，ある

いは連邦政府・州政府の政策などからその傾向を読み取ることができる.つまり，コミュ

ニティ・カレッジを巡る諸説は， 11960年代を境にその論調が変化した」と捉えることが

可能ではないかと，筆者は考えるのである.

1.コミュニティ・カレッジを巡る諸説

(1)研究者・教育実践者の視点
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筆者が拘泥する r1960年前後」説についての根拠を示しておこう.まずは研究者・教育

実践者による視点である.

例えば Monroe，C.R.は， 1950年代までコミュニティ・カレッジのリーダー達はコ

ミュニティ・カレッジがどのような教育機関であるべきなのか」という議論で混乱してい

た2)という点を取り上げる.また， Eaten， J .S.は，コミュニティ・カレッジは初期の頃

から「多目的教育機関J3)であり，そのことが，高等教育機関としての機能が確立でき

なかった要因のひとつであると主張した上で，初期の頃の議論は主として，①転学機能以

外の教育目的の強化，②教育機関としての適切な位置づけの確立(r中等教育機関Jある

いは「高等教育機関」なのか)の必然性とそれへの奮励 の2点に集約されていたという

4) Gleazer， E.J. Jr.もまた， 1950年・ 1960年頃まで，コミュニティ・カレッジが「ハ

イスクールJ r4年制大学・カレッジの第1・2学年」のどちらに属する教育機関なの

か，議論が分かれていたという点を指摘する 5) Til1ery， D.とDeegan，W.L.らによれ

ば， 1950年代から1970年代の聞に州の大半がコミュニティ・カレッジを「高等教育機

関の一部」と再定義するようになったという 6). Martorana， S.V.は独自の調査結果を

もとに， 1960年代には殆どの州が「州の高等教育システムのなかにコミュニティ・カレッ

ジを組み入れた」という見解を示した7)

(2)州政府の政策

コミュニテイ・カレッジの「帰属問題」に対する連邦政府の取り組みは，本章 (2節)

に譲るとして，ここでは州政府によるそれへの政策をみておきたい.というのも周知のよ

うに，アメリカでは1791年の憲法修正第10条により，教育行政権は連邦政府ではなく州

にその権限が委任されてきた，というのがその理由である.中央集権的な法的規制を行使

しない伝統が，アメリカでは根づいているのである 8)

まず，ハイスクール学区から独立した「コミュニティ・カレッジ学区」設立の歴史的経

緯をみてみよう.というのも r独立学区」設立はコミュニティ・カレッジがハイスクー

ルからの独立を意味するものであり，外|において高等教育機関としての法的地位(1egal

status)を獲得するための前段階と考えられるからである.ところで r独立学区」の設

立はカリフォルニア州 (1917)の例を嘱矢とするが， 1970年代にはサウスダコタ州を除

く49州が「コミュニティ・カレッジ、学区」をもっていた.以下，みてみよう.

1917年にはカンザス・ミシガンがカリフォルニアに続いた.以後ミネソタ (1925)， 
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アリゾナ・アイオワ・ミズリー (1927)，ミシシッピー (1928)，テキサス (1929)， 

ネブラスカ・ノースダコタ (1931)，サウスカロライナ (1935)，ケンタッキー

(1936) ，コロラド・コネティカット・イリノイ (1937)，フロリダ・アイダホ・モンタ

ナ・オクラホマ (1939)，ニュージャージー (1946)，マサチューセッツ (1947)， 

ニューヨーク (1948)，オレゴン (1949)，アラスカ (1953)，ノースカロライナ・

ニューメキシコ (1957)，ロードアイランド (1960)，アラパマ・メイン・メリーラン

ド・ニューハンプシャー・オハイオ (1961)，インディアナ (1962)，ペンシルベニア

(1963) ，ハワイ (1964)，デラウエアー (1966)，テネシー (1972)，などと 9)

1960年代には50州中38州が「コミュニティ・カレッジ学区」を設置し，ハイスクール学

区から独立させていたことがわかる.

次に， 1940年・ 50年代はコミュニティ・カレッジが州の高等教育システムのなかに組

み入れられていく時代であった.事例としては，①ニューヨーク州における「高等教育の

州システム」に関する基礎法の成立10) ②フロリダ州における「コミュニティ・カレッ

ジ委員会J ( Community College Counci1s)の設置 (1955)，③カリフォルニア州に

おける高等教育の3層構造である「マスタープランJの成立 (1960)，などがある.特に

②により，フロリダ州では「ハイスクールを卒業した者は 4年制大学・カレッジに進む

前にコミュニティ・カレッジを選択する」というシステムが確立されることになったこと

は意義深い.結果として，フロリダ州ではコミュニティ・カレッジは，高等教育システム

のなかで，枢要な部分 (anintegra1 part )に位置づけられることになるのである.その

他， 1960年代は，カリフォルニア州・ニューヨーク州・ハワイ州などにおいても，同様の

措置がみられる時代であった11)

2.批判論調の変化

ここで，自説にさらなる根拠を与えるために， 1900年代初期から1990年代にかけて発

表された，コミュニティ・カレッジ(ジュニア・カレッジ)研究のオピオニン・リーダー

による主要な研究成果を検討することにより，批判論調の変化を確認してみよう.

po 
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(1) 1960年代以前

1900年代初期から1960年代の論調を検討するためには コミュニティ・カレッジ(ジュ

ニア・カレッジ)研究の碩学，特には， Lange， A.F.， Koos， L.V.， Campbell， D.S.， 

Eells， W.C.達の研究成果を取り上げ，彼らの観点を整理することが示唆的と考える.

まずは， Lange， A.F.である.カリフォルニア州のジュニア・カレッジ発展に貢献した

Lange， A.F.は，ジュニア・カレッジは職業教育を重視すべきであり，熟練工と専門的職

業との中間を占める職業のための訓練に対する牽引的役割を担うべきである，とその役割

を捉えた上で，ジュニア・カレッジを中等教育システムのなかに位置する教育機関である

と見倣した12) また Koos，L.V.は，ジュニア・カレッジの複雑な役割からマルチ目的

のカレッジとして位置づけた.そして，中等教育と高等教育を再編する役割をもっ完成教

育を提供することがジュニア・カレッジの主目的であるとした上で，高等教育機関という

よりも I初等・中等教育」の意味合いをもっ教育機関と捉えた13) 全米ジュニア・カ

レッジ協会会長の Campbell，D.8.は，ジュニア・カレッジは多目的な性格をもった中等

学校としての教育機関であると位置づけた.しかし，そのカリキュラムは 4年制大学の

下部学年のカリキュラムと大きく異なるものではないという見解を示した14) 同時期，

初期のジュニア・カレッジに最も広範囲において影響を与えたコメンテーターEel1s，W.C. 

は，ジュニア・カレッジを「高等教育機関Jとして捉えていたが，その教育機能は，カ

レッジ・ワークより広範な教育を施すものである点を指摘した. Eells， W.C.は，ジュニ

ア・カレッジは複雑かつ多様性をもつものであり，中等教育の教育内容をも包摂する総合

的教育内容を提供する教育機関であるという捉え方をしていた15). 

(2) 1960年代以降

1960年代になると，コミュニティ・カレッジの「帰属問題」に代わり，コミュニティ・

カレッジの教育機能について疑義を唱える研究者が数多く出現してきた.Clark， B.R.が，

1960年代にコミュニティ・カレッジの教育機能の不全性に対して，問題提起の先鞭をつけ

た. しかし， Clark， B.R.自身コミュニティ・カレッジは，民主的かつ選抜性の両方を

維持することにコミットし，高等教育システムに貢献する教育機関であると見倣していた

16) Jencks， c.， Riesman， Dらも，コミュニティ・カレッジの性格，つまりは教育レ

ベル，教員の質，学生の質の低さなどから I高度な学習内容J (higher le訂 ning)を

もっ教育機関としての体を成しているか，コミュニティ・カレッジが「真のカレッジ」
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か否かということに疑問を呈したが，高等教育機関と見倣してはいた17) その他，

Karabel， J.， Riesman， D.， Zwerling， L.S.， Pincus， F.L.なども， 1970年代から近年

にかけて，コミュニティ・カレッジの高等教育機関としての機能についての批判を繰り返

しているが，一応コミュニティ・カレッジを高等教育機関として位置づけていた18) 彼

らは，コミュニティ・カレッジの教育機能に対して手厳しい批判を展開しているが，コ

ミュニティ・カレッジを「高等教育機関」に属するものと前提した上での自説の提示で

あった.そして，そのような議論を展開した者達の大半が 4年制大学・カレッジに所属

する「高等教育」の研究者であったという事実は注視しておくべき点であろう.

要するに，コミュニティ・カレッジの「アイデンティティ・プロブレムJは，次の2点

に集約される.ひとつは r高等教育機関か否かJ，つまりは「ハイスクール」あるいは

「ハイスクールの拡張型」なのかという，教育機関としての位置づけ(帰属)についての

論点.今ひとつは r高等教育機関としての役割の拡散J，すなわち「高等教育機関の前

期課程」の教育内容を提供し得ているのか，という疑念についての論点である.前者は，

コミュニティ・カレッジの教育機能(役割・教育内容)から「高等教育機関」とは位置づ

けられないという議論(批判)で，コミュニティ・カレッジ誕生時から1960年代までの論

調.後者は，コミュニティ・カレッジを「高等教育機関」と捉えた上で，コミュニティ・

カレッジが期待される役割を十分に果たしてはいないと見倣す批判の展開であり，特には

1960年代以後の流れである.

第2節 コミュニティ・カレッジの帰属問題(誕生時"-'1960年代)

本節では，先に提示した「アイデンティティ・プロブレム」についての分析軸を踏ま

え，コミュニティ・カレッジ誕生期から1960年代までに通観時期を限定し r教育機関

としての属性」について考察する.その際，コミュニティ・カレッジの歴史を辿るなかで

「帰属問題」に関する動きに特に意識しつつ時代区分を試みる.

コミュニティ・カレッジの歴史的展開を整理するための指標としては， Thornton， J.W. 

Jr.， Deegan W.L.らの区分， Brint， S.とKarabel，J.らによる整理19)が参考となろう
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が，ここではWitt，AA.， Gollattscheck， J.F.らによる研究成果20)を，本節を進める上

で主たる拠り所としたい.理由として，同文献は，全米コミュニティ・カレッジ協会が次

世紀に向けて総決算した意欲作であり，さらには，コミュニティ・カレッジの歴史的発展

経緯を精撤に整理した研究成果のなかでは，管見の及ぶ限りにおいては，最新のものだか

らである.向，本節においては 2年制短期大学についてのタームを「ジュニア・カレッ

ジJrコミュニティ・カレッジ」と併記する. というのも，本節でも明らかにするが Iジュ

ニア・カレッジ」という呼称は， 1890年に当時シカゴ大学長の Harper，W.R.によって命

名されて以来， 1950年噴まで広く使用されていたという理解が，アメリカのコミュニテ

ィ・カレッジ研究者の聞では一般的だからであるジュニア・カレッジ」という呼称

は， 1950年代以後「私立2年制短期大学」を表すタームとなっていく.

1. 1ハイスクール拡張型J 1独立カレッジ型」混在期 (1850'"1920) 

(1)ジュニア・カレッジの源泉 (1850'"1890) 

Eaten， J.S.によれば，コミュニティ・カレッジの「帰属Jについての議論は，その誕

生時より存在していたという21)そして，コミュニティ・カレッジ誕生時から現在まで，

ほぼ間断なく指摘され続けてきたコミュニティ・カレッジの「アイデンティティ・プロブ

レム」は，その出自の暖昧さに原因があるという見解を， Eaten， J .S.は示す.実際，ジュ

ニア・カレッジの誕生時期については，研究者によって一定ではない.理由として，多く

の4年制大学・カレッジのように記録保管人や記録保管室，カレッジ史を編さん(出版)

する同窓会などが存在しなかった点が挙げられる22)

シカゴ大学長Harper，W.R.の取り組み (1890年噴)により，コミュニティ・カレッジ

の原型 (prototype)が登場するのであるが，それ以前も様々な「ハイスクール以降の2

年間プログラム」が開講されていたようである. Witt， A.A.らによれば，現存する記録で

信頼できるものを見る限り， Harper， W.R.の実践以前にはレイセル・フィーメイル・セ

ミナリー(LasellFemale Seminary : 1851"') ，ニュー・エベネザー・カレッジ (New

Ebenezer College : 1884"')などの存在を確認できるという.前者はハイスクールを卒

業した女性のための「花嫁学校J的教育内容であり 4年制大学・カレッジ前期課程の教

育内容とは異なっている.後者のカタログによれば 1カレッジへの準備学校J 14年制

大学の 1・2学年の教育内容」となっており，ジュニア・カレッジの原型といえそうであ
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る.しかしその形態は rハイスクールの拡張型」であった.その他，多くの4年制大

学・カレッジ前期課程のプログラム (two-yearprogram )をもった教育機関が確認され

ているが，その多くは短命であったアメリカ教育協議会(AmericanCouncil on 

Education)によれば， 1900年頃には2年制カレッジが8校存在し， Koos， L.V.の調査

では，全力レッジの登録学生総数は100名程度であったという23)

(2)ジュニア・カレッジ・ムーブメント (1890"-'1920) 

教育民主化運動としてのジュニア・カレッジ・ムーブメントの契機となる時期は，明ら

かではない. 2年制カレッジの初期について，系統立った報告(記録)が存在しないとい

うのが主たる理由である.1890年代以前には 2年制教育機関が数校存在した事実が確認

されていたことは先にも述べた通りであるが，それらがジュニア・カレッジ・ムーブメン

トの緒であるという確証はない24) 一方， Gleazer， E.J.， Jr.はジュニア・カレッジ・ム

ーブメントの起因となる背景についての謬見を正しておくことの必要性を強調した.

Gleazer， E.J.， Jrの見解を抄訳してみよう:

「ジュニア・カレッジは民衆運動(populist rnovernent)に根差すものであり，

『エリート主義者~ (elitists)によって常に攻撃の矢面に立たされてきたとい

う見解が根強い.しかし，現実には高等教育における『民衆主義者』と『エリ

ート主義者』は，共にジュニア・カレッジ・ムーブメントに寄与してきたと捉

えるのが，歴史的事実を認識する上で正しいJ25) 

1862年のモリル法 (Morri11Act of 1862)を契機として r民衆主義者Jは大衆のため

の高等教育への「アクセスJ26)を確立させようとする機運を高めることになった.一方

「エリート主義者」は， 4年制大学・カレッジから分離した下部学部を， ハイスクール卒

業生の受け皿とすることによって，高等教育の純粋性，ここでは「高度な学習内容」を死

守しようとしたのである27) r民衆主義者」は「全ての市民に教育の機会を提供する」

ことを標梼し，その動きは公立のグラマー・スクール，ジュニア・ハイスクール，ハイス

クールなどのムーブメントを導くことになった.一方「エリート主義者」は一般的に，高

等教育機関の「排他的性質J(exc1usive nature)を維持したいと考えていた大学の学者達

であり，ハイスクール卒業生による4年制大学(カレッジ)への「アクセス」のうねりを
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そらすことを，常に画策していた.しかし，一見組曲言するようにみえる 2つの勢力は，結

果としてジュニア・カレッジ・ムーブメントを惹起させることになったのである28)

「エリート主義者Jによる2年制カレッジ構想は， 19世紀初期のJefferson，T.による

提案を嘱矢とするという見解がある. Jefferson， T.は，中等学校 (secondaryschool ) 

と大学 (university)の中間に位置する教育機関を提案した.しかし， Campbell， D.S. 

の指摘にもあるように， Jefferson， T.の構想、は，ジュニア・カレッジ・ムーブメントと

は直接には結び付くものではなかった29)

シカゴ大学初代学長Harper，W. R.は r6年制ハイスクール」と r2年制カレッジ」

の設立のために腐心することになった.Harper ，W.R.の試みは，真にジュニア・カレッ

ジ・ムーブメントの契機となった30). 1892年にシカゴ大学を「下部学年」と I上部学年l

とに分離し，前者を「アカデミック・カレッジl 後者を l大学カレッジ・後期課程カレッ

ジJ (University colleges & Senior colleges) と改名した.Harper， W.R.は， 1895年

に前者を「ジュニア・カレッジ」と命名し， 1899年に準学士 (associatedegrees )制度

を立ち上げた.ジュニア・カレッジの精神は rカレッジ・ワークとカレッジ準備教育」

であった31). Harper， W.R.の戦略は以下の3重 (threehold) であった.

①小規模リベラル・カレッジ:小規模4年制カレッジをジュニア・カレッジとして復活

させる (1890年代の小規模4年制カレッジは，大規模大学との競争力にお

いて苦戦を強いられていた). 

②カリキュラムを 2年間に限定した新しいカレッジの形成:2年制カレッジをシカゴ

大学へ吸収する.

③ジ、ュニア・カレッジのハイスクールへの降格:中等学校 (secondaryschools)をシ

カゴ大学の傘下に取り込む(アメリカ最初の6年制ハイスクール設立)32). 

これは rエリート主義者の勢力 (elitistforces) 一般大衆の4年制大学・カレッジ

進学への要求を閉ざそうとするもの」と「民主勢力 (democraticforces) 高等教育の

門を広げることを要求するもの」の結合であり，この対峠する勢力がコミュニティ・カ

レッジを促進する原動力となったというのは，先にも述べた通りである.Harper， W.R.の

構想，すなわち「ジュニア・カレッジJ r 6年制ハイスクール」構想から判断する限り，

2つの教育機関を「中等教育」の教育機関に位置づけていないことは明白である.
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一方Koos，L.V.は， Harper， W.R.の業績の背景を「ハイスクールから上への拡大」

という流れが加わった結果であると位置づけた.つまり， 1890年頃からのハイスクールの

拡大(量的増加)が，卒業生の受け皿としてカレッジへの入学を促進し，この文脈がハイ

スクール修学年数を4年から 6年へと押し上げたものと捉えたのである33) つまり，こ

れはハイスクール卒業資格 (diplorna)後の資格への要望であった.その結果 rハイス

クール卒業資格以後のコース」 の出現が待たれることになったのである.当時，卒業後の

プログラムをもっハイスクールは存在したが，その単位は4年制大学・カレッジとして認

定 (accreditation)されるものではなかった.殆どの学生は，カレッジの学位(学士号)

に結びつかない「ハイスクール卒業資格以後のコース」の科目を進んで履修しようとは考

えなかったのである.

Harper ，W.R.は，ひとつは rハイスクール卒業に必要な最低要件を満たし，それ以

上の単位修得を果たした学生に，その科目単位をカレッジの単位として認めるJ.今ひと

つは rハイスクールに4年以上在籍する生徒にカレッジの単位を与える」という試案を

実践に移すことによって 6年制ハイスクールの基礎をつくることになった34). Harper 

，W.R.の企てにより 6年制ハイスクールは，カレッジの科目(ラテン語や数学基礎)を

提供し始めた.加えて，社会からの「中等後教育の要求(需要)Jという圧力が，ハイス

クール学区の教育委員会にハイスクールの5・6年制を認めさせることになった.このよ

うな脈絡で，アメリカ最初の公立6年制ハイスクールの誕生(ジョリエット・ハイスクー

ル:Joliet High School， 1901)の出現をみることになったのである.また 6年制ハイ

スクールのために「ハイスクール学区から独立した学区J (separate high school 

district) が設置されることになった.しかし，ジョリエット市教育長Brown，S. J.は，

当初「ジュニア・カレッジ」の名称を使用することを避けたという.これは，ハイスクー

ル基金 (highschool funds )をカレッジ・ワークに運用することに対して，予想され得

る納税者の「怒り」から避けるための方策であった.しかし， 1913年じはジョリエット・

ハイスクール(JolietHigh School)のための第2の校舎が建設され，独立した図書館・

事務室・教員室・専修科 (postgraduatedepartrnent)をもつことになった.1916年に

つolietJunior College' の名称に変更され，地域の認定基準協会 (NorthCentral 

Association of Colleges & Secondary Schools)から正式にカレッジと認定されること

になった35)

以上から rジュニア・カレッジJ r 6年制ハイスクール」は，この時期から教育内
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容上は 4年制大学・カレッジの下部学部相当レベルの教育内容をもっ代替機関として歩

み始めることになったと判断することができる.

(3)全米協会の設立とカレッジ基準設定期 (1920"-'1929)

この時期，ジュニア・カレッジの教育内容についての基準設定を策する機運が高まって

きた.ひとつに全米レベルでの会議の開催」であり，今ひとつに「全米ジュニア・カ

レッジ協会J (American Association of Junior Colleges) の設立であった36)

Zook， G.のアイデアにより， 1920年6月30日・ 7月1日の2日間の会議が開催される

ことになった.34名の代表者(主として宗教系私立のカレッジ)が参加した.これは当時

165校のジュニア・カレッジのなかで，わずか22校の出席ということであった37) 古典

的科目を提供していた私立の宗教系教育機関からの出席者が大半であった.ジュニア・カ

レッジを「公立カレッジ」に運営基盤を変換し 4年制リベラル・カレッジの下部学年で

実施していた古典的な教育内容よりも，教育内容の拡大を目論んでいた同会議設定幹部達

の思惑と，私立宗教系カレッジからの出席者とは，ジュニア・カレッジの機能と将来につ

いての見解は異なっていた.ある代表者は rハイスクールの拡張型」カレッジからであ

り，彼らはジュニア・カレッジを「中等教育機関の一部 (apart) Jと見倣していた.連

邦教育委員 Claxton，P.が「ジュニア・カレッジは高等教育の一部 (branch)Jである

と主張したとき，このグループの代表者達は rClaxton. Pはジュニア・カレッジについ

て間違った認識をもっている」と考えたのである.他のグループは r学位プログラムを

もたないジュニア・カレッジ」からの代表であった. rジュニア・カレッジは2年間修了

学位 (two-yeardegree )を提供すべきである」という主張に対して rジュニア・カ

レッジは学位を付与すべきではない」と このグループの代表者達は反論した38) 公立

のジュニア・カレッジからの代表はほんのひとにぎりであった.ある代表は「職業教育」

の役割に重きを置くべきであるとし，ある代表は専門的テクノロジーJ (specialized 

techno1ogy)を強調すべきであるという考えを示した.しかし rコミュニティ・サービ

ス機能を強調すべきJという認識は，全ての代表者のなかで貫徹していたという39)

全米ジュニア・カレッジ協会設立後の第1回目の定例会 (1921年2月16"-'17日)は，出

席者の飛躍的増加(当時存在したジュニア・カレッジの3分の2以上である70校の出席)を

をみるとともにジュニア・カレッジの全米レベルの基準lの設定を模索する会議となっ

た.基準設定の内容は rカリキュラム」と「ジュニア・カレッジの教育機関としての位
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置づけ」についてであった.メンフィスでの第2固定例会(1922年)を迎えるまでに，全

米ジュニア・カレッジ協会は，全米レベルの注目を獲得するまでになっていた.全米ジュ

ニア・カレッジ協会会長Winfield，G.の言葉を借りれば rジュニア・カレッジは， ltl 

z!2二11どとしての公教育システムの重要な一部分となったJ (下線部は筆者による)とい

うことになる40)

最も注視すべき点は，メンフィスでの定例会にて「基準に関する委員会J (committee 

on standards)が，ジュニア・カレッジについての最初の定義をおこなったことである.

同委員会は，ジュニア・カレッジの教育内容を「大学教育相当レベルの2年間の教育を提

供する教育機関であり，カリキュラムは， 4年制カレッジ前期課程の教育内容に加え，コ

ミュニティ・サービス，職業教育，リクリエーション科目などをも内包した総合カリキュ

ラム」とした.そしてジュニア・カレッジの教育実践は， r大学基準(collegiate

standards)として認定され得るJ41)と位置づけた.これは，今日のコミュニティ・カ

レッジの教育機能の源流となる解釈である.

また同委員会は，意図的に「高等教育」というタームをはずした.というのも，当時の

ジュニア・カレッジの大半は ハイスクールの拡張型としてスタートしたものであり， rハ

イスクールの拡張型」カレッジからの代表者達は，親機関であるハイスクール(parent 

high school )からジュニア・カレッジを分離すべきではないという強い信念をもってい

たからである.ハイスクールと分離することにより，予算や管理(行政)の点において不

都合が生ずる，つまりはハイスクール学区からの予算配当がつかないのではないか，とい

う懸念があったのである.実際において， 彼らは「中等教育機関としてのジュニア・カ

レッジ」 と見倣しておりJ高等教育!とは自らを位置づけていなかった42) その後，

Harper， W.R.， Brown， J.S.， Wood， J.らが r北中部認定基準協会 (NorthCentral 

Association of Colleges and Secondary Schools)において r地域lの認定基準の統ー

を試みることになった43) 従前は，ジュニア・カレッジが施す「教育内容J(履修科目)

「学位Jなどに対する客観認定の所在は，一般的に初期のジュニア・カレッジの場合，近

隣の4年制大学・カレッジ，地域の宗教団体(宗教系列)にあった.しかし，当然のこと

ではあるが，認定基準は一定ではなかった.ある州においては，基準を認定する機関が存

在していなかった.そのため，ジュニア・カレッジの学生による4年制大学・カレッジへ

の転学が困難であった.であるから，ジュニア・カレッジの「教育内容の質」を確認し維

持するためにも，また学生の転学を保証するためにも r地域・全米レベル」の認定基準
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の統一が待たれていたのである44)

同認定基準協会は，ジュニア・カレッジについての定義づけを試みた.同認定基準協会

は，ジュニア・カレッジを「同認定基準協会によって認定された4年制ハイスクールの教

育内容を継続保持するものであり，更には2年間のカレッジ・ワークをカバーするプログ

ラムをもっ高等教育機関」であると位置づけた.また，初の全米レベルのジュニア・カレッ

ジの基準設定を提案したアメリカ教育協議会は， 1922年にジュニア・カレッジについて

の定義を試みた.その定義は["ジュニア・カレッジとは，アメリカ教育協議会によって

定義づけられた4年制カレッジの，最初の2年間 (thefirst two years)に相当する基礎

必須科目を提供する高等教育機関」というものであった45) つまり，ジュニア・カレッ

ジ教育実践者(現場の者)達は，自らのカレッジを4年制大学・カレッジの「下部学年と

相当の教育内容をもっ教育機関Jと見倣すことには積極的ではなく，ジュニア・カレッジ

を高等教育機関と位置づけようと策していたのは，むしろ全米ジュニア・カレッジ協会，

認定基準協会，アメリカ教育協議会なと、の上部組織団体であった.

2. ["独立カレッジ型」統一期 (1929'"1945) 

(1) ["緊急ジュニア・カレッジJ (emergency junior colleges)設立 (1929-1939)

1929年10月29日，アメリカの経済が破綻した.この大恐慌は，多くの失業者を産み出

し， 1931年までに1200万人の職を奪った.しかし，ジュニア・カレッジにとっては，こ

の恐慌が急激な拡大の期間となった.経済危機は「連邦政府による援助プログラムJを

ジュニア・カレッジに与える契機となり，連邦政府は「学生数の急増」の受け皿機関とし

ての役割をジュニア・カレッジに求めることになった.その結果，ジ、ュニア・カレッジは

数百もの新しいキャンパスをもたらすことになった.この恐慌の時期，一般のアメリカ人

にとって， 4年制大学・カレッジへ入学することが非現実的なものとなった.というのも，

銀行の破綻により，教育ローンや教育補助金などのサービスが停止し，大学の生活費を含

めた学費は，一般サラリーマンの年収以上に跳ね上がったからである46) Friedel， F.に

よれば， 1929年から1935年までの4年制大学・カレッジ登録数は，毎年落ち込んでいっ

たという47) 一方，税金によって経営が賄われていたジュニア・カレッジは，低廉な授

業料ということから，飛躍的な学生増をみることになった. 以後，経済不況時にはジュニ

ア・カレッジの登録者数が増加する，という傾向が定着することになった48)
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1932年に民主党出身の大統領Roosevelt. F.D.はニューテ。ィール政策」を立ち上

げたその政策の一環として， 1934年に「連邦緊急救済行政局 (FederalErnergency

Relief Adrninistration 以下， FERA) Jは緊急ジュニア・カレッジ」

(ernergency junior colleges)を設立させることに連邦予算を組み入れることを取り決

めた.それにともない，新しい形のジュニア・カレッジが，コネティカット・カンサス・

マサチューセッツ・ニュージャージー・オハイオ・テキサスなどの各州において次々と設

置されていくことになった.殆どの「緊急ジュニア・カレッジ」は，公立ハイスクールの

教室や設備を使用する「一時的なハイスクールの拡張」の形をとり，主として夜に開講さ

れた.たいていの場合において，入学基準・カリキュラムの決定・単位認定などは，近隣

の4年制州立大学によっておとなわれた.一般的にこの新しい形のカレッジは，学位・単

位認定機関である4年制大学の第1・第2学年と一致したカリキュラムを提供し，従来

のジュニア・カレッジのように「職業教育」や「完成教育J49)などを広く提供すること

はなかった.FERAは学生の登録数によって「緊急ジュニア・カレッジ」の予算を計上し

た.基本的に，授業料・教材費は無料であった.ミシガン州は，乙の新しい形のカレッジ

を「コミュニティ・カレッジ」と名付けたが，これが「コミュニティ・カレッジ」という

呼称のルーツではないかという説もある50) しかし，その教育内容は4年制大学・カレッ

ジの下部学年と相当レベルであるが，施設などはハイスクールと共有し，独立した校舎を

もたなかったため，ジュニア・カレッジが「ハイスクール」のイメージを払拭することが

困難であったことは，容易に推測できる.

(2)軍事産業への貢献(1939-1945)

概してジュニア・カレッジのリーダー達は，戦争に突入することには反対の立場をとる

者が多かったが，軍事産業の発展にジュニア・カレッジが寄与することに異を唱える者は

少なかった.戦争への国の介入は，新しい形の総合的意味合いをもった職業教育の提供を

ジュニア・カレッジに求めるようになった.全米ジュニア・カレッジ常任理事のメンバー

達はこぞ、って，この緊急事態がジュニア・カレッジ拡張のための絶好の機会であると歓迎

した.1942年には， 135の新しい 「戦時科目J(wartirne courses )を加えるまでになっ

た51)

リーダー違の期待とは裏腹に，戦争が進むにつれて学生が戦場に駆り出されていくこと

になった.大学生に徴兵免除を与える1940年の 「義務兵役法J(Selective Service Act) 
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発令により，ジュニア・カレッジの学生達は徴兵を免れる筈であったが，実際には，彼ら

の殆どがその恩恵を受けることは叶わなかった.というのも，ジュニア・カレッジの場合，

該当する学生は I転学プログラムlに登録する者に限定されていたからである.実際，ジュ

ニア・カレッジの学生は，その多くが職業教育プログラムに在籍していた52) この事例

から，この時期，連邦政府はジュニア・カレッジの職業教育・完成教育などを、高等教育

の教育内容とは見倣していなかったということが明らかである.

3.州政府による「高等教育機関Jとしての認知期 (1945"-'1958) 

(1) GI Bil1法と大統領審議会報告書 (1945"-'1948)

第2次世界大戦は，ひとつの国家的危機をアメリカにもたらすことになった.つまり，

数百万人もの帰還兵に対する教育的対応が，喫緊の解決すべき課題となったのである.

1944年1月22日に，愛国主義的熱狂のなかで IGIBi1l法J ( Service's Readjustment 

Act)が可決され，アメリカの高等教育発展の歴史のなかで，最も成功した社会復帰プロ

グラムのひとつとなった53)

帰還兵の多くは，大学に入学するための基礎学力は持ち合わせていなかった.また彼ら

のなかで，遠距離の大学へ入学するために家を売却し，家庭を犠牲にした上での進学を考

える者は皆無に等しかった.おのずからその選択は，地域にあるジュニア・カレッジとい

うことになったのである.結果としてジュニア・カレッジは， 1946年までに全登録学生の

内，約43%が帰還兵で占められることになった.教室は毎時間満席で，立錐の余地もなかっ

た.GI Bill法はこのように，高等教育に新しい学生構成をもたらすことになった.ジュニ

ア・カレッジの学生登録数は， 1944年から1947年の3年間に約2倍(約500万人)に跳ね

上がった54)

1947年に発表された「高等教育に関する大統領審議会報告書J ( Report on the 

President's Commision on Higher Education)は，アメリカ高等教育の枠組み再編を促

す内容であった.この報告書は，高等教育がもっ伝統的エリーテイズムからの解放を狙った

ものであった.ジュニア・カレッジがアメリカ高等教育大衆化への鍵機関であるという見

解を大統領審議会は示したのである.他方，この報告書は I学習コミュニティ・センタ

ーJ機能という，ジュニア・カレッジの新しい方向性をも打ち出した.つまり，従来の基

本機能といわれる4年制大学・カレッジへの転学機能，カレッジ準備教育や職業教育など
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に加え["成人教育の活動センター」としての役割が，ジュニア・カレッジに期待される

ようになったのである55) ジュニア・カレッジの管理形態はローカル・コントロールを

基本とするが，部分的には州と連邦に財源は委嘱するもの，という見解を同委員会は示し

た.その結果， 1947年の秋までに，全ジュニア・カレッジの内， 4分の3が公立カレッジ

で占められるまでになった56) このような文脈のなかで 2年制カレッジ(ジュニア・

カレッジ)は["コミュニティ・カレッジ」という呼称を獲得することになった.

Witt， A.A.らは，アリゾナ・アイダホ・ミシガン・ネプラスカ・ユタ・ワシントンなど

の各州における財政援助の事例を挙げながら， 1945年から1948年にかけてはジュニア・

カレッジの財政基盤の整備という点において前進がみられた時代であったという57).こ

の動向は，州レベルにおいて高等教育機関として認知される契機をジュニア・カレッジに

与えることになった.

(2)イデオロギー論争への参加 (1949-1958)

コミュニティ・カレッジ教育は，再び戦争に貢献することになった.冷戦下のイデオロ

ギー論争への参加であった["一般教育 (generaleducation) 58)は，コミュニスト

の価値と比較されることによって，アメリカの価値の優位さを強調するための教化教育の

一環として利用されたのである["一般教育」は，朝鮮半島を侵略するアメリカを正当化

させるためのプロパガンダであると非難する批判家もいた59)

この時期，第2次世界大戦時のように，学生数は減少していくのではないかという危倶

があったが，実際には大きな影響を受けなかった.成人学生の登録・徴兵延期と GIBill

法の修正などが，その理由として挙げられる.しかし，徴兵決定委員会のなかには，コ

ミュニティ・カレッジを「カレッジとは見倣さない」とする意見も根強いものであった.

徴兵決定委員会のある役員などは，カレッジとは「高度な学習内容を施す4年制の教育機

関で，学士号の学位を付与するもの」であると主張した. 事実["徴兵決定委員会」は，

カレッジの定義を「学士号取得につながるカレッジ科目(コース)Jであることに限定し

たこともあり，多くの場合，コミュニティ・カレッジの職業教育や完成教育は["義務兵

役法」に適用されなかった60)

1957年のスプートニク・ショックの後， 1958年の「国家防衛教育法J (National 

Defense Education Act)の発令により高等教育機関は，交付金やローンなどについての

財源を連邦政府から与えられることになった.しかし，コミュニティ・カレッジはこの恩

一38-
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恵を受けることが少なかった.全米ジュニア・コミュニティ・カレッジ協会はその不条理

さに抗議したが，連邦議会はコミュニティ・カレッジを，中等教育機関としか見倣してお

らず，同協会の抗議・要望を却下したのである61)

この時期州においては， r高等教育システムl設立の動きが活発にみられた時期でもあっ

た.ジュニア・カレッジは「高等教育システム」のなかに組み込まれることになったので

ある.しかし，このような州単位の実践にもかかわらず，この時期においてもコミュニテ

イ・カレッジが公的(ここでは連邦政府レベル)に高等教育機関と見倣されることはなかっ

た.

4.連邦・州政府による「高等教育機関」としての認定期 (1960-1969)

1960年代のアメリカ社会は，発展と激動で揺れ動いた.高等教育においても歴史的拡大

をみる時代となった.というのも，連邦政府の財源が，コミュニティ・カレッジに割り当

てられるという，画期的な時代になったからである.これは，コミュニティ・カレッジが

高等教育機関として公的(ここでは連邦政府)に認められる証左とみることができる.加

えて r州レベルの高等教育システム」構想の具現をみる時代となった.この時期，中等

後教育拡大が殆どの州の主たる関心トピックとなり，法制定者(州知事など)は，中等教

育後の教育機会の保障システム確立に取り組むことになった.高等教育の州レベルでの計

画 (statewideplanning)は，アメリカ中の見慣れたテーマ (familiartheme)となり，コ

ミュニティ・カレッジは， 高等教育の枢要なる部分としての役割を果たすことが期待され

てきたのである62)

伝統的に，コミュニティ・カレッジは，連邦財源の十分な思恵を受けることは少なかっ

た.連邦議会は，職業教育に関する財源、を，コミュニティ・カレッジよりもむしろ，地域

のハイスクールやテクニカル・センターに配当することを好んだ.しかし，全米ジュニア・

コミュニティ・カレッジ協会の努力が， 1963年に実を結ぶことになった. 2つの画期的な

教育支出法の制定がそれである.例えば r高等教育施設法 (HigherEducation 

Facilities Act of 1963)， r職業教育法J(Vocational Education Act of 1963)などを

端緒とし rマンパワー開発・訓練法 (ManpowerDevelopment and Training Act 

of 1964)， 1969年の「高等教育法修正法J(Title III of the Higher Education Act )な
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どの制定により，コミュニティ・カレッジに対し連邦ローンや交付プログラムに加えて，

2年制カレッジ(ここでは，ジュニア・カレッジも含めて)運営のために連邦政府の予算

が計上されることになったのである63)

以上のように1960年代は，連邦政府レベルにおいて，コミュニティ・カレッジが「高等

教育機関」として認知され始めるという画期的な時期でもあった.また州レベルでは，州

立大学評議員により統治され，独立した地域の顧問委員会 Oocaladvisory boards) を

監督機関にもつ大学システムの確立をみることになった.その結果，州の「高等教育シス

テム」以外に，単独の「大学システム制度Jのなかにコミュニティ・カレッジが組み込ま

れるという可能性が生じることになった64)

第3節 コミュニティ・カレッジの「教育機能不全」論についての考察

-1960年代の「冷却機能 (cooling-outfunction)概念以降の整理を中心に一

本節においては， 1960年代から1990年代にかけて，コミュニティ・カレッジに対して

投げかけられた批判的見解を検討する.それらの論調を検討する上での素材のひとつに，

「教育機能不全」論と集約できる一連の流れを序章にて提示した65) 筆者はこの「教育

機能不全」論を rアメリカの教育システムのなかで，コミュニティ・カレッジに求めら

れている高等教育機関としての役割が十分に果たされていない状態」と捉えた. r求めら

れている役割」とは，ここではコミュニティ・カレッジにおける高等教育相当レベル (4

年制大学・カレッジ)の教育内容の実施を指す.つまり，①高等教育 (4年制大学・カレッ

ジ)の下部学部・前期課程相当レベルの教育内容の提供，加えて，②4年制大学・カレッ

ジ上部学部・後期課程へのアクセス達成，学生の社会的上昇移動の実現(準学士号取得後

も含めたキャリア・アップの意味合しミ)などが，その期待される役割となる.

そこで，本節ではClark，B.R.が1960年代に発表した論文の中での概念「冷却機能」

(cooling-out function) 以下「冷却機能J)を考察することから始めたい. という
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のも，筆者のいうところの「教育機能不全J論は， Clark， B.R.の「冷却機能」概念を

晴矢とするという認識が，アメリカの研究者の間では一般的だからである66)

1. Clark， B.R.による「冷却機能J (cooling-out function)論

「冷却機能」とは， Clark， B.R.が，サンノゼ市立コミユニテイ.カレツジの事例研究

をまとめた著名な論文(

American Journa1 of Sociolog邸y勺， 1960， 65(伯ω6ω)，569ト一576)のなかで命名した概念である.

Cαl肱a紅rk，B.R.によれば，この‘cooling-out'というタームは，詐欺師にだまされた人を

「冷却する」という詐欺師間の隠語を紹介したGo百man，E.の論文から引用したもので

あるという. Clark， B. R.は，アメリカ高等教育における「冷却機能」を個人のアス

ピレーション」と「現実」との帯離を促すもの，つまりは["学生のアスピレーションを

うまくそらすj機能であると定義づける67)

Clark， B. R.によれば，アメリカの高等教育はこの「冷却機能」をうまく実践するシス

テムであるという68) ["冷却機能」は，アメリカ高等教育システムの構造のなかで，ま

ずはコミュニティ・カレッジを高等教育システムの最低辺部に位置づけるという役割をも

っ.4年制大学・カレッジから低学力の学生を排除し，高等教育機関としての威信(純粋

性)を守る，いわゆるトラッキング機能(ここでは序列化)を「冷却機能」は内包すると

いうのである69) 実際コミュニティ・カレッジは 4年制大学・カレッジにて振い分け

られた残りの学生の受け皿という側面を看過し得えない70)

加えて Clark，B.R.は，コミュニティ・カレッジ内部の「冷却機能Jの存在にも言及す

る71) Clark， B.R.は，コミュニティ・カレッジには「純粋完成教育(一般的には職業教

育)J (pure terminal)型["純粋転学J (pure transfer)型["潜在的完成教育」

(latent terminal)型のいずれかに属する 3つのタイプの学生が存在すると整理した上で

72) そのなかでも特に「潜在的完成教育」型に分類される学生達を注視する73) [" 4 

年制大学・カレッジの後期課程への転学を希望しているが，その達成のために必要な学力

を護得できそうにない学生」達に対して，転学用のコースは「適切な進路選択ではない」

ということを，彼らのプライドを傷つけることなく納得させるという「冷却機能」が，コ

ミュニティ・カレッジの内部においても在するというのである.これは 4年制大学・カ
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レッジと比するに，社会的出自が相対的に低いとされるコミュニティ・カレッジの学生が

もっ社会上昇へのアスピレーションに対して，アメリカ教育の基本理念である「教育機会

の平等」を否定することなく，無意識のうちに進路変更という自己決定に向かわせること

を意味する.この一見みえざるプロセスに，一種のジレンマが伏在しているというのであ

る74)

コミュニティ・カレッジ内部における「冷却機能」のプロセスは，まずは「潜在的完成

教育」の学生が転学プログラムに登録することを認めることから始まる.しかし学生達

の大半は，登録時(入学時)にプレイスメント・テストという振い分けにより補習クラス

(remedial classes / courses) 75)へ導かれる.そして彼らは，第1学期 (semester)

の開始前におこなわれる「カウンセリングJ rガイダンスJにて rプレイスメント・テ

ストの結果J rハイスクールの成績」などの資料を根拠に，転学プログラムから他のプロ

グラム(たいていの場合職業課程)への変更を示唆されるのである.加えて，コミュニテ

ィ・カレッジ当局は「カレッジに進学するためのオリエンテーション (orientationto 

college)にて，学力とそれに付随する修学環境(修学習慣・家庭環境など)をも含めた

自らの限界を，学生に自己確認させる指導を施す.ここで重要なのは，カレッジ当局が学

生達に進路変更を強要するのでなく，彼らが，自らの適性を「自己評価J (self-

appraisal)するようにしむけるところにある.つまり，コミュニティ・カレッジは学

士号のレベルに達しない学力の学生を振い分け，職業プログラムへと向かわせる」という

内部機能を内包しているというのである76) カウンセラーや教員は，社会経済的低階層

出身の学生達に対し r高等教育というものを経験することができた」と実に巧みに信じ

込ませることに腐心する一方で r大学へ進学するだ、けの素養J (college material) 77) 

がなかったことを間接的に納得させるわけである.つまり 4年制大学の後期課程への転

学を希望しているが，その為の十分な学力を獲得できそうにない「潜在的完成教育」型の

学生達を選別し，彼らの高い進学熱を冷却させる内部機能をコミュニティ・カレッジはも

っ，と分析するのである78) そのようなプロセスを「コミュニティ・カレッジの構造的

に疾患した役割J (“structured failure " role of community college)と捉える79)

Clark， B.R.は， 1980年に論文を発表する.それは，自らの論点 (1960)を再検討す

るために執筆されたものである.再検討の分析軸を 「冷却機能が他のプロセスに取って

代わっている」か，あるいはコミュニティ・カレッジの役割が変化しており， その結果

「冷却機能プロセスが不要のものとなっているか」という 2点に設定する.Clark， B.R. 

-42-

レッジと比するに，社会的出自が相対的に低いとされるコミュニティ・カレッジの学生が

もっ社会上昇へのアスピレーションに対して，アメリカ教育の基本理念である「教育機会

の平等」を否定することなく，無意識のうちに進路変更という自己決定に向かわせること

を意味する.この一見みえざるプロセスに，一種のジレンマが伏在しているというのであ

る74)

コミュニティ・カレッジ内部における「冷却機能」のプロセスは，まずは「潜在的完成

教育」の学生が転学プログラムに登録することを認めることから始まる.しかし学生達

の大半は，登録時(入学時)にプレイスメント・テストという振い分けにより補習クラス

(remedial classes / courses) 75)へ導かれる.そして彼らは，第1学期 (semester)

の開始前におこなわれる「カウンセリングJ rガイダンスJにて rプレイスメント・テ

ストの結果J rハイスクールの成績」などの資料を根拠に，転学プログラムから他のプロ

グラム(たいていの場合職業課程)への変更を示唆されるのである.加えて，コミュニテ

ィ・カレッジ当局は「カレッジに進学するためのオリエンテーション (orientationto 

college)にて，学力とそれに付随する修学環境(修学習慣・家庭環境など)をも含めた

自らの限界を，学生に自己確認させる指導を施す.ここで重要なのは，カレッジ当局が学

生達に進路変更を強要するのでなく，彼らが，自らの適性を「自己評価J (self-

appraisal)するようにしむけるところにある.つまり，コミュニティ・カレッジは学

士号のレベルに達しない学力の学生を振い分け，職業プログラムへと向かわせる」という

内部機能を内包しているというのである76) カウンセラーや教員は，社会経済的低階層

出身の学生達に対し r高等教育というものを経験することができた」と実に巧みに信じ

込ませることに腐心する一方で r大学へ進学するだ、けの素養J (college material) 77) 

がなかったことを間接的に納得させるわけである.つまり 4年制大学の後期課程への転

学を希望しているが，その為の十分な学力を獲得できそうにない「潜在的完成教育」型の

学生達を選別し，彼らの高い進学熱を冷却させる内部機能をコミュニティ・カレッジはも

っ，と分析するのである78) そのようなプロセスを「コミュニティ・カレッジの構造的

に疾患した役割J (“structured failure " role of community college)と捉える79)

Clark， B.R.は， 1980年に論文を発表する.それは，自らの論点 (1960)を再検討す

るために執筆されたものである.再検討の分析軸を 「冷却機能が他のプロセスに取って

代わっている」か，あるいはコミュニティ・カレッジの役割が変化しており， その結果

「冷却機能プロセスが不要のものとなっているか」という 2点に設定する.Clark， B.R. 

-42-



は，考え得る次の6つの代替案，①入学前選抜制 (preselectionof studetns) ， ②転学

科目選抜制 (transfer-trackselection) ， ③強制放校制 (openfailure) ， ④卒業保証

制 (guaranteedgraducation) ， ⑤総合プログラム制 (reductionof the distinction 

between transfer and terminal programs) ， ⑥4年制コミュニティ・カレッジ構築

(making the structural changes)などを提示し，全て現実的ではないとした上で，コ

ミュニティ・カレッジの「冷却機能」 の問題は無くなってはいないと結論づける80)

「多様な教育学習要求をもった学生に対応するための短期プログラムの開講」という課題

は r高等教育」のもつジレンマ(葛藤)であると捉える.多様な価値観を包摂する学習

要求に即応しなければならない高等教育機関は，妥協のための効果的なプロセスの模索を

余儀なくさせられるというのである.その意味において冷却機能」 のプロセスは可能

性のある妥協のひとつであり，必要不可欠な高等教育の機能であると結論づける81)

Clark， B.R.は，このような「潜在的完成教育」型の学生に対する処理のプロセスは，学

生が入学する以前から始まっているという敷桁的見解をもっ.そして，コミュニティ・カ

レッジ在学中に，学生を振い落とす手続きは，まさに「コミュニティ・カレッジのもつ性

格J82)であり，加えて「転学型の学生を完成教育型の学生へと進路変更させる」プロセ

スは，コミュニティ・カレッジの「機能的特殊性 (operationalspeciality) 83)に他な

らないと看破する.

2. r教育機能・社会階級(構造)J批判

Clark， B.R.の問題提示 r構造的疾患 (structuredfai1ure)はその後のコミュニテ

ィ・カレッジ批判者の理論的支柱となっていく84) ここでは，コミュニティ・カレッジ

の教育機能に対して， Clark， B.R.の「冷却機能」理論を基調としつつ批判的立場をとっ

ている研究者， Karabel， J.， Zwerling， L.S.， Pincus， F.L.， Grub， W.N.， Dougharty， 

K.， Brint， S.らの視点を中心に検討する.

まずはKarabel，J.である.Karabel， J.のコミュニティ・カレッジに対する批判の特徴

は，階級闘争の視点から展開していることにある85) つまり，社会階級と複線化の問題

からアプローチしているのである86) Karabel， J.はClark，B.R.同様，高等教育機関の

量的発展にともなう多様化が進行し，コミュニティ・カレッジはこの新しい分業体制のも
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とで中心的な役割を担うようになったと捉える.量的拡大の結果，高等教育システムのト

ラッキング(ここでは複線化)をもたらし，出身階層相当レベルの職業配分をもたらすこ

とになったというのである87) コミュニティ・カレッジ運動の根底にあるイデオロギー

とは，だれもがエリートの座を獲得する機会を与えられるが，同時に「一旦自分の能力を

試した後，人々は報酬の不平等な分配を甘受しなければならないJ，ということを意味す

るものであるという.こうしたイデオロギーと隠された複線的システム，加えて，それら

が社会の階級構造と結びつくことによって，コミュニティ・カレッジは，一方では個人の

上昇移動を助け，他方では分配機能により生ずる基本的な問題点から人々の目をそらせる

役割を果たしているというのである88) Karabel， J.はコミュニティ・カレッジを r不

明確な役割の中で機能し続けるもの」と位置づけ，平等・経済向上などという「夢Jを学

生に与えるが，実際に恩恵を被る者はわずかである，と結論づける89)

Karabel， J.の論調を引き継ぐ Zwerling，L.S.は，特に「社会的平等達成装置としての

コミュニティ・カレッジの教育機能」 について関心があり，この平等達成装置としてのコ

ミュニティ・カレッジの戦略に対し異議を唱える r教育の最終目標は，個人の潜在能力

(可能性)を最大限に引き出す乙とであり，個人は，教育機会を十分に利用することがで

きる.つまり w機会』という教育を享受する上での基本保障の拡大に貢献する教育機関

としてのコミュニティ・カレッジは，個人の潜在能力の発達に寄与するJという支持者達

の主張に対し， Zwerling， L.S.は，これを「能力主義的見解J (meritocratic view)と

捉え，不支持の立場をとる. Zwerling， L.S.のいうコミュニティ・カレッジの現実的な

教育機能とは社会経済構造の現状を維持するもの」であって r個人を手助けする」

ものではない.これは，わずかな者のみが，コミュニティ・カレッジが提供する恩恵(教

育内容・教育の機会など)を獲得し得ることを意味するものであり，教育機会が平等に分

配されるためには，社会変革 (socialreform)が必要であると指摘するものである.置か

れている状況に対し学生が怒りをもって立ち上がれば r階級に奉仕する性質 (class-

serving nature)をもっアメリカ高等教育」に変化が生ずるものと期待する r大衆の大

学 (people'scol1ege)といわれるコミュニティ・カレッジは r上昇移動Jや「より

平等な社会の実現」という幻想、を提供するにすぎないと看破する.大半が社会経済的最底

辺層の出身者で占められるコミュニティ・カレッジの学生は r教育の機会」を利用し学

位取得を目指して登録するものの 諸般の事情による「修学困難(ドロップアウト率の高

さ)Jという現実に直面するのである.Zwerling， L.S.はそれらの現象からコミュニティ・
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カレッジを「最も階級維持に奉仕する教育機関」と性格づける90). 10年後 (1986年)に

発表した論文においてもコミュニティ・カレッジに対する基本的な見解に変化はみられな

い.教育の民主化は社会公正を産み出さず，収入の格差は是正されず，学校教育は全ての

者に公平であるとみせかけつつ，不平等を認可するものとしてコミュニティ・カレッジは

利用されてきたと捉えるのである91)またZwerling，L.S.は r転学機能の強化J r4 

年制コミュニティ・カレッジ設立」という 2案を提示するが，コミュニティ・カレッジを

「高等教育機関の最低辺部J (higher education's bottom track)に位置づけるという

基本認識に変化はみられない92)

Pincus， F.L.と Grubb，W.N.らも Clark，B.R. (冷却機能)やKarabel，J. (社会的不

平等の再生産)の見解を踏襲するものである.この両者の共通点は r職業教育J

(occupational education)機能についての疑問である.他の教育機能同様，コミュニテ

ィ・カレッジの主たる機能と位置づけられている「職業教育」も十分な成果を得られてい

ない，と Pincus，F.L.， Grubb， W.N.らは結論づける r職業教育」を， トラッキング・

システム(複線化・序列化)として機能するものと捉えているのである.Pincus， F.L. 

は，自らおこなったリサーチにて明らかになった2点を指摘する.ひとつは「職業教育

は，経済的保障と社会移動につながるというコミュニティ・カレッジの主張は暖昧Jであ

るという点.今ひとつは「コミュニティ・カレッジの完成職業教育は，資本主義的社会に

おける風土病であり，社会経済的不平等を再生産したり合法化するトラッキング・システ

ムの一部」という 2点である93) 一方Grubb.W.N.であるが，問題関心を「学生が成

功するために必要な最低限の職業教育を提供できているのか」に設定し，論文のなかで十

分な成果はみられないと結論づける.経済状況や変わりゆく労働市場に対して，コミュニ

ティ・カレッジの「職業教育」がうまく対応できていないという点. つまり， r教育」と

「職業Jの合理的な関係が確立されていない，ということにその原因を求めているのであ

る94)

Brint， S.とKarabel，J.らは，コミュニティ・カレッジが社会の中で，前例のない教育

機会の拡張を提供する教育機関という立場をとるものではあるが，学生の教育・経済的達

成という観点から 4年制大学・カレッジの学生に比して期待された成果は得られていな

いと結論づける. コミュニティ・カレッジ支持者達は学生のカレッジへの参加」を

「アクセス機関」としての効果を示す上での判断材料に位置づけるが， Brint， S.と

Karabel， J.らは「達成」こそを判断材料としなければならないという立場をとる.彼ら
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は，コミュニティ・カレッジの教育実践者達がいうところのコミュニティ・カレッジにつ

いての評価基準["アメリカの高等教育機関への第1番目のアクセス機関Jを正当化する

見解に対して異議を唱える["準学士号取得数J ["学士号取得数J ["卒業後の収入」など

を目的達成の判断基準とすべきであり，その観点からいえば，コミュニティ・カレッジが

「アメリカの高等教育機関への第1番目のアクセス機関」であるとは言い難いと喝破す

る.Brint， S.とKarabel，J.らが言及する「学生に対するアシスト失敗Jという分析軸に

よるコミュニティ・カレッジの教育機能の2つの限界とは，ひとつは r完成職業教育」

に対する過度の強調であるという.これは学生，政府・産業界などからの要求でもなく，

少数のコミュニティ・カレッジのリーダー達が「アメリカ高等教育における教育機関とし

てのユニークさを見い出そうJと企んだことに原因があると捉える. 今ひとつは["意義

ある需要が不在のまま『完成職業教育』の強化を急いだ点」を指摘する. これは， コ

ミュニティ・カレッジが，故意にしろそうでないにしろ，学生の教育的・経済的移動に対

して作用する社会的な力 (socialforce)と提携することになった証左というのである.

つまり r完成職業教育」重視の主張や，学生が最も期待すると考えられている高等教育

機関との強いコネクションを維持することを拒否し， ["職業教育」を強調することを通し

て社会的不平等を再生産するという見解を展開するのである.コミュニティ・カレッジ

は， 4年制大学・カレッジの学生と比するに，高等教育機関にて学位取得等の自己実現を

みるには社会経済的不利・低学力という負の要素を抱えた学生に対して，社会的上昇を保

証するのではなく， r達成できない」という現実を確認させる.その要因にひとつに，コ

ミュニティ・カレッジの「完成職業教育」があるというのである95)

Dougharty， K.J.は，コミュニティ・カレッジに入学してくる「学生の学士号取得への

アスピレーション」と「現実の問題」 に焦点をあてている.Dougharty， K.J.によれば，

一般的に，学士号(準学士号も含む)取得へのアスピレーションをもってコミュニティ・

カレッジに入学した学生は 4年制大学に入学する学生と比するに，学士号取得率，修学

年数，社会的に地位の高いとされている職業への就職率などの面において保証がなされて

いないという.これは，学生の特質(学力不足・不利な背景)に起因しているのではなく，教

育機関そのものの特性であるという96) この点をもって， コミュニティ・カレッジの学

生は4年制カレッジ・大学と比するに教育的経済的達成」という点において恩恵を受

けていないと結論づけるのである.
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第4節見解対立の素因

第3節にて考察したように コミュニティ・カレッジを巡る「教育機能・社会階級(構

造)J批判は根強い.そこで本節においては，第3節にて整理した諸批判に対峠する見解

を併置することにより両主張の懸隔を明らかにし，対立の素因を提示したい.

1. r教育機能・社会階級(構造)J批判に対する反論

ここでは，コミュニティ・カレッジ「教育機能・社会階級(構造)J批判論者(以下，

批判者)達に対崎する見解をもっ者(以下，支持者)達の反論を整理する.しかしこの

「反論」の出所は，主としてコミュニティ・カレッジ学長，理事役員などの研究論文に限

定され，しかも「反論Jの数は管見の限りではあるが多くはない.というのも，コミュニ

ティ・カレッジの教員は，必ずしも研究活動(出版・学会発表など)を課されてはいない

97)からである.そのことが，現場(コミュニティ・カレッジ教育実践者)からの「反論lを

見えにくくする要因となっているのである.一方，批判者の大半は4年制大学・カレッジ

所属の研究者であり，彼らは論文発表・出版などが研究活動として課せられている.であ

るから，批判者の研究発表が，数において支持者の「反論Jを凌駕するのは当然のことと

なる.結果として，第3節で考察したように，批判者の言説が主流という印象を，我々に

与えることになるのである.このようななかで，コミュニティ・カレッジの教育実践者を

中心とするオピニオン・リーダー達が反論している.ここでは特に Parnell，D.， Bryant， 

D.， Eaten， J.， Cohen， A.M.， Brawer， F.L.らの主張を抽出し整理する.加えて，日本

の研究者である新田照夫の見解を採り上げる.新田は「教育機能・社会階級(構造)J批

判に対し，独自の切り口で批判を展開している.

まずは， Parnell， D. <元デルタ・カレッジ学長・前全米コミュニティ・ (ジュニア)・

カレッジ協会会長)である.Parnell， D.は「社会階級的視点からコミュニティ・カレッ

ジを批判する Clark，B.R.， Karabel， J.， Zwerling， L.S.， Brint， S.らの論調に対し，コ

ミュニティ・カレッジの歴史と現実を知らない「エリート主義者の観念論」と喝破する.

Parnell， D.は，コミュニティ・カレッジは階層分化の固定化に手を貸すものではなく， r階

層分化に挑戦するもの」というのである.そして 4つの「手の届くことJ Cwithin 
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reach) ，すなわち，地域住民に対し「地理的J I経費的J I心理的J I学問的Jに手の

届く範囲において教育を提供することがコミュニティ・カレッジの使命であり，教育機能

的特質，つまりは「教育機関としての存在意義」であるという見解を示す98)

Bryant， D.W. (現CarteretCommunity College学長)は，コミュニティ・カレッジ

の「機能構造・社会階級」批判が，主としてコミュニティ・カレッジ外からのものである

ことに不快感を示す.コミュニティ・カレッジが「真のカレッジ (realcollge)なのか?J

という批判や，常に「高等教育機関の最底辺」に位置づけられてきたことの根因として，

①非強制である教員の研究活動(著書・論文)， ②教育実践に対する一面的な評価基準

(転学機能の成果のみ)，などの2点を挙げる.Bryant， D.W.は，このような視点を批

判しつつ I高等教育」概念解釈についての別の視角 (parallax:view)を提示する. r経

済発展に貢献する教育機関」という評価軸を奨励するのである. この指標をもってすれ

ば，コミュニティ・カレッジは「高等教育機関の最底辺部Jに位置づけられることはない

という自説を示す.この視点は， Pincus， F.L.， Grubb， W.N.， Karabel， J.， Brint， S.ら

が指摘するコミュニティ・カレッジの「職業教育Jプログラム批判に対する間接的反論と

いえよう99)

次に， Eaten， J. S. (元フィラデルフィア・コミュニテイ・カレッジ学長，前全米コミュ

ニティ・カレッジ協会常任理事)である. Eaten， J. Sは，コミュニティ・カレッジにつ

いての批判の論調をうまく整理し，彼らの見解に対し反論している100) Eaten， J. S.に

よれば， Karabel， J.， Brint， S.をはじめとする一連の批判はある意味においては的を射

ているが，証拠が不十分であるという. それは，①コミュニティ・カレッジについての

「理解不足J，②批判の根拠となる「データの不備(不正確)さJ，③転学機能の効率性

のみで評価されるコミュニティ・カレッジの教育責任 (responsibi1ity)，などであると

いう101)また， Clark， B.R.の「冷却機能」を「社会経済的移動の失敗」と同義に解釈

し， コミュニティ・カレッジの否定的側面の論拠として引用している批判者達の姿勢に

対し，遺憾の念を表明する.これは， Clark， B.R.の論点ではないとEaten，J.S.は主張す

るのである. Clark， B.R.自身高等教育システムの「民主性」と「選抜性」を維持する

ことに貢献するところに「コミュニティ・カレッジの存在意義」を見い出しているとい

う Eaten，J.S.はその自説をもって， 批判者達の「冷却機能」論に対する解釈を「謬

見」と見倣すのである102)

Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは 4年制大学に所属する研究者で，コミュニティ・
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カレッジについて独自の全米レベルの資料をもとに精力的な研究を展開している103). 

Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは，一連のコミュニティ・カレッジ批判を r社会階層

システムJ r教育機関としての役割Jという分析軸で整理している104) まず，社会階層

のなかで r(上昇)移動機能Jが充分に果たされていないという批判に対して，コミュニ

ティ・カレッジがアメリカ教育システムのなかに組み込まれていることは，おのずと「社

会経済的階層移動に貢献している(きた)ことを意味するもの」という見解を示す.また

「社会平等」と「平等的アクセスJ， r階層構造の変革」と「階層移動」とは異なる概

念であることを指摘する.つまり r平等的アクセス」や「階層移動Jという指標からみ

たとき，コミュニティ・カレッジは，学生(学習者)の教育的ニーズに応える役割は充分

に果たしている(きた)というのである. また「教育成果(卒業率・転学率)Jについて

の批判者達の疑問に対して rオープン・アクセス (openaccess)を入学基準に採用

することは「あらゆる学力レベルの学生(学習者)の入学許可」を意味するものであり，

ドロップ・アウト率の高さや，低くはない学位・資格不取得率などは当然の結果であると

看破する.Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは「職業教育」批判に対して， まずは「職業

教育」批判の出所を「エリート主義者」に特定する.そして「エリート主義者」達は，一

般大衆を「職業教育プログラムJに注目するようにしむけることにより rアカデミック

教育」から大衆の関心をそらすことに腐心しているに過ぎないという自説を展開する.し

かし「エリート主義者」達の意に反し，学生達は極めて柔軟に「大学教育 (col1egiate

education)と「職業教育J(伺reereducation)を等値に位置づけている点を挙げ rア

カデミック教育」と「職業教育」を差別化しようと目論む批判者の論拠に陰りを与える.

Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは批判を展開している論客からコミュニティ・カレッジ

に替わる「教育機関(システム)案」の提示がなされていないことに言及する.批判者達

のなかに「コミュニティ・カレッジ不要説」を唱える者はいないというのである r4年

制コミュニティ・カレッジ」という代案を提示する批判者もいるが，同案は「コミュニテ

ィ・カレッジの高等教育機関としての位置づけ」を向上させるものではないという. 4年

制大学・カレッジのなかにおいてもトラッキング(序列)が存在するという現実を，その

理由として挙げている105)

新田照夫は r教育機能・社会階級(構造)J批判のなかでは，特にKarabel，J.の論

調について批判している.新田は， Karabel， J.の見解に対し，高等教育の大衆化に伴い，

カレッジ・ワークが知的秩序という権威性を暴露しつつあることに目を向けていなしミ点を
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指摘する.また，大衆化を含めた高等教育の民衆運動(大学と民衆をつなげる運動)を評

価せず，コミュニティ・カレッジの否定的側面のみを強調し，公立学校全般に共通する矛

盾を指弾することに終始する姿勢を批判する.このような視点の根底には，民衆による教

育拡大の社会的効果を評価しない姿勢が伏在するというのである.こうした論理は，資本

主義社会である限りは社会的価値をコミュニティ・カレッジは獲得できないという結論

に帰結することになり 地域で粘り強く展開されてきたコミュニティ・カレッジの実践を

軽視することになりかねない106) と危倶の念を示す.

2.両見解の懸隔

ことでは，両見解の懸隔を明らかにし，対峠する論調の素因となる「前提」に迫ってみ

たい.

まず「両見解の懸隔」であるが， Eaten， J.S.;ò~それについてうまく整理している.

Eaten， J.S.は，コミュニティ・カレッジの教育機能を解釈する上において r指標とな

る両者の判断材料が講離している」点を強調する.また，批判者達と支持者達の溝は埋ま

らないものであるという. 批判者達は r教育達成 (educationalattainment)の観

点からコミュニティ・カレッジの教育機能効果を評価し， 一方支持者達は r教育機会」

(educationalopportunity)をその判断基準とすることが，原因というのである.つま

り「業績 (achievement)対「機会 (opportunity& access)という評価軸対立の

図式である.批判者達は 「高等教育」の評価基準を r成績J r学位J r研究」などの

結果(成果)を判断基準に設定する.であるから 「学習する上においての障害J r高い

ドロップ・アウト率 J r低い学位取得率」など「高等教育」ではあるまじき問題という

立場をとる.一方，支持者達は r教育機会・経験への参加」こそが「高等教育Jの教育

効果を判断する上での指標であると主張する107) であるから，卒業者数(短期プログラ

ムを終了した者も含む)やドロップ・アウト数などはコミュニティ・カレッジの教育機能

の効率性を判断する上において「意味をなさないもの」という立場をとる r努力のプロ

セス」こそ意義あることであり，そのための環境を整備するのがコミュニティ・カレッジ

の役割だというのである.支持者達は，批判者達の「達成・業績」以外に他の判断基準を

もたない偏った論調に対して，強い不信感と憤りをもっているという108)
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Eaten， J.S.の分析から，次のことが浮き彫りになった.つまり両主張の懸隔は，主と

して，論者が支持する理論枠組み(基盤)の差異に拠るということである.この差異は，

アプローチの違いから「ある前提」について解釈するプロセスのなかで，対峠する見解を

導出することになる.そしてこの場合の「前提Jとは 「高等教育(機関)J概念であろ

う.ひとつは， Eaten， J .S.の分析にもあるように，コミュニティ・カレッジを巡る論争

は I高等教育」についての評価基準の事離にその根因が求められるという点. 今ひとつ

は，これまでの考察で明らかになったように，コミュニティ・カレッジ批判は，主として

「高等教育機関としての教育機能(構造)J的観点から展開されてきた，という 2点がそ

の理由である.つまり I高等教育」概念に対する解釈の相違が，コミュニティ・カレッ

ジの教育機能についての見解の耳障離に帰結したもの，と筆者は捉える.これは，どちらの

立場の主張が「アメリカ高等教育機関の実状(平均的姿)をうまく言い表わしているの

か」によって，コミュニティ・カレッジの教育機能についての捉え方も異なってくる，と

いうことを意味するものでもある.付言すれば，第1節にて示したコミュニテイ・カレッ

ジが「アイデンティティ・プロブレムを有している」という見方を，支持者達は必ずしも

もつものではない，ということになる.

[註]

1)本章の第3節にて詳述する.

2) Monroe， C.R.斤'Ofileof the Community Co1Jege. San Francisco: Jossey-Bass， 
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第2章 コミュニティ・カレッジの「カレッジ・ワーク」

第 1章において，コミュニティ・カレッジを巡る批判とその反論を整理した.その結果，

対峠する見解の素因が各研究者・教育実践者らの「高等教育」観の差異に依拠するものであ

ることが明らかとなった.

本章では，アメリカ「高等教育」概念についてのひとつの指標を導出することを通して，

コミュニティ・カレッジの「カレッジ・ワーク」について考察する. r大学機能」を考える

とき，この作業が不可欠である.

第 1節 アメリカの「高等教育」概念と「高等教育(機関)Jの実状

1.アメリカの「高等教育」概念

(1) r中等後教育 (postsecondaryeducation)概念

「高等教育」の概念を考えるとき，まずは「中等後教育J概念との係わりに触れておく必

要があるだろう.

1970年以降あたりから，高等教育を内包した中等後教育 (postsecondaryeducation)と

いう概念が登場してきた.1973年に 「全米中等後教育財政委員会J (National 

Commission on the Financing of Postsecondary Education)は，伝統的大学・カレッジ

教育を中心とする高等教育と，継続教育の両者を包摂する中等後教育についての概念図を示

し， r中等後教育」を「中等教育の終了者および義務教育修学年齢以上の者を対象とし，公式

に認証された団体によって認定を受けた教育機関が提供する教育・研究・公共サービスに加

えて，その他の学習機会Jと定義づけた1)同委員会の定義は，それまで「高等教育J概念

の枠組みのなかに位置づけられていた，いわゆる4年制大学・カレッジを「中等後教育」概

念のなかに組み込むものであった.

(2)混在する「高等教育J (higher education)についての概念解釈

Flexner， A.が指摘したように r高等教育」概念についての解釈はそれぞれの国によ

って様々である 2) また，一つの国においても様々な解釈があり，一般的認識へと導くの

は容易ではない. 例えばScott，P.は， r高等教育」についての解釈差異を「保守主義者・

右派(conservatives ・rights)，リベラル主義者J (liberals)，革新者・左派」

( radicals ・lefts)の分析軸から整理し， Kerr， C.は r現状保守主義者 (status
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quo preservationists)， r進化的(機能)拡張主義者 (evolutionary

expansionists)， r (機能)限定主義者J (concentrationists)， r変革主義者j

(transforrnationists)などと「高等教育J論者を4つのカテゴリーに類別した3)

Scott， P.によれば r保守主義者・右派」にとっての「高等教育」とは， 伝統的価値

を支持する立場. 一方「革新者・左派」は，教育と社会的状況との連聞から捉える者達で

あるという.前者は機能主義的理論基盤，後者は葛藤理論的手法をとる者達といえよう.ま

た「リベラル主義者Jは，性別・人種など社会における不平等を矯正するための闘争という

意味において「中等後教育」概念を好んで用いる立場をとる者であるという 4). Kerr， C. 

も同様の分類を提示している.Kerr， C.によれば r現状保守主義者」は，現在の構造と使

命の継続を重視する者達 r進化的(機能)拡張主義者」は r高等教育」は常に社会変化

の所産(サービス)に対応すべきとする者達， r (機能)限定主義者」は r高等教育」の

卓越性を求める立場をとる者達 r変革主義者」は，社会変革のために高等教育機関を利用

しようとする者達であるという 5) しかし一般認識として 「多様性」と「柔軟性」がア

メリカ「高等教育J (概念)の機能的・制度的特質であることは，論者の問で一致している

6) 

(3) r中等後教育」概念と「高等教育」概念

「中等後教育」と「高等教育」という概念は，しばしば同義として(時には意図的に)使

われている7)つまり r高等教育」と「中等後教育」の両概念があいまいなまま使用さ

れてきたのである.

Scott， P.は r高等教育Jというタームは元来排他的で r中等後教育」より狭いエリー

ト主義者のカテゴリー，一方「中等後教育」は「高等教育」より広がりのある (universe)

タームであるという 8) アメリカの「高等教育」概念構築に迫るために， Newrnan， F.ら

によって2回に渡って報告されたニューマン・レポート (Newrnanreport : 1971， 1973) 

によれば r中等後教育Jは広がりのある概念枠組みであり r高等教育」は古典・伝統的

領域に限定された概念であると位置づける9)τ'row，M.も「高等教育」概念に対して同様

の解釈を示している.Trow，M.によれば「高等教育」概念には，伝統的にある一定程度の

「排他」を含意しているという. また r中等後教育」概念が内包する内的対象としての継

続教育 Cfurthereducation)や非アカデミックな教育内容は r高等教育」概念において

は外的対象であるという.また「中等後教育」概念は，伝統的「高等教育」観の対観念とし

て生まれたものではなく r高等教育」概念を根本から再検討・構築しようとする動きに拠
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は外的対象であるという.また「中等後教育」概念は，伝統的「高等教育」観の対観念とし

て生まれたものではなく r高等教育」概念を根本から再検討・構築しようとする動きに拠
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るものであるという10)

(4)連邦教育省の見解

ここで，連邦政府の正式見解とも位置づけられ得る，連邦教育省による高等教育(機関)の

定義を示しておこう.同省 (1997)によれば，高等教育機関とは r中等学校よりも高度な

学習に加えて，準学士号・学士号またはそれ以上の学位プログラム」を提供している機関，

とおさえた上で，高等教育機関を「学位授与機関」としての4年制大学・カレッジ 2年制

短期大学に限定している.次に中等後教育であるが，ハイスクール卒業者，またはそれに相

当する者を対象とし， r系統立ったカリキュラムをもっ資格取得プログラムを提供する教育J

であり，その内容は「学問的J r職業的J r継続専門職的Jであるものとする.中等後教育

機関とは，その定義を実践する教育機関と位置づける.そして「趣味的なものJ r成人基礎

教育プログラム」などは含むものではないという見解を示す11) これは，同省による「高

等教育(機関)Jと「中等後教育(機関)Jの概念区分化への試みであり，両概念を解釈す

る上でのひとつの指標提供を目指したものであろう.

2.アメリカ高等教育(機関)の“qua1ity"

アメリカの「高等教育」概念についての敷術的理解を得るために， “qua1ity"を整理して

おくことは意義があると思われる.その理由として，アメリカでは高等教育(機関)を評価

する際， “quality"は過去1世紀の間用いられてきた判断規準のひとつであると考えられて

いるからである12) しかし，研究者の教育観の差異から， “quality"についての解釈も一

定ではない.また“qua1ity"概念は，その時代の社会環境によって期待される意味合いが変

化してきたことは言うまでもない13) “qua1ity"についての見識者による自説の展開は，

特に1980年代から活発なものとなるが14)， ここでは， Mayhew， L.B.らの論調と，それに

対峠する見解を示すBergquist，W.H.の論点を比較・検討してみたい.その際，見解の内容

から二論を r"Quality"限定論J r "qua1ity"多元論」と名づけ整理をおこなうことに

する.この場合の r"quality"限定論」とはMayhew，L.B.らの立場で， “quality"を

「伝統的総合大学・カレッジの教育内容」に求める古典的・伝統的主張，一方

r "quality"多元論Jは， “quality"の意味を「大衆化(ユニバーサル化)的文脈」の

なかで広く捉えようとする Bergquist，W.H.の論調である.
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(1) “qua1ity"限定論

Mayhew， L.B.， Ford， P.J.， Hubbard， D.L.らは r高等教育」概念に対して基本的に

古典的・伝統的基準をもっ者達である.彼らによれば，学部レベルの教育の“qua1ity"と

は言語・数・抽象概念などの使用を通して自らの置かれた環境を認識し，その環境に対

処し，積極的に影響を与える学習者を準備するJ15) という要素をもつものという.その観

点から， 1970年以来“qua1ity" をなおざりにしてきた4年制大学・カレッジがあることを

彼らは指摘する. つまり， アメリカ高等教育は，ヨーロッパの古典的・伝統的指標である

「高い“qua1ity"をもっアカデミック (high-qua1ityacademic)を軽視した大学を数多

く排出してきたというのである. この場合 r高等教育」の“quality"基準に届かない高

等教育機関とは， ①「パート・タイム教員という廉価な労働力に依存」し， ②「自己研究

Cindependent study) を採り入れたカリキュラム」をもち，③「非伝統的な校舎(ビル

の一室など)で授業を展開する大学」など，という16) また彼らの解釈では大学教育

を重視する教育機関J (collegiate institutions)とは，限定された機能をもつものであり，

その意味において，技術系大学，小規模リベラル・アーツ・カレッジ，地域州立総合大学，

コミュニティ・カレッジ，ジュニア・カレッジなどは，高等教育機関の範鴫には入らないと

とになるという17)

(2) “qua1ity"多元論

次に Bergquist，W.H.である.Bergquist， W.H.は， Mayhew， L.B.らの主張に対し反論

する.Bergquist， W.H.によれば，アメリカの高等教育の“quality"とは「学生に対する強

いサービス」であり学生と学際的科目への教員の接近性J rカリキュラムの多様性と柔

軟性」などという18) Bergquist， W.H.によれば， 過去より高等教育機関の“qua1ity"

は次の4つの基準によって定義づけられ，評価されてきたという.

①インプット基準Cinputcriteria) 新入生の学力，教職員の信用度，図書館の規

模(蔵書数)，施設の充実度，財政基盤の安定度など，教育機関が獲

得でき得る資源の性質や程度.

②アウトプット基準 (outputcriteria) 卒業学生の質，同窓会の結束度，研究成

果(出版数や学問の質)，公共サービスの実施程度など，教育機関の

生産結果の性格や程度.

内

δ円。
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③付加価値基準 (value-addedcriteria) 知的，道徳的，社会的，職業的，肉体

的，精神的発展を含む，教育機関発展のなかで生まれた独自性.

④プロセス中心基準 (process-orientedcriteria) 教育機関内部でおこなわれる

意思決定，企画立案，問題解決などに際する，教育的，行政的，政治

的プロセスのレベルやその方法19)

しかし，殆どの研究者(教育者，学識経験者)らは rインプット基準」を“quality"の

評価基準としていることを Bergquist，W.H.は指摘する. r学生の質J r図書館の蔵書

数J r大学院の質J r教育の質J r教員対学生の割合J r教育施設」などとする 「入り口の

評価」である.このような“quality"に対する評価は，伝統的に高い地位に位置づけられて

きた高等教育機関 (high-statusinstitutions) と密接に関係していることを指摘する20)

3.現代アメリカ高等教育機関の性格

(1)多様な「高等教育」観

これまでの考察により r高等教育J概念を巡って様々な解釈が混在することが明らかに

なった.アメリカにおいても同様である. Scott， P.やKerr，C.などの分類に従い，第1章

(3・4節)にて引用した研究者達を整理してみると， Karabel， J.に代表されるコミュニ

ティ・カレッジ批判者達は，主として「革新者・左派J r革新主義者J， Parnel1， D.に代表

される支持者達は「進化的(機能)拡張主義者」といえよう.また，“quality"論に眼を転

じれば， Mayhew， L.B.に代表される 「保守主義者・右派J r現状保守主義者J， 

Bergquist， W.H.などの「進化的(機能)拡張主義者Jなどと類別することが可能であろう.

そして r高等教育」概念に対して，それぞれが基盤とする理論支柱の相違から主張を展開

しているのである.ここで注視すべき点は，コミュニティ・カレッジは r保守主義者・右

派J r現状保守主義者J (現状保守主義者)と「革新者・左派J r革新主義者J (変革主義

者)という両極に対峠する立場の人達から教育機能的・構造的批判を甘受してきたというこ

とである.

“quality"にひきつけると， r“quality"限定論」者はBergquist，W.H.の分類に従えば

「インプット基準」の範鴫に入るものであり， r学生の質J r図書館の蔵書数J r大学院の

質J r教育の質J r教員対学生の割合J r教育施設」などが充実している機関が“quality"

をもっ高等教育機関であるとする r入口の評価」をとる立場である.
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r "quality"限定論」者の見解からすれば，伝統的に高い地位をもっ教育機関 (high-

status institutions)が高等教育機関21)ということになり r非伝統的教育提供形態をも

つ大学・カレッジJ (非選抜入学基準，フル・タイムの学生，教員の低比率，柔軟な修学形態

と施設使用)などは大学機関 (collegiateinstitution) とは見倣されないことになる.これ

は，コミュニティ・カレッジのみならず，非選抜制をとる4年制大学 非・無選抜制の入学

要件をもっ小規模カレッジなども高等教育機関の範鴫には含まれない，つまりは，殆どの大

学は r"quality"限定論」者の観点からすれば，高等教育機関としての“quality"を有し

ない機関ということになる22) . Bogue， E.G.， Saunders， R.Lらによれば「“quality"限

定論」者(ここでは主として大学教員・理事役員)らのいうところの“quality"を有するカ

レッジとは r高額の授業料を要求するカレッジJ r大規模総合的カレッジJ r高い選抜基

準をもっているカレッジJ r全米レベルで認知されているカレッジJ r特筆すべき資源(運

営費，教育施設など)をもっているカレッジJなどであるという23)

ところで，高等教育機関とは，中等教育を超える「教育内容を提供する教育機関Jという

ことになろう.例えば先に示した連邦教育省の定義に従えば，高等教育機関とは，大学院大

学(専門職大学院:プロフエツショナル・スクール)， 4年制大学カレッジ 2年制短期大

学に加えて，同等の学位を付与する教育機関，各種営利専門学校(proprietaryschooD ，そ

の他，企業や労働団体，専門職団体，政府機関直系の教育機関などは，高等教育機関の範鴎

にカテゴライズされるのが妥当であろう.しかし，古典的・保守的視点からみれば，伝統的

研究系大学などのみが「高等教育機関」ということになり，カーネギー財団の分類24)によ

るところの，非選抜的な入学基準をもっリベラル・アーツ系4年制カレッジ，地域州立総合

4年制大学，コミュニティ・ (テクニカル) ・カレッジなどは，高等教育レベルの教育を提

供する教育機関の枠組みには含まれないということになる.いみじくも Flexner，A.が20世

紀初期に指摘したように“university"というタームは，アメリカにおいては常に「あいま

いJ(loosely) 25)なものとして扱われ，その流れは現在まで連綿と続いているのである.

(2)アメリカ高等教育機関の実状

それでは，アメリカ高等教育機関の実状はどうであろうか.例えばTrow，M.は，アメリ

カ高等教育機関の歴史的変遷を 「エリート」→「マス」→「ユニバーサル」と整理した.

そして，高等教育適齢人口中に占める学生数の在籍比率から「マス」に位置づけた高等教育

機関は全体の 15%"-'50%， rユニバーサル」は50%， rエリート」においては15%とした

26) Parnell， D.は入学選抜の難易度を分析軸に，最も厳しく選抜をおこなっている高等教
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育機関を「エリート」大学 (highlyselectives)と設定した.そして「選抜・非選抜」とい

う分類軸からみると 4年制大学・カレッジのなかでわずか16%が入学時に選抜をおこない

(screening students out) ，全体の5分の4の大学・カレッジは緩やかな入学選抜

(screening students in)を実施しているという.選抜をおこなう大学・カレッジのなか

で， 最も厳しく選抜している「エリート」大学は全体の2'-""'3%にすぎ、ないという27) つ

まり，緩やかな入学要件をもっ大学・カレッジが大半であり，保守主義(エリート主義)者

28)がいうところの2流 (second-rate)大学がアメリカの高等教育機関の大半を占めると

いうのである29) . Kerr. C.も エリート高等教育機関 (theelite secter)とは「高度選抜

型J (highly selective)であるとし，同タイプの高等教育機関は，全体からすると10%'-"'"

20%であり，その占める割合は大きくないことを指摘する30). Bogue， E.G.， Saunders， 

R.Lなどは r"qua1ity"限定論」者の条件を満たすカレッジは，わずか2・3(a few) 

にすぎないことを指摘する31)

筆者は rカーネギー分類(1994)Jとバロンズ(Barron's)が毎年刊行する4年制大学・カ

レッジの「入学難易度一覧」誌(Profi1esof American Colleges 22nd Edition: 

Description of the Colleges， 1998)などから， r伝統的エリート」高等教育機関の割合を概

算した r伝統的エリートJ高等教育機関を抽出する際， Kerr， C.とParnell，D.らの「選

抜・非選抜」指標を用いた.というのも，同指標と「“qua1ity"限定論」者達の「伝統的エ

リート高等教育機関」観，いわゆる Bergquist，W.H.の分析軸である「インプット基準」は

重畳するものと考えるからである32)

まずは「カーネギー分類」である.カーネギー (1994)は地域認定機関から認証された高

等教育機関 (3，600校)を分類した.そのなかで「伝統的エリート高等教育機関」と位置づ

けられるのは r研究大学 I類 (88校) ・II類 (37校)J r博士授与大学 I類 (5校)

II類 (59校)J ，高い選抜をおこなっている「リベラル・アーツ系カレッジ (163校)Jな

どであろう.しかし，それらの大学は全体の約11%を占めるにすぎない33) 次に，バロン

ズの「入学難易度一覧」誌である.同誌は，全米4年制大学・カレッジへアンケートを実施

し(1，640校)，各大学・カレッジの回答をもとに入学の難易度から分類した大学一覧誌で

ある.同誌は r最も競争的 (mostcompetitive)， r極度に競争的J (highly 

competive)， r高度に競争的J (very competitive)， r競争的J (competitive)， 

「非競争的(1esscompetitive)， r無競争的 (noncompetitive)， r専門的」

(specia1)などと，高等教育機関を7つにカテゴライズした34).同誌の分類でいうところ

の r伝統的エリート」高等教育機関と分類され得る「最も競争的」な高等教育機関は，わ
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ずか52校.これは，全体 (4年制大学・カレッジ:1，640校)の約3%.次の「極度に競争

的」高等教育機関 (82校)を加算しでも134校であり，全体からすればわずか8%. r高度

に競争的」な高等教育機関 (239校)を加えても373校で， 全体の約23%を占めるにすぎな

し ~35) という結果となった.

以上から，保守主義(エリート主義)者達のいう伝統的高等教育機関は，全体からすれば

2 %"-'20%にすぎず，数的にわずかなものであることが明らかになった.とすれば，常識的

判断から古典的・伝統的解釈軸をもっ者達の主張をもって，アメリカ高等教育機関の現状を

一般認識にパラフレイズすることは困難であろう.というのも，アメリカの高等教育機関の

大半が，古典的・伝統的「‘quality'基準Jに届かないものだからである.また，保守主義

(エリート主義)者達の一連の主張が現状を憂いての問題提起であることも，判断理由であ

る.しかし，混在するアメリカ「高等教育」観は，ある意味において「社会を構成するあら

ゆる階層や民族集団に適切な高等教育を提供するJ，つまりは「一方において，質に関して

決して妥協するととのない学校を擁しつつ(知的卓越性)，他方においては，すべての人々

に対し幅広い範囲の知性や準備教育という平等な機会(平等な権利・特権，及び機会均等の

拡大)提供のための学校設置J36)がアメリカ高等教育の理想的役割と位置づける

Ashworth， K.H.の見解を制度的に完成させているといえよう.

第2節 「高等教育j概念に対する新指標

一連邦・州政府が高等教育機関に求める期待一

これまでの考察から r"quality"限定論」に代表される，古典的・伝統的視角ではアメリ

カ高等教育の現状を説明できない37)ことが自明のこととなった. それでは，現在のアメリ

カ高等教育機関の実状を測る指標をどこに求めればよいのであろうか. 古典的・伝統的視角

のみでは「高等教育」概念の全体を捉えられない状況下において，補うべき視点を求める必

要があるだろう.そこで，本節においては，アメリカ高等教育(機関)の実状を判断するた

めの手続きとして r経済Jと「高等教育機関」との関係に注視する観点を採り上げ r経

済発展に貢献する高等教育機関の役割」という指標から考察したい.というのも，近年アメ

リカはアメリカ高等教育」概念の指標を経済」と「高等教育機関」との関係に置き
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始めてきたからである. ところで， ここでの「地域経済Jの「地域」とは，広義では「州

全体J，狭義では地域州立総合4年制大学やコミュニティ・カレッジなどの「学区域Jを指

す.

この「アメリカ高等教育」概念に対する捉え方は，一定の説得力をもっ.というのも，

Callahan， R.E.， Cohen， A.M.， Brawer， F.B. ， Solomon， R.C.， Solomon， J.らの指摘にも

あるように， 19世紀後半よりアメリカでは4年制大学・カレッジでの 「大学教育Jと「職

業・経済J (労働市場)は，伝統的に不可避的関係38)だからである.

この指標は，①学生の要望への対応，②経済発展に貢献する教育機関としての連邦・州政

府の期待， という 2つの視点を包摂している.前者は， 高等教育機関の第一義的な関心は

「学生に奉仕」するととにある，という視点39) 後者は，地域経済や激烈化する国際経済

競争への関与も含めた「経済発展に貢献する教育機関Jとしての役割を高等教育機関に期待

する，という視点である40)

1.学生の要望への対応 -Boyer， E.L.の見解一

Boyer， E.L.によれば，高等教育機関の大半は，学生の獲得に主眼を置くあまり， 学生

の要望に迎合する教育内容になったという. この状況を Boyer，E.L.は r大学の目標をめ

くやる混乱Jと位置づける. 多くの高等教育機関は，建学の精神は見失われ，使命感を失って

しまっているというのである41)

この場合，学生が高等教育機関に期待する役割とは，キャリアに役立つ就職指導とそれに

直接関連性のある職業専門教育の履修である.結果として，技能の訓練に重点を置いた狭い

意味での職業重視の教育内容が大学教育を支配することになった.就職第一主義の教育内容

への変化である42) つまり r知識の断片化J r学科の細分化J r実学至上主義」が，カ

レッジ・ワークの最たる特徴となってしまったというのである43) 背景には， 1980年代の

Reagan， D.政権時代の経済不祝がある.

実際，大学教育の目的は，チト|・連邦政府および、企業に，訓練された雇用者を提供すること

となり，高等教育は，限られた知識をもっ熟練し専門化された技術者を企業に供給するプロ

セスになっている44)
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2.経済発展に貢献する高等教育機関 一国家(州)の期待一

(1) Kerr， C.の見解

Kerr， C.は r経済」と高等教育機関との係わりについては限定的見解を示しているが，

高等教育機関が「労働市場への人材供給」に果たす役割の重要性は認めている45) アメリ

カは「高等教育」において「ユニバーサル・アクセスJ (universal access )を完成させた

最初の国であり，今後は「多元的高等教育J (pluralistic higher education)への道を歩む

であろうという見解を示す46) また，アメリカの「高等教育」は，内側というより外側か

らの圧力によってその教育機能的特質を変化させてきた，という歴史的発展経緯があるとい

う.ここでいう外的圧力とは「労働市場Jである47) 結果として，他の諸国に比肩を許さ

ない「柔軟性J (resiliency)をもつことになったというのである48) これは，カレッジ・

レベルの学力習得を要件とする職種に応えるための役割を r高等教育Jに期待するもので

あるという49) r高等教育」の使命は，その時代の社会経済的状況によって様々であった

が，近年では高等教育の主たる目的は 「経済発展」に奉仕する「カレッジ・ワーク」とい

うことに意味合いが変化してきでいるというのである50) もっとも， Kerr， C.の見解の根

底には，アメリカにおいては，過去より「労働市場」と「高等教育Jの関係は密接なもので

あったという認識がある51) その文脈における高等教育の使命とは，①人的資本の構築，

②累積した知識の構築，③階級移動の支援，などであるという52) そして「地域経済発

展」という観点からは，主として「地域州立総合4年制大学J rコミュニティ・カレッジ」

が r地域労働市場への対応」という意味において貢献してきたという53)

(2) Parnell， D.の見解

次にParnell，D.である. Parnell， D.によれば，アメリカの高等教育はアメリカ社会と経

済の急激な変化， つまりは，人口構成，経済政策，社会移動，国際的経済競争，技術革新，

政治的決断54) などに敏感に呼応してきたという. 加えて，アメリカの高等教育機関は，

時代が求める要望に対し，その機能を変形させる必要があったという点を強調する55) つ

まり， アメリカ高等教育制度の伝統は，変化に対する制度的寛容さであり56) その「多様

性(柔軟性)Jこそが多様な人口構成の要求に対処でき得た要素と捉えているのである.実

際，ここ50年間の急激な社会変化にもかかわらず， 高等教育機関は，その「多様性(柔軟

性)Jでもって困難を乗り越えてきた57). Kerr， C.同様Parnell，D.は，高等教育がアメリ

カ社会のなかでどのようにして，あるいは，なぜうまく機能してきたのかを理解するために

は，その「多様性(柔軟性)Jに注目しなければならないという58) つまり，アメリカ高
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等教育は，アメリカ独自の機能的制度である「オープン・アクセスJ(open-access)と，古

典的・伝統的指標である「質的基準J(quality standards) Jという相反するものを共生させ

ることによって，その「多様性(柔軟性)Jにうまく対処してきたと捉えているのである

59) r多様性(柔軟性)Jこそがアメリカ高等教育の「強さ」であると看破する60) そ

の脈絡のなかで高等教育機関の役割とは r (地域)経済Jを支えるための「人的資源の開

発(人材育成)J (human resourse development)への関与であるという61) どのよう

に「大学教育lを人的資源の開発に応えるために柔軟にできるか，がポイントだというのであ

る62) 州レベルについては，州知事の半数が1980年代からの地域産業の落ち込みを問題とし

ており，高等教育機関による州経済活性化への貢献を期待してきた点を指摘する63) 加え

て，高等教育が，次世紀に向かつて変化する「多様な人種・民族構成J (diverse 

population) のニーズに応えられるのか否か，がポイントとなるという64) . parnell， D. 

は，多くの「地域州立総合4年制大学」や「リベラル系カレッジJは，伝統的な「大学モデ

ルJ (university modeD から自由になり 「地域の学習センターJ r技術移転センター」

(technology transfer center) ，そして「地域経済の発展に貢献する教育機関」としての

役割を強調する新しいモデルへと発展していくであろうと予測する65)

第3節 コミュニティ・カレッジの「大学教育 (collegiateeducation) 

1.コミュニティ・カレッジに期待される役割

(1)地域経済発展とコミュニティ・カレッジ

連邦教育省によれば，高等教育機関は「中等学校よりも高度な学習に加えて， 準学士号・

学士号またはそれ以上の学位プログラムを提供」する機関であり， 中等後教育機関は，ハイ

スクール卒業者，またはそれに相当する者を対象とし r系統立ったカリキュラムをもっ資

格取得プログラムを提供する教育Jを施す機関という. 中等教育に限れば，その内容は「学

問的，職業的，継続専門職的なもので，趣味的なもの，あるいは成人基礎教育プログラムな

どは含まないJとした.これらの定義から，コミュニティ・カレッジはアメリカにおける高

等教育機関として正式に位置づけられていることは明らかである. しかし，コミュニティ・

カレッジは，学位プログラム以外に，学位とつながらないキャリア・アップのための短期職

業プログラム，成人基礎教育プログラム，趣味的リクリエーション的プログラムなど，上の
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定義でいうところの中等後教育機関的，あるいはその範鴎に含まれない教育内容のプログラ

ムをも併せもっている. そして，そのことがコミュニティ・カレッジの性格，つまりどのよ

うな教育機関なのか高等教育機関」なのか「成人教育機関」なのか，を見えにくくして

いるひとつの要因となっている66)

しかし r経済発展に貢献する教育機関としての役割」という観点からみるとき，コミュ

ニティ・カレッジはその教育機関的特質から，高等教育機関としての教育的役割を充分に果

たしてきた(いる)ことになる.その指標からすればコミュニティ・カレッジは r地域

経済発展のための環境を提供する総合学習機関」という意味合いにおいて付加価値をもつこ

とになる.その場合の経済発展の鍵概念とは r人的資源開発(人材育成)Jである67)

このアプローチには，ひとつにコミュニティ・サービス68)との係わりからコミュニティの

再構築を目指す実践がある.乙のサービスは，地域の経済発展に貢献するものであり r経

済発展パラダイム」のなかでコミュニティ・カレッジがなすべき緊急的役割なのである69)

実際， コミュニティ・カレッジは，その性格から学生(学習者)70)への「職業教育J r生

涯学習の資源J，企業への「派遣訓練教育」の提供などという，地域経済発展のための教育

提供を果たしてきたのである.このコミュニティ・カレッジの「地域経済発展への教育的貢

献」という流れは，全米コミュニティ・カレッジ協会の第75回例会 (1995年4月24日)に

おける大統領Clinton，W.J.，労働大臣Reich，R.，連邦教育省長官町ley，R.らのスピーチ

の内容71) 全米コミュニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会刊行 (bi-monthly)のジャー

ナル誌 (CommunityCollege Journa1， Community， Technica1， and Junior College 

Journal )における掲載論文などからも，読み取ることができる72) 日本の研究者では，

新田照夫が「地域経済発展への教育的貢献」についての具体的事例を，まとまった研究成果

のなかで提示している73)

先にも述べたが， Bryant， D.W.は r高等教育(機関)Jの判断基準を別の角度からみる

ことの必要性を指摘した上で，社会が求める「高等教育(機関)Jの役割とは，むしろ「経

済発展」に寄与する教育機関という側面にあることを指摘する.これは r高等教育の底辺

(地位)に位置づけられている」という教育機能不全に基盤をおくコミュニティ・カレッジ

に対する批判とは地域経済発展への教育的貢献Jという側面からみると異なった評価を

導出することを意味するものでもある74)

(2) r人材育成」のための教育 ーコミュニティ・カレッジの実践一

コミュニティ・カレッジには r地域の経済発展Jと「地球レベルでの競争」や「高度情
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報化社会に対応でき得る人材育成」のために，近年においては，基礎技能の反復練習

(skills-and -drills)を超える教育プログラムが求められるようになってきた75) 特に

1990年以降は，主として継続教育としておこなわれてきた資格取得のための短期職業プログ

ラム (non-credits)ではなく，高度情報技術への対応や地域社会の経済発展のみならず，

グローバル社会に競合でき得る人材の育成が求められてきたのである76) この趨勢は，経

済発展に関係するプログラムが「職業教育Jプログラムに縛られるものではないことを意味

する77)

例えばもrree，L.によれば， コミュニティ・カレッジの職業教育には4技能の束 (four

clusters of ski11s)が必要となってきたという. 労働者に求められる4技能とは， ①包括的

技能 (genericski11s) ， ②人間関係対応技能 (relationalski11s) ，③職責技能

(responsibi1ity skills) ， ④統合技能 Ontegrationskills) などで， なかでも特に r包

括的技能 (genericskills)は重要であるという.雇用側が渇望する労働者の I包括的技能l

とは r基礎的3R'sJ (basic reading and writing and computation skills)に加え rコ

ミュニケーションOisteningand speaking)， r問題解決J(problem-solving)， r創

造的思考J(creative thinking)， r自己尊重J(self-esteem)， r人間関係技能J

( interpersonal skil1s)であるという. r包括的技能」の重要性については，コミュミテ

ィ・カレッジ研究者・教育実践者達の認識は貫徹しているものであり，実際， コミュニテ

ィ・カレッジではそれを提供している.ここで重要なのは，カリキュラムを通して，特に包

括的技能を鍵戦略としてカリキュラムに位置づける (genericskills across the curriculum) 

ことにあるという.その他の技能であるが，②の「人間関係対応技能」とは，他人を認める

なかで r個」を認識 (humandivisions )する技能であるという.これは「地球規模の市

場Jにひきつけたとき，他国との文化差異に対応する力でもある.この技能は，新しい言語

技能習得の必要性も合意する.また職場での集団活動なども含まれる.③の「責任技能Jと

は，問題解決能力や事実掌握能力であり，自己主体の学習姿勢を必要とする技能. ④の「統

合技能」は，学生達が生きる(生活することの)意味を考えることができる技能，あるいは，

直面する問題を鳥轍的に観察できる技能である.この「統合技能Jの教授法には，学際的ア

ブローチが必要であるという78)

Cumming， B.もちrree，L.と同様の考えを示す.Cumming， B.によれば r人材育成」

のための教育内容は，これまでの3R'sに代表される基礎技能に制限されるものではないと

いう.実際，コミュニティ・カレッジにおいては，基礎技能に加え，①学び方学習

(learning to learn) ，②問題解決 (problem-solving)，③自己尊重 (self-esteem)， 
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④チームワーク(何回nwork)，⑤組織効率性 (organizationaleffectiveness)などが，

提供されているという.これらの技能は，労働者が職場でのあらゆるタイプの内容に対応す

るための技能であり，新しい技能を獲得するためには不可欠な処方せんであるという.

Cumming， B.は，コミュニティ・カレッジ教育に求められるものに r職場における識字

力Oiteracyin workplace)の習得があるという r職場における識字力」を考える上に

おいて， Oavis，O.S.の提起「環境識字 (environmental1iteracy)を紹介する.環境識

字とは r特別な環境で機能する能力」であるという.例えば我々が，新しい都市へ旅をし

たとき，ストリート名やホテルの位置などはわからない.我々は概してこのような環境では

「非識字」状態である r職場」においても同様と見倣す.企業の仕事の内容，手順などは

新しい環境のなかで訓練される.被雇用者は，居心地がよいものとなるまでは，完全なる非

識字状態であるという.この環境識字は8技能に分類される.①特殊技能(job-specific

skills) ，②基礎技能 (basicskills) ，③雇用前技能 (preemploymentskills) ，④成熟技

能 (workmaturity skills) ，⑤コミュニケーション技能 (communicationskills) ，⑥学

び方学習(1earningto le訂 n)，⑦組織効率性 (organizationaleffectiveness) ，⑧チーム

ワーク技能 (teamworkski11s)などである79)

Carnevale， A.P.， Oesrochers，O.M.らは，高度情報国際社会という文脈での「新しい

経済 (neweconomy)に対処するための職業技能教育(訓練)には，これまでの枠組み

である基礎技能に加え r応用的アカデミック知識J (app1ied academic knowledge)が

必要であるという.そして r新しい経済」にうまく対応する人は，次の4つの技能 (skills

development)を有しているという.それは，①基礎教育準備を含めたハイスクール・レベ

ル以上の学力 (aformal education) ，②応用的専門 (app1iedspeciality) ，③職業訓練経

験，④情報テクノロジーへのアクセス，などである. 実際，雇用側は採用に際して，被雇用

者側が特別な価値を身に付けること(付加価値)を求めてきた. r何ができるのか」という

ことが，労働者が獲得すべき必須要件というのである. 加えて r態度の技能」

(behavioral ski11s)の必要性にも言及する.これは割り当てられた仕事のみならず，新し

い方法に対処でき得る問題解決能力である80)

以上，高度情報化と地球レベルの経済競争力強化という社会経済的背景，加えて，地域経

済発展に貢献するための人材育成という役割のなかで，コミュニティ・カレッジが取り組む

べき教育内容の方向性とは， r基礎技能」に加え「社会経済的背景に対応できる能力の育成」

ということに収赦できる.
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(3)教育内容 一「識字教育レベル」から「大学教育レベル」まで

先に示した課題に応えるために，コミュニティ・カレッジはいかなる役割(教育内容)を

果たすべきであろうか.この間いに対しては， Carnevale， A.P.， Desrochers， D.M.らの

主張を確認することが示唆的である.というのも，彼らの見解は，コミュニティ・カレッジ

のこれまでの教育実践を踏まえた上での現実的視点と考えられるからである.

彼らは，基礎技能教育も含めた「応用職業技術訓練J(applied skills training )と「アカ

デミック知識J (academic knowledge)の提供機関(プロトタイプ的学習機関)としての

コミュニティ・カレッジの役割を強調する.これは，コミュニティ・カレッジの教育実践に

は「古い役割J (アカデミックな学習内容)と「新しい役割J (職業技術教育) の注意深い

バランスが必要であるとする考え方である. 雇用者側は，特別な職業技能をもった学生を欲

するが，コミュニティ・カレッジは両領域を継続して強調すべきである，と彼らは主張する.

これがコミュニティ・カレッジの伝統的役割というのである81) つまり，基礎技能(識字

教育レベル)からアカデミックな教育内容の提供することが， コミュニティ・カレッジに期

侍される役割ということになる.

地域経済発展に連関する基礎技能レベル(識字教育レベル)の教育提供であるが，塚田富

士江も指摘するように，有用な雇用労働力育成(確保)のために，州当局が成人基礎教育・

識字教育を「総労働力訓練・教育」として組み込むことになったのがその端緒である. 後ほ

ど指摘するが， 1980年代の経済不況の煽りから，州レベルにおいては，地域経済発展のため

に高等教育機関の役割が期待されることになった. 特に，労働者の基礎技能向上について

は，コミュニティ・カレッジがその役割を担うことになった. 労働資本への期待として，英

語を母語としない「新移民」の識字向上(この場合，英語運用能力)が， アメリカの国策と

なったことも要因のひとつである82) 加えて，高度情報化社会や地球レベルの経済競争に

対応するための内容も併せ持った r地域の経済発展重視の教育」が求められてきた. つま

り rハイスクール卒業資格取得」も含めた後期中等教育レベルの学力獲得への支援プログ

ラム，キャリア・アップを目指す学生のための短期資格取得プログラム， 加えて学位取得に

向けての「カレッジ・レベル」の教育内容，などの提供が期待されてきたのである.

まとめると，アジア系・ヒスパニック系を中心とする新移民への識字教育を始め，成人基

礎教育 (AdultBasic Education) ，後期中等教育レベル (GEDpreparation， High 

School Completion) ，職業資格取得のための短期プログラム，そしてカレッジ・レベルの

教育の提供などが，地域経済発展・国際経済競争の文脈における人材育成へ向けてのコミュ

ニティ・カレッジに求められる役割ということになる.
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2. r大学教育J (collegiate education)の教育レベル

(1) r一般教育」と「職業教育」との連関

「一般教育」には「職業教育」の要素が組み入れられている83) ことは序章でも触れた

が， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らはその理由を rリベラル・アーツJ Oiberal arts) 

から「一般教育J (general education)へのタームの変還に求めた.詳細は第4章に譲る

が，彼らは， 1960年・ 70年代を晴矢とする学生の学力低下の問題がその背景にあるという.

つまり，コミュニティ・カレッジは，転学先の r4年制大学・カレッジの学力要求」と「コ

ミュニティ・カレッジの現実(学力の低さ)Jの懸隔を填補する必要に迫られ84) 結果と

して， 伝統的「リベラル・アーツJ85)と「職業教育J (occupational studies)の意味合

いを併せもつ「一般教育」に，その役割を求めるととになったというのである86)

Ignash， J .M.は rリベラル・アーツ」カリキュラムのなかに 「職業教育」科目である

「非リベラル・アーツJ科目の割合が大きくなってきた理由として，①主として同州内の4
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たこと88) などを挙げている.コミュニティ・カレッジ研究センター (Centerfor the 
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ム」内の「リベラル・アーツ」科目と「非リベラル・アーツ」科目の比率は， 56.4%対43.4

%であった89)
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-75ー

2. r大学教育J (collegiate education)の教育レベル

(1) r一般教育」と「職業教育」との連関

「一般教育」には「職業教育」の要素が組み入れられている83) ことは序章でも触れた

が， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らはその理由を rリベラル・アーツJ Oiberal arts) 

から「一般教育J (general education)へのタームの変還に求めた.詳細は第4章に譲る

が，彼らは， 1960年・ 70年代を晴矢とする学生の学力低下の問題がその背景にあるという.

つまり，コミュニティ・カレッジは，転学先の r4年制大学・カレッジの学力要求」と「コ

ミュニティ・カレッジの現実(学力の低さ)Jの懸隔を填補する必要に迫られ84) 結果と

して， 伝統的「リベラル・アーツJ85)と「職業教育J (occupational studies)の意味合

いを併せもつ「一般教育」に，その役割を求めるととになったというのである86)

Ignash， J .M.は rリベラル・アーツ」カリキュラムのなかに 「職業教育」科目である

「非リベラル・アーツJ科目の割合が大きくなってきた理由として，①主として同州内の4

年制大学・カレッジへの転学科目として認められるようになってきたとと r (準)専門

職J87)が r職業教育」科目の履修期間延長を要求するようになり，結果として②「非リ

ベラル・アーツ」科目が「リベラル・アーツ」科目と同等に近い評価を獲得するようになっ

たこと88) などを挙げている.コミュニティ・カレッジ研究センター (Centerfor the 

Study of Community Colleges :以下CSCC)の調査によれば rカレッジ・カリキュラ

ム」内の「リベラル・アーツ」科目と「非リベラル・アーツ」科目の比率は， 56.4%対43.4

%であった89)

CSCCは非リベラル・アーツJ (特には職業教育)学問領域を10分野(①農業工学

②ビジネス&事務③マーケティング④健康⑤家政科⑥工学教育⑦工業技術⑧貿易&産業

⑨教育⑮その他)に分類した.r非リベラル・アーツ」に属する主要な分野と科目の主なも

のは以下の通りである90)

-農業 (agriculture) 園芸学，農業関連産業/収穫生産高，林業/その他の農

業生産高，農業科学，自然資源復興，動物健康工学，養樹場作業

・ビジネス&事務 (businessand Office) 会計，税金，ビジネスとマネージメ

ント，秘書学，遺書，労働法，不動産企画，法律助手，航空券・

予約

-マーケティングと流通 (Marketingand distribution) 不動産，衣料商業，

セールスマン論，競売，広告デザイン，織物販売

-75ー



-健康 (health) 看護学，健康科学，心肺蘇生法，緊急医療技術，栄養学，

結婚・家族カウンセリング，薬物カウンセリング，少年犯罪，

歯科助手，リハビリ学

・家政科 (homeeconomics) 家政，裁縫，料理，保存食，室内装飾

・工学教育 (technicaleducation )コンビュータソフト，防衛サービス(消防

署，警察，ライフガード，軍事科学)，コミュニケーション工学

(ジャーナリズム，テレビ・新聞報道・ラジオ放送，写真報道・

グラフ，オフセット印刷)

・工業技術 (engineeringtechnologies) 基礎理論 (AC/DC電流，オウムの法

則，エビオニクス)

・貿易&産業 (tradeand industry) 建築，自動車販売，宇宙工学，調査学，流

通，旅行会社

・個人技能&副次職業科目 (personalskills and avocational courses) 

体育，新入生オリエンテーション，図書館利用法，父親学，ファッ

ションカラー分析，キャリア/人生設計，自己評価

・教育 (education) 幼児教育，体育教員養成，コーチ学，児童文学，乳母，教師

養成(数学，音楽，美術)

・その他 (other) ソーシャルサービス訓練，図書館司書91)

ここで， CSCCが実施した調査結果を例示することを通して r職業教育」科目の「カ

レッジ・カリキュラム」内への「組み込み」を確認しておこう.同センターは，回答サンプ

ルの偏りを避けるためにコミュニティ・カレッジを収容学生数規模にて3分類(大規模カレッ

ジ:6000人以上，中規模カレッジ:1500人以上，小規模カレッジ:1500人未満)し，回答

を得た164のコミュニティ・カレッジ(大規模:57カレッジ，中規模:56カレッジ，小規模

カレッジ:51カレッジ)をもとに，その結果を整理した92)

まずは rカレッジ・カリキュラム」内の「非リベラル・アーツJ (職業教育)科目の割

合についてである.
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非リベラル・アーツ 「非リベラル・アーツ」 「カレッジ・カリキュラムJ

分野(科目) 科目のなかでの割合(%) 内の「非リベラル・アー

ツ」科目の割合(%)

-ビジネス&事務 24.6 10.7 

-個人技能&副次職業科目 19.1 8.3 

-貿易&産業 18.6 8.1 

-工学技術 18.1 7.9 

-健康 10.2 4.4 

-マーケティング& 3.4 1.5 

流通

-教育 2.5 1.1 

-工業技術 2.0 0.9 

-農業 1.2 0.5 

-家政科 0.2 0.1 

-その他 0.2 0.1 

(出典)Center for the Study of Community Colleges， 

“Total Community College Curriculum Study 

in 1991，" in Cohen and Ignash， 1993より作成

(p.22) 

次は rカレッジ・カリキュラム」のなかでの「非リベラル・アーツJ (職業教育)分野

の割合である.
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学問分野 カレッジ・カリキュラムのなかでの割合(%)

-人文科学 13.42 

-英語 12.75 

-数学&コンビュータ・ 10.69 

サイエンス

-ビジネス&事務* 10.67 

-個人技術と副次的職業科目 8.27 

-貿易&産業 8.05 

-工学教育 7.87 

-科学 7.68 

-社会科学 6.66 

-芸術 5.42 

-健康* 4.44 

-マーケティング* 1.46 

-教育* 1.10 

-工学技術* 0.85 

-農業(非リベラル・ 0.51 

アーツ)* 
-家庭科 0.10 

-その他 0.07 
'---・E・-

*印は「職業教育」分野/ 学問分野は「リベラル・アーツJ分野を含む

(出典)Center for the Study of Comrnunity Colleges， 

“Total Comrnunity College Curriculum Study 

in 1991，" in Cohen and Ignash， 1993より作成

(p.23) 

最後に r地域経済発展への貢献Jとしてのコミュニティ・カレッジの「大学教育Jの

内容について触れておこう.

Barry， R. J.， Barry， P.A.93) ， Cohen， A.M.， Brawer， F.B. 94) らの指摘にもある通

り，コミュニティ・カレッジの「カレッジ・レベル」の教育内容をいうとき r一般教育」
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(general education)が該当するプログラム・科目ということになる.つまり一般教

育」の教育実践と「地域経済発展」との係わりという視点が必要となってくるのである.

Martin， D.R.， Lillis， S.95)らの指摘にもあるように，コミュニティ・カレッジの「一般教

育」の内容は，伝統的に転学希望の学生に対して，広い知識基盤を提供することにコミット

してきた. 大部分のコミュニティ・カレッジは r一般教育」の教育目的を rコミュニケ

ーション能力J r数量掌握能力J r批判的思考能力J r問題解決能力J r柔軟的思考能力J

「生涯学習への対応能力Jなどの促進とする. そして，その教育内容は，教育目的を達成さ

せるための「実践教育Jと古典的・伝統的知識(教養)の提供を目的とする「リベラル・ア

ーツ」が統合したものである. ところで 「多分野にわたる履修科目J (distribution 

requirements)とは「コミュニケーションJ r人文科学J r社会科学J r自然科学J r非

西洋研究」領域に属する科目を指す. ["コミュニケーション」領域科目のなかに rライテ

イングJ ["リーディングJ rリスニングJ rスピーキング」などの基礎言語運用能力技能の

促進が含まれており，それらの科目は，コミュニティ・カレッジのカレッジ・ワークの枢要

をなすものとして捉えられていることが一般的である96)

「一般教育Jの教育目的と， 先に整理した「職業教育」が目指す(すでに実践している)

それとが重なることが明らかであろう.つまり，地域経済発展に貢献する人材の育成を目指

す教育使命とは， 学生の「コミュニケーションJ r問題解決力J r創造力 J r自己尊敬J

「個人間関係技能J r批判的思考力」を伸ばすことなのである97) との意味において，

「一般教育」の教育実践にその役割を重ねているととは明らかである.加えて，もrree，L. 

の指摘するところの「包括的技能を鍵戦略としてカリキュラムに位置づける」とは，まさし

く「一般教育」科目・プログラムのなかに，上述した教育到達目標のための技能を組み込む

ことを意味するものである.実際に，コミュニティ・カレッジにおいてその「組み込み」は

実践されている98) また r職業技術訓練」と「アカデミック知識」 の提供機関として，

両領域の注意深いバランスが必要であるという指摘をもってすれば，コミュニティ・カレッ

ジの「大学教育」は r一般教育」のなかの「アカデミック教育Jが強調される，というこ

とになる.

これまでに検討した「一般教育Jと「職業教育Jの関連性と，先に示した Carnevale，

A.P.， Desrochers， D.M.らの観点(["アカデミック知識」と「応用職業技術訓練」の統合)

をもってすれば，序章にて試みた「大学機能」についての定義づけが説得力あるものとなっ

てくる. つまり["アカデミック教育(一般教育)Jと「職業教育」との連闘が不可避とな

る背景には， コミュニティ・カレッジが「地域経済発展Jとの係わりのなかで人材育
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る背景には， コミュニティ・カレッジが「地域経済発展Jとの係わりのなかで人材育
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成J機関としての役割を果たすことが地域社会から求められてきている事実がある，という

ことである.その脈絡のなかで r大学機能」は rアカデミック教育」と「キャリア教育

(職業教育)Jを統合した意味合いをもつことになった，と理解することができよう.

(2)教育レベルの設定

筆者は rカレッジ・レベル」の教育内容を「地域州立総合4年制大学」の 「前期課

程」相当レベルに限定したい.その理由として， Cohen， A.M.， Sanchez， J.R.らの分析に

もあるように，コミュニティ・カレッジ転学者の大半が，経済的な理由や州の高等教育機関

のマスタープランなどにより，地元の地域州立総合4年制大学に転学するという点99) r 4 

年制大学の前期課程のカレッジ・ワークを委譲されたコミュニティ・カレッジJが存在する

100)ことなどを挙げたい.加えて， Kerr， C.が指摘するように，連邦政府から産業界との密

接なつながりが期待され，直接的な財政支援が「地域州立総合4年制大学Jと「コミュニテ

ィ・カレッジ」に集中しつつあるという点.労働市場に積極的に対応してきたのは，高等教

育機関のなかでも特に「地域州立総合4年制大学Jと「コミュニティ・カレッジ」であると

いう連邦政府の認識101) 州知事の大半が1980年代からの地域産業の落ち込みを問題とし

ており，州経済活性化に貢献する高等教育機関として，特に「地域州立総合4年制大学Jと

「コミュニティ・カレッジ」に期待を寄せてきたという Parnell，D.らの指摘，などがその

根拠である.その場合の「大学教育Jの内容であるが r地域経済の発展に貢献する人的資

本の育成Jを目的とした教育内容である. そして，その教育実践は r一般教育」をもって

対応されてきた.

ところで，先にコミュニティ・カレッジの「カレッジ・ワークJのレベルを「地域州立総

合4年制大学の前期課程の教育内容」に設定したが，コミュニティ・カレッジの教育(内

容)レベルの低さという問題がある.一般的に，地域州立総合4年制大学はコミュニティ・

カレッジ同様，入学基準として「非選抜入学(登録)制」をとっていることが多いが102)

その入学(登録)する学生の学力レベルをみたとき どうしてもコミュニティ・カレッジ学

生の学力不足は否めない.というのも，ハイスクール現役卒業生のなかでも，特に底辺層の

学生がコミュニティ・カレッジに進学することが大半だからである103) なるほど，逆転学

学生の増加104)にもあるように，近年の高等教育機関の授業料の高騰105)から，学費を抑

えるために前期課程2年間をコミュニティ・カレッジへの進学後(あるいは4年制大学・カ

レッジに籍を置きながら)，コミュニティ・カレッジの単位を履修(登録)する学生が増加

している.しかし，概して 地域州立総合4年制大学と比するに学生の学力は低いと捉える
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ことが現実的であろう.これも「オープン・アクセス」の完全採用をおこなっているコミュ

ニティ・カレッジの宿命ともいえる.となれば r学力的にカレッジ・レベルに到達してい

ないJ学生(学習者)に対して rカレッジ・ワークJレベルにまで学力を引き上げること

が，コミュニティ・カレッジにとって喫緊なる課題となる.

[註]

1) r中等後教育」概念と「高等教育」概念の連関について整理したものには，喜多村和之

の『高等教育の比較的考察 一大学制度と中等後教育のシステム化』がある(玉川大学

出版部， 1986， pp.10-28) . 

2) Flexner， A.はその著書“Universities:American， English， German" (New 

Brunswick: Transaction Publishers， 1994， Originally published in 1930 by 

Oxford University 叶ess)のなかで rアメリカJ rイギリスJ rドイツ」とそれ

ぞれ区別して論を展開している.

3) Kerr， C.自身進化的(機能)拡張主義者」の立場をとると言明する.Kerr， C.によ

れば r高等教育Jは，研究・教授・サービスを通して r新しい方法でもって社会の

生活を進展的に，民主的に改善をするための力となるべき」という(HigherEducation 

Cannot Escape History: Issues for the Twenty-First Century. New York: State 

University of New York Press， 1994， pp.159-161.， C.カー著，喜多村和之監訳『ア

メリカ高等教育の歴史と未来 -21世紀の展望ー』玉川大学出版部， 1998). 

4) Scott， P. Strategies for Postsecondary Education. 1心ndon:Croom Helm， 1975， 

pp.2-8. 

5) Kerr， Higher Education， 151-161. 

6) Parnell， D.は，その多様性こそがアメリカの高等教育の強みであると位置づけている

(Dateline 2000: The New Higher Education Agenda. Washington， D.C.: 

Community College Press，1990， p.134) .また Scott.，P.は r多様性に富み民主的

という意味において，世界のなかで最も発展したシステム」と位置づけた(Scott， 

1， 5) • 日本では，江原武ーが同様の見解を示している(W現代アメリカの大学ーポ

スト大衆化をめざして一』玉川大学出版部， 1994， p.57) . 
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7) Scott， 1-7. 
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9) Newman， F. (chairman). Report on Higher Education. Washington， D.C.: U.S. 

Government Printing Office， 1971.， Newman， F. (chairman). The Second 

Newman Report: National Po1icyand Higher Education. Massachusetts: The 

MIT Press， 1973. 

10) Trow， M. Fケoblemsin the Transition from Elite to Mass Higher Education. 

OECD in Paris inJune， 1973， pp.7-8. 

11)連邦教育省の「連邦教育統計センター (NationalCenter for Education 

Statistics)が「教育統計要覧J (Digest of Education Statistics : 1997)のなかで

「高等教育」と「中等後教育Jを定義づけた.両概念を考える上での指標となってい

る.

12) Bergquist， W.H. Quality Through Access， Access With Qua1ity: The New 

Imperative for Higher Education. San Francisco: Jossey-Bass， 1995， p.xi. 

13) Bergquist， 35， 71， 74-75 . 

14) 1980年代に保守系の見識者によるさまざまな“quality"についての報告がなされた.

主として， Benette， W.J， Bloom， A.， Boyer， E.L.などである.彼らの見解の特徴

は 4年制大学・カレッジの教育内容の問題を西洋の「文化J ["文明」に注視する，西

欧志向のカリキュラム (western-orientedcurriculum )に求めている点にある(ノス

タルジック・リターン:nostalgic retum) . 例えばBenette，W.J.は，教育内容の多

様性は必要としながらも 4年制大学・カレッジのカルキュラムのコア(核)は，西洋

文明であると位置づけた. Bloom，Aは，価値の相対主義(ここでは平等主義)が教育

を閉塞状態へと向かわせたと主張する. そして，その打開策を，一般教養科目の見直

しを中心とした伝統的価値を伝承する古典中心の教育内容(西洋文化)の実現に求め

た.Boyer， E.L.は，大学教育の基礎(第1の必須条件)は，大学レベルの言語運用能

力習得であると捉えた (Bennett，W.J. To Rec1aim a Legacy: A Report on the 

Humanities in the Higher Education. National Endowment for the Humanities， 

1984 (現代アメリカ教育研究会編『特色を求めるアメリカ教育の挑戦ー質も均等も』教

育開発研究所，平成2年， pp.19-25) .， Bloom， A. The Closing the Ameri伺 nMind.

Simon & Schuster， 1987.， Boyer，E.L. College: Undergraduate Experience in 

America. NewYork: Harper & Row， 1987 (E.L.ボイヤー著，喜多村和之・館昭・伊

-82-

7) Scott， 1-7. 

8) Scott， 1-7. 

9) Newman， F. (chairman). Report on Higher Education. Washington， D.C.: U.S. 

Government Printing Office， 1971.， Newman， F. (chairman). The Second 

Newman Report: National Po1icyand Higher Education. Massachusetts: The 

MIT Press， 1973. 

10) Trow， M. Fケoblemsin the Transition from Elite to Mass Higher Education. 

OECD in Paris inJune， 1973， pp.7-8. 

11)連邦教育省の「連邦教育統計センター (NationalCenter for Education 

Statistics)が「教育統計要覧J (Digest of Education Statistics : 1997)のなかで

「高等教育」と「中等後教育Jを定義づけた.両概念を考える上での指標となってい

る.

12) Bergquist， W.H. Quality Through Access， Access With Qua1ity: The New 

Imperative for Higher Education. San Francisco: Jossey-Bass， 1995， p.xi. 

13) Bergquist， 35， 71， 74-75 . 

14) 1980年代に保守系の見識者によるさまざまな“quality"についての報告がなされた.

主として， Benette， W.J， Bloom， A.， Boyer， E.L.などである.彼らの見解の特徴

は 4年制大学・カレッジの教育内容の問題を西洋の「文化J ["文明」に注視する，西

欧志向のカリキュラム (western-orientedcurriculum )に求めている点にある(ノス

タルジック・リターン:nostalgic retum) . 例えばBenette，W.J.は，教育内容の多

様性は必要としながらも 4年制大学・カレッジのカルキュラムのコア(核)は，西洋

文明であると位置づけた. Bloom，Aは，価値の相対主義(ここでは平等主義)が教育

を閉塞状態へと向かわせたと主張する. そして，その打開策を，一般教養科目の見直

しを中心とした伝統的価値を伝承する古典中心の教育内容(西洋文化)の実現に求め

た.Boyer， E.L.は，大学教育の基礎(第1の必須条件)は，大学レベルの言語運用能

力習得であると捉えた (Bennett，W.J. To Rec1aim a Legacy: A Report on the 

Humanities in the Higher Education. National Endowment for the Humanities， 

1984 (現代アメリカ教育研究会編『特色を求めるアメリカ教育の挑戦ー質も均等も』教

育開発研究所，平成2年， pp.19-25) .， Bloom， A. The Closing the Ameri伺 nMind.

Simon & Schuster， 1987.， Boyer，E.L. College: Undergraduate Experience in 

America. NewYork: Harper & Row， 1987 (E.L.ボイヤー著，喜多村和之・館昭・伊

-82-



藤彰浩訳『アメリカの大学・カレッジ』リクルート出版， 1988， pp.94-102) .一方，

[" "quality"多元論」者には， Parnell， D.がいる. Parnell， D.によれば，大抵のア

メリカ人がもっ「高等教育Jの“qua1ity"についての判断(関心)は r誰を大学から

輩出したJという軸に求めるのではなく 「誰がひとにぎりのいわゆる威信のある

(prestige schoo1s)に入学したかJ，つまりは["投資の結果」にあるという.

Parnell， D.は， SAT (Scho1astic Assessment Test) ， ACT (American College 

Testing)などのスコア結果という限定された判断材料をもって，高等教育機関を評価

する連邦教育省長官の姿勢を批判する. また，教育リーダー・メディア・学生・保護者

などは，その毎年慣例の連邦教育省長官の報告に強く影響されているという事実に，危

倶の念を示す (Dateline2000， 133-136) . 

15) Mayhew and et a1， 29. 

16) Mayhew and et a1， 43-44. 

17) Mayhew and et a1， 24. 

18) Bergquist， 7. 

19) Bergquist， 36-43. 

20) Bergquist， 37. 

21) Parnell， D.によれば["伝統的大学」とは，最も学位(博士号取得率)が高く洗練され

た教官をもち，入学規準が最も高く，ゆるがない財政基盤をもっ高等教育機関であると

いう(Dateline 2000， 138， 149， 164) .また，入学時選抜の観点から，最も厳しく

選抜をおこなっている大学を「伝統的エリート」高等教育機関と設定している

(Dateline 2000， 4) . Kerr， C.によれば["高等教育」と「伝統的大学」とは同義と

して使用されているという.Kerr， C.もエリート伝統的高等教育機関(elite secter) 

は「高度に選抜型J (highly selective)であるという (HigherEducation， 65-
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位置づけることは可能であると思われる.
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22)もちろん，大学の中でも専門分野(学科)によって，また， 同大学のなかでは学部レベ

ルと大学院レベルによって，その評価は異なり一般化できないが，ひとつの傾向として

位置づけることは可能であると思われる.

23) Bogue， E.G. ， and Saunders， R.L. The Evidence for Quality: Strengthening the 

Tests of Academic and Administrative Effectiveness. San Francisco: Jossey-Bass， 

1992， p.7. 
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24)カーネギー財団は， 1973年以来調査研究の目的で大学分類をおこなっている.最近

では， 1987年と1994年に調査結果を発表した.1987年の分類によれば，①研究大学

(Research Universities)②博士号授与大学 (Ooctorate-GrantingU niversities)③ 

総合制大学 (CornprehensiveUniversities and Colleges)④リベラル・アーツ・カ

レッジ(Liberal-ArtsColleges)⑤2年制短期大学 (Cornrnunity，Tecnical， and 

Junior Colleges)⑥専門学校・専門大学 (SpecializedSchools and Colleges)などと

なっている.全米の大学総数を3，389校と設定し，分類①~④はそれぞれそのなかで更

にI・IIとランク分けしている.分類①は全領域の学士レベルのプログラムを提供.加え

て，博士号のための大学院教育を実施.研究を最優先に位置づけている大学.1. IIのラ

ンクは，連邦補助金の多少で分けられている (1のほうが多い).大学数は104校で内訳

は， 1 (70校) ・II(34校).分類②は，全領域の学士レベルのプログラムを提供.博士

学位のための大学院教育の実施を使命としている.l' IIは，専門分野の数と博士号授与

数により区分されている(Iのほうが多い).大学数は109校で内訳は， 1 (51校) ・II

(58校).分類③は，半数を越える学士号の内容が職業的・専門職的専門分野で占めら

れている.大学院教育も重視するが，修士号までである.1・IIは，学生数で分けられて

いる(Iは2，500人以上， IIは1，500"'2，500人).大学数は595校で内訳は， 1 (424 

校) ・II(171校).分類④は，学士号の半分以上がリベラル・アーツ分野である単科カ

レッジで，学部レベルの教育を提供し，大学院レベルの教育は実施しない.l' IIは，選

抜の難易度で分けられている(Iがより選抜的).大学数は572校で内訳は， 1 (142 

校) ・II(430校).分類⑤であるが，準学士レベルの学位を提供.学校数は1，367校.

最後に分類⑥であるが，学士号から博士号までの学位を出すが，その半数以上の学位は

単一の専門分野である(芸術・医学・教員・神学・法科・経営など).学校数は642校

である (TheCarnegie Foundation for the Advancernent of Teaching. A 

Classification of Institutions of Higher Education. 1987 Education. Princeton: 

The Carngie Foundation for the Advancernent ofTeaching， 1987) . 1994年に新

しい分類が発表されるが， 1987年との相違は，分類の定義について若干の変更を加え

ている点である.分類①は補助金の額の変更，分類②は変更無し.分類③は分類名を

「修士(総合制)大学・カレッジ:Master's (Cornprehensive) Universities and 

Col1egesJに変更.分類④も「学士(リベラル・・アーツ)カレッジ:Baccalaureate 

(Liberal Arts) CollegesJと分類名を変更.分類⑤も「準学士カレッジJ (Associate 

of Arts Colleges)に分類名を変更.分類⑥であるが新たに「種族系カレッジJ (tribal 
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Transaction， 1994， p.45 (Originally published in 1930， Oxford University 

Press) . 

26) Scott， 4. 

27) Parnell， 4. 

28)佐々木毅によれば，アメリカの保守主義は「道徳的保守主義」と「経済的保守主義」に

大別できるという.ここでの「保守主義」者とは，前者の伝統的価値や論理を重視する

者を意識している(江原武一『現代アメリカの大学 ーポスト大衆化を目指して一』玉

川大学出版部， 1994， pp.126-127) .また，この場合の「エリート」とは，高等教育

機関の評価軸に[""quality"限定論」的立場をとる者に設定している.というのも，第

1節の考察にもあるように["保守主義者」と「エリート主義者」の評価基準とは重

なっていることから「保守主義(エリート主義)J者という表記を用いている.
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備，キャンパスの雰囲気，教育の有効性，学生生活の充実度，など多元的な尺度でおこ
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う. コミュニティ・カレッジは，かなりの部分，伝統的高等教育と中等後教育の両方を

内包することをその理由としている (Scott，7) . 

67) Parnell， Dateline 2000， 58. 

68)コミュニティ・サービスはリクリエーション的なもの」や「自己啓発」的な短期プ

ログラムを提供するもので，地域住民の要望に応えるものが大半である.授業料は受益
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される場合が多い (Vaughan，The Community College Story， 14-15) . 

69) Jones， R.T. “The NewWorkplace and Lifelong Learning." Community College 

Journa1， 67(2)， 1996，20-23. 

円
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70)表記方法であるが I学生」は学位(準学士)取得あるいは転学を目指す者達，

「学習者」は主として第8・9学年以下の教育内容のプログラムに学び，学位取得や

転学を目的としない者達，とする.

71)演説をおこなった彼らの論調としては，人的資源の育成と自己啓発(実現)に関連した

コミュニティ・カレッジ教育の重要性と期待であった(AmericanAssociation of 

Community Col1ege's Videotapes.“President Clinton Addresses the AACC 

Convention." Air date: Apri1 24， 1995) . 

72) 1990年代からのジャーナル誌 (CommunityCollege Journal， Community， 

Technical， and Junior College Journal )は，ほぼ毎回の割合で「地域(国際的)経

済発展におけるコミュニティ・カレッジの役割についての論文(研究・実践事例)を掲

載しており，全米コミュニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会の関心の高さが伺える.

以下，主たるものを挙げる.

Tyree， L.“Building Communities: Collaborative Strategies for Global 

Competitiveness. " Community， Technica1， and Junior College Journa1， (60) 4， 

1990，42-44.， Zeiss， T.“Employee Retention: A Challenge of the Nineties." 

Community， Technica1， and Junior College Journa1， 60(4)， 1990，34-37.， 

Waddell， G.“Tips for Training a World-C1ass Work Force." Community， 

Technical， and Junior College Journa1， 60(4)， 1990，21-27.， Fifield， M.L.， 

Foster， S.F.， H田nm，R.， and Lee，C.J.“Workers for the World: Occupational 

Programs in a Global Economy." Community， Technica1， and Junior College 

Journa1， 61(1)， 1990，15-19.， Chestman， C. “ATCs: Partners for Economic 

and Community Development." Community， Technica1， and Junior Col1ege 

Journa1， 62 (2)， 1991，32-35.， Roueche， J.E.， Taber， L.S.， and Roueche， S.D. 

“Choosing the Company We Keep: Collaboration in American Community 

Col1eges." Community College Journal， 65 (4)， 1995，36-40.， Bergman， T.“New 

Resource For Training." Community College Journa1， 65(2)， 1995-1996，43-47.， 

Dozier， K.E. “ED>Net The California Community Col1ege Approach to Economic 

Development." Community College Journal， 66(6)， 1996， 14-19.， Gayton， C.， 

and Parnell， D. “The Boeing Company's Tech Prep StOry." Community College 

Journa1， 66引(伯ω6ω)，1996，20-2幻3.け， Nichols， M.E. 
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24-27.， Jones， R工

College Journa1， 67(2)， 1996，20-23.， Carneva1e， A.P.， and Desrochers， D.M. 

“The Role of Community Colleges in the New Economy." Community College 

Journal， 67 (5)， 1997，26-33.， Bosworth， B. “Economic Development， 

Workforce Development， and the Urban Community College." Community 

CollegeJourna1， 67(6)，1997，8-15.， Rosenfeld， S.A.“Cluster Connections Give 

Communities Economic and Educational Boost." Community College Journa1， 68 

(6)， 1998， 15-19.， Bryant， D.W.“Understanding the Para11ax of Community 

College Status." Community College Journa1， 69(1)， 1998，32-35. 

73)新田照夫は，地域(州)経済を支える企業とコミュニティ・カレッジの提携事例を紹介

している(W大衆的大学と地域経済 一日米比較研究ー』大学教育出版， 1998， 

pp.260-377) . 

74) Bryant， 32-35. 

75) Gianini， P.C.， Jr.“Economic Development: A Postmodern Dilemma." 

Community College Journa1， 67(6)， 1997， 14-18. 

76) Chestman， C.によれば， 1960年代は識字だけでよかったが， 1980年代1990年代とな

るにつれてその性格が変わってきたという (32-35). Jones， R.T.は，時代とともに

「新しい技能」が求められており，コミュニティ・カレッジの役割が変化してきたこと

を指摘する (20-23) . Carnevale， A.P.は r新しい経済J (New economy / 

high-tech)の時代に対応する技能について言及しているのesrochers，D.M.‘'The 

Role of Community Colleges in the New Economy." Community College Journa1， 

67 (5)， 1997，26-33) .連邦教育省は， 1990年代は世界との競争に打ち勝っための労働

力 (workforce )が必要であるという.その内容は，高いレベルの技術や問題解決技

能，外国語技能，外国のビジネス文化，輸出入のプロセスなど (U.S.Department of 

Education. Workplace Literacy: Reshaping the American Workforce. Washington， 

D.C.: Government Printing Office， 1992. (Cumming， B.“Beyond Workforce 

Literacy: The Hidden Opportunities of Environmenta1 Literacy." In S.L. Kantor 

(ed.). A Fケ'8.ctica1Guide to Conducting Customized Work Force . New Directions 

For Community Colleges， no.85. San Francisco: Jossey-Bass， 1994， p.6) 

CChestman， 32-35) )， (Fifield， M.L.， Foster， S.F.， Hamm， R.， and Lee，C.J. 

“Workers for the World: Occupational Programs in a Global Economy." 
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Community， Technica1， andJuniorCollegeJournal， 61(1)， 1990，15-19) . 

77) Bogart， 60-73. 

78)τ'yree， 42-44 (Carnevale， A.P. ， and et al.“Workplace Basics: The Skills 

Employers Want." Training & Development Journa1， 1988，22-33) . 

79) Cumming， 61-76 (Davis， D.S. Workplace Literacy: Reading the Workplace. 1心S

Alamitos， Ca1ifornia: Davis Consulting， 1991) 

80) Carnevale， and Desrochers， 26-33. 

81) Carnevale， and Desrochers， 26-33.. 

82)塚田富士江「米国コミュニティ・カレッジ教育の動向 ーワシントン州にみる制度改革

とその意義一J名古屋大学教育学部社会教育研究室編『社会教育年報』第10号， 1993， 

pp.93-102. 

83) r一般教育」への「職業教育」の要素の組み込みについては，新田照夫が，高等教育機

闘の大衆化との係わりから分析している(w六・三制と大学改革一大衆的大学の日米比

較』大学教育出版， 1994， pp.155-190) . 

84) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 10-11. 

85)中世ヨーロッパの大学にその起源にもち，その教育内容は主として「古典グラマー」

「レトリックJ rロジックJ r音楽J r天文学J r代数幾何」などである (Cohen，and 

Brawer， The American Community College (3rd ed.)， 307-308) . 

86) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 10-11. 

87)技師，一般(事務)助手，図書館司書，製造業従事者，サービス業などを指す (Cohen，

and Brawer， The American Community College (3rd ed.J， 216) . Vaughan， 

G.B.によれば r準専門職業」は，コミュニティ・カレッジの理念の重要な部分である

という (TheCommunity College StO!γ， 13) . 

88) Cohen， A.M.，出ldIgnash， J .M. “An Overview of the Total Credit Curriculum." 

In A.M. Cohen (edJ. Relating Curriculum and Transfer. New Directions for 

Community Colleges， no. 86. San Francisco: Jossey-Bass， 1994， p.18. 

89) Cohen， and Ignash， 22. 

90) Cohen， and Ignash， 20-21. 

91) Cohen， and Ignash， 20-21. 

92) Cohen， and Ignash， 14. 
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93) Barry， R. J.， Barry， P.A.らによれば一般教育J (general education)はたいて

いの場合，準学士や学士などの学位プログラム(リベラル・アーツ)の構成部分と見倣

されているという(“EstablishingEquality in the Articulation Process." In B.W. 

Dziech， and W.R. Vilter (edsふ斤isonersof Elitism: The Community College匂

Struggle for Stature. New Directions for Commuity Colleges， no.78， 1992， p.36) 

94) Cohen， and Brawer， American Community College (3rd edよ 307-366.

95) Martin， D.R.， and Lillis， S.“General Education in the Heartland: Black Hawk 

College." In G. Higginbottom， and R.M. Romano (eds.). Curriculum Models 

for Genera1 Education. New Directions for Community Colleges， no.92. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1995， pp.3-4. 

96) Romano， R.M. “General Education at Boome Community College: Coherence 

and Purpose." In G. Higginbottom， and R.M. Romano (eds.). Curriculum 

Models for General Education. New Directions for Community Colleges， nO.92. 

San Francisco: Jossey-Bass，1995， pp.11-18. 

97) Smutek， M.M. “Bunker Hill Community College: A Common Experience for 

Lifelong Learning." In G. Higginbottom， and R.M. Rom出10(eds.). Curriculum 

Models for Genera1 Education. New Directions for Community Colleges， no.92， 

1995， pp.22-24. 

98)τ'yree， 42-44. 

99) Cohen. A.M.， and Sanchez， J.R.らによれば，コミュニティ・カレッジを最初の高等

教育機関とする学生の内 5分の 1(20%)以上が4年制大学(州内の公立4年制大

学・カレッジ)へ転学する(私立大学を含めると25%"'26%になる)という(“The

Transfer Rate: A Model of Consistency." Community College Journa1， 68 (2)， 

1997， 24-26) . 

100)ニューヨーク州立・市立大学に代表されるように，前期課程を分校という形態で組み

込んでいる4年制大学(特に地域外|立総合大学)がある.

101) Kerr， 74 (喜多村和之監訳『アメリカ高等教育試練の時代1990-2010年』玉川大

学出版部， 1998) . 

102) Boggs， G.R.， Carter， J.J.らによれば，カリフォルニア州のマスター・プランでは，

ハイスクール現役卒業生の上位12.5%が研究大学であるカリフォルニア大学系に進学

し，ハイスクール現役卒業生の次の上位3分のlは，カリフォルニア州立大学の進学が
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認められ，残りの学生がコミュニティ・カレッジに進学するという(“TheHistorical 

Development of Academic Programs in Community Colleges." In G.A. Baker III 

(ed.). A Handbook on the Community College in America: Its History， Mission， 

and Management. Westport， Connecticut: Greenwood Press， 1994， p.223) . 

103)また Cohen，A.M.， Brawer， F.B.らは， ACT ・SAT，各州が実施するテスト結果の

分析から，他の4年制大学・カレッジに進学する学生に比べて，かなりスコアが低い

ことを指摘している (TheAmerican Community College (3rd ed') ， 46-47) . 

104)筆者は，全米コミュニティ・カレッジ協会のデータ (1996-1997)から f4年制大

学・カレッジに在籍しながら，コミュニティ・カレッジで科目登録している学生」の割

合を算出した. それによれば，他の4年制大学・カレッジに在籍しながら，コミュニ

ティ・カレッジで科目登録している学生は21.4%であった.最も割合の高い州はユタ州

で31.1%，低い州はペンシルベニア州で15.3%であった.ちなみに，学士号(それ以上

の学位も含めて)をすでに取得している者で，コミュニティ・カレッジの何らかのプロ

グラムに参加している者は18%.最も割合の高い州はマサチューセッツ州で25.2%，最

も低い州はウエスト-パージニア州で11.4%であった(AmericanAssociation of 

Community Colleges. A State-by-State AnaJysis of Community College Trends 

and Statistics: 1996-1997 AnnuaJ， 1996) . 

1叩05日)

USA Today， Weekend Edition， no.2445， 1998. 
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第3章 「補習教育」の概念枠組みとその現状

これまで本研究を進める上において rリーディングJ rライティング r数学」という

補習的意味合いをもっ大学教育への準備教育(科目・プログラム)を「補習教育」というタ

ームで示してきた.本章では，まず，本研究を進める上での基本的視点であるコミュニテ

ィ・カレッジの「補習教育」について概念枠組みを明らかにし，次に，連邦教育省や筆者が

実施したアンケート調査などの結果に加えて‘Journalof Developmental (and Remedial) 

Education'の資料をもとに，コミュニティ・カレッジの「補習教育」についての実態に迫

ることを課題としたい.

第1節歴史的展開

アメリカ高等教育機関は，その誕生期よりカレッジ・ワークと学生との学力差を補うため

の準備プログラムをもっていた.アメリカの高等教育機関において，準備プログラムについ

ての論議はむしろ教育的伝統であった.つまり，学力不足の学生に対して，適切な教育機会

を提供することがアメリカ高等教育の伝統的責務であり，高等教育の発展において主要素で

あったのである1)また，コミュニティ・カレッジの「補習教育Jは，コミュニティ・カ

レッジの誕生期(ジュニア・カレッジ)より，カレッジ・レベルへの準備プログラムとして

存在していた2) しかし，研究者の問では r補習教育Jの急激な発展をみることになるの

は1960年以降，とする捉え方が大半である 3) そこで，コミュニティ・カレッジにおける

「補習教育」の発展経緯を， 1960年代以後に焦点をあて概観する.

ところで，歴史的発展経緯を概観するにあたり， 10年毎に時期区分した.というのも，ア

メリカ教育の流れはほぼ10年毎に変動するという通説の通り 4) r補習教育」も同様の変

動の軌跡を確認することができるからである.また後ほど示すが，歴史的発展経緯を概観す

る上において「補習教育Jについての呼称が一定ではないという問題が生ずるが，学生の学

力レベルを，各々のコミュニテイ・カレッジが設定する「カレッジ・レベル」に到達させるこ

とを目的とした教育内容をもっ科目・プログラムを「補習教育」と捉え，時代区分を進める

ものとする.
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1. r概念拡大J前期 (1960"-'1970) 

第2次世界大戦後，次の2つのグループに対する教育の提供を，高等教育機関に迫ること

になった.第1のグループは，数百万人もの退役・現役米軍下士官兵，第2のグループは，

1964年の「公民権法J ( Civil Rights Act of 1964 )および「高等教育法(Higher 

Education Act of 1965) を受けて r非選抜入学(登録)制」政策により入学してきた

1960年代から1980年代にかけての「低所得層出身学生」や「低学力の学生Jであった 5)

この趨勢により， Cross， K.P.， Donovan， R. 6)らの認識に従えば 1950年から1970年に

かけての高等教育の大衆化に応える形で，つまりは，それに伴う Cross，K. P.のいうところ

の「新しい学生J(new students) 7 )の「受け皿j としての役割を，コミュニティ・カレッ

ジは期待されることになった.高等教育機関への新しいタイプの学生 (non-traditiona1

students)の参入は， r補習教育」サービスの増加を導くことになった8) ひとつに， 1964 

年の公民権法や1965年の高等教育法の制定により，特に低所得層出身の学生達が「学生ロー

ンJ r奨学金」などを目的に連邦政府の財源を容易に引き出せるようになったこと.今ひと

つに，公立学校を主とする中等教育以下の教育機関が，カレッジに進むための必要なスキル

を学生に保障できなくなってきたこと，などがその背景にある.

「補習教育Jの概念も1960年代半ばからの生涯教育(1ife-longeducation)の趨勢をもっ

て rリーディングJ rライティングJ r数学Jなどの「補習的意味合いをもっ大学教育へ

の準備科目Jの伝統的範鴫から r成人基礎教育」などの識字レベルの教育内容をも包摂す

る「成人教育」の意味合いをもっ概念への変化(概念の拡大)がみられるようになってきた

9) 

まとめると r補習教育」プログラム・サービスが大きな変換期(拡大期)を迎えること

になる直接的な要因には， 1960年代からの公民権運動の高まりがあった.教育の機会均等が

植われ，マイノリティ 10)の高等教育(中等後教育)への参加が増大した.結果として，大

量の「高等教育の伝統的学力基準を下回る学生」達に対する救済措置(政策)を，コミュニ

ティ・カレッジに迫ることとなった.

2. r概念拡大」後期 (1970"-'1980) 

1970年には，コミュニティ・カレッジのカリキュラムのなかで「補習教育」は，大きな
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位置を占めるまでになってきた11)同プログラムに対するタームも， ‘preparatory 

studies， '‘academic support programs， '‘compensatory programs， '‘leaming 

assistance， ' ‘basic skills， ' ‘remedial'と多岐に及んでいたが12) “developmental

education"がそれらのタームの総称として使用されるようになってきた. これは， 主とし

て同プログラムに従事する教育実践者からの動きであった.

「補習教育」が普遍化，つまりはコミュニティ・カレッジの正式な教育課程として，広く

コンセンサスを獲得する大きな契機(全米レベルの広がり)には， 1970年代初期からのニュ

ーヨーク市立大学 (CityUniversity of New York)における実践があった.同カレッジ

は 8つの2年制短期大学と9つの4年制大学をもっマンモス校であるが 8つのコミュニ

ティ・カレッジにおいて，入学時における「非選抜入学(登録)制」を採用した結果，数多

くの非伝統的な学生が入学し r補習教育」の再構築が必要になったのである.かくして，

Donovan， R.A.の言葉を借りれば， 1970年代に「補習教育の突然の成長」 をみることにな

り r補習教育」概念は現在の拡大された概念と共に成長してくことになった.先例のない

ほどの「高等教育の伝統的学力基準を下回る学生J (underprepared students) ，つまり

は， 従前の高等教育機関の入学基準の枠組みのなかでは認められなかった者達の増加が，

「補習教育」プログラムの見直しを教職員に迫ることになったのである13) これは，マイ

ノリティの問題ばかりではなく，中流クラス以下の白人の問題でもあった14)

しかし，この傾向は専門科目(カレッジ・レベル科目)に加え r補習教育」科目も担当

しなければならないという意味において，コミュニティ・カレッジの教員に負担を強いるこ

ととなった.というのも，まだこの時期においては「補習教育Jを専門に担当する教員シス

テムは確立されておらず，しかも大半の教員は r補習教育J科目を教えることに対して積

極的ではなかったからである15) また，限られた予算という理由において，パート・タイ

ムの教員に依存しなければならないという現実が，一方においてあった16)

この1970年代は，全米レベルの「補習教育」についての会議が開催され，教育内容・教授

法・カリキュラムなと、についての調整が始まる時期でもあった r全米補習教育協会J

( National Association for Developmental Education)， rカレッジ・リーディング・ラ

ーニング協会J (College Reading and Leaming Association)を始めとする全米レベルの

組織の結成がそれである.加えて r補習教育ジャーナルJ (Joumal of Developmental 

Education)， rカレッジ・リーディング・ラーニング・ジャーナルJ (Joumal of 

College Reading and Leaming)など， 同プログラム分野の研究ジャーナル誌の刊行をみ

る時期17)でもあった.

に
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3.専門性の確立期 (1980......-1990) 

1980年代に入ると r補習教育」相当プログラム・科目に対する様々な呼称を

“developrnental education "に統一しようとする動きが現実的なものとなってきた18)

その背景には，名称の不統一がプログラムを不明瞭なものにしているとする主張があった.

これは「補習教育」の歴史が， アメリカ高等教育において意義ある役割を担ってきたにもか

かわらず，ひとつの旗のもとで教育機能を展開できなかった原因を，呼称、の不一致に求める

考え方である19) 呼称の不一致が専門性への可視性を減じることになったというのであ

る.Payne， E.M.， Lyrnan， B.G.なと、に至っては r補習教育」に対する多様なネーミング

は， rアイデンティティ・クライシス(identitycrisis)とはいわないまでも rアイデン

ティティ・プロブレムJOdentity problern)の証左であると指摘した.また r補習教育」

領域と外側の領域との明確なコミュニケーションをはかることが，ターム変化のひとつの契

機となった.実際 r補習教育」科目は外の科目領域(特にカレッジ科目)の影響を強く受

けてきた20)

この趨勢により，基礎技能の教授法を向上させることが，教員にとって喫緊なる課題となっ

た r革新的教授法J Cinnovative c1assroorn strategies)， r教材(instructional 

rnaterials)， r学習環境J (learning environrnent )など，学習・教授環境の整備するこ

とが求められてくることになった. コミュニティ・カレッジは，学生達が成功するための合

法的な方策を探求することになったのである21)これは一方において r補習教育Jの

「プログラム(科目)としての専門性」が開花したことをも意味する.カリキュラム・サー

ビスなどの見直し，特には「教育使命 (educationalrnissions)の抜本的変更をコミュニ

ティ・カレッジに迫ることになったのである.

4. r補習教育」提供機関としての定着期 (1990......-現在)

1990年代は r補習教育」がコミュニティ・カレッジのなかで重要な機能として位置づけ

られてくると同時に r補習教育」の慢性的問題点を内外から強く指摘される時代でもあっ

た.

「カレッジ・ワークJと「補習教育Jとの係わりのなかで生じている問題点について，

Tornlinson， L.M.がうまく整理している.Tornlinson， L.M.によれば，問題点は次の2点に
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集約されるという.ひとつに r補習教育」は，高等教育の「アカデミックの基準」

(academic standard)を低めることに貢献しているという点.今ひとつに，高等教育機関

レベルでの同プログラム・科目の提供は，初等・中等教育レベルと比するにコスト面での負

担が大きいという点である22) つまり rどれくらい長い時間 w読めない同じ人』を教

えることに税金を使わなければならないのか」という納税者からの批判である23) 後者の

見解は， 20のキャンパス (4年制大学・カレッジとコミュニティ・カレッジ)をもっカリフ

ォルニア州立大学システムが「補習教育」を2007年までに廃止するという施策を導くことに

なった24) また，ニューヨーク州立大学 (StateU niversity of New York)においても，

財政的効率性 (cost-cutting)から， 4年制大学の「補習教育」を制限し，その役割をニュ

ーヨーク州立大学システムに組み込まれているコミュニティ・カレッジに委譲するという提

案がなされることになった25) ニューヨーク市立大学(City University of New York) 

もニューヨーク州立大学同様， 4年制大学・カレッジとコミュニティ・カレッジをもつが，

第 1年次で「補習教育」科目を完全に修了していない者は4年制大学・カレッジに転学でき

ない， という旨の発表をおこなった.その役割を夜間学校(主としてハイスクールの)か，

コミュニティ・カレッジに委譲する26)というのである.これらは r補習教育提供機関」

的性格を，コミュニティ・カレッジが引受ける(ざるを得ない)ことを意味するものであ

る.

第2節概念的把握と基本的枠組み

本節においては，コミュニティ・カレッジの「補習教育」についての概念的把握を試み，

さらには，同概念の基本的枠組みを提示することを直接的課題としたい.そのための手続き

として r補習教育」を考察する上において鍵となる2つのターム， “remedial 

education"と“developmentaleducation"を主として比較検討する.

加えて，上述のプロセスのなかで r補習教育」についての輪郭を紹介することも本節は

目指している.というのも，序章でも指摘したように，コミュニティ・カレッジに関する研

究は，わが国においても先人による一定のすぐれた蓄積があるが r補習教育」についての

研究に目を向ければ，殆どなされていないというのが実状だからである.

ところで r補習教育」の形態は多種多様であり，ある特定の事例をもってその実態をー
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般化することは困難であるが，一定の規則性はもっている27) そこで本節では，一般的傾

向としての「補習教育Jの概念的把握と基本的枠組みを提示することにしたい.

1. r補習教育」の概念枠組み設定とその背景

(1)枠組みと関連ターム

まず r補習教育」の内容について，伝統的枠組みを示しておく必要があるだろう.筆者

は「カレッジ・レベルのコース・ワークへの準備教育」に相当する教育内容をもっ科目・プ

ログラムに対し，総称的意味合いにおいて「補習教育」という日本語のタームを充て，その

科目を，いわゆる 3R'sである「リーディングJ rライティングJ r数学J28)と限定的に捉

えている.これは，連邦教育省の定義29)に依拠するものである.次に「概念拡大」である

が，筆者はその伝統的枠組みにさらなる意味合いが加わった状態，つまりは r教育内容

(範囲)の拡大Jを「概念拡大」と捉え，その状態を「基本的枠組み」ということに設定す

る.

ところで r補習教育J関連タームの一例を挙げるならば， ‘pre-college programs， ' 

‘preparatory studies， '‘academic support programs， '‘learning assistance， ' 

‘basic skills， ' ‘compensatory education， ' ‘remedial education， 'などがある.

しかし，なかでも特に使用されてきたタームは，文献・資料・高等教育機関30)のカタログ

などから， “remedial education"を抽出することができる31)つまり，高等教育機関に

おいて r補習教育」の教育内容に相当するタームは慣習的に“remedia1education"が

使われてきたのである.

(2)概念拡大の背景

1970年代後半から1980年代中頃にかけて，主として「補習教育」実践者達から「補習教

育」を巡る様々なタームの統一を目指す機運が生じてきた32) r補習教育」に対する多様

なネーミングがその教育内容を不明瞭なものにし，しかもその専門性を見えにくくしてきた

と彼らは主張するのである.つまり，多様な呼称が「補習教育」の内容を混乱させ， r補習教

育」実践者達の取り組む姿勢を拡散させてきた，と彼らは指摘するのである33)

「補習教育」成長の背景には， 1964年の「公民権法J ( Civi1 Rights Act of 1964) ， 

1965年の「高等教育法J ( Higher Education Act of 1965)などの制定，直接的には1970

年代のニューヨーク市立大学(大学部・短期大学部)の「非選抜入学(登録)制」の実践
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34)があった.結果として， Cross， K.P.のいうところの「新しい学生」が高等教育機関に大

量に参加してくることになった.先例にないほどの「学力的に従来の高等教育レベルを下回

る学生J，つまりは，従来の大学の入学基準の枠組みのなかでは入学を認められなかった者

達の増加が，これまでの「補習教育J (ここでは， 4年制大学・カレッジの「補習教育Jも

含める)への取り組みの在り方についての意識改革を，教職員に求めることになったのであ

る35)

この趨勢は「補習教育」の再構築，つまりは，カリキュラムの見直し，特に「教育使命」

(educationa1 mission)の抜本的変更をコミュニティ・カレッジに迫ることになった36)

「カレッジ」科目37)担当者(特に英語・数学)による水増し的な教育内容の実態や，大半

をパート・タイムの教員に依存しているというとれまでの「補習教育」の体質では，事態の

収拾がつかないということにカレッジ当局が気づいたのである. この流れのなかで r補習

教育」および「担当教員」の専門性が問われることになった38) これは，主として「補習

教育」実践者達からの高まり39) いわゆる‘bottom-upmovement'であった.

2. “remedial education"と“developmentaleducation"の概念比較

ここでは補習教育」の概念拡大を考察するための手続きを，特に“remedial

education"と“developmentaleducation"の両概念の比較に求めたい.というのも，

「補習教育」の概念変化を考えるとき，伝統的タームである“remedialeducation"と

“developmental education"との係わりに限定して検討することは，不可欠な作業だから

である40) その際， Clowes， D.A.の研究成果を援用したい.というのも， Clowes， D.A. 

は，両概念比較に関して卓説を示しているからである41)

(1) rタームが含意する意味J (TERMS DISCRIBED) 

Clowes， D.A.は，両概念を「タームが合意する意味」と rタームの相違点」を軸にうま

く整理している.

Clowes， D.A.によれば， “remedia1 education"の‘remedia1'というタームそのもの

のオリジンは‘remedy' に求めることができる. そして，その語義は「癒すJ r治療す

るJ r健康(無傷)にする」などという.また，‘remedial'が有する「治療」という意味

は，学生の「弱さを固定するものとしての教育」という意味を含むものであり，また湿布薬
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として r一時的に苦痛を和らげるものとしての教育」という意味をもつものであるとい

う一方， “developmental education"は， ‘develop'の語義の可能性を「進化させ

る (toevolve the possibilities of)， r積極的にするJ(to make active )， r成長を促

すJ(to promote the growth of )， r役立たせるJ(to make available or usable )， 

「徐々に開いていくJ(to cause to unfold gradually )などという解釈に求めているとい

う.このターム出現の背景には， 1970年代からの趨勢，つまり，個人の価値を強調し，個人

の差異をネガティブにみるのではなく r独自」の可能性として捉えようとする流れがある

という.これは，個人の継続的な成長や変化に焦点をあてる解釈である42)

(2) rタームの相違点J (TERMS DISTINGUISHED) 

2つのタームが含有する機能には，それぞれ区別され得るもの(根拠)が明確にあるとい

う.Clowes， D.A.によれば“remedialeduaction"とは，基本的に，学力的に従来の高等教

育レベルを下回る「エリート層出身学生J達のための教育であるという.彼らを各大学・カ

レッジが設定する許容範囲(学力レベル)に到達させるために r医療モデル」をもって処

置にあたるとする考え方である.これは，高等教育が主として社会のエリートのために機能

していた時代の所産であるという.特別な弱点が診断され，適切なトリートメントが処方さ

れ，患者はそのトリートメントの効果についての評価がなされる. トリートメントが不適切

であれば処方が再検討されるというプロセスが繰り返される.しかし rテストされ，診断

され，処方され， トリートされ，リトリートされる患者としての学生」というラベリングに

つながるターム (remediaDが使用されることにより補習教育」は「大学の使命」 のな

かでかなりネガティブなトーンを醸成することになってきた.というのも， ‘remedial' の

語義が r欠点のある学習習慣の矯正Jというニュアンスにパラフレイズされることによ

り， “remedial education" は，学生の欠点 (studentweakness)から生じた「学習者の

不適格性」という意味合いを強く含んだ語， と捉えられるようになってきたというのであ

る.つまり， “remedial education"とは「学習技能分野における特別な欠知を矯正する営

み」というのである.高等教育にひきつけると 「高等教育機関の教育レベルに学力を引き

上げる」乙とになる.結果として「補習教育」は， “remedial education"が含意するニュ

アンスにより r学力的に遅れている者達に対して施す教育」という性格を強く帯びてきた

という43)

一方“developmentaleducation"である.Clowes， D.A.は， “developmental 

education"を「人間教育J (humanistic education)と捉える.これは，学生個々人が設
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定する「学業」や「内的成長」の到達最低レベルに学生を導くことが， “developmental 

education"に期待される教育目的と見倣す考え方である.ここで強調されることは r学

業上の欠陥を矯正したり，環境不全を埋め合わせることに止まらず，自らの発達段階上の位

置づけを，学生自身が適切に認知できることを“developmentaleducation"は目指す」と

いう側面である.つまり，学生が十分に「機能的成人 (functionaladults) 44)になるこ

とを手助けする教育実践に， “developmental education"の存在意義を見い出すことがで

きるというのである.それを具現させるために，高等教育機関は，学生サービスなどの学業

上の援助を「補習教育」学生に提供する.結果として，高等教育機関は，学生自らが「人開

発達」のプロセスと段階について学ぶために，高等教育機関がもっ全ての資源を学生に注ぎ

込む努力がなされるととになったという. “developmental education"は，学生が自らの

人生(生活)の方向性や目的を決定し得る力を醸成するために期待される教育環境であり，

その意味において rアカデミックな学科分野」や「能力」を超えるものとして定義づけら

れるべきものであると主張する45)

まとめると， “remedial education"は補習教育」に学ぶ学生の欠点を強調する，い

わゆる「学習者の不適格性」という意味を強く含んだタームであり，該当者のみが対象とな

る捉え方である.一方， “developmetal education" は，全ての学生が通過する人生やプ

ロセスの連続を強調する「発達重視のプログラム (growth-orientedprogram)である.

人生上の選択やプロセスは，学習技能によって促進されるばかりでなく，また，カレッジ・

レベル領域の学生であるなしに係わることなく r人間関係に対応するためのスキル」や

「人生を切り抜けるスキル」をもって果たされるものであるという46)

これまでの考察により，伝統的枠組みである“remedialeducation"は「治療教育J，概

念拡大された基本的枠組での“developmentaleducation"には「発達教育J47)という日

本語訳出が適切ということになろう.しかし，以後本研究では特に断りのない限り，両枠組

みのタームを含めた総称という意味合いにおいて「補習教育」と表記する.

3. r補習教育Jの基本的枠組み

以上の考察により，タームの変化が「補習教育」概念の広がりの契機であることが明らか

になった.ここでは r補習教育」の基本的枠組みについて検討するために r全米補習教

育協会J (National Association for Developmental Education) (以下，NADE)と「全
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米コミュニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会(American Association of Community 

and Junior Colleges)などによる「補習教育Jについての定義を整理したい.両協会とも

“developmental education"をタームとして採択している.

まずは， NADEの解釈である.NADEは「補習教育」を r発達心理や学習理論などに理

論的基盤をもっ高等教育内での実践および研究分野J，と捉える.また r中等教育後の学

習者全ての認知的・情緒的成長を促進するもの(学習の連続体)J， r学習者の個人差や特

別なニーズに対して敏感であり反応するもの」などと定義づける.そして，そのプログラム

およびサービスは，一般に「アカデミックへの準備J r診断的評価やクラス分けJ r学習者

の情緒的障害J r特別な学習戦略の開発」などに取り組むものであるという.その到達目標

は，中等後教育学習者達に，①可能な限りの教育機会を確保したり設けたりする，②アカデ

ミックな人生を誼歌するために必要な学習技能や態度を身に付けさせる，③(特にカレッ

ジ・レベルの科目履修を希望する者達に対して)適切な学力評価とクラス分けを保証する，

④(アカデミック・スタンダードを維持するために)カレッジ・ワークを成功させるために

必要な能力を獲得させる，⑤定着 (retention)率を高める，そして，プログラムの⑥認知

的・情緒的学習理論の継続的開発と応用を促進させる，などである48)

次に，全米コミュニテイ・ (ジュニア) ・カレッジ協会の定義である. 同協会はNADE

の運動の影響を受けている.同協会は r補習教育」を「学力がカレッジ・レベルに到達し

ていない学生に対して，成功する学習者となるように導くプログラム」であり，中等後教育

において施されるものであると捉える r補習教育」は，①適切な基礎学習を習得しないま

ま「最近ハイスクールを卒業した学生J，②ハイスクール卒業後相当年数経ているが故に，

学習面が活動休止状態である「復学成人学生J，③アカデミック達成に対して「低い動機を

もっ学生J，④英語を第2外国語とする主に「留学生J，などに対して適切な「アカデミッ

クな手段」を提供することができる， と同協会は主張する.加えて，効果的な「補習教育」

とは rそれぞれの学生の能力のレベルに即した教育経験を提供し，アカデミック・エクセ

レンスの標準を保証し，学業や仕事を続ける上において個々人に必要なアカデミックな技能

を構築するもの」 と位置づける.つまり，同協会は「個々人の学びの連続体のなかで，それ

ぞれのレベルの必要に即した多様な教育実践を提供する」という解釈を示しているのである

49) 

この両協会と連邦教育省との解釈上の差異であるが，連邦教育省は，より限定された意味

合いにおいて，その教育内容を「カレッジ・レベルへの準備教育」と捉えているのは先に述

べたとおりである.タームも“remedialeducation"と伝統的タームを採択している.一方
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NADEや全米コミュニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会などにおいては rカレッジ・レ

ベルへの準備教育」という単なる教科教育的視角に加えて，段階的課題である「人開発達J

のニュアンスを加味することによって，あらゆる人たちの学習レベルや要求に対応していこ

うとする姿勢を示している.そのことから，プログラム内容も「カレッジ・レベルへの準備

教育」に止まらない「総合教育プログラムJ的内容を包摂するものがイメージされることに

なる.

このようなNADE，全米コミュニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会などの「補習教育」

に対する解釈は，コミュニティ・カレッジの「補習教育」の範囲を拡大することになった.

つまり r補習教育」の教育範鴎(内容)のなかに「成人基礎教育J (Adult Basic 

Education) 50) rGEDテスト準備 (GeneralEducation Development Preparation) 

51)， rハイスクール卒業資格取得J (High School Completion) 52) rESLJ 

(English as a Second Language) 53) rESL識字J (ESL Literacy) 54)などを含める

ことになったのである.これまでの伝統的取り組みである，カレッジ・レベルのコース・ワ

ークへの準備基礎科目に加えて r識字レベルJ55)の科目をも含めた総合教育プログラム

として「補習教育」を捉えるということである.これは，先に引用したNADEや全米コミュ

ニティ・ (ジュニア) ・カレッジ協会の定義からみられるように，いわゆる識字レベルに学

ぶあらゆる学生(学習者)の「発達」を目指す教育へとシフトする文脈のなかで生じた拡大

解釈56)ということができよう.この概念拡大を，コミュニティ・カレッジにおける「補習

教育の基本的枠組み」と筆者は捉える. この基本的枠組みは，以下のように分類できる.

(①カー …補習教育」

education) 

②非カレッジ・レベルの「補習教育」

education) 

( pre-college level developmental 

(non-college level developmental 

①は，主として r4年制大学・カレッジへの転学単位科目」の登録を目指す学生を対象と

した「補習教育」科目・プログラムであり， ②は、主として学生(学習者)が短期間での資

格取得を目指したり，識字力等を高めることを目的とする教育内容である.

まとめると，コミュニティ・カレッジの「補習教育」は， ①の伝統的枠組みに加え， ②の

「成人基礎教育」など識字教育レベルまでを包摂するものとなる.同プログラムを効果的な

ものにするための学習環境であるが，補完的科目として「批判的思考技術J， rスタディ・
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スキルズJ，そのための補助的サービスには「カウンセリングJ Iチューター制度Jなどが

ある. 施設としては I学習センターJ I個人学習室Jを所有しているのが一般的である

ここで，コミュニティ・カレッジの「補習教育 (developmentaleducation)の図式化

を試みてみよう.

補習教育 Cdevelonmentaleducation) 

カレッジ前レベル科目・プログラム

(precollege level developmental courses / programs) 

非カレッジ・レベル科目・プログラム

(non-college level developmental courses / programs) 

ハイスクール卒業資格取得

(High School Completion) 

/ GEDテスト準備

(GED Preparation) 

↑ 

成人基礎教育

(Adult Basic Education) 

ESL識字

(ESL Literacy) 

基本的に高卒資格

を有する者が対象

(第12学年以上

の学力レベル)

第10学年以上

の学力レベル

第8・9学年

以下の学力レ

ベル

非識字レベル

上に示した各々のプログラムへの対象学力レベルは，コミュニティ・カレッジのカタログ

や，筆者が実施したインタビュー・アンケートなどから割り出した一応の目安である58)

「カレッジ前レベル科目・プログラム」の学生は，基本的にハイスクール「卒業資格J

(diploma)取得，あるいは相当レベルの学力を有することがその登録(履修)の条件であ

るが，ハイスクール卒業の資格を有していない「ハイスクール卒業資格取得」や IGEDテス

ト準備」に登録している学生 I成人基礎教育」などで学ぶ学生よりも学力的に低い場合も
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あり得る.ハイスクール卒業後相当年数経ている「復学成人学生Jがそれにあたる.という

のも，プログラム選択は学力如何にかかわらず，学生(学習者)の希望が優先されるからであ

る.

第3節 カレッジ・レベル前の「補習教育J

第2節において r補習教育」を，①カレッジ前レベルの「補習教育J (pre-college 

level developmenta1 education) ②非カレッジ・レベルの「補習教育J (non-college 

level developmental education)に2分類した.本節においては，特に①カレッジ前レベ

ルの「補習教育」に焦点をあて，その実態に迫るものとする.というのも，本研究は「大学

機能Jと「補習教育」との係わりのなかから「大学機能」強化の可能性を導出するものであ

るが，その際 r補習教育」科目と「大学機能」の科目(特には「一般教育J科目)との連

続性を検討することが不可避な作業となり，その場合の「補習教育」科目とはカレッジ前レ

ベルの科目を指すことになるからである.援用する資料としては，連邦教育省が全米の高等

教育機関59)を対象に1995年にアンケート調査した結果による‘RemedialEducation at 

Higher Education Institutions in Fall 1995' (1996)から，コミュニティ・カレッジの

データを抽出し紹介する.同資料のデータ採集方法(調査)は，連邦教育省の「全米教育統

計センター (NationalCenter for Education Statistics)が1995年に849の全米4年制大

学(公立・私立)と2年制短期大学(公立・私立)に対し，回答者が30分で終了し得る即答

式の質問形式 (PostsecondaryEducation Quick Imformation System)を採用したもので

ある.各々の教育機関の「補習教育」の責任者に回答を依頼している60) また，表記方法

であるが，本研究においては以後「補習教育」と表記する場合は「補習教育」の科目・プロ

グラムの総体を意味し r補習教育」科目と表記する場合は，特に個々の「補習教育」の科

目を意識して使用するものとする.

1.高等教育機関における「補習教育」の実状

ro 
nu 
吋上
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それでは具体的にデータを検討する.対象時期は1995年秋学期である.また，コミュニテ

ィ・カレッジと他の高等教育機関を比較するために， 4年制大学(公立・私立)の「補習教

育」の調査結果も併せて紹介する.同調査によれば，コミュニティ・カレッジが他の高等教

育機関と比するに r補習教育」科目の提供率が高くなっている.また，マイノリティ学生

の占有率と「補習教育」科目提供率との聞には，相関関係があるという.実際，コミュニテ

ィ・カレッジは他の高等教育機関と比するに，マイノリティ学生の割合は高い61)

(1) r補習教育」科目の提供状況

まずは，新入生の「補習教育」登録状況である.高等教育機関の78%が，何らか 1つの

「補習教育」科目を提供している.コミュニティ・カレッジの約100%が何らか 1つの「補

習教育J科目を提供している(公立4年制大学は81%，私立2年制大学と4年制大学はそれ

ぞれ63%). rリーディングJは，高等教育機関全体の57%， rライティングJは71%，

「数学」は72%である. rリーディング」 においては，約100%のコミュニティ・カレッジ

(公立4年制大学は81%，私立2年制大学は29%，4年制大学は52%)が提供している.

「ライティング」も約100%(公立4年制大学は71%，私立2年制大学は61%，私立4年制

大学は52%)， r数学」もほぼ100%(公立4年制大学は78% 私立2年制大学は62%，私

立4年制大学は51%)という結果になっている62)

教育機関の種類 新入生を受け 「補習教育」科目提供率(%)

入れた高等教育 リーディング リーディング ライティング 数学

ライティング

数学

全教育機関数 3，060 78% 57% 71% 72% 

当主

公立2年制短期大学 950 100% 99% 99% 99% 

(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 350 63% 29% 61% 62% 

(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 550 81% 52% 71% 78% 

私立4年制大学 1，200 63% 34% 52% 51% 

マイノリティ学生登録数

高い教育機関 340 94% 87% 85% 93% 

低い教育機関 2，720 76% 53% 70% 70% 
L一一一一一 一

(出典)U .S. Department of Education， National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 

Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.6)
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(2)科目数

1つの科目領域の平均科目提供数である rリーデイング」の実施平均科目数は 2.1科

目 rライティング」は2.0科目 r数学Jは2.5科目である.他の科目に比べ r数学」の

割合が多くなっている(マイノリティが少ない高等教育機関も同様である). コミュニテ

ィ・カレッジは，他の高等教育機関に比べ， 1つの科目領域の科目数が多くなっているのが

特徴である63)

教育機関の種類 リーディング ライテイング 数学

全教育機関数 2.1 2.0 2.5 

型

公立2年制短期大学 2.7 2.7 3.6 
(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 申 1.2 1.3 
(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 1.6 1.5 2.0 

私立4年制大学 1.5 1.4 1.5 

マイノリァィ学生登録数

高い教育機関 2.2 2.4 2.4 

低い教育機関 2.1 1.9 2.5 

*信頼あるデータ 不取得

(出典)U .S. Department of Education， National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 

Educaiion in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.9)

(3)新入生の登録状況

高等教育機関に入学した新入生全体のなかで， 29%が何らかの「補習教育」科目を登録し

ている.コミュニティ・カレッジは41%，私立2年制短期大学と公立4年制大学は，新入生

全体の約4分の 1，私立の4年制大学・カレッジは13%となっている.またマイノリティの

割合が高い教育機関ほど「補習教育」の実施率が高ぐなっている.次に，新入生の科目別登

録率であるが r数学」が全体の24%， rライティング」が17%， rリーディング」が13%

である.マイノリティの割合が高いコミュニティ・カレッジの新入生の登録率が高くなって

いる64)
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教育機関の種類 新入生数 (first-time) 「補習教育」科目登録率(%)

(千単位) リーディング リーディング ライティング

ライティング

数学

全教育機関数 2，128 29% 13% 17% 

型
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(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 56 26% 11% 18% 

(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 726 22% 8% 12% 

私立4年制大学 403 13% 7% 8% 

マイノリァィ学生登録数

高い教育機関 338 43% 25% 85% 

低い教育機関 1，790 26% 11% 15% 

(出典)U.S. Department of Education， National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remξdia1 

Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.10)

(4)平均修学期間

数学

24% 

34% 

23% 

18% 

9% 

93% 

21% 

11年未満J 11年J 11年以上」を基準に整理している.高等教育機関全体の3分の2

が平均 11年未満」と回答. 28%が 11年J， 11年以上」が5%という結果となってい
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学期間が長し~65)

教育機関の種類 l年未満 l年 1年以上

全教育機関数 67% 28% 5% 

型

公立2年制短期大学 46% 44% 10% 

(コミュニティ・カレッジ)
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低い教育機関 69% 27% 4% 

(出典)U .S. Department of Education， National Cent巴rfor Education Statistics， 

Postsecondary Educat!on Quick Information System， Survey on Remedial 

Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.12)
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(5) r補習教育」の成功。(修了)率

「補習教育Jに登録している約4分の3が修了するという.しかし，コミュニティ・カ

レッジが他の教育機関に比べてその成功率は低い66)

‘ 

教育機関の穏類 リーディング ライティング 数学

全教育機関数 77% 79% 74% 
型

公立2年制短期大学 72% 71% 65% 
(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 本 81% 80% 
(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 82% 81% 71% 

私立4年制大学 84% 88% 84% 
マイノリァイ学生登録数

高い教育機関 70% 71% 69% 
低い教育機関 78% 80% 74% 

*信頼あるデータ 不取得

(出典)U .S. Department of Educat!on， Nat!onal Center for Educat!on Stat!st!cs， 
Postsecondary Educat!on Qulck Informat!on System， Survey on Remedlal 
Education in Hlgher E社ucat!onInstltutlons， 1995より作成 (p.14)

(6)新入生の定着率

新入生に何らかの「補習教育」の登録を義務づけている高等教育機関が，そうではない教

育機関よりも比較的学生の定着率(次年度へ進級できる率)が高くなっている.義務づけて

いる教育機関のなかで r義務づけているにもかかわらず『低い定着率~ Jと回答したのは

15%，一方，義務づけていない教育機関のなかで「低い定着率」と回答したのは24%である

67) 

会ての新入生に被務
づけているカレ.ッジ

ロ 1-49%(f~
定着串}

目54-74%(中
定着串}
ロ76-100%
(高定着串}

.全ての新入生に穏務.
づけていないカレッジ

ロ1-49%(低
定着$)
日54-74%(中
定着車)

ロ76-100%
(高定着串)

(出典)U.S. Department of Education， National Center for Education Statistics， 
Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 
Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.14)
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(7) r補習教育」科目に単位を認めているか否か

①学位(準学士)の単位として認めている， ②各教育機関の修了単位68)として認めてい

る， ③単位として認めていない，の3タイプを軸にアンケートを実施している. r数学」 に

限定していえば，全ての教育機関のなかで， 71%が大学・短期大学の単位として認めている.

また， 11%が選択の学位につながる単位として， 5 %が科目の学位の単位として認めている.

13%は単位として認めていない.コミュニティ・カレッジの場合， 82%が各カレッジ内の単

位として認定している69) 他の科目分野も閉じ傾向を示している.

教育機関の種類 リーディング(%) ライティング(%) 数学(%)

学三刃 学選 教認 非 学認 学選 教認 非 学認 学選 教認 非

位定 位択 育定 単 位定 位択 育定 単 位定 位択 育定 単

単 単 機単 位 単 単 機単 位 単 単 機単 位

位 位 関位 位 位 関位 位 位 関位

全教育機関数 3 15 72 10 4 17 68 11 5 11 71 13 

型

公立2年制短期大学 1 8 82 9 2 8 81 9 2 7 81 11 

(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 * 本 * 本 11 4 66 19 11 4 66 19 
(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 2 15 74 9 6 11 71 12 4 9 74 13 

私立4年制大学 3 34 52 11 5 39 45 10 10 22 55 13 

マイノリティ学生登録数

高い教育機関 4 4 72 21 4 4 70 22 4 3 71 22 

低い教育機関 3 17 72 8 4 19 67 9 6 12 71 11 

*信頼あるデータ 不取得

(出典)U.S. Department of Education， National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 

Education in回gherEducation Institutions， 1995より作成 (p.18)

(8) r必修科目」か「推奨Jか.

4分の3の教育機関が「補習教育」科目を必修としていた. 公立(州立・市立)4年制大

学の方が，コミュニティ・カレッジよりも履修義務が厳しい70)
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教育機関の種類 リーディング ライティング 数学

必修 推奨 必修 推奨 必修 推奨

会教育機関数 71% 29% 79% 21% 75% 25% 

型

公立2年制短期大学 62% 38% 70% 30% 68% 32% 

(コミュニテイ・カレッジ)

私立2年制短期大学 串 * 84% 16% 82% 18% 
{ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 74% 26% 86% 14% 82% 18% 

私立4年制大学 85% 15% 86% 14% 80% 20% 

マイノリティ学生登録数

高い教育機関 76% 24% 79% 21% 78% 22% 

低い教育機関 70% 30% 79% 21% 75% 25% 

本信頼あるデータ 不取得

(出典)U .S. Department of Educat!on. Natlonal Center for Educatlon Stat!stlcs. 

Postsecondary Educatlon Quick Informatlon System. Survey on Remedial 

Educatlon in Hlgher Educatlon Instltutlons. 1995より作成 (p.19)

(9)登録(履修)形態

「補習教育J科目と「カレッジ科目Jとの係わりであるが，①「補習教育」科目と 「カ

レッジ科目」との同時登録(履修)を認める，②「補習教育」科目と 「カレッジ科目Jと

の同時登録(履修)を認めない，③「補習教育」科目を登録している学生はいくつかの 「カ

レッジ」科目を同時登録できるが，登録している「補習教育」科目を履修するまで仮に「カ

レッジ」科目を修了していても単位を認定しない，などとその登録(履修)形態は教育機関

によって様々である71)

i)ーディンゲ
ライティンゲ

臼規制なし

国ある程度の規
制あり
ロ規制あり

臼規制なし

目ある程度の規
制あり

ロ規制あり

数学

ロ規制なし

白ある程度の規
制あり

ロ規制あり

(出典}

U.S. Department of Education， National Center for Edu回 tionStatistics， 
Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 
Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (pp.19・20)
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(10)選抜方法

選抜方法は，①全ての学生に入学時にプレイスメント・テスト (placementtest) 72) を

実施するととによる判断， ②学力を判定するさまざまな資料 (SAT/ACT，ハイスクールの

GPA)により，学力的に低いと判断された者のみプレイスメント・テストを実施， ③さまざ

まな判定資料により，必修とされたり，促されたりする(placement testは実施しない)④

その他のアプローチ，などである.殆どの教育機関は，入学時のプレイスメント・テストの

結果をもって判断すると回答している73)

教育機関の種類 リーディング(%) ライティング(%) 数学(%)

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ 

全教育機関数 58 23 10 9 60 25 9 7 63 22 8 7 

型

公立2年常IJ短期大学 69 20 3 8 69 22 2 7 70 21 1 8 

(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 本 串 本 牢 74 20 0 6 79 16 O 5 

(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 37 34 17 12 48 27 18 7 52 28 14 6 

私立4年制大学 45 24 21 10 58 24 17 7 56 22 16 7 

マイノリァィ学生登録数

高い教育機関 67 26 2 4 58 25 2 4 68 26 4 2 

低い教育機関 56 23 12 10 53 24 10 7 62 22 8 8 

*信頼あるデータ 不取得

(出典)U.S. Department of Educ司tion，National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 

Education in Higher E壮ucationInstitutions， 1995より作成 (p.22)

(11)実施時間帯

殆ど全ての教育機関が昼間に実施している.コミュニティ・カレッジは公立・私立の4年

制大学よりも頻繁に「夜間・週末」に実施し，私立2年制大学あるいは私立4年制大学より

夏期講習を多く利用している.また3%がテレビなどを利用した「遠隔地学習 (distance

learning)をおこなっている74)
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私立4年制大学 45 24 21 10 58 24 17 7 56 22 16 7 

マイノリァィ学生登録数

高い教育機関 67 26 2 4 58 25 2 4 68 26 4 2 

低い教育機関 56 23 12 10 53 24 10 7 62 22 8 8 

*信頼あるデータ 不取得

(出典)U.S. Department of Educ司tion，National Center for Education Statistics， 

Postsecondary Education Quick Information System， Survey on Remedial 

Education in Higher E壮ucationInstitutions， 1995より作成 (p.22)

(11)実施時間帯

殆ど全ての教育機関が昼間に実施している.コミュニティ・カレッジは公立・私立の4年

制大学よりも頻繁に「夜間・週末」に実施し，私立2年制大学あるいは私立4年制大学より

夏期講習を多く利用している.また3%がテレビなどを利用した「遠隔地学習 (distance

learning)をおこなっている74)
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教育機関の種類 昼間 夜間 週末 夏季 その他

全教育機関数 99% 63% 18% 65% 4% 

型

公立2年制短期大学 100% 88% 31% 86% 4% 

(コミュニティ・カレッジ)

私立2年制短期大学 96% 70% 9% 47% 5% 

(ジュニア・カレッジ)

公立4年制大学 97% 61% 7% 77% 7% 

私立4年制大学 99% 30% 10% 38% 2% 

マイノリァィ学生登録数

高い教育機関 99% 69% 32% 65% 7% 

低い教育機関 99% 62% 16% 66% 3% 

(出典)U .S. Department of Educat!on， Nationa1 Center for Education Stat!st!cs， 

Postsecondary Educatlon Qulck Informatlon System， Survey on Remεdia1 

Education in Higher Education Institutions， 1995より作成 (p.26)

2. r補習教育Jの問題点と課題

「補習教育Jにはさまざまな課題が山積している75) ことでは r補習教育」の問題点

と課題について，特に「補習教育」科目に登録する学生の問題点を浮き彫りにする.という

のも，第4章にて考察するが r非選抜入学(登録)制Jをとるコミュニティ・カレッジの

解決すべき課題は「学生の定着」であり r学生の定着率」を高めることが「補習教育」の

重要な役割であると筆者は捉えている.その意味において r補習教育」に学ぶ学生の特質

を明らかにしておく必要があると考える.その際 「補習教育ジャーナルJ誌(Journalof

Developmental (& Remedial) Education)に投稿された，全米の「補習教育」研究者・

教育実践者らによる研究実践成果・論文に加えて，筆者が実施したアンケート調査の結果

(1999)などを拠り所として整理したい.

(1) r補習教育ジャーナル」誌による問題点の指摘

一般的に「補習教育」に登録する学生は，修学について否定的なイメージをもっている.

Cross， K.P.は rオープン・ドアJ (open door)で入学してきた「新しい学生」の特徴

として学業的に低い達成者J (low-achiever)という点を挙げる.つまり，彼らは，過

去の学業経験についてネガティブなイメージをもっており，自らの能力に対する自信が欠如
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している点を指摘しているのである76)

学生の特徴は，①平均年齢幅30歳 (16歳から60歳の間)，②女性の学生の多さ(学生の半

数以上)， ③文化的背景の多様さ， ④学力的格差， ⑤多様な修学目的などである. つまり，

基本的な学習技能を習得する必要性に迫られて参加する者から，新しい人生へ向けてのステッ

プ・アップの理由から資格取得を目的とする者などと，学生のもつ学習経験やその他の環境に

よってその動機は一定ではないのである77) しかし r補習教育」担当教員の間では，概

して「動機の欠知」に学生の特徴があることで一致している78) • Cramer， C.は r動機と

自己尊重の低さJ r粗悪な文法J r考えかたの浅さJ r柔軟性の欠知Jなどを学生の特徴と

捉えている79). McKoski. M.とVukovich.D.らによれば，学生の特質を「優柔不断な性

格者J r保守的思考者J r深刻な自己懐疑をもっ低い学業達成者J r自信の欠如をともなう

者J r精神的に不健康な者J r修学動機の低い者」などにあるとし，これまでの学業的不達

成 (academicfailure) に対して深いトラウマをもっているという80) Hardin， C. J.は

「補習教育J学生を rカレッジ・レベル学力不到達者J r成人学習者J r外国人学生」

「教師から無視されてきた者 r身的・知的障害者」などに分類している81)

Smith， J.O.とPrice，R.A.らは，学生を「数千もの高い動機づけをもっハイスクール卒業

者J rハイスクール中退者J r成人学習者J r最近の移民者J r適切な学習技能が欠如して

いる者」などに分類している82)

(2)アンケート調査の結果

ここで，筆者が実施したアンケート結果 (1999)を整理しておこう.筆者は， 1998年11

月から1999年2月の期間に，全米50州のコミュニティ・カレッジを，コミュニティ・カレッ

ジの設置地域別，つまりは「地方系J (rural) ， r都会系J (urban)， r郊外系J

(subarban)， r小都市系J (small-town) 83)などの分類を意識しつつ， 無作為にコ

ミュニティ・カレッジを抽出 (180校)し，カレッジ前レベルの「補習教育」担当者へアン

ケート調査を実施した.そのなかで， 63校 (1999年2月27日現在)から回答を得た.アンケ

ート調査の質問項目のひとつに r補習教育J (カレッジ前レベル)の課題を問う質問を設

けた.その結果を整理したところ，主として「教員」側 r生徒」側 r予算配分」問題な

どに分類できることが明らかになった.

まずは，分類した項目の割合である(表1).
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(表1) 問題点 カレッジ数 (63) % 

(1)教員側の問題 18 28.6% 

(2)学生側の問題 22 34.9% 

(3)予算配分の問題 30 47.6% 

(4)その他 5 0.8 % 

(5)特に問題なし 1 0.2 % 

(回答カレッジ数は延数，%は小数点第2位切り上げ)

回答を得たコミュニティ・カレッジの設置地域別割合であるが， 63カレッジ中 r都会

系」は14カレッジ (22.2%)， r地方系」は22カレッジ (34.9%)， r郊外系」は11カレッ

ジ(17.5%)， r小都市系J16カレッジ (25.4%)，という内訳であった84)

次に， 問題点(1)"-' (3)を指摘したコミュニティ・カレッジの設置地域別割合をみて

みる.まずは， (1)の「教員側の問題」である. r都会系」は4カレッジで r都会系」は

「教員側の問題」を指摘している16カレッジ (18は延数)のなかで25.0%， r地方系」は8

カレッジで50.0%， r郊外系」は1カレッジで6.3%， r小都市系」は3カレッジで19.5%と

いう結果であった85). 

(2)の「学生側の問題」である. r都会系カレッジ」は4カレッジで「学生側の問題」を

指摘している17カレッジ(22は延数)のなかで23.5%， r地方系カレッジ」は5カレッジで

29.4%， r郊外系カレッジ」は3カレッジで17.6%， r小都市系カレッジJは5カレッジで

29.4%という結果であった86)

(3)の「予算配分の問題」である r都会系カレッジ」は7カレッジで r予算配分の問

題」を指摘している24カレッジ(30は延数)のなかで29.2%， r地方系カレッジ」は 10カ

レッジで42.7%， r郊外系カレッジ」は6カレッジで25.0%， r小都市系カレッジ」は1カ

レッジで4.2%という結果であった87)

①「回答を得たコミュニティ・カレッジの設置地域別割合」と②「問題点を指摘したコ

ミュニティ・カレッジの設置地域別割合」を重ねたとき， (2)の「学生側の問題」に限って

いえば，①と②が同程度の割合であった. これは r学生側の問題」については，設置地域

別に関係なく，コミュニティ・カレッジ聞の見解の温度差が小さいことを意味する. しかし，

(1)(3)からは，①と②の聞に確たる重なりを見い出すことが困難である. これは， (1)(3)に

対する捉え方が，コミュニティ・カレッジによって一定ではないことを意味する.
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そのなかで r学生側の問題」の細項目についてみてみよう(表2). 

(表2) (2)学生側の問題 カレッジ数 (22) % 

①学習習慣の欠如 11 50.0 % 

②低学力 5 22.7% 

③生活環境 3 13.6% 

④その他 3 13.6% 

(回答カレッジ数は延数，%は小数点第2位切り上げ)

まず，①の「学習習慣の欠如」についてである.これは，ひとつに，ハイスクール卒業直

後，あるいは数年経過後，コミュニティ・カレッジに入学(登録)する学生のなかで，過去

において学習習慣を身に付けてこなかった「カレッジ学齢者J (18歳""-'24歳)に問題がある

という指摘.今ひとつにハイスクール卒業後相当年数経ているがために勉学の習慣を失っ

てしまった「成人学生J (25歳以上)，に2分類できる.両者とも，学生の「自己学習力の

欠如」や「学習態度・姿勢J，つまりは，モチベーションの欠如を指摘するものである.具

体的には，出席率の低さ，消極的な授業参加，ドロップ・アウト率の高さ(定着率の低さ)， 

学習目的の欠知，などがある.前者を指摘するものには，ファーガス・フォールズ・コミュニ

ティ・カレッジ (FergusFalls Community College ミネソタ州，地方系)，パートン・カ

ウンティ・コミュニティ・カレッジ (BartonCounty Community College:カンサス州，地

方系)，イースト・セントラル・コミュニティ・カレッジ (EastCentral Community 

College:ミシシッピー州，地方系)，オクラホマ州立大学オクラホマ市校 (Oklahoma

State Univeristy， Oklahoma City :オクラホマ州，都会系)，サザン・ネパダ・コミュニ

ティ・カレッジ (CommunityCol1ege of Southern Nevada :ネパダ州，郊外系)，ニュー

メキシコ州立大学カールズパッド校 (NewMexico State University -Calsbad:ニューメ

キシコ州，小都市系)，ヒルズボロウ・コミュニティ・カレッジ (Hi1lsborough

Community col1ege :フロリダ州，都会系)，パークシャイア・コミュニティ・カレッジ

(Berkshire Community College :マサチューセッツ州:郊外系)，コロラド・ノースウエ

スタン・コミュニティ・カレッジ・レインジリィ校 (ColoradoNorthwestern Community 

College -Rangely Campus :コロラド州，地方系)などがある. また，後者を指摘するの

は，クイーンボーグ・パレィ・コミュニティ・テクニカル・カレッジ (QuinebaugValley 

Community-Technical College :コネチカット州，地方系カレッジ)，エル・パソ・コ
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ミュニティ・カレッジ(ElPaso Community College:テキサス州，都会系)などのカレッ

ジで，特に成人学生の学力保障の重要性に言及している.

②の「低学力」の問題(これは①と連動するものである)には，学位取得(準学士) ・転

学を希望する者のなかに，初等教育レベルの学力しか持ち合わせていない学生が少なくない

という現実がある.サウス・アイダホ・カレッジ (Collegeof South ldaho アイダホ州，

小都市系)，シェルビー州立コミュニティ・カレッジ (ShelbyState Community College: 

テネシー州，都会系)，カユガ・コミュニティ・カレッジ(CayugaCommunity College: 

ニューヨーク州，小都市系)，ニューメキシコ州立大学カールズパッド校，サザン・ネパダ，な

どがこの点を指摘している.

③は，特に「成入学生」を取り巻く「生活環境」の問題である.彼らは，家庭を持ちフル・

タイムの勤労者であることが殆どである.そのなかで r補習教育」科目を受講する時聞が

とれないというのである.この点を指摘するのは，カヤホガ・コミュニティ・カレッジ東部

地区校 (CuyahogaCommunity Collge， Eastern Campus :オハイオ州，郊外系)，エ

ル・パソなどである.特に，女性「成人学生」のために育児施設を設置することの必要性を

指摘しているのは，オハイオ州立大学南部校 (OhioUniversity -Southern Campus :オハ

イオ州，小都市系)である. なお，同カレッジは，学習センターに育児施設を設置してい

る.

④の「その他」であるが，学生自身の学力についての認識不足を問題点として挙げるコ

ミュニティ・カレッジがある.ノース・アイダホ・カレッジ (Northldaho College:アイダ

ホ州，小都市系)，サウス・アイダホ コロラド・ノースウエスタン・レインジリィ校など

である.

以上 r補習教育ジャーナル」誌と筆者が実施したアンケート調査の結果から「補習教

育」に学ぶ学生の問題点を整理した.アンケート調査についていえば，回答者(学長・副学

長などの管理職と「補習教育」科目担当者など)の様々な立場により，見解に温度差はあろ

うが，カレッジ前レベルの「補習教育」に学ぶ学生の問題点の傾向性は確認できたと思われ

る.
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[註]

1) Brier， E.によれば，現在知られている学生記録簿 (recordkeeping) は19世紀には存

在していないが，数ある他の資料，例えば「機関記録誌や公文書J (institutionoal 

records and archives)， ["学生出版物 J (student publications)， ["同窓会誌」

(alumni collections)， ["機関史J ( institutional histories)， ["紀要論文」

(faculty papers)などからその事実を引き出すことができるという.一例を挙げれ

ば， 19世紀のカレッジやユニパーシティにおいて，管理職や教官がカレッジ・レベルの

標準を遥に下回る学生の入学を認めていたことは明らかであるという. それらの資料に

よれば， 1828年にイエール・レポート (Ya1eReport) が「知能が標準以下の学生」

(students with defective preparation)の入学許可の終駕を要求したという.また，

ハーバード大学 (HarvardCollege)のEliot，C.W.は，学長就任演説 (1869)で「ア

メリカのカレッジは，中等教育以前の学校教育を補完する義務を負っている.初等・中

等教育機関が与えることができなかった初歩の教育を，カレッジが提供しなければなら

ないJと嘆き，とれは「高等教育」に対する明確な挑戦であると位置づけた

(“Bridging the Academic Preparation Gap: An Historica1 View. " Journa1 of 

Developmenta1 Education， 8 (1)， 1984， 2-5) .また， Boylan， H.R.によれば，最も

初期のアメリカの大学においては，ギリシャ語・ラテン語の素養に欠ける学生，あるい

は牧師の職に就くことを第一義的な目的としない学生などが，カレツジ.レベルの学力

を伴わない学生と位置づづ、けられたという(

E印duωca副t目io∞n."In A.M. Frager (ed.). College Reading and New Majority. Oxford: OH. 

College Reading Association， 1990， pp.3-11) . 

2) Oeegan， W.L.， and T百i1ler円y九， 0丘.
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American Community Col1ege:斤ioritiesand Strategies for Effective Lβadership. 

San Francisco: Jossey-Bass， 1985， p.27. 

3) Oonovan， R. A.“Creating Effective Programs for Oevelopmental Education." In 

W.L.，Oeegan， and O.Tillery (edsよRenewingthe American Community College: 

Priorities and Strategies for Effective Leadership. San Francisco: Jossey-Bass， 

1985， p.103. 

4)今村令子『教育は「国家」を救えるか 一質・均等・選択の自由一』東信堂， 1987， 

p.104. 
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生，②少数の科目のみ受講(登録)するパート・タイムの勤労学生，③中年で家族をも

っ女性(正規のカレッジ学生)，④一般成人のための公開講座・通信教育などを受講す

る学生，⑤夜間や週末のクラスのみ参加する学生，⑥継続教育として勉強する勤労学
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いるのではないかという見解をもっ (Payne，and Lyman， 13) . 

33) Clowes，“More Than A Definitional 貯ogram，" 8. 

34引)Donov釘1，

3お5)Do∞novan，“Creating， " 103-128. 

36) Donovan， and Schaier， 15. 
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37)ここでは r科目番号100以上Jをカレッジ・レベルの科目としている.

38) Roueche， J.E. and Kirk， R. W. Catching Up: Remedia1 Education. San Francisco: 

Jossey-Bass， 1972， PP.1-23.， Barshis， D.E.， and Guskey， T.R.“Providing 

Remedial Education." In G.B. Vaughan (edよIssuesfor Community College 

Iβaders in a New Era. 1983， pp.76-99. 

39) r補習教育」についての全米レベルの研究誌‘Joumalof Developmental (& 

Remedial) Education'に掲載された「補習教育」実践者たちの研究論文(理論・実

践)や，全米補習教育協会 (NationalAssociation for Developmental Educaiton )が

刊行する学会誌に掲載された研究成果なと、から，筆者が判断した.

40) Ward， 4-6. 

41)様々 な研究者が， Clowes， D.A.による両概念の比較分析を拠り所としている.一例

を挙げれば， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らは， Clowes， D.A.の近年の論文

〈“Remediationin American Higher Educaion." In J. Smart (ed.). Higher 

Education Handbook of Theory and Research， Vo1.8. New York: Agathon Press， 

1989)をとり上げている (TheAmerican Community College (3rd ed.). San 

Francisco: Jossey-Bass， 1996) .その他， Spann， M.G.， Jr.， McCrimmon， S. 

〈“Remedial/ Developmental Education: Past， Present， and Future." In G.A. 

Baker III (ed.). A Handbook on the Community College in Ameri伺.Westport， 

Connecticut: Greenwood， 1994) ， McGrath， D.， Spear， M.B.らは，本章にてとり

上げた論文 (1980)を引用している(“ThePolitics of Remediation. " In K.M. 

Ahrendt (edよTeachingthe Developmenta1 Education Student. New Directions 

for Community Colleges， no. 57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987) 

42) Clowes，“More Than A Definitional Program， " 8-10. 

43) Clowes，“More Than A Definitional Program， " 8-10. 

44)社会生活を送るのに必要な，読み・書き・計算能力 (Harman，D. Illiteracy: A 

Nationa1 Di1emma. NewYork: Cambridge， 1987， PP.8-11) 

45) Clowes，“More Than A Definitional Program， " 8-10. 

46) Clowes，“More Than A Definitional Program， " 8-10. 

47) “developmental education"に該当する日本語訳の可能性として「発達教育J r発展

教育J r開発教育」などが考えられるが，ここでは「開発」について若干の考察を加え

てみる.二宮厚美によれば r開発」という訳出は主として経済学で用いられる言葉で
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あり，教育を受けるものを「客体」とするニュアンスが強く教え導く者により「開発さ

せられる」という意味合いを有するという. ‘development'とは「人間の内部に宿る

潜在的な力を外に向かつて顕在化し開花させる」こと r人それぞれが持ち合わせてい

る力をこの世に実現する」ことであり，それはMaslow，A.のいうところの「自己実現

(selfactualization) 発達」であるという.つまり「発達」とは，自らが実現させると

いう「主体」というのである(Ii'いきがいの構造と人間発達』労働旬報社， 1994， PP.7-

10) .二宮の論に立てば， ‘development'の訳出は，‘developmentaleducation' 

の教育内容と役割(例えば教員と学生の関係，学生の自己実現の場など)において，学

生が営為主体(あるいはそのように期待されている)であれば r開発Jという訳出は

不適切ということになる. r補習教育」の教育実践をみてみると r補習教育」の様々

な呼称を統一しようとする試みは，主として伝統的タームである“remedial

education"から“developmentaleducation "への変更，という流れに集約される.

この背景の要因は， ‘remedial'というタームのもつ「ネガティブ」な響きからの解放

という現場からの叫びであった. r補習教育」実践者達は， ‘developmental'という

タームへの改名をもってこのスティグマを克服しようとした.つまり，ポジティブなイ

メージを含意する‘developmental'というタームの可能性への期待である.

‘developmental 'そのものの語義には段階 (stages) の意味を内包することから，個

人は「認知成長 (cognitivegrowth)という連続をもって前進するものであると彼ら

は捉えた (Nist，S.L.“Developmental Versus Remedial: Does A Confusion of 

Terms Exists In Higher Education Reading Program?" Journa1 of Developmenta1 

Education， 8 (3)，1985， 8-10) .この解釈をもって彼らは「自主的に学ぶこと」を学

生に期待するようになった(Vaughan，G.B.， and Puyear， D.E. After Open Door: An 

Approach to Developmenta1 Eduation， 1972， 1-19pp. (ED059714) ) .つまり，

「学ぶ客体」ではなく「学ぶ主体Jとしての学生への期待である.これを「人間発達」

(human development)という視点に帰結させた.これは，主としてPiaget，J.や

Bruner， J.S.， Rogers， C. R.らの心理学的アプローチに依拠するものである (Nist，8-

10. ， McGrath， and Spear， 50. ， Barshis， and Guskey， 76) . 

48) NADEが刊行する研究論文集‘DefiningDevelopmental Education: Theory， 

Research， & Pedagogy. (1996) ，の創刊号の裏面に提示しである.またNADE発行

のポスターには， “developmental education"の教育目標をも併せて明らかにしてい

る.
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49) Michigan State Board of Education. A Survey of Student Assessment and 

Developmenta1 Education In Michigan:包PublicCommunity Colleges: Fina1 

Report， Second Edition. 1990， May， p.2. 

50)成人を対象にした基礎学習技能習得プログラム. rリーディングJ rライティング」

「数学」が基本科目である.基本的に，第8・9学年の学力レベル未満の者を対象とし

ている.その後， rGEDテスト準備J rハイスクール卒業資格取得」などの各プログラ

ムへ進み，高卒資格取得を目指すのが一般的とされている.

51) rGEDテスト」のための準備プログラム.日本でいう「大学入学資格検定」に類似して

いる.

52)コミュニティ・カレッジにおいて，ハイスクールのカリキュラムを提供するプログラ

ム.一般的に18才以上を対象としている.

53)主として，アメリカの大学・カレッジへの進学を希望する「英語を母語・母国語としな

い留学生が対象である(母国において高卒資格をもつものが大半). 

54) 日常会話レベルの教育内容が一般的であり，その対象は，主として近年アメリカに移民

した人達(アジア系・ヒスパニック系移民)を対象としている(特に，母国で初等・中

等の教育レベルを十分に受けていない者が中心). r全米補習教育センター」

(Nationa1 Center for Developmental Education)のセンター長のBoylan，H.R.氏

は， rESLJ rESL識字」を「補習教育J (developmental education)のなかに含め

るべきではないと主張している.両コースは，どちらかといえば「言語学系」の範鴫に

入るという点.既に，その分野の専門性が確立している点，などをその理由としている

(Boylan， H.R.， Bonham， B.S.，釘ldBliss， L.B. Nationa1 Study of Developmenta1 

Education: Students， Programs， & Institutions of Higher Edu伺 tion.Summaγ 

Report. Boone， NC: National Center for Developmenta1 Education， 1992) .註

49) ......53)は， Tacoma Community College (1997-1999) ， Pierce College 

(1994-1996) ， Edmonds Community College (1992-1994) などのカタログを参

考にした)

55)コミュニティ・カレッジにおける「識字レベル」とは r成人基礎教育」の教育内容以

下(第9学年以下)のレベルを指すのが一般的 (Office of Adult Literacy. Basic 

ski11s Competency Indicators: Adult Basic Educaion， English as a Second 

Language， Interpersona1 and Problem-Solving. Olympia， Washington: State Board 

for Community and Technica1 Colleges， 1997) 

-124-

49) Michigan State Board of Education. A Survey of Student Assessment and 

Developmenta1 Education In Michigan:包PublicCommunity Colleges: Fina1 

Report， Second Edition. 1990， May， p.2. 

50)成人を対象にした基礎学習技能習得プログラム. rリーディングJ rライティング」

「数学」が基本科目である.基本的に，第8・9学年の学力レベル未満の者を対象とし

ている.その後， rGEDテスト準備J rハイスクール卒業資格取得」などの各プログラ

ムへ進み，高卒資格取得を目指すのが一般的とされている.

51) rGEDテスト」のための準備プログラム.日本でいう「大学入学資格検定」に類似して

いる.

52)コミュニティ・カレッジにおいて，ハイスクールのカリキュラムを提供するプログラ

ム.一般的に18才以上を対象としている.

53)主として，アメリカの大学・カレッジへの進学を希望する「英語を母語・母国語としな

い留学生が対象である(母国において高卒資格をもつものが大半). 

54) 日常会話レベルの教育内容が一般的であり，その対象は，主として近年アメリカに移民

した人達(アジア系・ヒスパニック系移民)を対象としている(特に，母国で初等・中

等の教育レベルを十分に受けていない者が中心). r全米補習教育センター」

(Nationa1 Center for Developmental Education)のセンター長のBoylan，H.R.氏

は， rESLJ rESL識字」を「補習教育J (developmental education)のなかに含め

るべきではないと主張している.両コースは，どちらかといえば「言語学系」の範鴫に

入るという点.既に，その分野の専門性が確立している点，などをその理由としている

(Boylan， H.R.， Bonham， B.S.，釘ldBliss， L.B. Nationa1 Study of Developmenta1 

Education: Students， Programs， & Institutions of Higher Edu伺 tion.Summaγ 

Report. Boone， NC: National Center for Developmenta1 Education， 1992) .註

49) ......53)は， Tacoma Community College (1997-1999) ， Pierce College 

(1994-1996) ， Edmonds Community College (1992-1994) などのカタログを参

考にした)

55)コミュニティ・カレッジにおける「識字レベル」とは r成人基礎教育」の教育内容以

下(第9学年以下)のレベルを指すのが一般的 (Office of Adult Literacy. Basic 

ski11s Competency Indicators: Adult Basic Educaion， English as a Second 

Language， Interpersona1 and Problem-Solving. Olympia， Washington: State Board 

for Community and Technica1 Colleges， 1997) 
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56) Barshis， and Guskey， 89-90. 

57) I全米補習教育センター」 のセンター長Boylan，H.R.氏への筆者による書簡での質問

のなかで氏は，連邦教育省が「補習教育 (remedialeducation)の解釈を伝統的枠組

みの教育内容に限定していることを指摘し，批判している (1998). 

58)ワシントン州のコミュニティ・カレッジへのアンケート調査 (1993)， Yakima 

Valley College (1994) ， Pierce College， Washington State Board for 

Community & Technical Collegesでのインタビュー(ともに1998年)などをもとに判

断した.

59)調査を実施するにあたり連邦教育省は，高等教育機関を4年制大学(公立・私立)， 2 

年制短期大学(公立・私立)と4分類している.との場合の公立2年制短期大学が，コ

ミュニティ・カレッジである.

60) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 3. 

61) Bogart， Q.J.“The Community College Mission." In G.A. Baker III (edよA

Handbook on the Community Col1ege in America: Its History， Mission and 

Management. Westport， Connecticut: Greenwood ， 1994， PP.60-73.， Deeg剖1，

W.L.， Tillery， D. and Associates (edsよRenewingthe American Community 

Col1ege:斤ioritiesand Strategies for Effective Leadership. San Francisco: 

Jossey-Bass， 1985. 

62) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 6. 

63) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 9. 

64) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 10. 

65) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 12. 

66) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 13. 

67) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 14. 

68) I奨学金J申請要件 I寮Jの入寮条件 Iフル・タイム学生換算単位」としての単位

(National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 17) . 

69) National Center for Education Statistics， Remedia1 Edu伺 tion，17. 

70) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 19. 

71) National Center for Education Statistics， Remedial Education， 19-20. 

72)学生がコミュニティ・カレッジ入学(科目登録)時に受ける学力テスト.科目はリ

ーディングJ IライティングJ I数学」など.テストの結果により「補習教育」科目の
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履修を強制(奨励)される.

73) National Center for Education Statistics， Remedial Education， 21. 

74) National Center for Education Statistics， Remedia1 Education， 26-27. 

75)さまざまな課題が山積している["補習教育」についての問題点と課題について， ["補習

教育ジャーナル」誌 Uournalof Developmental (& Remedial) Education)に投稿

された，全米の「補習教育」研究者・教育実践者らによる研究実践成果・論文に加え

て，筆者が実施したアンケート調査の結果 (1998"-'1999)を分析した結果，問題点を

「教員」側学生」側["財源」などに分類でき得ることが明らかになった.特に

「財源」不足の問題は，深刻である.

76) Cross， K. P. Beyond the Qpθ'n Door. London: Josey-Bass， 1974， pp.1-12. 
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区(住宅街). r小都市系J ( small town )は，小規模であるが人口が密な地域，し

かし，主都市までは通勤範囲の距離ではない r地方系J (rural)は，遠隔地でしかも

人口密度の低い地域，などに分類している (Peterson's，21) • 

84)巻末を参照されたい.

85) r都会系Jは，オースティン・コミュニティ・カレッジ (AustinCommunity College: 

テキサス州)，チェメケタ・コミュニテイ・カレッジ (ChemeketaCommunity 

College:オレゴン州)，チッペワ・アレイ・コミュニティ・カレッジ (ChippewaAlley 

Community College:ウィンスコンシン州)， エルパソ・コミュニティ・カレッジ(El

Paso Community College :テキサス州)の4カレッジ. r地方系」は，イースタン・ワ

イオミング・カレッジ<EasternWyoming College :ワイオミング州)，スノー・カ

レッジ (SnowCollege:ユタ州)，ブルーマウンテン・コミュニティ・カレッジ (Blue

Mountain Community College :オレゴン州)，パーモント・コミュニティ・カレッジ

(Community College ofVermont:パーモント州)，デンマーク・テクニカル・カ

レッジ (DenmarkTechnical College :サウスカロライナ州) • パートン・カウンテ

ィ・コミュニティ・カレッジ (BartonCounty Community College :カンザス州)， 

ミドスト州立大学ボタノー校 (MidstState University， Bottoneau Campus :ノース

ダコタ州)，ケント州立大学ギョーガ校 (KentState University at Geauga Campus : 

オハイオ州)などの8カレッジ.r郊外系」は，サザン・ネパダ・コミュニティ・カレッ

ジ (CommunityCol1ege of Southern Nevada :ネパダ州)の1カレッジ r小都市

系Jは，ニューメキシコ州立カールズパッド校 (NewMexico State University at 

Carlsbad:ニューメキシコ州)，カユガ・コミュニティ・カレッジ (Cayuga

Community College:ニューヨーク州)，カンパーランド・コミュニティ・カレッジ

(Cumberland Community College:ニュージャージー州)などの3カレッジ.

86) r都会系」は4カレッジで，オクラホマ州立大学オクラホマ市校，ヒルズボロー，エ

ル・パソ，シェルビー r地方系」は5カレッジで，ファーガス・フォール，パート

ン・カウンテイ，イースト・セントラル，コロラド・ノースウエスタン・レンジリィ校，

クイーンボーグ・パレィ r郊外系」は， サザン・ネパダ，パークシャイアー，カヤ

ホガなどの3カレッジ r小都市系」は，ニューメキシコ・カールズパッド，ノース・

アイダホ，サウス・アイダホ，カユガ，オハイオ大学南部校などの5カレッジである.

87) r都会系Jは，サウス・シアトル・コミュニティ・カレッジ (SouthSeattle 

Community College :ワシントン州)，フィラデルフィア・コミュニティ・カレッジ
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(Community College of Phi1adelphia :ペンシルベニア州)，デルガド・コミュニテ

ィ・カレッジ (DelgadoCommunity College :ルイジアナ州)，シンシナティ州立テ

クニカル・コミュニティ・カレッジ (CincinnatiState Technical and Community 

Col1ege:オハイオ州)， セントラル・ピードモント・コミュニティ・カレッジ

(Central Piedmont Community College :ノース・カロライナ州)チッペワ・パレィ，

などの7カレッジ. r地方系」は，アーカンソー州立大学コミュニティ・カレッジ・ホー

プ校，ケント州立ギョーガ校，ウェナチー・パレイ・カレッジ，ブルー・マウンテン，

ホーキー・コミュニティ・カレッジ (HawkeyeCommunity College :アイオワ州)， 

スノー， エイケン・テクニカル・カレッジ(AikenTechnical College :サウス・カロ

ライナ州)， マウイ・コミュニティ・カレッジ (MauiCommunity College :ハワイ

州)， イースタン・ワイオミング・カレッジ (Eastern Wyoming College :ワイオミン

グ州)である. クイーンボーグ・パレィ・コミュニティ・テクニカル・カレッジ，など

10カレッジである. r郊外系」は，オーエンズボロ・コミュニティ・カレッジ，ビスマル

ク州立カレッジ (BismarkState College:ノースダコタ州)， ロードアイランド・コ

ミュニティ・カレッジ (CommunityCol1ege of Rhode Island:ロードアイランド州，

郊外系)，プレイリー州立カレッジ(PrairieState College :イリノイ州)，サザン・ネ

パダ，カンザス市立コミュニティ・カレッジ，などの6カレッジである r小都市系」

は， アルビーナ・コミュニティ・カレッジ(AlpenaCommunity College :ミシガン州，

小都市系)，のみであった.
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第4章 「補習教育」のカリキュラム上での位置づけ

第1節 《試論》論証に際しての確認事項

《試論》を論証するにあたり，確認しておかねばならない事項がある.ひとつは， i枢要を

なすプログラム」が有する意味の確認，今ひとつは iカレッジ前レベルの補習教育J (以

後「補習教育」とのみ記す)と「大学機能」との「係わりの事実」についてである.

まずは r枢要をなすプログラム」についての解釈である.筆者は r枢要をなすプログ

ラム」の第一義的意味合いを rコミュニティ・カレッジがレーゾン・デートルを顕示する

ために中心的役割を担う教育営為」と捉えている. 本研究は，コミュニティ・カレッジが

「レーゾン・デートル」を顕示する可能性を「大学機能」に求めている.であるから r枢

要をなすプログラム」とは r大学機能Jが効果的に機能する上において不可欠なプログラ

ムということになる.

次に r補習教育」と「大学機能」との「係わり」について，筆者の見解を示しておくこ

とが肝要であろう.この「係わり」に対して，ひとつの疑問が予想される.つまり rr補

習教育』が『大学機能』に係わっているという事実」は r補習教育」がアカデミック・

カリキュラムの「枢要をなすプログラム」であることを論証することによって確認できるの

か， という点である. この疑問に答えるためには，次に示す2点を確認しておく必要があ

る.ひとつは i大学機能」への「枢要をなすプログラム」の係わりが可能である，という

事例を示す.今ひとつは i補習教育J (科目)が「大学機能」に組み込まれ得る，という

根拠を例示することである.

第1点目である.筆者は，本研究の課題を設定するにあたり r枢要をなすプログラムは

『大学機能』に係わるもの」という前提を立てている. したがって rカレッジ・レベル・

ワーク」の『大学機能』を構成する「一般教育J (アカデミック・カリキュラム)のなかに

「枢要をなすプログラム」である「補習教育」科目の教育内容(要素)が鎮められていれ

ば r前提」の根拠を示すことができるものと考える.第2点目である.これは，基本的に

「補習教育Jが「カレッジ前レベルの準備教育」ということで rカレッジ・レベル・ワー

ク」の「大学機能」と係わりを持ち得るのか，という疑問である.この疑問に対する答え

は，第1点目のそれに求めることができる.加えて，カレッジ当局が，カレッジ前レベルの

-129-

第4章 「補習教育」のカリキュラム上での位置づけ

第1節 《試論》論証に際しての確認事項

《試論》を論証するにあたり，確認しておかねばならない事項がある.ひとつは， i枢要を

なすプログラム」が有する意味の確認，今ひとつは iカレッジ前レベルの補習教育J (以

後「補習教育」とのみ記す)と「大学機能」との「係わりの事実」についてである.

まずは r枢要をなすプログラム」についての解釈である.筆者は r枢要をなすプログ

ラム」の第一義的意味合いを rコミュニティ・カレッジがレーゾン・デートルを顕示する

ために中心的役割を担う教育営為」と捉えている. 本研究は，コミュニティ・カレッジが

「レーゾン・デートル」を顕示する可能性を「大学機能」に求めている.であるから r枢

要をなすプログラム」とは r大学機能Jが効果的に機能する上において不可欠なプログラ

ムということになる.

次に r補習教育」と「大学機能」との「係わり」について，筆者の見解を示しておくこ

とが肝要であろう.この「係わり」に対して，ひとつの疑問が予想される.つまり rr補

習教育』が『大学機能』に係わっているという事実」は r補習教育」がアカデミック・

カリキュラムの「枢要をなすプログラム」であることを論証することによって確認できるの

か， という点である. この疑問に答えるためには，次に示す2点を確認しておく必要があ

る.ひとつは i大学機能」への「枢要をなすプログラム」の係わりが可能である，という

事例を示す.今ひとつは i補習教育J (科目)が「大学機能」に組み込まれ得る，という

根拠を例示することである.

第1点目である.筆者は，本研究の課題を設定するにあたり r枢要をなすプログラムは

『大学機能』に係わるもの」という前提を立てている. したがって rカレッジ・レベル・

ワーク」の『大学機能』を構成する「一般教育J (アカデミック・カリキュラム)のなかに

「枢要をなすプログラム」である「補習教育」科目の教育内容(要素)が鎮められていれ

ば r前提」の根拠を示すことができるものと考える.第2点目である.これは，基本的に

「補習教育Jが「カレッジ前レベルの準備教育」ということで rカレッジ・レベル・ワー

ク」の「大学機能」と係わりを持ち得るのか，という疑問である.この疑問に対する答え

は，第1点目のそれに求めることができる.加えて，カレッジ当局が，カレッジ前レベルの

-129-



「補習教育」科目と「カレッジ」科目との分断を期待するものではない，という事実を提示

する必要がある r一般教育」科目と「補習教育」科目との連続性を例示する，ということ

である.

以上を踏まえ，第1点目の「問い」については第2節にて，第2点目のそれについては第

3節にて，それぞれ検討する.

第2節 「枢要をなすプログラムJである「補習教育」

「補習教育」が「枢要をなすプログラム」であるととの根拠を示すための手続きとして，

①コミュニティ・カレッジが「補習教育」の提供機関的性格を有しているか否か， ②「一般

教育」科目のなかに「補習教育」の要素が含まれているか否か，③「学生の定着」に貢献す

るプログラムであるか否か，④「補習教育」科目履修者の「カレッジJ科目への登録(履

修)と4年制大学・カレッジへの転学が十分になされているか否か， という 4点をそれぞれ

検討する. 特に，③と④に重点を充てる理由であるが， Cross， K.P.の指摘にもあるよう

に r非選抜入学(登録)制」をとるコミュニティ・カレッジの解決すべき中心課題は， 常

に「全学生の定着」であった. その意味において r学生の定着」率を高めることに貢献す

るプログラムこそが「枢要をなすプログラム」と考えるからである. また， r補習教育」科目

が「枢要をなすプログラム」であるためには r大学機能J向上に貢献しているという事実を

示す必要がある. そのためには r補習教育」科目履修者の「カレッジJ科目登録(履修)

状況と， その後の4年制大学(ここでは特に， 地域州立総合4年制大学)への転学が果たさ

れているのか， という点を確認しておくことが必要と考えるからである.

1. r補習教育」が枢要となる背景 一アカデミック・レベルの低下一

しかし，第3章で考察したように「補習教育」には問題が山積している.にもかかわら

ず補習教育」が「枢要をなすプログラム」となった背景には，高等教育機関としてのコ

ミュニティ・カレッジに，社会が期待する役割がある rオープン・アクセス」の完全採用

は，多様な学力背景をもっ学生のコミュニティ・カレッジへの入学(登録)を許可すること

になった.結果として， 4年制大学・カレッジへの転学，あるいは学位(準学士)取得希
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望者のなかで rカレッジ・レベルの学力に到達していない学生」を rカレッジ・レベ

ル」の学力へ引き上げることが，高等教育機関としての主たる責務となってきた.その入学

許可基準を採り続ける限り，コミュニティ・カレッジが高等教育機関として期待される役割

は，その責務遂行ということになる.

次に「アカデミック・レベルJの「アカデミック」であるが，筆者はそれを「学位・転学

プログラム」 の教育営為に限定している. ところで r補習教育Jが重要視されるに至った

背景には， 1960年・ 70年代からの学生の学力低下がある. カレッジ当局にとって，このよ

うな学生が伝統的アカデミック文化へ組み込まれていくことは 1960年・ 70年代以前には予

想できるものではなかった. 実際，コミュニティ・カレッジの「アカデミック文化」自体が

変化することになった1)コミュニティ・カレッジのクラスは あらゆる学力レベルをもっ

学生の集まり (heterogeneity)となった.カレッジ当局が①必ずしも学生に「補習教育」

科目の履修を強要しない，②財源(予算)政策の関係上早く学生をカレッジ・レベルに引き

上げる必要があった，などがその理由である.結果として r必修科目要件J (core course 

requirement)や厳しい「基礎必須教育」科目 (prerequisite) 2 )などを緩やかなものにす

る必要に迫られることになったのである 3) 実際，コミュニティ・カレッジに入学(登録)

を希望する学生の大半は，ハイスクール時代の成績は下部の者達であり 4年制大学・カレッ

ジに転学を希望する学生でさえ，その学力レベルはコミュニティ・カレッジの教員からみて

も低いものである.彼らは「カレッジ・レベルの学力をもっ学生」とコミュニティ・カレッ

ジ内で見倣されてはいるが，それはあくまで周りの学生の学力が低すぎることに拠る評価に

すぎない.同じ教室に「識字者J(the literate) ， rやや識字者J(somewhat literate)， r非

識字者J(the illiterate)が混在しているのが現実であり，このことがコミュニティ・カレッ

ジのアカデミック・レベルを低下させている根因であると McGrath，D.， Spear， M.B.らは

指摘する4) 科目内容や必修科目の単位付与要件の緩和は r非伝統的学生J (新しい学

生)の学力に合わせるためであり，アカデミック文化のレベルが低くなるにつれて，伝統的

手法を用いた教授法をもっ教員は，カレッジ科目(必修科目)を水で薄めた内容(largelyof 

watered-down version)に低めることによって応えるようになってきた 5) Richardson， 

R.C. Jr.， Fisk， E.C.， Okun， M.A.らも，コミュニティ・カレッジにおいて，アカデミック

な実践が脆弱なものになってきたことを指摘し 彼らはそれをコミュニティ・カレッジの

「識字規範J (norms of college literacy)のレベル・ダウンと捉えた6)

これは「新しい学生」の問題のみならず，最近ハイスクールを卒業した学生 (recent

graduate students)の問題でもある.1960年代からのハイスクール (ShoppingMall 
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High SchooDが施す教育内容のレベル・ダウンが，コミュニティ・カレッジへ与えた影響

である.つまり，ハイスクールの教育内容の低下により，コミュニティ・カレッジのアカデ

ミック文化を維持できなくなった，というのである 7) Cohen， A.M.も1960年代からのハ

イスクール卒業者の識字力の低下を，理由のひとつに挙げている 8) つまり， 1960年・ 70

年代からの「非伝統的学生J (新しい学生)のみならずハイスクールのアカデミック・レ

ベル・ダウンによって産み出された低学力の学生なども，コミュニティ・カレッジのアカデ

ミック文化を低める要因となったのである.これは，コミュニティ・カレッジに学ぶ学生の

大半が低学力者であることを意味する.実際，第3章でも指摘したとおり，コミュニティ・

カレッジの約100%が何らかの「補習教育J科目・プログラムを提供しており， 41%の学生

(first-time students entering college)が，何らかの「補習教育j科目を登録している

第3章において r補習教育Jに学ぶ学生の特徴を列挙したが，学位取得・転学を目指す

学生 (regularstudents)も同様の問題を抱えている.というのも，彼らの大半は「危機的

状況にある学生 (at-riskstudent)だからである10) 彼らは，学習の習慣をもっておら

ず r自己否定J r自己嫌疑J，ハイスクール時代の「ネガティブな経験」などのトラウマ

をもっていることが多い.いわゆる知的学業(intellectua1work)をこなすための「自信の

欠如」である11) このような学生(非伝統学生・低学力ハイスクール卒業生)に対して，

コミュニティ・カレッジ側は学力保障をしなければならない.しかし，このような学生とア

カデミック・ライフの聞は大きく事離している.研究者(理論家)や実践者達は，彼らのた

めの教育について，新しいコンセプトを開発する必要があった.そのコンセプトは，しばし

ば4年制大学・カレッジに施されるプログラムとは相反するものであった(パラレル・プロ

グラム:university para11el programs)であった12)

このような学生(非伝統学生・低学力ハイスクール卒業生)を擁護する立場の研究者(理

論家)には， Cross， K.P.， Roueche， J.E.， Cohen， A.M.， Brawer， F.B.， Parnell， D.らが

いる.彼らは， 1960年・ 70年代を通して「正規のカレッジ科目J r伝統的学問」を水で薄め

た「補習教育Jの内容によって， 学生達が効果的な「補習教育Jのサービスを受けるととが

できなかったという立場をとる.つまり マスター・ラーニングを取り入れるなど，教授法

の革命 (instructiona1revolution)が「補習教育Jには不可欠というのである13) むし

ろ r補習教育Jこそが，あらゆる学力背景をもっ学生をコミュニティ・カレッジに定着さ

せ，基礎学力を向上させることが可能である，と彼らは指摘する.教授法開発の具現化によ

り，学生はアカデミック教育や職業教育を享受することができる14) というのである.繰り
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返すが r非選抜入学(登録)制」をとるコミュニティ・カレッジであるならば，それらの

学生が成功する学力を向上させることが責務となる15) r危機的状況にある学生」は，高

等教育に学ぶためのひとつの可能性をコミュニティ・カレッジに求めてやってくる.伝統的

に「補習教育」がそのような学生の学力を保障してきた16)

しかし r学力的にカレッジ・レベルに届かない学生」の大量参入は，コミュニティ・カ

レッジに使命の再定義を迫ることになった. ‘remediation'という際立つたタームは， r高

等教育機関のなかでのレーゾン・デートルを確認する」という課題(命題)をコミュニティ・

カレッジに突きつけることになったのである17). 4年制大学・カレッジは， 多様な修学経

験をもち，必ずしも「学習」というものに強い関心を示さない学生に対応しなければならな

いコミュニティ・カレッジに 4年制大学・カレッジのための「スクリーニング機関J

(screening agents)としての役割を求めることになった.これは，コミュニティ・カレッ

ジにあるイメージを定着させる一助となった. すなわち r3流学生のための受け皿機関」

というラベリングである18)

2. r補習教育」提供機関的性格を内包するコミュニティ・カレッジ

(1)研究者の視点

ここでは r補習教育」が中心的機能(中心的役割)を担う教育実践であると捉えている

研究者達の見解を整理することから始めよう.

まずはSpann，M.G.， McCrimmon， S.らである.彼らは， 1960年・ 70年代にかけての中

等教育の基礎教育のレベル・ダウンをもって，コミュニティ・カレッジの主たる機能は，

「補習教育」機能となり現在に至っているという見解を示す. 特に「オープン・ドア」のコ

ミュニティ・カレッジに入学してくる学生の大半が，社会経済的に底辺層出身であるという

事実から， かなりの効果的かつ効率的な「補習教育」の実践をおこなうことが期待されてき

たという19) r補習教育」に対して批判を展開する研究者は多々いるが補習教育の重要

性」という認識を揺るがす証拠を提示した者は皆無，という点を強調する.むしろ，彼らは

「補習教育」機能が「転学」機能にとって替わってきている，という点を指摘する20) r補

習教育」の理念は r公正，自由，そして全ての市民に対する機会保障という意味での民主

的理念Jに基づいて発展してきた.この力強い理念は r補習教育」の領域と平等システム

の要素との自然な結び付きをなすことになるという.このことは["補習教育」が「非選抜

入学(登録)制」カレッジのプロテクターであり，ディフェンダー的役割を果たしてきたと
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の要素との自然な結び付きをなすことになるという.このことは["補習教育」が「非選抜
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いうことを示唆するものでもある. r補習教育」は， ドロップ・アウトの可能性のある学

生，つまりは「危機的状況にある学生l各自が設定するあらゆる教育レベルへ導くために，加

えて r補習教育」実践者が，多様な人口構成の変化に対処するために不可欠な教育営為な

のである21)

次に Cohen，A.M.である.彼もコミュニティ・カレッジに登録している学生の約半数が，

何らかの「補習教育」科目を履修しているという事実に触れ，効率的かつ効果的な「補習教

育Jの実践の実現を期待する22) また，膨大な割合を占める基礎学力不足の学生を受け入

れているコミュニティ・カレッジでは r補習教育Jがカリキュラムの中心 (atthe heart 

of curriculum)となることを予測する23) 高等教育機関であるコミュニティ・カレッジは

「補習教育」をもつべきではなく， その役割を「成人学校J r民間セクターJ r企業内教

育」に委譲すべきであるという，主としてコミュニティ・カレッジの「カレッジ・レベル」

科目担当教員の主張がある.つまり，コミュニティ・カレッジから低学力の学生を排除すれ

ば，アカデミックな環境が整備されるというのである.しかし，このような考えに対して，

Cohen，A.M.は「今日の現状を認識しない見解」であると喝破する. というのも，彼自身，

アメリカ高等教育の発展の鍵概念である「アクセス」を支える教育営為は r補習教育」と

いう持論をもっているからである24)

Barshis， D.E.， Guskey， T.R.らは，コミュニティ・カレッジの「補習教育Jは，国家の

識字 (nationa1literacy)を改善するための合理的な場(logicalplace)であると位置づける

25) また，数ある機能のなかでも重要な位置を占めるようになるであろうと，コミュニテ

ィ・カレッジの大半が予測している点を挙げる26) 実際， コミュニティ・カレッジの管

理職は補習教育」が最も重要な機能であるということを認識している27). Boggs， 

G.R.， Cater， J.J.らは補習教育」がコミュニティ・カレッジのカリキュラムのなかで最

も急速に成長してきた領域であり，現在ではカリキュラムのなかで主要な部分 (amajor 

part)を占めるまでに発展していると捉える28) Richardson， R.C.， Jr.， Bender， L.W.ら

も，これまでの主機能と考えられていた「転学」機能に替わり r補習教育」がその中心的

役割となってきているという見解を示す29) Roueche， J.E.も r補習教育」がオープンド

ア・カレッジの中J心 (theheart of an open-door college)であるという見解を示している

30). Mellander， G.A.， Robertson， B.らは，アメリカの初等・中等教育の教育成果に加え

て，労働市場に対応できる一般レベルの技術や情報・識字などの低下を指摘し，コミュニテ

イ・カレッジの「補習教育」は大きく拡張される必要があるという見解を示す31)

McGrath， D.， Spear， M.B.らは「厳格なアカデミック実践」を「カリキュラムの中心から
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周縁へ移動させるべき」という持論を展開する.そして，その役割を担うのは「補習教育」

科目の実践であり，その営為こそが「コミュニティ・カレッジの救済機関」たる所以である

という見解を示す32) 実際，コミュニティ・カレッジは非伝統学生」の受け皿機関と

なってきた33) 以上の指摘は，コミュニティ・カレッジの「補習教育」提供機関として

の面目躍知たるところであり，コミュニティ・カレッジの主機能(役割)が["補習教育J

機能へシフトしてきたことの証左となろう.

(2) ["補習教育」提供機関としての役割

一般的に，各州の高等教育機関政策者は，コミュニティ・カレッジに「補習教育」機能を

委譲し 4年制大学やカレッジからできるだけその責任を回避(自由)させようとしている

34) 実際，コミュニティ・カレッジが4年制大学・カレッジの「補習教育」を施すことが見

慣れた光景となってきた. ["補習教育J提供機関としてのコミュニティ・カレッジのルーツ

は， 1920年代に遡る.一方 4年制大学・カレッジは，過去においてより，他の教育機関

(特にコミュニティ・カレッジ)に「補習教育Jの役割を委譲することを常に策してきた.

実際，コミュニティ・カレッジは， 1920年代以降，その役割を部分的に担うことが期待され

てきた35)

第3章でも考察したように， 1990年代よりコミュニティ・カレッジにその役割を委譲する

動きが具体的なものとなってきた.高等教育機関レベルでの同プログラムの提供は， 初等・

中等教育レベルと比するにコストがかかるという点が主たる理由である["補習教育」を

2007年までに廃止するというカリフォルニア州立大学 「補習教育」の全責任を大学システ

ムに組み込まれているコミュニティ・カレッジに委譲する予定のニューヨーク州立大学

(State University of New York) .加えて， 1年次で「補習教育」を修了していない者は

2年次に進級させず， 夜間学校かコミュニティ・カレッジに送り戻すことを発表したニュー

ヨーク市立大学 (CityUniversity of New York)の事例など["補習教育領域を提供する

という姿勢は，今やコミュニティ・カレッジのなかでは共通認、識となっている」というイー

スト・セントラル・コミュニティ・カレッジ(EastCentral Community College)の主張

からも判断できるように36) 高等教育機関が施す「補習教育」の役割を，コミュニティ・

カレッジが引き受けざるを得ないという傾向が，益々強くなってきた.

3. ["補習教育」の要素を内包する「一般教育」科目
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(1) r一般教育」の概観

ここで r一般教育」について振り返ってみよう.

「一般教育 (genera1education) (実践)は，伝統的に4年制大学・カレッジにおいて

提供されてきた 「リベラル・アーツJ (理論)をコミュニティ・カレッジの現実に合わせて

その内容を変換したとするものである. r一般教育」とは r人文科学J r社会科学J r基

礎学習Jなどの教育内容を内包し，主として学位(準学士)取得・転学のためにデザインさ

れたカレッジ活動である.また，第2章でも考察したように r一般教育」は「キャリア

(職業)教育」の要素を有している.

次に r一般教育」が提供する科目内容の一般的傾向を挙げてみよう r一般教育」は次

の6分野に大別できる. r科学J (science)， r社会科学J (social science)， r数学J

(mathematics)， r人文科学J (humanities)， r作文 (composition)， r芸術」

Cfine or performing arts)などである. 各分野は，基本的に以下の科目内容を有してい

る. 3分野の例を挙げてみる.

「科学」系には「農業 (agriculture/ non-liberal arts) ， r生物J (biology)， r化

学J (chemistry)， r宇宙学 (earthand space)， r工学J (engineering / 

engineering technology)， r物理J (physics)などの科目がある r社会科学J系は，

「経済学 (economics)， r商業J (business)， rマーケティング (marketing)， 

「自然人類学J (physical anthropology)， r心理学 (psychology)， r社会学」

(sociology )など r人文科学」系は r芸術J (art) ， r音楽J (music)， r演劇

史 (theaterhistory)， r文化人類学J (cultura1 anthropology)， r外国語」

(foreign languages)， r文学 (literature) ， r歴史J (history)， r政治科学」

(political science)， r哲学J (philosophy)， r宗教学J (religious studies) ，教

育J (education)などを有している37)

ところで， 第2章 (3節)でも述べたように rコミュニケーション」分野(ここでは，

「作文J r外国語」など)には rリーディングJ rライティング」の要素が鎮められてい

る.であるから rコミュニケーション」分野以外の科目のなかに，①カレッジ前レベルの

「リーディングJ rライティングJ r数学」の教育内容が組み込まれているか否か rコ

ミュニケーション」分野以外の②各科目の教育内容レベルに「カレッジ前レベルJが含まれ

るか否か，という 2点が本項にて考察すべき事柄となる.

ここで r一般教育」科目の登録状況を確認しておこう.1991年におこなわれた rコ

ミュニティ・カレッジ研究センターJ (Center for the Study of Community Colleges :以
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ところで， 第2章 (3節)でも述べたように rコミュニケーション」分野(ここでは，

「作文J r外国語」など)には rリーディングJ rライティング」の要素が鎮められてい

る.であるから rコミュニケーション」分野以外の科目のなかに，①カレッジ前レベルの

「リーディングJ rライティングJ r数学」の教育内容が組み込まれているか否か rコ

ミュニケーション」分野以外の②各科目の教育内容レベルに「カレッジ前レベルJが含まれ

るか否か，という 2点が本項にて考察すべき事柄となる.

ここで r一般教育」科目の登録状況を確認しておこう.1991年におこなわれた rコ

ミュニティ・カレッジ研究センターJ (Center for the Study of Community Colleges :以
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下CSCCと略す)と「アカデミック達成と転学のための全米センターJ (National Center 

for Academic Achievement and Transfer :以下NCMT)の共同調査によれば r一般

教育」科目の学生登録数は， 1986年から1991年の 5年間に， 52%から56.6%というよう

に，若干の伸びを示している. しかし，科目個々によって増減が確認できる. 例えば r英

語J r外国語J r政治科学」などは登録数が増え r工学J r数学」などは減少している.

学際的な「人文科学」系 r社会科学」系などは，最も人気のない科目群となっている

38) 

( 2) r補習教育」の要素を内包することになる背景

コミュニティ・カレッジが「補習教育」提供機関としての役割を期待されてきた背景に

は， 中等教育の教育レベルの低下がある.復学成人学生も含めた，ハイスクール卒業生の識

字力低下により，コミュニティ・カレッジは 学生がカレッジ・ワークをこなすための準備

教育に力を入れざるを得なくなった39) r1983年以降の中等教育におけるカリキュラム改

革が，ハイスクール学生の識字力アップにつながれば，コミュニティ・カレッジの補習教育

提供機関としてのプレッシャーは軽減するJ40) という Cohen，A.M.， Brawer， F.B.らの

主張が説得力をもっ所以である.

しかし， この現実は r一般教育J (科目)に「補習教育J (科目)の教育内容の要素

を組み込む契機にもなった.というのも，コミュニティ・カレッジの教育実践の中心に「一

般教育」が位置づけられてきたこともあるが，特には，ハイスクールが，学生達に中等教育

レベルにおいて「一般教育」を身に付けさせることに失敗したからである41)実際，中等

教育機関や高等教育機関は，ハイスクールの失敗を補完する役割を，コミュニティ・カレッ

ジに期待することになった42) この文脈をもって r補習教育」の教育内容が r一般教

育J (科目)に組み入れられる端緒となったのである.Spann， M.G.， McCrimmon， S.ら

の指摘にもあるように r補習教育」の拡張的カリキュラムは，今やアメリカ中等後教育の

なかでも最大の「隠れたカリキュラムJ(hidden curriculum)となっているのである43)

伝統(古典)的「リベラル・アーツ」から，実践的「一般教育」にその内容が変化した主

たる背景には，コミュニティ・カレッジの1960年代から44) r職業教育」重視という教育方

針の転換があった. その結果 rリベラル・アーツ」カリキュラムは r言語J r論理学」

「倫理学」を強調したものに変化する乙とになった. 具体的には r合理性の原理J r言

語J r判断力J r批判力J r質疑J r創造性J r文化と環境への感性J r歴史の認識(自

覚)Jなどが， rリベラル・アーツ」カリキュラムの教育内容のなかに織り込まれてきたので
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ある45) これは，基本的に特殊技能 (specificskil1s)を要求する「職業教育Jとリンクし

たものである46)

一方において，学生の学力低下がある.入学(登録)する学生の大半が，学力的に危機的

状況にある者達であり， このことが「一般教育」の教育営為のなかに「補習教育」の要素を

組み入れることに正当性を与えることになった47) その結果，伝統的(古典的) rリベラ

ル・アーツ」の教育内容は，技術発達 (skil1development)科目の意味合いを有することに

なった. 学生の「リーディングJ rライティング」スキル(基礎学習技能)などの識字力向

上が r一般教育」に期待される役割となってきたのである48) 実際，コミュニティ・カ

レッジは r補習教育Jが「一般教育」の教育実践を補完するもの，と認識するようになっ

てきた49). 

(3) r一般教育」の教育内容の実態

a. CSCCとNCAATの調査結果

まずは r補習教育」科目がどのような形で「一般教育」科目に組み込まれているか，前

述の CSCCとNCAATなどの調査結果からみてみよう.

同調査は一般教育」科目を「習熟度レベルJ (the level of proficiency)でカテゴラ

イズした①「補習J (remedia1)，②「標準J (standard)，③「上級 (advanced)

などの3段階である.①「補習」は rカレッジ単位」としては換算されない科目.②「標

準」は，主として「入門科目」で「基礎必須教育」科目 (prerequisite)を必要としないが，

一応転学などの「カレッジ単位」として認定される科目.③「上級」は r転学J r4年制

大学・カレッジの前期課程と同等」レベルとして認められる科目，である50) 同調査で

は r一般教育」の6分野を「人文科学J r英語J r芸術J r社会科学J r科学J r数学と

コンビュータ」としている.

次の図は 6分野でコミュニティ・カレッジが提供する「補習J r標準J r上級Jの割合

である. r英語Jの30.5%が「補習Jレベル 「標準」となると 49.7%， r上級」は， 19.8 

%という結果であった r数学とコンビュータ」も r英語」と類似した割合となってい

る.概して r標準」の割合が高くなっているのが特徴である.しかし，この「標準J科目

は「基礎必須教育J科目を要件としないため，転学先の4年制大学・カレッジから「カレッ

ジ」科目とは認められない場合も多い.となれば r転学J r 4年制大学・カレッジの前期

課程と同等」レベルとして認定される科目に至っては， 17.4%"'37.2%にすぎないというこ

とになる51) • 
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6分野でコミュニティ・カレッジが提供する

「補習J r標準J r上級」の割合(%)

6分野 「補習」 「標準」 「上級」

人文科学 0.1 82.5 17.4 

英語 30.5 49.7 19.8 

芸術 0.0 62.8 37.2 

社会科学 0.0 85.8 14.2 

科学 1.0 67.6 31.7 

数学とコンビュータ 15.9 62.2 21.9 

*サンプル数:164カレッジ

(出典) Center for the Study of Community Colleges， 

“Total Community College Curriculum Study 

in 1991，" in Cohen and Ignash， 1993より作成

(p.17) 

次は， 6分野で「補習J ["標準J ["上級」を提供するコミュニティ・カレッジの割合であ

る.アンケートに参加した59%"'87%のコミュニティ・カレッジが["上級」レベル科目を

提供している.83%"'100%のコミュニティ・カレッジが「標準」レベル["補習Jレベル

は0%"'89%という幅のある結果となっている52)

6分野で「補習J r標準J r上級」を提供する

コミュニティ・カレッジの割合(%)

6分野 「補習」 「標準J 「上級」

人文科学 1 97 80 

英語 89 99 84 

芸術 O 83 75 

社会科学 O 98 59 

科学 5 100 87 

数学とコンビュータ 65 98 86 

*サンプル数:164カレッジ
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(出典) Center for the Study of Community Colleges， 

“Total Community College Curriculum Study 

in 1991，" in Cohen and Ignash， 1993より作成

(p.17) 

以上の結果から r一般教育J科目の大半が「標準」から「上級Jレベルという傾向性が

あることが明らかとなった.

b.コミュニティ・カレッジの実践

ここではリーディングJ rライティング」スキル(基礎学習技能)と「一般教育」科

目との係わりについてみてみたい.

「危機的状況の学生」がもっ問題の大半は rリーディング」力が低下している rリー

ディング」力の低下は，社会科学や人文科学分野のクラスで学ぶことが困難なものとなる.

というのも， rリーディングJ力は全てのアカデミック科目と関連しているからである53)

また rリーディングJは，転学・職業教育と両方にサービスするスキルである.実際，転

学・準学士取得科目の大半が，言語を通した「リーディングJ rライティングJ r解読」

「コミュニケーション」を習得済み要件としている. r職業教育」科目も「リーディング」

が基本である.であるから，学生はリーディングJ rライティング」の要素をもたない

カリキュラムから逃れることはできない.コミュニティ・カレッジにて学ぶ上での基礎学習

技能は，テキストを読み，試験の質問を理解するスキルである. つまり r一般教育」科目

を履修する上において，学生が基礎的識字力をもっ乙とが不可欠なのである54)

ここで，カレッジ前レベルの「リーデイング rライティング」スキルを r一般教育」

科目の授業のなかに織り込んでいる実践の一例を紹介したい.まずは，シカゴ市立カレッジ

(City Col1ege of ChiCago :イリノイ州)である.同カレッジは r人開発達J r社会科

学J r数学J rビジネスJ r人類学Jなどの「一般教育」科目のコア・スキルとして rリ

ーディングJ rライティング」を課している55) 次に グレイター・ハートフォード・コ

ミュニティ・カレッジ (GreaterHartford Community College :コネティカット州)であ

る.同カレッジは，第1学期目に学生全員に対して rリーディングJ rライティング」プ

ログラムに登録することを強要する.第2学期では，例えば一般教育科目の「西洋文明」に

「リーディングJ rライティングJ rスピーチJを組み入れる. 学生は r西洋文明」の
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テキストを使用しながら「リーディングJ ["ライティングJ ["スピーチ」のスキルを習得す

るライティング」を例に挙げれば["西洋文明」などの「一般教育」科目のクラスで，

「テーマの絞り方J ["エッセイの書き方J ["リサーチ・ペーパーの進め方」などを学ぶ56)

という具合である.最後に，ループ・カレッジ(LoopCollege， Chicago City College :イ

リノイ州)である.同カレッジでも["生物学J ["社会学J ["幼児学」などの「一般教育」

科目は["リーディングJ ["ライティングJ ["進路指導 (educationa1and vocational 

counse1ing) ["心理学(自己発達)Jなどと抱き合わされている.テキストは「一般教育J

科目のそれを使用し，学生に「リーディングJ ["ライティング」スキルの習得をさせるので

ある57)

カレッジ・レベルの「数学」は["一般教育」科目の科学系分野の基礎科目である["数

学」を「基礎必須教育」科目に指定しているカレッジも多々ある.例えば["環境科学」

(Environmental Science)などは["環境科学」科目の10%程度「数学」を組み入れてい

る58) しかし， CSCCの全米調査によれば， 97%のコミュニティ・カレッジが「入門数学」

「中級数学」を提供， 87%が「上級数学J， 64%が「応用数学Jあるいは「技術関連の数

学」という結果であった.その内容は 「代数前J ["入門代数J ["幾何学J ["中級代数」

「三角法J ["カレッジ代数J ["補習数学J (developmental/remedia1 mathematics)など

の入門から中級レベル科目である59) ["アメリカ数学協会 (MathematicsAssociation 

of America)の調査によれば["補習数学」は， 82%が「初級代数J， 68%が「算数J， 

「中級代数」が53%という結果であった60) また["カレッジ代数」以外は["基礎必須

教育」科目の要件を課されておらず，その内容も中等教育レベルということから， ["補習教

育」相当レベルということも可能であろう.まさにコミュニティ・カレッジにとって，ハイ

スクール・レベルの数学力を身につけられなかった学生達に対して，効率的に治療を施すた

めの「教授法」を開発することが喫緊なる課題なのである61)

4. ["学生の定着」に貢献する「補習教育」

(1)総合プログラムとしての「補習教育」の役割 一「定着」率への影響一

まずは「定着 (retention)のタームについて触れておこう.ここでの「定着」とは，

「学生がコミュニティ・カレッジを退学 (drop-out/ stop-out)することなく，自らが設

定した教育目標を目指す状態にある」ことである.1960年代においては“persistence"と

いうタームが使用されていたが， 1970年代の聞にそのタームは“retention"へと変化し
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た.その背景には， ドロップアウト防止への取り組み(プログラム開発・技術)により，学

生を「引き留める」ことが可能になったと判断するコミュニティ・カレッジの認識がある

62) 筆者は，そのタームの含意する「引き留め」から r学生の定着」と訳出する.実

際，コミュニティ・カレッジではどれくらいの「ドロップ・アウト」率なのであろうか.

NoeI， L.， and Levitz， R.らがおこなった調査によると，コミュニティ・カレッジ全体の46

%の学生が「ドロップ・アウトJを経験したという63) rオープン・アクセス」を完全採

用するコミュニティ・カレッジでの学生定着の困難さを垣間みることができる.

コミュニティ・カレッジには多様な学生が入学(登録)しているが，特には r非伝統的

学生」をコミュニティ・カレッジに「引き留める」ことが責務となっている.というのも，

実際にドロップ・アウト率が低いのは， フル・タイム登録の若年齢層の学生， いわゆる「伝

統的学生J (traditional college students)という傾向性が認められているからである. 彼

らは，高成績を取得し，主として昼間にカレッジに通い，クラブ活動やカレッジ自治会など

の何らかの活動に携わり， アドバイザーや教員と交わりをもっ64) 非伝統的学業パターン

(パート・タイムを基本とする)をもっ学生には，コミュニティ・カレッジの管理外の問題

もある.彼らは一般に 1単位か2単位を登録し，気軽にカレッジを去り再び登録してく

る.学習への動機づ、けもあまり強くなく，指導担当員(アドバイザー)や教員と交わること

も少ない65) Cohen， A. M.とBrawer，F.B.が1989年におこなった全米調査では，カレッ

ジを去った学生の39%がスタディ・グループに不参加であり， 34%が教員やアドバイザーと

の交流が乏しく， 45%が授業以外での会話には積極的ではなく，そして約半数がカウンセラ

ーとのカウンセリング経験がない，という結果になった.となれば，コミュニティ・カレッ

ジのスタッフは学生の抱える問題を見極め，学生がそのようなサービスに乗る環境を整え

る，つまりは，カレッジが援助し得る形は何なのかを模索することが望まれることになる

66) コミュニティ・カレッジは，このような「非伝統的学生J (新しい学生)の受け皿機

関(救済機関)としての役割を果たさなければならない.これは，コミュニティ・カレッジ

が管理外の問題に対応しなければならないことを意味する.例えば，コミュニティ・カレッ

ジを去る主因には健康問題J rチャイルド・ケアJ r経済的問題J r不都合な時間割

りJ r転居」などがある67)

このような状況の下，学生の「定着」に向けて，概念拡大の結果，総合教育プログラム的

意味合いをもつことになった「補習教育 (developmentaleducation)の役割が期待され

てきた.というのも rカウンセリングJ rアドパイジング」などの学生サービスは，ドロッ

プ・アウト阻止には効果的という認識がカレッジ当局にあるからである. 3章でも考察した
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ように， 3R'sと「カウンセリングJ rチューター制度J rスタディ・スキルズJ rセミナ

ーJ，などの特別なカレッジの介入とのコンビネーション教授 (combinationinstruction) 

をもっ「補習教育 (developmentaleducation)への期待である.これは， 新入生の約71

%が，登録後4週間という初期にドロップ・アウトするという 各コミュニティ・カレッジ

がもっ調査結果，および教育経験(実践)に依拠するものである.乙れはある意味におい

て，入学(登録)時初期に，カレッジが学生に充分なケアをすれば「定着J率は高まること

を意味する68) このケアとは r補習教育 (developmentaleducation)である.すべ

ての「補習教育 (developmentaleducation)活動の意図は，学生をカレッジに止まらす

ことであり，学生がアカデミック，あるいは職業プログラムを満足に終(修)了することが

できるように，学生の基礎学習技能を向上させることにある.つまり r学力的にカレッ

ジ・レベルに到達していない」学生に対して，どのように教育を展開するのかが，コミュニ

ティ・カレッジにとって苦痛の種 (thomiestproblems)なのである69) 数多くの論文

(ERICのデータベースを含む)が，習熟度別クラスの実施や r補習教育」

(developmental education)クラスでの基礎学習技能を学ぶことが有効であることを示唆

している. つまり， 教員が学生達に注意を払い，カウンセリングと統合した教授をおこな

い，多彩な学習教材を提供することに加えて，特別なトリートメント (special

treatment) ，すなわち，補助的「カウンセリングJ rチュータリングJ r学習支援」など

を施したとき，学生は学業の専念への動機づ、けをおこなうことができ，カレッジに「定着」

する可能性が高くなるというのである70) その意味において，総合教育プログラムである

「補習教育J (developmental education)の有効性とその役割は，コミュニティ・カレッ

ジの教育実践のなかでも看過できない.

(2) r定着」の実態

ここで，筆者が3章でも示したコミュニティ・カレッジへ実施したアンケート (1998'"

1999)結果をみてみたい.質問は回答者に対して，学生が「カレッジ・レベル・ワーク」に

進んだ際 r補習教育が学生をカレッジに留めるのに寄与したか」という内容であった. こ

の調査では，大半のコミュニティ・カレッジが，学生の定着には「補習教育」が効果的であ

るという考えを示した. 63カレッジのなかで「効果が認められない」と回答したのはわずか

3カレッジ. 60カレッジ (95.2%)が「寄与している」というものであった. r効果が認め

られない」と答えた全てのカレッジが「都会系」カレッジであった.

ここで r効果がある(寄与している)Jという回答のなかで，主なものを整理しておこ
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つ.

まずはブルー・マウンテン(BlueMountain Community College)である.同カレッジ

によれば補習教育」に登録する学生の大半は r成功へのモチベーション」と「重要な

基礎技能」を獲得するための最後の機会として「補習教育」を捉えているという.また，

「補習教育」は，その教育実践なくしては成功を期待できないであろう学生たちのための

「不可欠な提供J (a necessary offering)という回答であった. ケント州立大学ギョーガ

校 (KentState University -Geauga Campus) は r補習教育」は，学生がカレッジに
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South Idaho)によれば，学生が「補習教育」のような学習支援プログラムを利用できない

場合， カレッジ・レベルでの定着は，警告的に低いものとなるであろうという.キャロル・

コミュニティ・カレッジ (CarrollCommunity College) によれば，学生がカレッジ・レベ

ル・ワークをこなすためには r補習教育」のスキル習得が大前提であるという.シンシナ

ティ州立テクニカル・コミュニティ・カレッジ(Cincinnati State Technical and 

Community College)は r補習教育」の重要性は認めながらも r補習教育」の履修は短

期間であるほど学生の成功率は高いことを指摘している.

次に「補習教育」の学生に与える影響を，精神面に求めているコミュニティ・カレッジの

例を紹介する.カヤホガ・コミュニティ・カレッジ (CuyahogaCommunity College-

Eastem Campus) ，カンザス市立カンザス・コミュニティ・カレッジ (KansasCity 
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College)も r補習教育」が学生に必要とされる基礎学習技能を提供するばかりでなく，彼

らが成功する上において，極めて重要な自己尊敬 (self-esteem)と自信を確立することを手

助けできる点を主張する.マイルズ・コミュニティ・カレッジ(Miles Community 

College)は，一度「補習教育」に学ぶ学生が，自らの学力に自信をもつことができれば，継

続の動機づけとなり r補習教育」こそがそれを支援するととができるという.

「補習教育」が，学生の「定着」への貢献度をデータとしてもつコミュニティ・カレッジ

もある.サウス・シアトル・コミュニティ・カレッジ(South Seattle Community 

College)やコロラド・ノースウエスタン・コミュニティ・カレッジーレンジリィ校

(Colorado Northwestem Community College -Rangely Campus)などは，各々がもっ

データにより，低学力の学生は「補習教育」の恩恵を必ず受けていることを指摘する.デン

マーク・テクニカル・カレッジ (DenmarkTechnical College)のデータによれば r補習
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教育」を履修する学生の定着率は83.5%. セントラル・カロライナ・テクニカル・カレッジ

( Central Carolina Technical College)は r補習教育」サービスと機会がなければ，学

生の3分の 1，あるいは4分の 1の学生がカレッジレベルに進めなくなってしまう点を指摘

する.また同カレッジの最新のデータ (1997-1998)によれば， 81%の「補習教育」修了率

と，その後カレッジ・ワークでの80%の定着率であるという.

イースタン・ワイオミング・カレッジ (EastenWyoming College)によれば r補習教

育」科目を登録する学生は，一般的に「補習教育」科目の履修を推奨されたもので履修しな

かった学生よりも「定着率」が高いという.ホーキー・コミュニティ・カレッジ

( Hawkeye Community College)も同様の見解を示すが r補習教育」の履修を必要と

しなかった学生(ここでは，正規の一般学生)に比べ r補習教育」を修了しカレッジ・ワ

ークへ進んだ、学生の「定着率」は必ずしも高くないことを指摘する.フィラデルフィア・コ

ミュニティ・カレッジ(Community College of Philadelphia) ， なども同様の見解を示

す. しかし，両カレッジは r補習教育」を履修する学生で1セメスター継続し得た者は，

当初より「補習教育」の履修を必要としなかった学生と同率の「定着」をみせているとい

う.一方，パックス・カウンティ・コミュニティ・カレッジ (BucksCounty Community 

College)などは r補習教育」を当初より必要としなかった学生と同程度の「定着」率を示

していることを例に挙げる.しかも，カレッジ・レベルに進学後も，安定した成績を残して

いるという.

サザン・ネパダ・コミュニティ・カレッジ (CommunityCollege of Southem 

Nevada) ，オハイオ大学サザンキャンパス (OhioUniversity -Southem Campus)は，

学生の「定着」問題は，学生のモチベーションにあると指摘する.学習に対して真撃に取り

組む(高い動機をもっ)学生は，転学科目においてもよい結果を果たす.カレッジ・レベル

には学力的に到達していなくとも，モチベーションの高い学生に対して「補習教育」の貢献

は大きいというのである.一方，確たる目標をもたない(もとうとしない)学生は，もつ学

生よりも向上はみられないという.彼らはしばしば「ドロップ・アウトJし，成績も好まし

くないという.ニューメキシコ州立大学カールズ、パッド校(New Mexico State University 

at Carlsbad)によれば，学生の「定着」の問題は，全てのコミュニティ・カレッジの問題で

もあることを指摘する.学生の成功は，最初の l年目に拠るところが大きいという.実際，

学生(成人)がもっ学業継続への拘泥が，仕事，財政面，家庭の問題，など、外的要因によっ

て諦念に結びつく場合も多々ある.しかし，一般的には「補習教育」の履修を義務づけられ

る学生や，非カレッジ・レベルのプログラムであっても，その学業を滞りなく克服する学生
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は，学位取得や資格取得のために継続してカレッジに残ることが多いという. チャンドラー

ギルパート・コミュニティ・カレッジ(Chandler-Gi1bert Community College)の「定

着」パターンは，担当教員の教授法に拠るところが大きいという.つまり，教授法が優れて

いれば，著しく高い「定着」率を示す，というのである.セントラル・メイン・テクニカ

ル・カレッジ(Central Maine Technica1 College)によれば r補習教育」に学ぶ多くの

学生は r補習教育」が学位や資格を取るための教育実践であると信じているという.

5. rカレッジ」科目への登録(履修)と4年制大学への転学状況

(1) rカレッジJ科目への登録(履修)状況

第3章で援用した連邦教育省のデータによれば (1996)， r補習教育」科目の修了率は，

個別科目的には「リーディング」は72%，以下「ライティングJ71%， r数学J65%とい

う結果であった. 約7割の「補習教育」科目在籍学生が「補習教育」科目を履修したことに

なる. 筆者がおこなったアンケート (1998""1999)のなかで， セントラル・カロライナ・

テクニカル・カレッジ(Centra1Carolina Technica1 College) などは， 81%の修了率とい

う結果を示した. 加えて， 第3章 (2節)で分類したように， カレッジ前レベルの「補習

教育」に学ぶ学生のほぼ全員が「カレッジ・レベル」の科目登録(履修)を目指す者である.

筆者がおこなったアンケート (1998""1999)でも，カレッジ前レベルの「補習教育」を

終えた者の大半が「カレッジ」科目への登録を希望しているという結果を得た71) しかし，

管見の及ぶ限りではあるが r補習教育」科目履修者の「カレッジ」科目への登録(履修)

状況についてのデータを提示する研究は見受けられない.そこで，実際の登録(履修)状況

に迫るための可能性として， ①「補習教育」科目と「カレッジ」科目との登録(履修)形態，

と②「カレッジ」科目内容の系統化を目指す実例，などを考察する. この①②は r補習

教育」に学ぶ学生が同時に「カレッジ」科目を登録する機会を得ていることを例示するもの

である.

まず①であるが r正規の科目領域」カリキュラムのなかに「補習教育」科目を組み入れ

るという考え方である. 第3章 (3節)のデータが示すように r補習教育」科目と「カ

レッジ」科目(1・ 2科目程度)との同時履修を認めているカレッジが， 各科目ともにほぼ

100%を占めている. 詳細は次節に譲るが， このシステムは r補習教育」科目の実施形態

である「統合学科J型に多くみられる.加えて， 同時履修をおこなっているなかでも rwカ

レッジ』科目を同時登録できるが， 登録している『補習教育』科目を履修するまで仮に『カ
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レッジ』科目を履修していても単位を認定しない」などの履修形態をとっているカレッジも

ある. 主として["補習教育」科目実施形態の今ひとつの型である["分離学科」型がこの

システムを実践している.

次に②である. これは["補習教育」科目を「基礎必須教育J科目としている例である.

Perin， D.は， 2つの型を例示する. ひとつは["連結科目J (linked courses / ["群生

科目J (clustered courses) ) ，今ひとつは「注入科目J (infused courses)である.前

者は 1科目の「カレッジ」科目 (onecontent course )に 1科目以上の「ライティン

グJ ["リーディング」などの「スキル」科目(基礎学習技能:academic skil1s courses)を

つなげる型である. つまり，学生は「スキル」科目終了直後， 継続して「カレッジ」科

目を登録するととになる. その一連の流れを終えることにより，ひとつの「カレッジ」科目

を履修することになる["カレッジ前レベルの『補習教育』科目を『基礎必須教育』科目に

位置づけた型」と言い換えることができる72)

次に，後者の「注入科目」である. これは，ひとつの「カレッジ」科目のなかに["スキ

ル」科目の要素を組み込むものであり，本節の実践例 (3-(b))と同じ型である73). Perin， 

D.によれば，コミュニティ・カレッジで実施されている「注入科目」には3つのタイプがあ

るという.そのタイプとは， ①「注入職業科目 Onfusedoccupational courses) ，② 

「応用アカデミック科目 (appliedacademic courses) ，③「混種科目J (hybrid 

courses)である. ①は["ライティング」をカレッジ・カリキュラム上でのコア科目に位置

づけることにより["放射線テクノロジー」などの「カレッジ職業」科目のなかに「スキ

ル」科目を組み入れるもの.②は["職業教育」のテーマを用いて「スキル」科目を教える

方法. ③は["職業的教科内容」と「カレッジ・レベルの教科内容」を同程度に強調するタ

イプである74).

(2)地域州立総合4年制大学への転学状況

第2章で「カレッジ・ワーク」の目標レベルを設定した. そこで， ここでは特に地域州立

総合4年制大学への転学を意識して考察する.

「補習教育」を終えた学生が「カレッジ」科目に登録(履修)する可能性については，

(1)にて考察した. その結果["補習教育Jを登録(履修)する学生が， 同時に「カレッ

ジ」科目を登録(履修)できるシステムを，大半のコミュニティ・カレッジがもっているこ

とが明らかになった75) しかし， ["補習教育」科目の履修経験のある学生が4年制大学・カ

レッジへの転学率を示すデータは， 管見の及ぶ限りでは見あたらない76). そこで 4年制

大学， 特には地域州立総合4年制大学へのスムーズな転学のシステムが確立している事例を
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①「共通科目番号制度J (common course numbering system) ， ②転学単位としての

「非リベラル・アーツ」科目 (non-1iberalarts / occupational courses) ， などを考察す

ることを通して r補習教育」科目修了学生の地域州立総合4年制大学への転学に迫ってみ

たい.

まずは，①の「共通科目番号制度」である. これは， 同じ州内(学区内)にあるコミュ

ニティ・カレッジと，特には地域州立総合4年制大学(前期2年課程)で実施される制度で

ある rカレッジ」科目に共通の番号をうつ乙とにより両機関の「カレッジ」科目問の整合

性を促進し，転学をよりスムーズなものにすることを目的にしている77) カリフォルニア

州・カンサス州・テキサス州・フロリダ州を始めとする大半の州がとの制度を用いている

78) また， この制度をもっ州の高等教育部局は， 一般的に 「接続委員会 (articulation

agreement)設置し，両機関が提供する「カレッジ」科目の整合性などを確認する作業をお

こなっている79)

次に， ②の転学単位としての「非リベラル・アーツ」科目である. これは，①に連動す

るものであるが，コミュニティ・カレッジが実施するカレッジ・レベルの「非リベラル・ア

ーツ」科目を地域州立総合4年制大学が転学単位として認定しようとするものである. これ

は， これまでの考察にみられるように，高等教育機関が地域経済発展に寄与することが求め

られ，その結果「大学機能J，厳密には「カレッジ・レベル」科目のなかに「非リベラル・

アーツJ科目が組み込まれてくるようになったことが主な要因である. 学生の低学力という

のが一方においである.

「非リベラル・アーツ」科目が転学単位として認定されることにより， コミュニティ・カ

レッジから地域州立総合4年制大学への転学が一層スムーズなものとなった. 一例をあげよ

う. まずは，カリフォルニア州である. 同州の高等教育システムでは，カリフォルニア大学

群 (Universityof California)はカリフォルニア州のコミュニティ・カレッジで提供される

全「非カレッジ・アーツJ科目のなかで29%，カリフォルニア州立大学群(Ca1ifornina 

State University)では62%が前期課程の単位として認められている. イリノイ州では，イ

リノイ大学群 (Universityof Illinois)が16%，イリノイ州立大学群が80%. テキサス州で

は， テキサス大学群 (Universityof Texas)が35%，テキサス州立大学群 (TexasState 

U niveristy)は42%となっている. 州立大学のなかでも，研究系大学の単位認定率が低く，

地域州立総合4年制大学が高くなっている80) 認定されていないのは， 主として「基礎必

須教育J科目を履修要件としない「非リベラル・アーツ」科目である.
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以上から，これらのシステムにより，州内においては， コミュニティ・カレッジから州立

大学までの転学がシステム的保障されていることが明らかとなった. r共通科目番号制」の実

施と「非リベラル・アーツJ科目の転学単位認定により，州内のコミュニティ・カレッジと

州立大学への転学がスムーズになったのである. これは， コミュニティ・カレッジで提供さ

れる「カレッジ」科目がそのまま同州(あるいは同学区内)の地域州立総合4年制大学のそ

れと科目と同レベルと見倣されていることを意味する. つまり r補習教育」科目と「カ

レッジ」科目の履修を終えた学生は 希望すれば地域州立総合4年制大学への転学が困難で、

はないことが予想される. ここで r補習教育」に学ぶ学生が， コミュニティ・カレッジ

の「カレッジ」科目を履修する学力を「補習教育Jが保障でき得ているかが焦点となる81)

筆者がおこなったアンケート調査 (1998'"1999)によれば 「補習教育J科目履修者が

「カレッジ・ワーク」に係わるとき r補習教育」科目の履修経験のある学生ほど， カレッ

ジ・レベルに進んでもよい成績を残すという. つまり r補習教育J時の経験が「カレッ

ジ・レベル・ワーク」をおこなう上において活かされる， というのである. 一例を挙げれ

ば， ブルー・マウンテンは「補習教育」の経験が「カレッジ・ワーク」をこなす力となるこ

とを強調し，アイダホも「補習教育」履修時の経験がなければ，カレッジ・レベルでの継続

が警告的に低いものになることを指摘する. また， ウェナッチ・パレィなどは r補習教

育」にて基礎学習技能を獲得できない学生はカレッジ・レベルの科目をフォローすること

が困難であるといヨ.

第3節 「補習教育」と「カレッジ・ワーク」との連続性

ー「分離学科」型対「学科統合」型論争を通して一

本節では r補習教育」の実施形態をめぐる見解の相違(r分離学科」型支持派対「学科

統合」型支持派)に焦点を絞り検討するととによりカレッジ・ワーク」と「補習教育」

との「連続性」を考察する.この場合，カレッジ前レベルの「補習教育」科目と「カレッ

ジ」科目との係わりということになる.

1. r補習教育」実施形態の概要
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アカデミック・カリキュラム内での Fカレッジ前レベル補習教育」の実施形態には["独

立した学科・部局 (department/ division)の中で提供されるべき」という考え方と，独立

したものではなく「正規の科目領域(academic skills area) の学科の中で施されるべきJ

とい教え方の2型に大別できる.前者は["正規の科目領域J (カレッジ科目領域)と分断

したカリキュラム(プログラム)をもち，教授法・プログラム開発など，専門的資質・技量

をもった教員によって教育が施される.そして["補習教育」の独自性をもって学生の学習

技能を向上させるという立場(["分離学科」型).後者は 「正規の科目領域」カリキュラ

ムのなかに「補習教育」科目を組み入れるという考え方(["学科統合」型)である.両派の

差異を明確なものにするために，正規の科目領域と「補習教育」の科目との関係を意識して

図式化すると以下の通りになる.

「分離学科」型

正規の科目領域

「学科統合」型

(college-level courses) 

正規の科目領域

(college-level courses) 

「補習教育」プログラム

カレッジ前・レベル科目

(precollege level developmental/ 

remedial courses) 

↑↑↑  

「補習教育」プログラム

カレッジ前・レベル科目

(precollege level developmental/ 

remedial courses) 
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b

実際どちらの型が，コミュニティ・カレッジにおいては多く用いられているのであろ

うか.第3章にて引用した教育省のデータ (1996)では補習教育 (remedial

education)科目(["リーディングJ ["ライティングJ ["数学J)ごとにデータを抽出して

いる. まずは「リーディング」である. カレッジ・レベル学科と分離した①「補習教育J
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実際どちらの型が，コミュニティ・カレッジにおいては多く用いられているのであろ

うか.第3章にて引用した教育省のデータ (1996)では補習教育 (remedial

education)科目(["リーディングJ ["ライティングJ ["数学J)ごとにデータを抽出して

いる. まずは「リーディング」である. カレッジ・レベル学科と分離した①「補習教育J
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の学科・部局 (separateremedia1 division)は30%，②伝統的アカデミック学科

(traditiona1 academic department)は54%，③学習センター(le訂 ningcenter)は10

%，④その他は3%. rライティング」では，①は30%，②は59%，③は8%，④は3%.

「数学」では，①は27%，②は62%，③は8%，④は3%とそれぞ、れなっている82) 筆者

の分類でいうところの「分離学科J型は①③が該当すると考えられ rリーディング」では

40%， rライティング」では38%， r数学」では35%という結果である. 一方「学科統

合」型は，②と考えられ rリーディング」は54%， rライティング」は59%， r数学」で

は62%である. 同データの限りでは r学科統合」型を採用しているカレッジが多い結果

となっている.しかし，他の高等教育機関 (4年制大学・カレッジ)と比するに，コミュニ

ティ・カレッジが「分離学科J型を最も多く採用している83)

「分離学科J型と「学科統合」型というカリキュラム内での実施形態であるが， 伝統的

に r学科統合」型がとられていた. しかし， 1960年・ 70年代頃に伝統的「学科統合」型

に加え r分離学科」型が現われてきた84) この背景には，高等教育の大衆化に伴う「新

しい学生」の大量入学(登録)の流れがある.学力的に「危機的状況にある学生Jの高等教

育機関への大量参入は，各高等教育機関に，カリキュラムの変革なと、学生救済への対策を迫

ることになったのである.特に「非選抜入学(登録)制Jを入学基準に設定する地域州立総

合4年制大学やコミュニティ・カレッジは深刻であった.そのような脈絡のなかで r補習

教育」の専門化，プログラムの組織化・体系化，専門職としての教員の確立を実現するため

に r補習教育」科目・プログラムをひとつの学科・部局として設置し， 専門性を高めるこ

とになったのである.

2. r分離学科」型 -Roueche， J.E.の見解一

「補習教育」の「分離学科」型を提唱する主たる研究者(オピニオンリーダー)には，

Roueche， J.E.カtいる.

彼は， 1970年代以前の正規の科目領域 (subjectarea courses)における「補習教育Jの

在り方を批判する.つまり r学科統合J型による「補習教育」科目の実施形態での教育効

果についての疑念である. 彼は，それを「専門性」との係わりから批判を展開する.つま

り r学科統合J型では r補習教育」の専門性(科目・教員)が育たないという指摘であ

る r補習教育」科目が正規科目 (regularcourses) を水で薄めたもので構成されてい
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る，という点をその根拠としている.つまり，そのような実状では「補習教育Jとしての専

門性を獲得することが困難というのである. 加えて r学科統合」型の基本履修形態であ

る rカレッジ」科目と「補習教育J科目の同時履修を批判として挙げる. 学生に同時に

「カレッジ」科目と「補習教育」科目を履修させることは r補習教育の効果 (theeffect 

ofremedy)を否定することになるというのである r正規のカレッジ」科目 (regular

college courses )に「補習教育J科目が組み込まれることは，結果として科目それ自体のス

タンダードを落としめることになり， ひいては学生の基礎学習技術獲得を妨げることになる

というのである.実際，教員はそのような水で薄められた科目を担当することには， あまり

積極的ではないという85) たいていの場合 rカレッジ」科目担当教員は，学科の高潔さ

(integrity)と学問的内容を維持しなければならないと信じていた. しかし現実には，大半

の学生がコミュニティ・カレッジが施す伝統的な様式の教育実践をこなすことができるわけ

ではなかった. 教員には rカレッジ」科目担当教員中心の序列 (peckingorder )がおこ

われた86) その結果， r正規科目領域」のみを担当する教員と r基礎学習技能」である

「補習教育」を担当する教員との聞に深い溝を作ることになった87) 補習教育J担当教

員のコミュニティ・カレッジ内での地位の低さ，例えばCohen.A.M.に従えば，未だに「カ

レッジ」科目担当教員から「教員の最下層 (pariahs)Jに位置づけられているということに

なる88)

「分離学科」型を標梼する Roueche，J.E.の主張の論点は r補習教育」科目・担当教員

のコミュニティ・カレッジ内での地位の向上に集約される.換言すれば r補習教育Jと担

当教員の専門性の確立である.専門性の確立の付随的意味合いとしての地位の向上である.

そのことをもって初めて，学生に対して効果的・効率的な学習成果が期待できるとする立場

である.Roueche， J.E.は，自らがおこなったコミュニティ・カレッジでの調査結果をもと

に r統合学科」型から 「独立した部局J (a separate division)への移行をもって r補

習教育」科目および担当教員の専門性の確立，つまりは，カレッジ内での地位の向上を模索

するためのひとつの契機となったことを指摘する.実際，管理職やカレッジ・プログラムの

コーディネーターは，それまでボランティアとして見倣していた「補習教育」担当教員を，

カレッジの教員として理解するようになった89)

Roueche， J.E.は r分離学科型Jの利点を次のように整理している. ①学生の「基礎学

習技能」向上という効果をカレッジにコミットできる，②学生同志の強力な仲間意識(peer 

relationship)が現実のものとなる. つまり r分離学科」型は，学生達を「孤立した学習

タスク Osolatedlearning task)という孤立感から解放し，共通の目的 (common
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purpose)を目指す仲間としての意識をもたせることができる，③学生を個人的単位で知る

ことができる(インストラクター，カウンセラーと学生の密接な関係)， などである90)

Roueche， J.E.は，次に検討するCohen，A.M.の見解に反論する.Cohen， A.M.による「正

規の科目のなかでのみ『補習教育』の効果を確認できる」という見解に対して rそのよう

な考えは，心臓病の患者にジョギングを勧めるようなもの」であり「外部からの資金が規制

されたときのみ有効な案Jと喝破する.学生が「補習教育」科目から抜け出すことに失敗し

たのであれば正規科目の薄まったもの」を提供されるよりも r補習教育」を繰り返し

受講する方がはるかに建設的であるというのである91)しかし，実際には「補習教育J

(developmental education)のための充分な予算を獲得することが困難なコミュニティ・

カレッジが存在することを看過できない.

3. r学科統合」型 -Cohen， A.M.の見解

Cohen， A.M.は r分離学科J型の論点に対して異見を唱えるという形で「学科統合J型

の利点を提示する.Roueche， J.E.らの論点は「補習教育」担当教員の専門性を求めるとこ

ろに特徴があるが， Cohen，A.Mのそれは， r補習教育」科目から「カレッジ」科目への連続

性をとりわけ重視している92)

まず Roueche，J.E. ( r分離学科」型)の「独立した専門のプログラムにて，正規の科目

領域に進むまでに基礎学習技能を習得させる」という論点に対して， r正規の科目領域のカリ

キュラムに進む前に， ドロップ・アウトなど失敗してしまう可能性があるJことを指摘す

る.次に「分離すれば専門教員が育つ」という論点であるが，仮に「コミュニティ・カレッ

ジ学生から識字学生 (collegeliteracy) 93) Jを輩出したいのであれば rカレッジ全ての

教員が学生の基礎学習技能を向上させるための努力Jをする必要があり，とれこそがコミュ

ニティ・カレッジの教員のアカウンタピリティであると主張する. 正規の科目領域担当の教

員が，基礎学習技能の科目を担当することに積極的でないこと自体が問題であるというので

ある94) その他の問題点として rカレッジ」科目と「補習教育」科目を分離することが学

生にとって継続的な価値であるかどうか明らかではない，という点.加えて，カレッジ・レ

ベルの学力に届かない学生達が，分離した「補習教育」から締めだされた場合 rコミュニ

ティ・カレッジのリベラル・アーツは弱まるJ， rプログラムに対するトラッキングが強ま

るという倫理的な問題が生ずるJ， r正規の科目領域の担当教員と基礎学習技能サービス担
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当教員との関係がますます脆弱なものとなるJなどを挙げる95)

コミュニティ・カレッジの「オープン・ドア政策J (open-door philosophy)は rア

クセス」を否定すべきではないという点が前提となっているという. しかし，一方におい

て rアクセス」には「高度な学習内容J，つまりは rカレッジJ (college)というニュ

アンスを内包しているというのである.これは，全ての学生に対してアカデミック技能

(academic skills )科目への登録を認めるものではないが r補習教育」科目は，正規の科

目領域の教授(instruction)から完全に分離させられるべきものではないことを意味する，

というのである.この視点は， Richardson， R.C.， Fisk， E.C.， Okun， M.A.らのいうところ

の「識字技能がカリキュラムを通して， 継続性のある実践であるべきJ96)という指摘に

従っている.Cohen， A.M.は，コミュニティ・カレッジがもっすべてのプログラム(科目)

は r補習教育」科目の「要素J (component)をもつべき，という立場をとる.しかもこ

の「要素」は r分離した補習教育科目 (separatedevelopmenta1 courses)を形成する

ことができ，基礎学習技能の教授を「カレッジ」科目を含めたすべての授業に組み込むこと

ができるものであると主張する97)

Cohen， A.M.は，アカデミック・カリキュラム上での「補習教育」科目の組み込みは，

「学生の識字の低下に対する現実的な応え」として，また，コミュニティ・カレッジの「高

等教育機関」のレベル維持(保護)のための「本質的なステップJになると結論づける.理

由として，①高いレベルの読書能力を示すまで，正規の科目 (collegiatecourses )から学

生達を除くのは非現実的，②サポート・サービス (supportservices) が強制的であること

ができ，チューターや自主学習活動<tutorialsand learning laboratory activities) は，ク

ラス教授法(classroom instruction )と統合されることの可能性が高い，③入学してくる

学生の約10%のみが「カレッジ・レベルの学力の要件を備えた学生」という現実では，コ

ミュニティ・カレッジの「転学機能」を守ることが難しい，などを挙げる.多くのコミュニ

ティ・カレッジの学生，特にマイノリティや経済的に不利な立場の学生達にとって，コミュ

ニティ・カレッジは唯一高等教育への「アクセス」への機会を提供するものである.その意

味において rカレッジJ (collegiate institution) としての正当性を失うということは

「非サービス的(disservice )であり，コミュニティ・カレッジが非識字の問題を解決し

ない限り「非サービス的」にならざるを得ないことを指摘する98) さらに Cohen，A.M.

は rカレッジ・ワーク」から分離された「補習教育J科目が産み出す様々な問題点，例え

ば①分離された「補習教育」科目が人種主義や階級を腔胎とする (class-basedtracking) 

という現実99) ②幾たび「同じ人達に対して， 同じ能力を教えることに公的資金(税金)
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を導入すれば気が済むのか」という批判， ③カレッジ・カリキュラムから「補習教育」科目

を「分離」したとき r補習教育」の教育的標準を保つことができるのか，という疑問100)

などに対してどのように答えるのか，と「分離学科」型支持者達に疑問を投げかける.コ

ミュニティ・カレッジが「学力的に十分ではない学生J ( less well-prepared students) 

の大量入学を許可し，しかも，高等教育機関としての信頼を維持することができるか否かとい

うことが，コミュニティ・カレッジに与えられた抗うことができない課題 (overriding

issues)であり，もしそれが果たされば，コミュニティ・カレッジは自らの誕生時よりの課題

(earliest proponents)を達成することができるという101)

4.ひとつの提案

以上の考察を整理するかたちで，各実施形態が効果的な成果を獲得するための方策を提示

してみたい.というのも r補習教育」科目の普遍的実施形態を提示することは困難だから

である.コミュニティ・カレッジが提供する教育プログラムは，地域のニーズの影響を強く

受けてきた. なかでも「補習教育」科目の場合は顕著である. 例えば，コミュニティ・カ

レッジ設置地域が財政的に裕福か否によって，その実施形態が決定されることが多々ある.

実際，財政的にゆとりのある学校区は r分離学科」型をとることが多い.

まずは「分離学科」型であるが，この型の問題点は「カレッジ」と「補習教育」とのスム

ーズな連続性 (sequence)である.この点を乗り越えるための方策として rカレッジJ科

目と「補習教育」科目の「同時履修システム」の導入がある.つまり，このシステムを導入

することにより，学生は初期のうちに「補習教育」のワークから「カレッジ・レベルJワー

クへ移動についての自らの関心を確認できる.そして，学生は「カレッジ・レベル」科目登

録の準備へのモチベーションをもつことができる102) つまり カレッジ・レベル・プログ

ラムとタイ・アップすることによって，非単位の科目・プログラム (noncreditcourses 

/programs)に登録している学生が，カレッジ・レベルの単位をもっ科目 (creditcourses 

collegiate goals) へシフトする動機を「同時履修システム」は与えることができるのである

103) . Donovan， R. A.はこれを， r教育的共同J(educational collaboration)と捉えた104)

「基礎学習技能を強化するための相互学科的共同J Cinterdepartmenta1 collaborations to 

reinforce basic ski11s)であるという.これこそが「補習教育」の鍵概念であると主張する.

実際， 限定的であることが多いが， この型でも同時履修がおこなわれている.
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一方["学科統合」型の主たる問題点は["補習教育」の専門性の欠如にある.たいてい

の場合，この型は「カレッジ」科目担当教員によって施されるため，体系立ったプログラム

をもっ「補習教育J科目，効果的な教授法の開発などがなされ難い環境にある. であるか

ら，専門的教授法・プログラム開発などを[補習教育」を専門とする教員の積極的採用，加え

て，可能であるならば「フル・タイム」教員の確保の実現が課題となろう. 別の視点とし

て["補習教育」科目を担当する「カレッジ」科目担当教員(主として，英語・数学教員)

に対して教員研修 (FacultyDevelopment)を奮励する方策がある.現在，大学院レベルの

プログラムを提供し["補習教育」の修士号(博士号)の学位を提供する研修プログラムを

もっ大学には，アパラチアン州立大学 (AppalachianState University :ノースカロライナ

州)，グランプリング州立大学 (Gramb1ingState University :ルイジアナ州)，ナショナ

ル・ルイズ大学 (National-LouisUniversity :イリノイ州)，サウスウエスト・テキサス州

立大学 (SouthwestTexas State University :テキサス州)などがある.アリゾナ大学

CUniversity of Arizona :アリゾナ州)では，大学院レベルの学位を付与するプログラムは

もたないが， ["補習教育」担当教員のための研修トレーニングのプログラムを提供している.

また， NADEやカレッジ・リーデイング・ラーニング協会 (CollegeReading and 

uヨarningAssociation : CRlA)などは，教員養成(研修)のための専門的プログラムをも

ち，現役教員のレベルアップに貢献している105)

[註]

1) McGrath， D. and Spear， M.B. The Academic Crisis ofThe Community College. 

Albany: State University of New York Press， 1991， p.44. 

2) ["基礎必須教育」科目 (prerequisite)とは，ある科目を登録(履修)する前に必ず履

修しなければならない科目.例えば["中級化学J (Intermediate Chemical)を履修

するためには["初級化学 (ElementaryChemical)あるいは「入門化学」

Introductory Chemical)の履修が前提条件 (prerequisite)となる. 4年制大学・カ

レッジが，コミュ二ティ・カレッジからの転学に対して，必ずしも積極的ではない理由

のひとつに，コミュ二ティ・カレッジの転学科目は["基礎必須教育」科目をもたない

「一般教育J科目が含まれているところにある.実際， 4年制大学・カレッジの多く
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は["基礎必須教育」科目を必修要件としない科目を「カレッジ」科目とは認定してい

ない.Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らが調査 (1983)結果をまとめた「一般教育」の

科目レベルを紹介する.同調査によると基礎必須教育」科目を要件としない科目が

「科学」系では65%を占め["社会科学」系は79%. ["数学」に至っては， 25%のみが

「入門クラスJで，残りの60%は「補習数学」であった (Cohen，A.M.， and Brawer， 

F.B. The Collegiate Function of Community Colleges. San Francisco: Jossey-Bass， 

1987， pp.32-34) . 

3) McGrath， and Spear， 52-53. 

4) McGrath， and Spear， 53. 

5) McGrath， and Spear， 17. 

6) Richardson， R.C.， Jr.， Fisk， E.C.， and Okun， M.A. Literacy in the Open-Access 

College. San Francisco: Jossey-Bass， 1983. (McGrath， and Spear， 15) 

7) McGrath， and Spear， 17， 19. 

8) Cohen， A.M. “Responding to Criticism of Developmental Education." In A.M. 

Ahrendt (edよ Teachingthe DevelopmentaJ Education Student. New Directions 

for Community Col1eges， nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， p.3. 

9) National Center for Education Statistics， Statistical Analysis Report October 

1996. RemediaJ Educaiton at Higher Education Institutions in FaJ11995. 

Washington， D.C. : U.S. Department of Education， 1996， PP.9-10. 

各々の州のデータをみてみると，ニュージャージー (1980年代)では，コミュニティ・

カレッジに入学(登録)してくる学生の3分の lが「補習教育」を必要としているとい

う傾向は， 1994年の調査でも変化がない.またワシントン州の1985年の調査では，半数

が「英語J ["リーディングJ ["数学」の学力が欠如しているという結果となっている.

オクラホマでは44%(1993) ，テキサス州では40%(1987)であるという.単カレッ

ジのデータでは， Rockland Community Col1ege (ニューヨーク州:1989)では入学者

の40%以上が「補習教育」へ送られるといい， Shelby State Community Col1ege 

(テネシー州:1988)では88%の学生 (first-timestudents entering college)が「補

習教育」へ振り分けられる (Cohen，A.M.， and Brawer， F.B. The American 

Community College (3rd ed.). San Francisco: Jossey-Bass， 1996， p.257) . 

10) Roueche， J.E. ，Baker， G.A.III.， OmahaBoy， N.H.， and Mullins， P.L. Access & 

Excellence: The Open-Door College. Washington， D.C.: American Association 

-157-

は["基礎必須教育」科目を必修要件としない科目を「カレッジ」科目とは認定してい

ない.Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らが調査 (1983)結果をまとめた「一般教育」の

科目レベルを紹介する.同調査によると基礎必須教育」科目を要件としない科目が

「科学」系では65%を占め["社会科学」系は79%. ["数学」に至っては， 25%のみが

「入門クラスJで，残りの60%は「補習数学」であった (Cohen，A.M.， and Brawer， 

F.B. The Collegiate Function of Community Colleges. San Francisco: Jossey-Bass， 

1987， pp.32-34) . 

3) McGrath， and Spear， 52-53. 

4) McGrath， and Spear， 53. 

5) McGrath， and Spear， 17. 

6) Richardson， R.C.， Jr.， Fisk， E.C.， and Okun， M.A. Literacy in the Open-Access 

College. San Francisco: Jossey-Bass， 1983. (McGrath， and Spear， 15) 

7) McGrath， and Spear， 17， 19. 

8) Cohen， A.M. “Responding to Criticism of Developmental Education." In A.M. 

Ahrendt (edよ Teachingthe DevelopmentaJ Education Student. New Directions 

for Community Col1eges， nO.57. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， p.3. 

9) National Center for Education Statistics， Statistical Analysis Report October 

1996. RemediaJ Educaiton at Higher Education Institutions in FaJ11995. 

Washington， D.C. : U.S. Department of Education， 1996， PP.9-10. 

各々の州のデータをみてみると，ニュージャージー (1980年代)では，コミュニティ・

カレッジに入学(登録)してくる学生の3分の lが「補習教育」を必要としているとい

う傾向は， 1994年の調査でも変化がない.またワシントン州の1985年の調査では，半数

が「英語J ["リーディングJ ["数学」の学力が欠如しているという結果となっている.

オクラホマでは44%(1993) ，テキサス州では40%(1987)であるという.単カレッ

ジのデータでは， Rockland Community Col1ege (ニューヨーク州:1989)では入学者

の40%以上が「補習教育」へ送られるといい， Shelby State Community Col1ege 

(テネシー州:1988)では88%の学生 (first-timestudents entering college)が「補

習教育」へ振り分けられる (Cohen，A.M.， and Brawer， F.B. The American 

Community College (3rd ed.). San Francisco: Jossey-Bass， 1996， p.257) . 

10) Roueche， J.E. ，Baker， G.A.III.， OmahaBoy， N.H.， and Mullins， P.L. Access & 

Excellence: The Open-Door College. Washington， D.C.: American Association 

-157-



of Community創ldJuniorCollege， 1987， p.7. 

11) McGrath， and Spear， 25. 

このような学生は r学力的に危機的状況をもっ学生J (high-risk students)と称さ

れることが多い.つまり「カレッジ・レベルのワークをこなすには，準備不足(i11-

prepared) な学生」を指す r学習習慣J r基礎学習技能 (3R's) Jなどが欠如して

おり，一般的にハイスクールの成績は，クラスで後ろから数えて3番目あたりの成績者

であることが多い.このような学力レベルの学生が，コミュニティ・カレッジに入学

(登録)する.自信の欠如・自己イメージの低さが彼らの特徴とされているくBarshis，

D.E.， and Guskey， T.G.“Providing Remedia1 Educaiton." In G.E. Vaughan 

and et al. Ceds.). Issues for Community College Leaders in a New Era. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1983， p.78) 

12) McGrath， and Spear， 43. 

13) McGrath， and Spear， 22. 

14) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd. ed')， 261. 

15) Barshis， and Guskey， 79. 

16) Barshis， and Guskey， 99. 

17) McGrath， and Spear， 44. 

18) Roueche， Baker III， OmahaBoy， and Mullins， 6. 

19) Spann， M.G.， and McCrirnrnon， S. “Rernedia1 / Developrnenta1 Education: Past， 

Present， and Future." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the Community 

College in Ameri伺 :Its History， Mission， and Management. Connecticut: 

Greenwood Press， 1994， p.161. 

20) Spann， and McCrirnmon， 163. 

21) Spann， and McCrirnmon， 171. 

22) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd. ed')， 273-274. 

23) Cohen， 3. 

24) Cohen， 4. 

25) Barshis， and Guskey， 79. 

26) Barshis，加dGuskey， 82. 

27) Barshis， and Guskey， 98. 

28) Boggs， G.R. ，and Cater， J.J.“The Historica1 Development of Academic 

-158-

of Community創ldJuniorCollege， 1987， p.7. 

11) McGrath， and Spear， 25. 

このような学生は r学力的に危機的状況をもっ学生J (high-risk students)と称さ

れることが多い.つまり「カレッジ・レベルのワークをこなすには，準備不足(i11-

prepared) な学生」を指す r学習習慣J r基礎学習技能 (3R's) Jなどが欠如して

おり，一般的にハイスクールの成績は，クラスで後ろから数えて3番目あたりの成績者

であることが多い.このような学力レベルの学生が，コミュニティ・カレッジに入学

(登録)する.自信の欠如・自己イメージの低さが彼らの特徴とされているくBarshis，

D.E.， and Guskey， T.G.“Providing Remedia1 Educaiton." In G.E. Vaughan 

and et al. Ceds.). Issues for Community College Leaders in a New Era. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1983， p.78) 

12) McGrath， and Spear， 43. 

13) McGrath， and Spear， 22. 

14) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd. ed')， 261. 

15) Barshis， and Guskey， 79. 

16) Barshis， and Guskey， 99. 

17) McGrath， and Spear， 44. 

18) Roueche， Baker III， OmahaBoy， and Mullins， 6. 

19) Spann， M.G.， and McCrirnrnon， S. “Rernedia1 / Developrnenta1 Education: Past， 

Present， and Future." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the Community 

College in Ameri伺 :Its History， Mission， and Management. Connecticut: 

Greenwood Press， 1994， p.161. 

20) Spann， and McCrirnmon， 163. 

21) Spann， and McCrirnmon， 171. 

22) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd. ed')， 273-274. 

23) Cohen， 3. 

24) Cohen， 4. 

25) Barshis， and Guskey， 79. 

26) Barshis，加dGuskey， 82. 

27) Barshis， and Guskey， 98. 

28) Boggs， G.R. ，and Cater， J.J.“The Historica1 Development of Academic 

-158-



Prograrns in Community Colleges." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the 

Community College in America: Its History， Mission， and Management. 

Connecticut: Greenwood Press， 1994， pp.223-224. 

29)悶chardson，R.C.， Jr.， and Bender， L.W. Fostering Minority Access and 

Achievement in Higher Education: The Role of Urban CommuniむrCol1eges and 

Universities. San Francisco: Jossey-Bass， 1991， pp.38-65. 

30) Roueche， Baker III， OmahaBoy， and Mul1ins， 72. 

31) Mellander， G.A.， and Robertson， B. “Tradition and Transformation: Academic 

Roots and the Community College Future." In B.W. Dziech and W.R. Vilter 

(eds.). Prisoners of Elitism: The Community College's Struggle for Stature. New 

Directions for Community Colleges， nO.78. San Francisco: Jossey-Bass， 1992， 

p.13. 

32) McGrath， and Spear， 37. 

33) McGrath， and Spear， 45-46. 

34) 1984年のネパダ州の大学システム， 1983年のカリフォルニア州中等後教育委員会な

ど (Cohen，4) . 

35) Boggs， and Cater， 223-224. 

36)筆者が，コミュニテイ・カレッジへ実施したアンケート (1998，-.，1999)より判断した.

37) Cohen， A.M.， and Brawer， F.B. The Collegiate Function of Community 

Col1eges. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， p.24. 

38) Cohen， A.M肌.，andI抱gnaおsh，J工.

199飢1."In Fγ切obingt白hθ CommunityCol1ege Tr冶'88釦:nfたerFunction. Washington， D.C.: 
National Center for Academic Achievement and τ'ransfer， American Council on 

Education， 1993， pp.13-29. 

39) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 135. 

40) Cohen， and Brawer，刀1econθgiate Function， 40， 150. 

41) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 6. 

42) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 177. 

43) Spann， and McCrimmon， 162. 

44) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 191. 

45) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 7. 

-159-

Prograrns in Community Colleges." In G.A. Baker III (edよAHandbook on the 

Community College in America: Its History， Mission， and Management. 

Connecticut: Greenwood Press， 1994， pp.223-224. 

29)悶chardson，R.C.， Jr.， and Bender， L.W. Fostering Minority Access and 

Achievement in Higher Education: The Role of Urban CommuniむrCol1eges and 

Universities. San Francisco: Jossey-Bass， 1991， pp.38-65. 

30) Roueche， Baker III， OmahaBoy， and Mul1ins， 72. 

31) Mellander， G.A.， and Robertson， B. “Tradition and Transformation: Academic 

Roots and the Community College Future." In B.W. Dziech and W.R. Vilter 

(eds.). Prisoners of Elitism: The Community College's Struggle for Stature. New 

Directions for Community Colleges， nO.78. San Francisco: Jossey-Bass， 1992， 

p.13. 

32) McGrath， and Spear， 37. 

33) McGrath， and Spear， 45-46. 

34) 1984年のネパダ州の大学システム， 1983年のカリフォルニア州中等後教育委員会な

ど (Cohen，4) . 

35) Boggs， and Cater， 223-224. 

36)筆者が，コミュニテイ・カレッジへ実施したアンケート (1998，-.，1999)より判断した.

37) Cohen， A.M.， and Brawer， F.B. The Collegiate Function of Community 

Col1eges. San Francisco: Jossey-Bass， 1987， p.24. 

38) Cohen， A.M肌.，andI抱gnaおsh，J工.

199飢1."In Fγ切obingt白hθ CommunityCol1ege Tr冶'88釦:nfたerFunction. Washington， D.C.: 
National Center for Academic Achievement and τ'ransfer， American Council on 

Education， 1993， pp.13-29. 

39) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 135. 

40) Cohen， and Brawer，刀1econθgiate Function， 40， 150. 

41) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 6. 

42) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 177. 

43) Spann， and McCrimmon， 162. 

44) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 191. 

45) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 7. 

-159-



46) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 191. 

47) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 10. 

48) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 9. 

49) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 22. 

50) Cohen， and Ignash， 14. 

51) Cohen， and Ignash， 17. 

52) Cohen， and Ignash， 17. 

53) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 108. 

54) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 40. 

55) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 135. 

56) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 139. 

57) Cohen， and Brawer， The Col1egiate Function， 139. 

58) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 202. 

59) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 39. 

60) Cohen， and Brawer， The Col1egiate Function， 213. 

61) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 39. 

62) Noel， L.， Levitz， R.， Saluri， D. and Associates. Increasing Student Retention: 

Effective IケogramsandI匂cticiesfor Reducing the Dropout Rate. San Francisco: 

Jossey-Bass， 1985， p.X. 

63) Noel， Levitz， Saluri， and Associates， 5. 

64) Cohen，訂ldBrawer， The American Community College 臼:rded.λ62-63. 

65) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 61. 

66) Cohen， and Brawer， The Ameri伺 nCommunity College (3rd edJ， 64. 

67) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 63. 

68) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 64-65. 

69) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 260-261. 

70) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 261-262. 

71)一例を挙げれば，セントラル・メイン・テクニカル， ブルー・マウンテン， カヤホ

ガ， チッペワ・アレイなどである.

72) Perin， D. “U sing Academic-Occupational Integration to Improve Remedial 

Instruction." Community College Journa1， 69(5)， 1999， 26-31. 

-160-

46) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 191. 

47) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 10. 

48) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 9. 

49) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 22. 

50) Cohen， and Ignash， 14. 

51) Cohen， and Ignash， 17. 

52) Cohen， and Ignash， 17. 

53) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 108. 

54) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 40. 

55) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 135. 

56) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 139. 

57) Cohen， and Brawer， The Col1egiate Function， 139. 

58) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 202. 

59) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 39. 

60) Cohen， and Brawer， The Col1egiate Function， 213. 

61) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 39. 

62) Noel， L.， Levitz， R.， Saluri， D. and Associates. Increasing Student Retention: 

Effective IケogramsandI匂cticiesfor Reducing the Dropout Rate. San Francisco: 

Jossey-Bass， 1985， p.X. 

63) Noel， Levitz， Saluri， and Associates， 5. 

64) Cohen，訂ldBrawer， The American Community College 臼:rded.λ62-63. 

65) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 61. 

66) Cohen， and Brawer， The Ameri伺 nCommunity College (3rd edJ， 64. 

67) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 63. 

68) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 64-65. 

69) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 260-261. 

70) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 261-262. 

71)一例を挙げれば，セントラル・メイン・テクニカル， ブルー・マウンテン， カヤホ

ガ， チッペワ・アレイなどである.

72) Perin， D. “U sing Academic-Occupational Integration to Improve Remedial 

Instruction." Community College Journa1， 69(5)， 1999， 26-31. 

-160-



73) Perin， 26-31. 

74) Perin， 26-31. 

75)高等教育システム(マスタープランなど)により，州内のコミュニティ・カレッジと州

立大学との単位互換制度が確立されていることが判明した. 特にはコミュニティ・カ

レッジを附属機関 (branchcampus)としてもつ州立大学と同カレッジとの転学が最も

スムーズ、なものになっている<Cohen， and Brawer， The Ameri伺 nCommunity 

Col1ege (3rd edJ， 61) . 

76) Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らによれば，コミュニティ・カレッジから4年制大学・カ

レッジに転学率を示す信用できるデータはないという. それにも増して主たる理由とし

て， 確とした「転学J (transfer )の定義がなされていないためデータをとるととが困

難， という事実がある. 例えば， ある学生はコミュニティ・カレッジでわずか1・2セ

メスター学んだ後(最低12単位取得後) 4年制大学・カレッジへ転学する. また，ある

者は 4年制大学・カレッジをドロップ・アウトをしてコミュニティ・カレッジに学び

，その後再び4年制大学・カレッジへ戻っていく. ある学生は地域のコミュニティ・カ

レッジと州立総合4年制大学の科目を同時に登録(履修)する. ある学生はコミュニテ

ィ・カレッジ何単位かを取得して， 期間をおいて4年制大学へ転学する，などと転学の

ケースは多岐におよぶ (Cohen，and Brawer， The Collegiate Function， 90). CSCC 

の全米調査によれば，コミュニティ・カレッジで12単位程度取得した後転学する率は，

44.3% (1989)という. コミュニティ・カレッジに入学後4年以内に転学する率は21.2

% (1989)である (Cohen，and Brawer， The Collegiate Function， 60) . 

77) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 179-180. 

78) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 90-94. 

79) Cohen， and Brawer， The American Community Col1ege (3rd edJ， 321. 

80) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 331. 

81)厳密にいえば， 転学するには修得した「カレッジ」科目の平均の成績 (GPA:Grade 

Point Average) が2.0以上の成績でなければならない. GPAとは総獲得ポイン

ト-+-["総取得単位」で出す成績評定の方法である. 因みに， A=90%以上 (4ポイン

ト)， B=89-80% (3ポイント)， C=79-70% (2ポイント)， D=69-60% (1ポイン

ト)， F=59%以下 (0ポイント)となっている.

82) National Center for Education Statistics， Remedial Edu伺 tion，23. 

83) National Center for Education Statistics， Remedial Education， 21. 

-161-

73) Perin， 26-31. 

74) Perin， 26-31. 

75)高等教育システム(マスタープランなど)により，州内のコミュニティ・カレッジと州

立大学との単位互換制度が確立されていることが判明した. 特にはコミュニティ・カ

レッジを附属機関 (branchcampus)としてもつ州立大学と同カレッジとの転学が最も

スムーズ、なものになっている<Cohen， and Brawer， The Ameri伺 nCommunity 

Col1ege (3rd edJ， 61) . 

76) Cohen， A.M.， Brawer， F.B.らによれば，コミュニティ・カレッジから4年制大学・カ

レッジに転学率を示す信用できるデータはないという. それにも増して主たる理由とし

て， 確とした「転学J (transfer )の定義がなされていないためデータをとるととが困

難， という事実がある. 例えば， ある学生はコミュニティ・カレッジでわずか1・2セ

メスター学んだ後(最低12単位取得後) 4年制大学・カレッジへ転学する. また，ある

者は 4年制大学・カレッジをドロップ・アウトをしてコミュニティ・カレッジに学び

，その後再び4年制大学・カレッジへ戻っていく. ある学生は地域のコミュニティ・カ

レッジと州立総合4年制大学の科目を同時に登録(履修)する. ある学生はコミュニテ

ィ・カレッジ何単位かを取得して， 期間をおいて4年制大学へ転学する，などと転学の

ケースは多岐におよぶ (Cohen，and Brawer， The Collegiate Function， 90). CSCC 

の全米調査によれば，コミュニティ・カレッジで12単位程度取得した後転学する率は，

44.3% (1989)という. コミュニティ・カレッジに入学後4年以内に転学する率は21.2

% (1989)である (Cohen，and Brawer， The Collegiate Function， 60) . 

77) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 179-180. 

78) Cohen， and Brawer， The Collegiate Function， 90-94. 

79) Cohen， and Brawer， The American Community Col1ege (3rd edJ， 321. 

80) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd edJ， 331. 

81)厳密にいえば， 転学するには修得した「カレッジ」科目の平均の成績 (GPA:Grade 

Point Average) が2.0以上の成績でなければならない. GPAとは総獲得ポイン

ト-+-["総取得単位」で出す成績評定の方法である. 因みに， A=90%以上 (4ポイン

ト)， B=89-80% (3ポイント)， C=79-70% (2ポイント)， D=69-60% (1ポイン

ト)， F=59%以下 (0ポイント)となっている.

82) National Center for Education Statistics， Remedial Edu伺 tion，23. 

83) National Center for Education Statistics， Remedial Education， 21. 

-161-



84) Spann， and McCrimmon， 161. 

85) Barshis，釘ldGuskey， 84. 

86) Roueche， J.E.， and Kirk， R.W. Catching UP: Remedia1 Edu白 tion.San Francisco: 

Jossey-Bass. 1974， p.11. 

87) Donova副nし，R.Aん.

InW.ム.L.D民ee暗gan，and D.T官叩illery(色ed白s.).R，胎θn即1ew耐拍号v吋拍Fぜ企f力'ngt.白hθAmerican Coα仰'mη1m刀m刀1U山un丘1ガfむかy 

College:斤'Ioritiesand Strategies for Effective Leadership. San Francisco: Jossey-

Bass. 1985， p.ll0. 

88) Cohen， and Brawer， The Ameri伺 nCommunity College (3rd ed.) ， 263. 

89) Roueche， and Kirk， 22-23. 

90) Roueche， and Kirk， 23. 

91) Barshis， and Guskey， 85. 

92) Roueche， J.E.が連続性を重視していないわけではない.それよりも，専門的資質・技

術をもった教員や体系立ったカリキュラムをもっ「補習教育」にて，学生が「カレッ

ジ・レベル」の学力に到達するまで，じっくりと学ぶ機会を提供すべきであるという考

え方である (Roueche，J.E.， and Roueche， S.D. High Stakes， J丑ghPerformance: 

Making Remedial Education. Washington， D.C.: Community College Press， 1999.， 

Roueche， J.E.， Johnson， L.F.， Roueche， S.D. ，百ldAssociates. Embraci'ng the 

刀ger::TheEffectiveness Debate & the Communlty College. Washington， O.C.: 

Community College Press， 1997.， Roueche， J.E.， and Roueche， S.O. Betwθθna 

Rock and a Hard Place: The At-Risk Student ln the Open-Door College. 

W部副ngton，D.C.: Community College Press， 1993) . 

93)この場合の「識字」は Iカレッジ・ワーク」をフォローでき得る学力を指す.

94) Cohen， 3-10. 

95) Cohen， 3-10. 

96)悶chardson，Fisk， and Okun， 63-72. 

97) Cohen， 3-10. 

98) Cohen， 3-10. 

99) Cohen， and Brawer，刀1eAmeri回 nCommun1ty College (3rd ed.)， 259. 

100) Cohen，国ldBrawer， The Amerlcan Communlty College (3rd ed.)， 274. 

101) Cohen， and Brawer， The American Community College (3rd ed.)， 274. 

-162 



102) Eaten， J.S. Strengthening Collegiate Function in Community Colleges. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1994， p.154. 

103) Eaten， 154. 

104) Donovan， 117， 124. 

105)筆者の書簡での質問に対し i全米補習教育センターJセンター長のBoylan，H.R. 

氏が回答した (1998). 

-163ー

102) Eaten， J.S. Strengthening Collegiate Function in Community Colleges. San 

Francisco: Jossey-Bass， 1994， p.154. 

103) Eaten， 154. 

104) Donovan， 117， 124. 

105)筆者の書簡での質問に対し i全米補習教育センターJセンター長のBoylan，H.R. 

氏が回答した (1998). 

-163ー



終章 「大学機能」に積極的に係わる「補習教育J

本章では r大学機能」への「補習教育Jの係わりの在り方について，筆者の見解を示

し，本研究のまとめをおこなうことにしたい.

第1節総括

本節においては，これまでの考察の結果解明でき得たことを，論述の繰り返しを厭わず

述べてみたい.まずは，行論に沿って考察の結果なし得た知見を整理する.次に，それを

意識しつつ， r ((試論》論証Jの流れをまとめるととにする.

1.考察結果の要約

(1)コミュニティ・カレッジには，その誕生期より同カレッジを巡る様々な批判が存

在し，その諸批判は1960年代を境に論調が変化することが明らかとなった. 1960年代以

前は r中等教育機関」なのか「高等教育機関」なのかという「帰属Jについての議論，

1960年代以後は「教育機能不全」についてのそれが強調されていた r教育機能不全J

論のなかでも「教育機能・社会階級(構造)J批判については，対峠する見解があった.

両主張の懸隔は，主として論者が支持する理論的枠組み(基盤)の差異によることが明ら

かとなった.この差異は，アプローチの違いから「ある前提」について解釈するプロセス

のなかで，対峠する見解を導出した.この場合の「前提」とは r高等教育(機関)J概

念であった.つまり，対峠する見解の素因は，論者の「高等教育」観の差異に依拠するも

のであることが判明した.

(2) r大学機能」を考える上において，コミュニティ・カレッジの「カレッジ・ワー

ク」について言及することが不可欠であった. また rカレッジ・ワークJを検討する

際 r高等教育(機関)J概念の解明に踏み込む必要があった.アメリカ高等教育機関の

実状を判断するための指標として r経済」と「高等教育機関」との関係に注視する観点

を提示した.この「大学教育」と「職業J (労働市場)との係わりが「地域経済発展に貢

献する人材育成Jという切り口を導出することになった.このような文脈で，コミュニテ

イ・カレッジが取り組むべき方向性とは 「基礎学習技能Jに加え r社会経済的背景に
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対応できる能力の育成」であった.そうした課題に応えるためのコミュニティ・カレッジ

の教育内容は r識字教育レベルJから「大学教育レベル」であった. その結果 r一

般教育」科目のなかに「職業教育」科目の意味合いが含まれることになった.この脈絡の

なかで「大学機能」の教育機能がアカデミック教育」と「キャリア教育(職業教

育)Jを統合した意味合いをもつことになることが明らかになった.それに付随して，コ

ミュニティ・カレッジの「カレッジ・レベル」の教育内容を地域州立総合4年制大

学」相当レベルに設定することの妥当性を提示した.

(3)筆者は r補習教育」の伝統的枠組みを rカレッジ・レベルのコース・ワーク

への準備教育」に相当する教育内容をもっ科目・プログラム，そして「概念拡大」の結果

その伝統的枠組みにさらなる意味合いが加わった状態，つまりは，教育内容(範囲)が拡

大した状態」を「基本的枠組み」ということに設定した.乙の「概念拡大Jは，

‘remedial education'から‘developmentaIeducation'へのターム変遷のプロセス

のなかで生じたものであった.この「概念拡大」をもって，カレッジ前レベルの「補習教

育」と非カレッジレベルの「補習教育」に大別ができ得ることが判明した.しかし，カ

レッジ前レベルの「補習教育」には，さまざまな課題が山積していた.その問題点を「教

員」側 r学生」側 r財源」などに分類できることが明らかになった.そのなかで，

「学生」側の問題点であるが，一般的に「補習教育」に登録する学生は， 修学について

否定的なイメージをもっていることが判明した.彼らは，過去の学業経験についてネガテ

ィブであり，特に， 自らの能力に対する自信の欠如，つまりは「学習問題(障害)Jをも

っ「危機的状況にある学生」であった.

(4) r補習教育」が，コミュニティ・カレッジの「枢要をなすプログラムJであるこ

との根拠を示すととを課題とした. 課題達成のために，①コミュニティ・カレッジが

「補習教育」提供機関的性格を有しているか否か，②「一般教育」科目のなかに「補習教

育」の要素が含まれているか否か，③「補習教育」が「学生の定着」に貢献するプログラ

ムであるか否か，④「補習教育」科目履修者の「カレッジ」科目への登録(履修)と4年

制大学・カレッジへの転学が十分になされているか否か， という 4点をそれぞれ検討し

た. それぞれの問いに答えるために，①については，コミュニティ・カレッジを「補習

教育J提供機関的性格を有するものと捉えている研究者の見解を整理することや r補習

教育」機能のコミュニティ・カレッジへの委譲を目指す各州の事例を挙げた. ②につい

ては r一般教育」科目内容のなかに「補習教育」科目の要因が鎮められている事例を提
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示した.③については r補習教育」が，学力的に十分ではない学生に対して学力保障を

実現するプログラム・科目であるということを示した. ④の考察により，州内において

は，コミュニティ・カレッジと特には地域州立総合4年制大学との転学がスムーズなもの

であることが明らかになった.

最後に r補習教育」が「大学機能」に係わっていることを例示するために r補習教

育j と「カレッジ・ワーク」との連続性という観点から「カレッジ前レベル補習教育Jの

実施形態，つまりは「分離学科」型と「学科統合」型の事例を考察した.その結果，両型

とも「補習教育」科目から「カレッジ」科目への連続性を重視しているということが判明

した.

(5)共通の教育機能をもっコミュニティ・カレッジではあるが，教育機能に対するプ

ライオリティには，設置地域が求めるニーズによって温度差が存在する. その一般認識

に迫るために，筆者がおとなったアンケート結果を設置地域別に整理し比較検討した.

その際，本論では特に「プライオリテイの②」に焦点をあてた.結果として，コミュニテ

ィ・カレッジ聞の見解の差異が少ない事柄は r補習教育」の問題点のなかの「学生側の

問題J，そして「定着」であった.温度差が存在するという事柄は r補習教育」の問題

点のなかの「教員側J r予算配分J，他には「識字レベルの学生J (次節参照)であっ

た.

2. ((試論》の論証

本研究の課題は r大学機能」が効果的に機能する(強化される)ための可能性を「補

習教育」との係わりのなかから提示することであった.そこで筆者は rw大学機能』が

効果的に機能する(強化される)ためには w補習教育』との積極的な係わりが肝要であ

る」という《試論》を立て，本研究の基本的視点を rw補習教育』は，コミュニティ・カ

レッジの教育課程(カリキュラム・プログラム)のなかでも枢要をなすログラムである」

に設定した.この「基本的視点」に論拠を与え r補習教育」科目と「一般教育」科目の

連続性を示す事例の導出をなし得たとき r補習教育」が「大学機能」に係わっている

事実を確認することができると考えた. また，その確認作業の過程で， r w補習教育』が

『大学機能』に積極的に係わる必然性」についての根拠を提示することができるものと
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考えた.

筆者は大学機能」を 14年制大学・カレッジへの転学」機能であり 1アメリカ高

等教育機関の前期課程レベルのカレッジ・ワークJ，加えて，カレッジ・レベルの「アカ

デミック教育と職業教育を統合した意味合いをもつもの」と位置づけた.1 W大学機能』

が効果的に機能する(強化される)Jとは，高等教育レベルのカレッジ・ワーク，特に

は地域州立総合4年制大学(前期課程)Jの教育内容レベルとコミュニティ・カレッ

ジのそれが同等である状態に加えて 「地域外|立総合4年制大学」へのスムーズ、な転学の

実現であった.

「大学機能」が効果的に機能するための可能性を「補習教育」に求める理由として，ア

メリカ社会がコミュニティ・カレッジに期待する高等教育機関としての役割を挙げた.

「非選抜入学(登録)制」の完全採用は，多様な学力的背景をもっ学生の入学(登録)を

許可することになった.実際，コミュニティ・カレッジに学ぶ学生の学力は， 4年制大

学・カレッジのそれと比するに相対的に低い.これは「新しい学生J (非伝統的学生)の

みならず 1最近ハイスクールを卒業した学生」の問題でもあった.結果として 4年制

大学・カレッジへの転学，あるいは学位(準学士)取得希望者のなかで 1カレッジ・レ

ベルに到達していない学生」を「カレッジ・レベル」の学力へ引き上げることが，高等教

育機関としての主たる責務となってきた.その役割を担うのが「補習教育」

(developmental education)であった.

「補習教育」が，コミュニティ・カレッジの教育機能のなかでも重要なプログラム・科

目であることの正当性を獲得するためには補習教育」が，コミュニティ・カレッジの

「枢要をなすプログラム」であることの根拠を示す必要があった.そのためには，①コ

ミュニティ・カレッジが「補習教育」提供機関的な性格を有しているか否か，②「一般教

育」科目のなかに「補習教育J (科目)の要素が含まれているか否か，③「補習教育」が

「学生の定着Jに貢献するプログラムであるか否か，④「補習教育」科目登録学生が「カ

レッジJ科目への登録(履修)と4年制大学への転学がなされているか否か， という 4

点を検討する必要があった.

①であるが，コミュニティ・カレッジを「補習教育J提供機関的な性格を有するものと

捉えている研究者には， Spann， M.G.， McCrimmon， S.， Cohen， A.M.， Barshis， 

D.E.， Guskey， T.R.， Boggs， G.R.， Cater， J.J. ， Richardson， R.C.， Jr.， Bender， 

L.W.， Roueche， J.E.， Mell釘1der，G.A.， Robertson， B.， McGrath， D.， Spear， M.B. 
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らがいた. 実際 r補習教育」提供機関としてのコミュニティ・カレッジのルーツは

1920年代に遡り，それ以降4年制大学・カレッジは その役割をコミュニティ・カレッ

ジが部分的に担うことを期待してきた.ニューヨーク州やカリフォルニア州などの高等教

育政策の事例にみられるように， 1990年代より，コミュニティ・カレッジに「補習教育」

を全面的に委譲する動きが現実のものとなってきた.

②であるが r一般教育」科目のコミュニケーション分野のなかに r補習教育」の伝

統的枠組みであるカレッジ前レベルの「リーディングJ rライティングJの要素が鎮めら

れていることが，明らかとなった.実際，コミュニティ・カレッジでは r補習教育」科

目である「リーディングJ rライティングJ r数学Jを r一般教育」科目に組み入れた

教育実践がおこなわれている r一般教育J (科目)に「補習教育J (科目)の教育内容

の要素を組み込む端緒となった背景には2つの理由があった.ひとつは，非伝統的学生も

含めたハイスクール卒業生の識字力低下の結果，コミュニティ・カレッジは，学生がカ

レッジ・ワークをこなすための準備教育に力を入れざるを得なくなった，という点.今ひ

とつは，ハイスクールが中等教育レベルにおいて，学生達に「一般教育」を習得させる

ことに失敗した乙とであった.また，コミュニティ・カレッジの「一般教育」科目のなか

で，受け入れ側である r4年制大学・カレッジ」が無条件に許可する転学科目

(trasferable credits)は， 17.4%"'37.2% (州によっては約80%)ということが判明し

た.

③の「学生の定着」である. r補習教育」が 「学生の定着」に効果的な教育実践か否

か，を判断する2つの調査結果があった.ひとつは，学生の大半が，入学(登録)後4週

間という初期にドロップ・アウトするという，各コミュニティ・カレッジがもっ調査結

果.ひとつは rスタディ・グループに不参加J r教員やアドバイザーとの交流の欠如」

「カウンセリング経験の皆無」という，カレッジを去った学生の修学(履修)時の傾向性

を指摘する Cohen， A.M， Brawer， F.B.らの調査結果であった.これらから，入学(登

録)時初期にカレッジが充分なケアを学生に施せば， ドロップ・アウトを防ぐことができ

ることが明らかとなった.筆者がおこなったアンケート調査でも r補習教育Jは学生を

カレッジに止めるのに寄与するプログラム，という回答が大半であった.

④の「カレッジJ科目登録(履修)状況については r補習教育J科目と「カレッ

ジ」科目との登録(履修)形態と「カレッジ」科目内容を目指す実例を示すことを通し

て. その後の4年制大学(ここでは特に， 地域州立総合4年制大学)への転学が果たさ
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れているか否かについては["共通科目番号制」と転学単位としての「非リベラル・ア

ーツ」科目をそれぞれ考察した. その結果，州内においては，コミュニティ・カレッジ

と， 特には地域州立総合4年制大学との転学がスムーズなものであることが明らかに

なった.

最後に i補習教育」が「枢要をなすプログラム」であることを論証することによっ

て i補習教育」と「大学機能」の「係わりの事実」を確認することができるのか，とい

う疑問に対して次の2点を確認しておく必要があった. ひとつは["補習教育」科目が

「大学機能」に組み込まれ得る，という根拠を例示すること.今ひとつは["大学機能J

への「枢要をなすプログラム」の係わりの事例を示すことであった.第1点目について

は，先の②④で根拠を示すことができた.第2点目は，基本的に「補習教育」が「カレッ

ジ前レベルの準備教育Jというととで["カレッジ・レベル・ワーク」の「大学機能」と

係わりをもち得るのか，という疑問に対して答えを示すことであった.この点に関して

は，カレッジ前レベルの「補習教育」科目と「カレッジ」科目との分断を期待するもので

はない，という事例を提示することが不可欠となった["補習教育」と「カレッジ・ワー

ク」との連続性である.この場合["一般教育」科目と「補習教育」科目との係わりとい

うことである.これも，先の②④にて両科目聞の連続性の可能性を示すことができた.

更なる根拠を得るために， アカデミック・カリキュラム内での「カレッジ前レベル補習

教育Jの実施形態を考察した. 実施形態には["独立した学科・部局のなかで専門的補

習教育を提供すべき」とする「分離学科」型と["正規の科目領域の学科のなかで補習

教育が施されるべき」という["一般教育J科目と「補習教育」科目との連続性を重視す

る「学科統合J型とがあった. 実際には["分離学科」型をもっコミュニティ・カレッジ

においても["一般教育」科目と「補習教育」科目の「同時履修」を採用しているカレッ

ジが大半であることが判明した.両型とも「補習教育J科目から「カレッジ」科目への連

続性を重視していることが， Cohen， A.M.， Roueche， J.E.らの議論に加えて，連邦教育

省と筆者が実施した全米レベルの調査から明らかになった.

まとめると， ②④の["~一般教育』科目のなかに『補習教育』科目の要素が鎮められ

ているJという仮説に根拠を与え，カレッジ前レベルの「補習教育」と「大学機能」との

連続性を確認することをもって["~大学機能』と『補習教育』との係わりの事実J に

ついての論拠を示すことができた. 加えて，③の「学生の定着」を実証し，④の「カ

レッジ」科目への登録(履修)と4年制大学への転学を検討する作業を通して，カレッジ
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当局が必然的に「補習教育」の重要性を認識する可能性を提示できた.

以上の考察をもって，本研究の《試論》の論証をなし得たものと考える.

第2節 識字レベルの「補習教育」からの係わりが期待される「大学機能」

本論文では r補習教育」が「大学機能Jに積極的に係わることの必然性を r補習教

育Jが「枢要をなすプログラム」であることを論証することを通して解明した.本節にお

いては r補習教育」と「大学機能」の係わりに対する筆者の捉え方，つまりは「大学機

能Jが許容する「補習教育」の範囲について，見解を述べたい.

筆者は，コミュニティ・カレッジを r成人基礎教育(識字教育)Jレベルから「カ

レッジ・ワークJレベルまでの教育内容を提供する総合教育機関であると捉える.した

がって，筆者の考える「係わりJとは r非カレッジ・レベルの補習教育J科目と「カ

レッジ・レベル」科目との連続性ということになる.つまり 「あらゆるレベルからカ

レッジ・ワークへと移行できるシステムの確立」は r識字レベルの教育内容(成人基

礎教育)Jを始めとする「補習教育」科目と「カレッジ・レベル」科目との結合であり，

その効果的な流れを「大学機能」の教育営為と見倣す考え方である.

この筆者の見解に対して，予想され得る反論に答えよう. 3点ある. 1点目は r補習

教育」をコミュニティ・カレッジの教育機能から切り離すべき，とする考えである.その

「カレッジ・レベルの学力に到達していない学生Jに対する学力保障の場として，初等教

育・中等教育機関，あるいはトランジション・スクール (transitionschools )などに役

割を委譲すべき，という考えである1). 2点目は r補習教育」が「大学機能Jに係わ

る場合に生ずる教育(内容)範囲の問題，である.筆者は「補習教育」の係わりの範囲

を r識宇レベルの教育内容(成人基礎教育)Jから「後期中等教育」の教育内容に設定

している.つまり識字レベル」にまでその範囲を拡大することに対する批判である.

第3点目は 2点目の反論を乗り越えることができ得ることを前提として r識字レベ

ルJの教育内容を「大学機能」のなかに取り込むことは，高等教育機関がもっ役割として

適切なのか，という疑念である.

まず第1点目についてである.結論から述べると，これまでの考察に即せばコミュニテ
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ィ・カレッジの教育実践から「補習教育」を切り離すことは困難である.理由は2つ.ひ

とつは，コミュニティ・カレッジに学ぶ学生の大半が低学力であり r補習教育」を切り

離すという主張に従えば学生が激減するのは必至で，コミュニティ・カレッジの存続が危

ぶまれる事態が予測され得る点である.コミュニティ・カレッジの存続を前提としたと

き，低学力の学生を受け入れ，高等教育レベルにまで学力を引き上げることが，コミュニ

ティ・カレッジの伝統的役割であり，高等教育機関として求められる責務となる.その意

味において「補習教育」の実践が不可欠なものになるのである. 今ひとつは r補習教

育Jを切り離すことが，アメリカ高等教育(機関)の実践を否定することになるという点

である.というのも r学力的に十分でない学生」をコミュニティ・カレッジが積極的に

受け入れることによって，アメリカの4年制大学・カレッジは高等教育の大衆化(ユニバ

ーサル化)を実現させてきたという歴史的経緯がある.コミュニティ・カレッジは r補

習教育」をカレッジ・カリキュラムのなかに組み込むことによって，大衆化(ユニバーサ

ル化)の流れに対応してきたのである.結果として r補習教育Jはカレッジ・カリキュ

ラムの「枢要をなすプログラム」となった.その意味において，コミュニティ・カレッジ

から「補習教育」を切り離すという主張は，アメリカ高等教育の特長である制度的柔軟性

を否定することになるのである.

2点目に関しては， Eaten， J .S.， Cohen， A.M.ともに，筆者とは異なった認識をもっ.

Eaten， J.S.は「補習教育」の係わる範囲を「限定されたものJとして捉えている.前期

中等教育以下の学力レベルの学生は r大学機能」から切り離すべきとする考えである.

Cohen， A.M.も同様である.というのも，彼は「初等・中等教育レベルでの基礎教育強化

という改革のなかで，伝統的カレッジ年齢の学生に対する補習教育の負担が軽減される」

2)ことを期待しているからである.しかし，両者とも「限定された教育範囲」の「補習

教育」にて「大学機能Jと係わるべき，という見解で一致している.筆者は r補習教

育」が係わるべき教育範囲についてCohen，A.M.氏に書簡にて質問を実施した.そこで

氏に，筆者の視点である「成人基礎教育」レベルからの「大学機能」への係わりについて

の意見を求めたところ， 氏は r第6学年レベルの学力レベルしかもたない学生の大半

は，準学士の学位を取得できる確率が極めて低い」と回答した 3) しかし，筆者が実施

したアンケートで判明したことであるが rカレッジ・ワーク」に進むことを希望する

「補習教育」に学ぶ学生でさえ r第6学年以下Jの学力レベルの学生が存在する.

筆者は rリーディングJ rライティングJ r数学」などの科目別に r第6学年以
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下J r第7学年~第9学年J r第10学年~第12学年Jの段階に区分し，それぞれ「補習

教育J学生全体から割合(%)を抽出した.63コミュニティ・カレッジのなかで， 39カ

レッジから有効回答を得た.39カレッジ中26カレッジ (66.7%)が，第6学年以下の学

力の学生を抱えているという結果であった.設置地域別の内訳でみると r都会系」は

10カレッジの有効回答中 8カレッジ (80%) 4)が第6学年以下の学力しかもたないと

いう回答であった. 以下「地方系」は16カレッジ中8カレッジ 5) (50%)， r郊外

系Jは5カレッジ中4カレッジ6) (80%)， r小都市系」は8カレッジ中6カレッジ7)

(75%) であった. 第6学年以下の学力の学生を抱えているという全カレッジ (26)に

対する設置地域別割合は都会系」と「地方系」は8カレッジで30.8%， r小都市系J

は6カレッジで23.1%， r郊外系」は4カレッジで15.4%，という結果であった.

ここで，第6学年以下の学力レベルの学生登録をもっコミュニティ・カレッジのなか

で，特に， 同学力レベルの学生割合が高いコミュニティ・カレッジのデータを整理して

みる. まずはブルー・マウンテンである. 同カレッジは rリーディング」に登録する

学生全体のなかで，第6学年以下の学力レベルの学生割合は10%，以下，ライティング

(35%) ・数学 (40%)，フィラデルフィアにいたっては，リーディング (25%) ・ラ

イティング (25%) ・数学 (25%)と高い割合であった.チッペワ・アレイは，リーデイ

ング (30%) ・ライティング (30%) ・数学 (30%). アンソンは，リーディング (30

%) ・ライティング (20%) ・数学 (50%)，コロラド・ノースウエストは， リーディ

ング (14%) ・ライティング (50%) ・数学 (50%). セントラル・カロライナは，リ

ーディング (43%) ・ライティング (24%) ・数学 (42%). セントラル・メインは，

リーディング (40%) ・ライテイング (35%) ・数学 (50%)などという結果を得た.

また r補習教育」科目のなかでも r数学」科目の登録割合が高くなっていた.サンプ

ル数としては十分ではないが r補習教育」に登録する学生のなかで r識字Jレベルの

学生の割合は低いものではない，という傾向性は示すことができるものと考える.

次に，先に示した「初等・中等教育レベルの基礎教育強化という改革のなかで，伝統

的カレッジ年齢の学生に対して，コミュニティ・カレッジが施す補習教育の負担が軽減さ

れる」という Cohen.A.M.の見解について反論しておきたい.これは「最近ハイスクー

ルを卒業した学生」に限定された指摘であり，識字レベルの基礎学力の向上を求める「成

人学生(学習者)Jは含まれていない.コミュニティ・カレッジに入学(登録)する学生

の大半は「非伝統的学生」であり，その修学パターンもいわゆる「ストップイン・ストッ
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プアウト (stop-in， stop-out) 8 )を繰り返す者達である r補習教育」に登録する

学生も同様の傾向をもっ.その点から「補習教育」の負担が軽減されると捉えることは，

現実的ではない.彼らのなかには，ハイスクール卒業後，相当年数を経ている者も多い.

これは，成人学生(学習者)が，ハイスクールにて学んだ事項を忘却している，という可

能性を導き出す. r補習教育」の内容が，識字レベルから中等教育レベルまでを含まざる

を得ない，とする根拠をこの点からも求めることができる.

第3点目である.上の考察により rカレッジ前レベルの補習教育Jに学ぶ学生でさ

え，初等教育レベルの学力しかもたない者がいることが明かになった.問題は，この現実

をどのように捉えるか，である.なるほど， Cohen， A.M.が指摘するように「第6学年

の学力レベル学生の大半」は，準学士の学位を取得するのは困難かもしれない.ここで，

このレベルの学生をコミュニティ・カレッジから切り離すのか.あるいは重視しないの

か，という問題が生ずる.仮りに「切り離すものではないが，その教育範囲を限定する」

という， Eaten， J.S.やCohen，A.M.らの方針をコミュニティ・カレッジがとる場合，コ

ミュニティ・カレッジの伝統的実践を放棄することにならないのか.また放棄すべき営為

なのか.この疑問に答えるためには，これまでの考察により解明された「前提Jに拘泥す

ることが示唆的であろう.この前提とは，コミュニティ・カレッジの「地域経済発展への

貢献」という指標である.この指標から考えるとき識字レベルからカレッジ・レベル

の教育」を施すことがコミュニティ・カレッジの責務となることが明らかとなった.この

場合の「識字レベル」に対応する教育プログラムとは r補習教育」概念の伝統的枠組み

が拡大(基本枠組み)したことにより組み入れられることになった r成人基礎教育」

rGEDテスト準備J r高卒資格取得」などの「非カレッジ・レベルの補習教育」プログ

ラムである 9) したがって，学生(学習者)が，この「非カレッジ・レベルの補習教

育」から「カレッジ前レベルの補習教育J， rカレッジ前レベルの補習教育」から「大学

機能Jへのスムーズ、な移動ができ得るためのシステム構築が不可欠なものとなってくるの

である.この「連続性」は，非カレッジ・レベルの「補習教育」を「大学機能」に積極的

に係わらせることによって実現可能と考える.

円。
可

dta--
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9)全米補習教育センター長Boylan，H.R.氏は，まず初めに伝統的「補習教育」と「成

人基礎教育」を区別すべきであるという.氏によれば，基本的に「補習教育」とは

基礎学習技能をすでに習得している学生を対象としているという(しかし，実際に

は「補習教育」では，この技能を施しているコミュニティ・カレッジも多い). 

「成人基礎教育」は，産業レベルでの読み書き計算がその内容であるが r補習教

育Jは，カレッジ・レベルの「リーディングJ rライティングJ r数学」のスキルで

ある.その意味において r成人基礎教育J は「補習教育Jと異なり，正規のカリ

キュラムのなかにその要素が含まれるものではないという見解を示す. しかし，

「補習教育」と「成人基礎教育」は分断されるべきではなく，拡張可能なシステムに

組み入れられべきと主張する. (筆者による書簡での質問に対する，全米補習教育セ

ンター長Boylan，H.R.氏の回答 1998). 
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アンケート調査協力コミュニティ・カレ、ソジ一瞥

(1998年11月'""-'1999年2月)

URBAN(14) 
• AUptin Community College 
• Central Piedrnont Community College 
• Chemeketa Community College 
• Chippewa Valley Technical Col1ege 
• Cincinnati State Technical & 
Community College 

• City College of San Francisco 
• Community College of Philadelphia 
• De1gado Community College 
• El Paso Community College 
. Hillsborough Community College 
• Northwest Arkansas Community College 
• Oklahoma State Univ. 
Oklahoma City 

• Shelby State Community College 
• South Seattle Community COllege 

RURAL(22) 
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• Barton County Community College 
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• Butler County Community College 
• Chandler-Gilbert Community College 
• Colorado Northwestern Communuty College 
Rangely campus 

• Community COllege of Vermont 
• Denmark Technical College 
. East Central Community College 
. Eastern Wyoming College 
• Fergus Falls Community College 
• Glen Oaks Community College 
• Hawkeye Community College 
• Kent State University， Geauga Campus 
• McCook Community College 
• Midst State University -Bottineau 
• Quinebaug Valley Community-tecpnical 
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• Snow College 

(Texas) 
37-acre (North Carolina) 
72-acre (Oregon) 
160-acre (Wisconsin) 
46 -acre (Ohio) 

56-acre (California) 
14-acre (Pennsylvania) 

57-acre (Loiusiana) 
(Texas) 

一一一 ( Florida) 
77-acre仏rkansas)
80-acre (Oklahoma) 

22-acre (Tennessee) 
65-acre (Washington) 

88-acre (South Carolina) 
97-acre (North Carolina) 
140-acre (Kansas) 
170・・acre(Oregon) 
300-acre (Pennsylv.出世a)
80-acre仏巾ona)
150-acre (Colorado) 

(Vermont) 
51-acre (South Carolina) 

200-acre (Mississippi) 
40-acre (Wyoming) 
146-acre (Minnesota) 
300-acre (Michigan) 
320-acre (Iowa) 
87-acre (Ohio) 
20-acre (Nebraska) 
35-acre (North Dakota) 
60-acre (Conneticut) 

50-acre (u tah) 
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• Central Virginia College 
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100-acre (New Jersey) 
120-acre (Delaware) 
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8-acre (Montana) 
40-acre (New Mexico) 

42-acre (Idaho) 
9-acre (Ohio) 

391-acre (West Virginia) 
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HIROTOSHI TANIGAWA 

GRADUATE STUDENT， KOBE UNIVERSITY 

November 26， 1998 

Dear Sir or Madam : 

Enclosed Is a copy of a questionnalre， which I have sent to community colleges in the 

Unlted States. 

I am nowa doctorate candidate of a developmental education In community colleges 

In the Unlted States at Kobe Unlversity. The theme of my dissertation is to propose a 

colleglate functlon based on developmental education sytem used by communlty 

colleges. 

I would be grateful if you could encourage somebody In charge to answer my 

questlonnalre at some convenlent tlme. I feel that thls questionnalre before the 

deadline， that Is the end of December ，1998， Is of great Importance. 

Yours falthfully， 

Hlrotoshl Tanlgawa 

Graduate Student， Kobe Unlversity 

P.S. Please let me know if the postage fee is necessary. 

You will be relmbursed as soon as posslble. 
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Questlonnalre 

Purpose of thls questlonnalre Is to provlde Information for the study of 

communlty colleges， especlally developmental education. 

* Deflnltlon of developmental educatlon: Courses In reading， writing， 

or math for college students lac~lng those skills necessary to perform 

college-Ievel work a t the level requlred by your Institutlons. 

(source: National Center for Educatlon Statlstics， 1997) 

Name of Your College: 

Name of Person Completing Thls Form: 

Tltle/Posltlon : 

RETURN COMPLETED FORM TO: 

Hirotoshi Tanlgawa 

Japan 

1. Who most often provides developmental education7 

(Clrcle one number) 

(1) Separate developmental dlvislon I department 

(2) Traditional academlc department 

(3) Learning Center 

(4) Others 

*colleaes choosina #(2) answers onlv. 

Do you think your department has to be changed Into type (1) or (3) 7 

If not， why7 
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*Colleaes choosina # 11 l 13l answers onlv. 
How has your instltutlon made efforts to encourage developmental students 

to flow Into college-Ievel courses? Some researchers criticlzed the Independent 

division type 01 developmental education. They insist that at thls independent 

divlslon type the developmental students drop out before being allowed to 

enroll in college-Ievel classes because it takes too long for developrnental 

students to go on to college-Ievel coursework and so on. 

2. In general， do your students who take developmental courses have better 

retention patterns than those who do not in their college-Ievel coursework? 

Do you think developmental education is a sound investment to keep them In 

college? (Circle one) 

YES . NO 

Comments: 

3. In general， about what percentage of students take part in each Iiteracy level of 

developmental education (courses)? 

readlng writing math 

(1)10th to 12th grade level % % % 

(senior hlgh school leveり
(2) 7th to 9th grade level % % % 

(junlor hlgh school level) 

(3) below 7th grade level % % % 

(elementary school leveり
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4. What are the maJor problems within your developmental practice? 
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